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テーマ：日系コンビニエンスストアに対する日中の顧客知覚価値に関する研究 
主問：日系コンビニエンスストアに対する日中の顧客知覚価値にはどのような共通点と相
違点があるか？ 
 
序論 
研究目的： 
日本と中国における日系コンビニを利用する消費者をセグメンテーションするうえで，
日系コンビニの経営ノウハウイノベーションに対する知覚、知覚価値、満足度，またそれ
ぞれの影響関係についてマーケティングの視点（消費者行動を含む）からアプローチし，
その研究成果を踏まえて日系コンビニ企業の特徴を解明することである。 
問題意識： 
一つ目に日中における日系コンビニの消費者像を明らかにする。つまり日系コンビニを利
用する消費者はどのような人，彼らは何を求めて来店するかを解明したいという問題意識
である。 
二つ目に消費者が日系コンビニのことをどのように認識しているのか。つまり日系コンビ
ニの特徴といわれる「様々なサービスによって利便性」、「コストパフォーマンスが高いオ
リジナル商品」等に対して消費者は認識しているのか否かを解明したいという問題意識で
ある。 
三つ目に消費者が日系コンビニを利用する際にコンビニの価値をどのように認識してい
るのか。つまり商品の品質・価格・品揃え・追加サービス・アメニティ等のコンビニから
感じられた価値，すなわち知覚価値を解明したいという問題意識である。 
四つ目に消費者が日系コンビニを利用した後に商品やサービスなどに満足しているか否
かを解明したいという問題意識である。 
五つ目に上記の４つの問題意識の影響関係を解明したいという問題意識である。 
研究課題と方法： 
 上述の目的を明らかにするために次のような主問と４つの副問を設定する。 
主問：日系コンビニエンスストアに対する日中の顧客知覚価値にはどのような共通点と相
違点があるか？ 
 上記の主問に対し，日系コンビニエンスストアの展開と特徴、消費者行動、顧客知覚価
値という基礎理論及び先行研究を整理し，それを踏まえて本研究のモデルと仮説を構築
し，アンケート調査票を作成し，日本と中国において予備調査と本調査を行う。調査デー
タを統計分析し，日中の顧客知覚価値を把握して主問を解答する。 
副問１：日中の消費者タイプは顧客知覚価値にどのような影響を及ぼすか？ 
副問２：日中の消費者におけるコンビニエンスストアの経営ノウハウのイノベーションに
対する知覚は顧客知覚価値にどのような影響を及ぼすか？ 
副問３：日系コンビニエンスストアの顧客知覚価値は日中の消費者の顧客満足にどのよう
な影響を与えるか？ 
副問４：日系コンビニエンスストアの顧客知覚価値は顧客満足に対してどのような媒介効
果を果たすか？ 
 
研究の独創性： 
一つ目に，本研究は日中の日系コンビニ消費者の消費タイプ、日系コンビニの経営ノウハ
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ウイノベーションに対する知覚、顧客知覚価値、顧客満足という４つの変数に対して適切
な測定尺度を開発することである。 
二つ目に，本研究は上記の４つの変数の関係を明らかにすることである。 
三つ目に，本研究は日中における日系コンビニを利用する消費者の実態を明らかにするこ
とである。 
 
↓ 
 
第一章では，商業と小売業の基礎理論を整理する。具体的には，商業の概念と分化、小売
業の特徴と機能及び業態、コンビニエンスストアの生成と日本における発展、日本におけ
るコンビニエンスストアの特徴、中国における小売業の発展と日系コンビニエンスストア
の展開に関する研究を考察する。 
  
↓ 
 
第二章では，消費者行動の基礎理論を整理する。具体的には，消費者行動の定義と学際性、
マーケティング視点と心理学視点における消費者行動に関する理論、顧客満足の理論に関
する研究を考察する。 
 
↓ 
 
第三章では，顧客知覚価値の基礎理論を整理する。具体的には，価値の概念、顧客知覚価
値の理論とモデル、顧客知覚価値の測定、顧客知覚価値の影響要因に関する研究を考察す
る。 
 
↓ 
 
第四章では，本論文の問題意識に踏まえて消費タイプ、日系コンビニの経営ノウハウイノ
ベーションに対する知覚（PKHIと略称）、顧客知覚価値、顧客満足に関する先行研究を整
理し，問題点を提出し，それを踏まえて本研究における研究モデルと１０個の仮説の構築
を行う。 
 
↓ 
 
第五章では，本研究で行われるアンケート調査の概要とデータの統計分析方法を説明す
る。本研究は五つの統計分析手法を用いる。それぞれは記述統計分析、カイ２乗検定、探
索的因子分析、検証的因子分析、共分散構造分析である。 
 
↓ 
 
第六章では，アンケート調査を行うための測定尺度を定性的手法と定量的手法で開発し，
この測定尺度を用いてアンケート調査を行い，収集したデータを統計分析を行い，統計的
手法によって測定尺度の妥当性を確認し，潜在変数を解明する。 
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その結果は消費タイプ、日系コンビニの経営ノウハウイノベーションに対する知覚、知覚
価値からそれぞれ三つの潜在因子を抽出し，顧客満足から二つの潜在因子を抽出した。ま
た検証的因子分析、相関マトリックスと弁別的評価表によって収束的・弁別的妥当性を確
認した。 
 
↓ 
第七章では，構造方程式モデリングを用いて潜在変数間の直接・間接的な影響関係を明ら
かにしたうえで，仮説を検証する。それとともに先行研究との共通点と相違点を考察する。 
その結果は消費タイプが顧客知覚価値への影響について，日本には９つの顕著な影響関
係、中国には６つの顕著な影響関係が見られる。 
消費タイプが PKHI を介して顧客知覚価値への影響について，日本には１５個の顕著な影
響関係、中国には１６個の顕著な影響関係が見られる。 
PKHI が顧客知覚価値への影響について，日本には６つの顕著な影響関係、中国には７つ
の顕著な影響関係が見られる。 
顧客知覚価値が顧客満足への影響について，日本には４つの顕著な影響関係、中国には３
つの顕著な影響関係が見られる。 
消費タイプが顧客知覚価値を介して顧客満足への影響について，日本には１２個のパスに
顕著な媒介効果、中国には８つのパスに顕著な媒介効果が見られる。 
PKHI が顧客知覚価値を介して顧客満足への影響について，日本には１０つのパスに顕著
な媒介効果、中国には１４個のパスに顕著な媒介効果が見られる。 
 
↓ 
 
結論では，仮説検証結果を通して副問に解答し，副問の解答をまとめて主問への解答を行
う。また本研究の理論的貢献、実践的貢献、日系コンビニ企業への提言、本研究の限界及
び不足点を提示する。 
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序論 
一 問題意識 
 コンビニエンスストア（以下、コンビニとする）は米国に起源した小売業態であるが，
大きく発展してきたのは米国ではなく日本である。日本のコンビニは米国から導入された
経営ノウハウを改善し，そして新しい経営ノウハウを生み出し，つまり日系コンビニエン
スストアとして発展してきた。更に各日系コンビニは自らの経営ノウハウを用いながら積
極的に海外，特にアジア諸国に進出し，国際的な店舗網を形成してきている。その中に
1996年ローソンが上海への進出を皮切りに中国にも 20年前から事業を展開し始めた。 
しかしながら，中国の現状を見ると各コンビニ・チェーンの出店速度が遅く、または収
益が不安定な状況が続いている。外部環境によって出店コストや諸経費の高騰が確かに重
要な影響要因だと考えられるが，中国の消費者はコンビニを「ミニスーパー」として認識・
利用する消費者がまだ多い。また近年スマートフォンやネットショッピングの発展によっ
て消費者の様々なニースがより速やかに満たされる為，コンビニにとって最大の武器とい
われる「利便性」に大きなインパクトを与えている。他方，日本において高齢少子化問題
が進んで共働き世帯と独身者が増加している今日ではコンビニの消費者構成も変わって
きて，特に近年の社会インフラ化として定着したコンビニが日本人に必要不可欠な存在と
なっている。では日中の消費者にとって日系コンビニの価値が何か，その価値が消費者行
動に如何に影響を及ぼすかという一連の課題を研究するのは重要なことである。 
具体的に本研究は以下の５つの問題意識を持っている。 
一つ目に日中における日系コンビニの消費者像を明らかにする。つまり日系コンビニを
利用する消費者はどのような人，彼らは何を求めて来店するかを解明したいという問題意
識である。 
二つ目に消費者が日系コンビニのことをどのように認識しているのか。つまり日系コン
ビニの特徴といわれる「様々なサービスによって利便性」、「コストパフォーマンスが高い
オリジナル商品」等に対して消費者は認識しているのか否かを解明したいという問題意識
である。 
三つ目に消費者が日系コンビニを利用する際にコンビニの価値をどのように認識して
いるのか。つまり商品の品質・価格・品揃え・追加サービス・アメニティ等のコンビニか
ら感じられた価値，すなわち知覚価値を解明したいという問題意識である。 
四つ目に消費者が日系コンビニを利用した後に商品やサービスなどに満足しているか
否かを解明したいという問題意識である。 
五つ目に上記の４つの問題意識の影響関係を解明したいという問題意識である。 
 
二 研究目的 
 本研究の目的は，日本と中国における日系コンビニを利用する消費者をセグメンテーシ
ョンするうえで，日系コンビニの経営ノウハウイノベーションに対する知覚、知覚価値、
満足度，またそれぞれの影響関係についてマーケティングの視点（消費者行動を含む）か
らアプローチし，その研究成果を踏まえて日中の消費者ならびに日系コンビニ企業に有用
な提言を行うことである。 
 
三 研究の独創性 
 一つ目に，本研究は日中の日系コンビニ消費者のタイプ、日系コンビニの経営ノウハウ
イノベーションに対する知覚、顧客知覚価値、顧客満足という４つの変数に対して適切な
測定尺度を開発することである。 
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定量研究におけるアンケート調査の第一歩は合理的な質問項目の作成である。先行研究
には他分野の研究から類似な測定尺度を借用して不適用な部分を修正・削除したり，また
は複数研究のそれぞれの測定尺度から一部ずつを抽出して寄せ集めて自らの研究に用い
ることが多くみられる。しかし，このようなアンケートを当該研究分野の実情に合わせて
慎重に検討しないと，そのアンケート自体の妥当性と信頼性が低下する。そこで本研究は
従来の測定尺度をそのまま用いるのではなく，エキスパートレビューとチームディスカッ
ションという定性的手法と探索的因子分析、クロンバックのα信頼性係数、検証的因子分
析という定量的手法を合わせて用いることで日中の日系コンビニ消費者に適用な測定尺
度を新しく開発する。 
二つ目に，本研究は上記の４つの変数の関係を明らかにすることである。 
先行研究において知覚価値をめぐる成果が多く挙げられるが，消費者一人一人の特性の
無視、知覚価値の影響要因に関する議論の欠如など，つまり各変数間にそれぞれ単回帰分
析を行うことによって，複数変数からの同時的な影響を無視するという問題点がある。そ
こで本研究は消費者を分類してから，構造方程式モデリングを構築して共分散構造分析と
いう統計学的手法を用い，モデル全体に着目して観測変数と潜在変数、潜在変数間の影響
関係を解明する。 
三つ目に，本研究は日中における日系コンビニを利用する消費者の実態を明らかにする
ことである。 
先行研究の日本語文献には主に企業の視点から各コンビニの経営ノウハウイノベーシ
ョンや国際戦略を論じており，消費者の知覚価値をめぐる定量的研究が少なかった。英語
文献には台湾やマレーシア等のコンビニ消費者の知覚価値をめぐる定量的研究は幾つか
が挙げられるが，主に地元系のコンビニに着目して日系コンビニをめぐる研究が少なかっ
た。そこで本研究のように日中の日系コンビニを焦点に置き，その消費者の知覚価値をめ
ぐる視点からの研究を行った。 
 
四 研究対象 
本研究は日本において東京、大阪、福岡，中国において北京、上海、青島の日系コンビ
ニを利用する消費者へのアンケート調査を行った。その内容は，両国における消費者のタ
イプ、日系コンビニの経営ノウハウイノベーションに対する知覚、知覚価値、顧客満足に
ついて実証研究を行う。 
 
五 研究課題と方法 
 上述の目的を明らかにするために，次のような主問と４つの副問を設定する。 
主問：日系コンビニエンスストアに対する日中の顧客知覚価値にはどのような共通点と相
違点があるか？ 
 上記の主問に対し，日系コンビニエンスストアの展開と特徴、消費者行動、顧客知覚価
値という基礎的理論及び先行研究を整理した。それを踏まえて本研究のモデルと仮説を構
築し，アンケート調査票を作成し，日本と中国において予備調査と本調査を行う。調査デ
ータを統計分析し，日中の顧客知覚価値を把握して主問を解答する。 
副問１：日中の消費者タイプは顧客知覚価値にどのような影響を及ぼすか？ 
副問２：日中の消費者のコンビニエンスストアにおける経営ノウハウのイノベーションに
対する知覚は顧客知覚価値にどのような影響を及ぼすか？ 
副問３：日系コンビニエンスストアの顧客知覚価値は日中の消費者の顧客満足にどのよう
な影響を与えるか？ 
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副問４：日系コンビニエンスストアの顧客知覚価値は顧客満足に対してどのような媒介効
果を果たすか？ 
上記の４つの副問に対し，それぞれ消費者セグメンテーション、日系コンビニの経営ノ
ウハウイノベーションに対する知覚、顧客知覚価値、顧客満足に関する先行研究に基づい
て質問項目を作成し，アンケート調査を行う。構造方程式モデリングを構築したうえで調
査データに共分散構造分析を行うことにより，それぞれの影響関係を明らかにし，三つの
副問に関する仮説を検証する。その検証結果に従い，副問を解答する。 
 
六 論文構成 
 本論文は「序論」と「本論」および「結論」で構成され，更に「本論」が第一章から第
七章に分けられ，全体として九つの章で構成される。 
 序論では，本研究の問題意識、研究目的、研究の独創性、研究対象、研究課題と方法な
ど，本研究の概要を説明する。 
 第一章では，商業と小売業の基礎理論を整理する。具体的には，商業の概念と分化、小
売業の特徴と機能および業態、コンビニエンスストアの生成と日本における発展、日系コ
ンビニエンスストアの特徴、中国における小売業の発展と日系コンビニエンスストアの展
開に関する研究成果を考察する。 
 第二章では，消費者行動の基礎理論を整理する。具体的には，消費者行動の定義と学際
性、マーケティング視点と心理学視点における消費者行動に関する理論、顧客満足の理論
に関する研究成果を考察する。 
 第三章では，顧客知覚価値の基礎理論を整理する。具体的には，価値の概念、顧客知覚
価値の理論とモデル、顧客知覚価値の測定、顧客知覚価値の影響要因に関する研究を考察
する。 
 第四章では，本論文の問題意識に踏まえて消費者タイプ、日系コンビニの経営ノウハウ
イノベーションに対する知覚、顧客知覚価値、顧客満足に関する先行研究を整理し，問題
点を提出し，それを踏まえて本研究における研究モデルと仮説の構築を行う。 
 第五章では，本研究で行われるアンケート調査の概要とデータの統計分析方法を説明す
る。 
 第六章では，アンケート調査を行うための測定尺度を定性的手法と定量的手法で開発し，
この測定尺度を用いてアンケート調査を行い，収集したデータについて統計分析を行い，
統計的手法によって測定尺度の妥当性を確認し，潜在変数を解明する。 
第七章では，構造方程式モデリングを用いて潜在変数間の直接・間接的な影響関係を明
らかにしたうえで，仮説を検証する。それとともに先行研究との共通点と相違点を考察す
る。 
 結論では，仮説検証結果を通して副問に解答し，副問の解答をまとめて主問への解答を
行う。また本研究の理論的貢献、実践的貢献、日系コンビニ企業への提言、本研究の限界
及び不足点を提示する。 
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第一章 コンビニエンスストアに関する理論的考察 
第一節 小売商業 
１ 商業の概念 
 商業の概念について多くの学者が様々な視点から捉えられる。森下（1967）は商業の概
念を主に５つの類型にまとめられることを提示した。それぞれは商業を交換と同視する見
解である「交換説」、再販売購入を商業とする見解である「再販売購入説」、生産者から消
費者に至るまでの商品移転に商業を関連させて規定する見解である「配給説」、商業を持
って取引企業を解とする見解である「取引企業説」、生産と消費との間に存在する分離を
克服して両者を結合させるという社会的に必要な機能を担当するものとして商業を規定
する「機能説」である。それらの説を検討したうえで，森下は商業を生産を伴わない再販
売購入に規定する1。 
 商業の概念は広義と狭義から捉えることができる。荒川（1974）は広義の概念を「生産
物の社会的にかかわる人間の行動や，その行動のための特定の仕組みを意味する」として
捉え，狭義の概念を「単なる生産物流通から区別され，独特且つ特定の流通様式が，固有
の意味における商業である」2として捉える。同じような見解で，渡辺（1979）は商業を
「商品およびサービスを生産者から消費者へ社会的・人格的に流通させるという経済的事
象」3に定義し，商業が個別経営的領域の側面と社会経済的領域の側面を持つことを指摘
した。篠原（1988）は商業の概念を狭義に捉える場合，商業が「人と人との取引を媒介す
る人つまりは商人，ないしはそのような媒介行為それ自体やそのための組織」4を意味す
るものと指摘した。 
岩永（2016）は商業を「現代の経済において生産領域と消費領域を結び付ける流通領域
を専門的・効率的に遂行するもの」5に定める。また流通の視点から「商業は生産者と消
費者との間に介在し，商品を生産者・業者から購入し業者・消費者へ販売する再販売購入
活動を通して，商品流通を専門的・効率的に遂行しているのである」6という商業の概念
とその経済的存立根拠の見解を示した。本節にはこの見解に基づいて商業および小売業を
論じる。 
商業の理論的な存立根拠として、森下（1966）は商業資本の自立化に対する論述におい
て「商人は多数の産業資本家から商品を買う。商人に買われることによって，今まで個々
の産業資本家によって個別に所有されていた商品は多数資本家によって共同所有される
言わば社会的商品となる。商業資本は社会的商品のプールである。消費者はこのプールか
ら自己の必要とする商品を汲み取ってゆく」7と述べて売買の集中が売買の一種の社会化
を意味することを提示した。この見解について，岩永（2017）は更に「商業は多数の生産
者から多くの同種や異種の商品を購入することにより，商業の下には多種多様な商品が社
会的品揃え物としてまるで市のように集積される。それは生産者の販売と消費者の購買が
社会的に集中することを意味している」8と説明した。この売買集中の原理は生産者と消
費者との直接流通と比べ，取引費用節減効果や市場創造効果をもたらす根拠として挙げら
れる。つまり，この売買集中の原理は①取引数削減の原理，②集中貯蔵の原理（不確実性
プールの原理），③情報縮約・整理の原理に分けて考えられる9。 
田村（2001）は取引数の削減は商業者への売買の社会的集中によって生じるものと提示
した。取引は交換不確実性という特性を持ち，生産者と消費者が直接に取引する場合には，
商品の供給や需要が存在しない可能性があるし，価格などの取引条件で合意に達しない可
能性もあるため，売買の不成立をもたらす可能性がある。そこで，売り手と買い手はなる
べく良い取引条件で交換するには，なるべく多くの取引相手と活動を行う必要があるため，
その必要な取引数が多くなる傾向がある。商業者が介在する場合には，各生産者の商品を
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社会的にプールし，生産者と消費者との間の取引条件の相違を斉一化する。そのために，
必要な取引数が少なくなり，生産者と消費者が取引に投下する資源も少なくなり，取引費
用が削減される10。 
西島（2017）は取引費用が取引相手を探索するための探索費用と取引を実行するための
交渉費用で構成されることを提示した。商業者の介在による探索費用を節減させる鍵は売
買集中に伴う取引数の減少である。消費者は商業者を利用することにより，異種商品を生
産する生産者集団と同種商品を生産する生産者集団に出会うことができる。つまり消費者
は多種類の商品を同時に購買でき，また同種商品群の品質情報と価格情報を同時に取得す
ることができる。生産者も商業者を利用することによって消費者集団との出会いが可能と
なる。いわゆる生産者はその商品を必要としている消費者を探索する費用を節減できる11。 
交渉費用の節減について，田村（2001）は商業者がミニチュア市場と品質保証者として
機能することを提示した。前者に対し，商業者はその周囲市場の供給状態と需要状態の情
報を内部組織的に整合し，その組織内部に擬似的なミクロ競争市場を創造している。それ
により，価格形成を行い，生産者と消費者の価格探索を直接取引の場合よりも遥かに円滑
にし，両者の取引費用の削減に貢献する。後者に対し，商業者は各生産者の品質を買手の
評判や苦情を取引を通じて収集できる立場にある。それによって取引交渉における品質交
渉を効率化できる12。 
また集中貯蔵の原理について，岩永（2016）は「市場経済における生産は，見込生産で
ある限り不確実なものであり，商品の欠品ないし過剰という商品化不足が発生する。商業
が存在しない場合はそれぞれの生産者が消費者全体の需要変動の可能性に備えて在庫を
持つ必要があるから，生産者全体ではそれらが重複してかなりの在庫規模になる」13と指
摘した。それに対し，商業者が存在すれば，複数の生産者の商品を買い取り，各生産者の
在庫を商業者に集中していわゆる集中貯蔵を実現できる。前述の取引数の単純化と同様に，
消費者からの注文を満たせるための保管場所の数が減少する。田村（2001）は「在庫保管
場所数の社会的減少によって流通システムでの在庫投資量を削減できる機会が生じる。つ
まり，消費者需要に応えるための必要在庫量は生産者が個別に在庫保有するよりも商業者
に集中貯蔵した方がはるかに少なくなるからである」14と集中貯蔵によってコスト削減上
のメリットを指摘した。渡辺（2008）はこの売買集中原理によって上述の社会全体にかか
わるコストを削減することが「商業者の存在意義」と指摘し，これらの得られた利益はコ
スト削減を可能にする活動に対する報酬と見なせるという見解を示す15。 
さらに現実的な商業の存在について、岩永（2016）は「現実の生産者や消費者は空間的
に存在し，また生産活動にも消費活動にも時間的プロセスを要する。特に個人の消費者の
個別性・分散性・小規模性などの特質に規定された消費者の行動は，時間も費用も要し，
且つ消費者の行動範囲は空間的に限定されざるを得ない」16と指摘し，つまり商業は空間
的限定性を持つものである。また商品の特性により，その空間的に限定された範囲は最寄
り品では狭くなり，買回り品では広くなる傾向が見られる。それに踏まえて西島（2011）
は売買集中が空間的に限定された範囲における売買の集中であることを指摘した17。 
更に西島（2011）は商業の社会性が「限定された社会性」であることを指摘し，それは
「第一に空間的に限定された社会性である。取引時間と取引費用を無視できない限り，空
間的にみた消費者の行動範囲は極めて限定されざるを得ない。第二に商品種類の限定され
た社会性である。これは商品特性によって空間的にみた消費者の行動範囲が異なっている
ことに基礎を持っていた」18という二つの側面を持つことを提示した。そしてこの「限定
された社会性」を持つ商業者はその限定性を強める方向に向かうのか，あるいは緩和する
方向に向かうのうかに分かれる。強化するのは商業者間における社会的分業の方向であり，
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緩和するのは商業者による活動空間広域化または取引商品の拡大の方向に分かれる19。 
 
２ 商業の分化 
前述の「限定された社会性」について，岩永（2016）は「現実の商業は多数の商業が多
様な姿をもって多数の生産者と多数の消費者に介在して『限定された社会性』を発揮しな
がら効率的な商品流通を遂行することによって総体として商業組織を形成しているので
ある」20と述べ，商業組織が様々な商業によって構成されたものと指摘した。西島（2011）
は「商業者の基本的性格は『限定された社会性』である。多数の商業者が多様な姿をもっ
て存在しているのは『一体として』の商業が『分化』した結果ではなく，はじめから多数
の商業者が多様な姿をもって存在していたと考える」21と提示した。 
商業分化の過程について，田村（2001）はアダムスミスの分業原理に踏まえて「売り手
と買い手の間に中間業者が商業者として介在していく過程である。この介在によって売り
手と買い手の活動範囲の一部が商業者の活動としてスピンオフしていくことになる」22と
指摘した。また商業分化の過程には五つの部分が含まれる。すなわち，「卸売段階と小売
段階への分化」、「卸売段階の元卸段階と分散卸段階への分化」、「元卸段階の収集段階と仲
継段階への分化」、「仲継段階の多段階化」、「小売商業の業態分化」である23。まとめて言
うと，分化方向は段階別分化と部門別分化の二つの方向に分けられる。また商業は商業間
における競争によって内部構成要素の様態を決定する。その原理は全体としての商業が最
も効率的に生産と消費を結び付ける程度にまで商業の内部構成は分化していく。従って商
業の社会的問題は個々の商業レベルの単一な視点ではなく，多数の商業活動が重なり合い，
合成された，総体としての商業の視点から判断する必要がある。また商業はその内部に社
会性を異にする多様な所業を配置することによって商品流通の効率性を実現するのであ
る24。 
田村（2001）は商業分化が多様であり，その多様性が「市場範囲の拡大の多元性とアダ
ムスミスの前提との相互作用の産物」25と指摘した。ここにおいて市場範囲の拡大の多元
性には数量次元（商品の質量両面の拡大、需要規模の拡大）、空間次元（流通の地理的範
囲の拡大）および信用次元（商業信用の機関の長さの拡大）の三つがある。アダムスミス
前提とはアダムスミスの分業原理がその時代の発展途上から工業化への過渡期の流通課
業条件を反映することである26。 
（１）段階別分化  
森下（1974）は資本主義社会の商業に分化が発生する理由について，商業資本自立化の
根拠から考察した。大規模経営は個々の商業資本にとって有利であり，会計、仕入れ、販
売等経営内分業が可能になり，人的と物的費用を節約できる。また産業資本家にとっても
有利であり，多数の小規模商業に分散販売することにより，少数の大規模商業経営に集中
販売することがはるかに安価につく。それによって小売商業の本来的な性格（小規模性、
分散性、個別性）と商業資本の大規模化、商品の使用価値からの解放への要求とは矛盾す
る。この矛盾を解決するために卸売商業資本と小売商業資本とが分化することになる。し
かし卸売商業が小売商業と密着している限り，個人的消費の性格からの影響をまだ強く受
けているため，卸売内部に再分化が行われることになる。つまり小売商業資本や小規模産
業資本に販売する分散卸売商業資本と，その分散卸売商業資本に販売する仲継卸売商業資
本へ分化する27。 
西島（2011）は品揃え物の調整、取引関係、文化の視点から，商業の多段階構成の理由
を考察した。品揃えの調整の視点から見ると，商業の社会的機能は生産者段階の商品構成
を最終的な消費者段階の商品構成へ変換・調整していくことである。商業は生産者から見
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ると商品構成の量的調整機能を果たし，消費者から見ると商品構成の質的調整機能を果た
している。商業の段階分化は商品の調整機能を実現するための現実的な展開過程である。
商品構成の質的・量的齟齬を商業内部において段階的に調整することで社会的な商品流通
をより効率化させることにある。取引関係の視点から見ると，生産者は購買者としての商
業を求めるのに対し，消費者は販売者としての商業を求める。現代の大規模生産者は大量
の商品を継続的かつ安定的に購入してくれることを求め，効率性と経済性の原則が何より
も優先される。購買者としての商業はこの意味では卸売者である。一方で，消費者が求め
る商業像が身近なところで多彩な商品を小分けにして販売してくれる小売業である。従っ
て卸売業は大量の商品を安定的・継続的に購入し，購買者としての商業の機能を担う一方
で，小売業は消費者の身近なところで多彩な商品を小分けに販売することで，販売者とし
ての商業の機能を担うのである。文化の視点から見ると，商業は上流に向かう商業ほど経
済的性格を濃くし，下流に近づく商業ほど文化的性格を濃くしていくのである。最下流の
消費者と直接向き合う小売業者は洒落な店舗設備、魅力的な品揃え、独創的な商品陳列等
を備えて消費者が本来的に持つ文化的欲求に対応する。一方で卸売業は経済的側面の濃い
取引関係にもっぱら特化することで効率的でダイナミックな商品媒介を実現する。商業の
段階分化は生産者と消費者との文化的性格の濃度差を段階的に調整する過程として機能
しているのである28。 
（２）部門別分化 
 商業の部門別分化に対し，森下（1974）は「商品種類の実質的差異に対応する販売技術
の差異を基礎とする分業である」29と指摘した。この見解に踏まえて岩永（2016）は「商
品種類を基準として形状別・素材別・使用目的別・購買慣習別に取り扱う実質的・技術的
操作の差異によって分化していくものである。生産財の取り扱い技術的操作と消費財の取
り扱い技術的操作は異なり，消費財という同じ範疇に属する商品であっても最寄り品を販
売するための技術的操作と買回り品を販売するための技術的操作とでは明らかに異なり，
更に最寄り品の中の食料品においても生鮮食品と米・麦などとの取り扱い技術的操作は異
なっている」30をより説明した。石原（2000）はその技術的操作について，具体的に言え
ば商品に関する知識や取扱技能、需給情報の収集能力，商品販売のための施設や設備等が
挙げられ，商業が同じ業種に属する商品群をまとめて取り扱うことの利益は大きいである
が，それ以外の商品を同時に取り扱えばかえって不利益をもたらすと指摘した31。更に経
済発展に伴って商業部門の専門化がより進化し，より多様化になるが，森下（1974）は「商
業資本自立化は基本的にはあくまでも一つの商業資本が多数生産者と取引を行うことに
よって売買を社会的に集中することに基礎をおくものであった。だから部門別分化もこの
基本的な売買集中の原理に制約されるものであり，あくまでもその原理の作用を否定しな
い程度においてのみ許されるものといわなければならない」32と述べ，その分化の進化が
無限に続くものではなく，売買集中の原理に従って行われるものと指摘した。 
 商業の部門分化は具体的に言えば，日本の『商業統計表』に分類されている商業の業種・
業態の分化として類型化される。例えば，小売業では商品種類に基づく技術的取り扱いに
よる小売業種店としては織物・衣服・身の回り品小売業には呉服屋、帽子屋、時計屋など
の分化が挙げられ，飲食料品小売業には八百屋、魚屋、果物屋などの分化が挙げられる。
他方，販売・経営形態に基づく小売業態として百貨店、スーパーマーケット、コンビニエ
ンスストアなどの分化が挙げられる33。 
 
３ 小売商業 
（１）小売商業の特徴 
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小売商業（以下，小売業）は最終・個人的消費者に直接に商品を販売する商業である。
具体的に言えば，渡辺（1977）は小売業を「最終消費者（最終消費単位とは個人または数
人の家族を擁する家庭である）に対して商品の販売を行うことを，その専有的機能とする
商業経営形態によって媒介される商品流通プロセスの最終的末端部分をいい，その商業経
営形態は小売商業経営形態である」34に定義する。 
 しかし小売業は無制限に消費者と接することができない。田村（2001）は消費者に対す
る店舗の吸引力の観点から小売市場が地理的に制約されることを提示した。小売店舗の市
場範囲は店舗商圏によって制約される。店舗商圏とは店舗が顧客を吸引できる地理的範囲
である。その吸引力が店舗の魅力度に比例し，店舗までの距離に反比例する。魅力度は顧
客に買いたいと思わせる取引の様々な条件（品揃え、価格、サービスなど）である。一方
でその吸引力は消費者が店舗立地から離れるにつれて減少していく。その理由は移動距離
の増加により，消費者の費用が増加するからである。また店舗から一定の距離を離れれば，
競合店舗が存在するため，大きな魅力度を持てば地理的範囲の制約を無くすことができな
い35。 
 森下（1966）は小売業の対象即ち消費者の性格を考察し，一般に消費者の単位は世帯で
あり，しかもその購買は必要に応じて少量ずつを頻繁に買う。いわゆる当用買いが常態で
ある。このような世帯は全国に散在し，且つ商品に対する嗜好は個人によって千差万別と
いう消費者の特徴を指摘した36。鳥羽（2013）は上述の消費者の性格に踏まえ，つまり小
売業が消費者固有の小規模性・分散性・個別性に規定されるため，空間的・地域的範囲が
極めて狭い領域に制約されたことを指摘した。小売業と消費者の出会いの場は消費者の日
常的な行動可能な範囲にほぼ一致する小売商圏として捉えられ，空間的に限定された小売
市場として認識されている。その意味で，小売業は地域に密着した地域産業ないし立地産
業，また消費者の日常の生活文化的な生活を支援することから生活文化産業としても特徴
づけられている37。 
 まとめて言うと，小売市場の最も重要な特徴はその空間的範囲が極めて狭い地理的領域
に制約されている点にある。そのために，小売業は取扱商品の特性とそれを購買する購買
費用・購買時間に要する購買行動に最も規定されているといえる。また空間的範囲も取扱
商品の種類とそれを購買する購買費用，例えば交通費用、時間コスト、肉体的・心理的疲
労などに規定されている。その他，小売業はまた消費者に関わる政治・法律などの社会的
要因や自然気候などの環境的要因の影響を受ける。そのために各国の小売業はそれぞれ国
の固有の社会経済的・自然環境条件のもとにそれぞれ固有の小売構造を形成しているので
ある38。 
（２）小売商業の機能 
 前述した商業介在の原理に述べたように，現代経済は市場経済に基づく社会的・技術的
分業のもとに商品の生産・流通・消費が行われている。岩永（2016）は生産者が消費者を
探し，消費者が生産者・卸売業者を探すために必然的に生じられた探索時間と探索費用が
極めて大きくなる。そこで，小売商は生産者と消費者との間に介在することにより，生産
者の販売と消費者の購買を効果的・効率的に遂行して探索時間と費用を低減することが小
売業の役割であると指摘した39。具体的に言えば，その分け方は様々があるが，以下には
三人の学者の研究成果を説明する。 
渡辺（1979）は経済的機能の観点から三つの機能を提示した。一つ目は空間的効用（Place 
Utility）である。すなわち，「小売業者が卸売業者や生産者の倉庫など，そこに放置して
おいたのでは，効用を発揮することができる力を持っているというにすぎない商品を，消
費者の家庭に移転させ，そこでそれを使用できるようにさせて，その効用を発揮すること
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ができる力を現実に発揮させるという，その場所を移動するという機能である」40。二つ
目は時間的効用（Time Utility）である。小売業者はその販売のために仕入れた商品を
わずかの期間でもストックし手持ちすることによって生産の時期と消費の時期との時間
的な隔離を調節するという機能である。三つ目は所有的効用（Possession Utility）で
ある。小売業者は商品を大量に生産し，あるいは所有しているが，自らはその商品の使用
に価値を見出し得ない生産者や卸売業者が，その商品を自ら使用でき，従ってそれに価値
を見出すことができる最終消費者にまで，その商品を移転するという機能である41。 
武嶋（1981）は各小売機関が果たしている流通上の機能を考察して９つの機能を挙げた。 
 
表 1－1：小売機関の機能分類 
①分割、組み合わ
せ、品揃えの機能 
小売機関は消費者に代わって財貨を生産者や卸売商より大口に仕入れ，
最終消費者が購入しやすいように，小口に分けて展示し販売する。また
消費者の多様な欲求に応えるために商品の組み合わせや品揃えをする。 
②貯蔵および危険
負担の機能 
商品を貯蔵している間に発生するかも知れない危険、腐敗等による損失
を負担し，消費者が商品を買いだめす必要がない。 
③価格の安定化機
能 
小売商は多くの場合に定価制度を採用するため，定価を卸売価格のよう
に頻繁に変更することがない。安定化した価格によって消費者の信頼と
愛顧を得る。 
④立地的機能 販売商品（最寄品、買回品）を買う消費者の購買習慣に従って消費者の
居住地の付近に開店し，または都心などの交通便利な場所に開店するこ
とにより，消費者の来店の便宜を図っている。 
⑤サービス機能 注文取り、配達、駐車場の設置等のサービスによって消費者の買い物に
便宜を与える。 
⑥金融の機能 掛け売りや割赋販売、チケット販売などによって消費者の買い物に便宜
を与える。 
⑦時間的機能 常時開店または終夜営業によって消費者の買い物に便宜を与える。 
⑧情報の機能 チラシ、テレビ、ラジオ等によって広告を行い，商品の情報を消費者に
提供する。 
⑨娯楽的機能 雰囲気作り、買い物環境の改善、アメニティーの増加などによって消費
者は買い物だけでなく，商品を見て歩く楽しさも大きいものである。 
出所：武嶋一雄(1981),『商業概論』中央経済社, pp.221－224によるまとめた。 
 
また武嶋（1981）は以上の諸機能について小売機関の規模や取扱商品の種類などによっ
てその程度の差異がある。例えば百貨店では商品の取り揃えやサービス機能に重点をおき，
コンビニでは品揃え、立地的機能、時間的機能に重点をおくことを提示した42。 
鳥羽（2013）は、小売商が生産者と消費者との間に介在して流通経路の末端段階を受け
持つことにより，小売業は消費者に商品を販売するために生産者（卸業業者）に対する「販
売代理機能」、消費者に対する「購買代理機能」、両者に対する「情報提供機能」を担って
いることを提示した。 
①販売代理機能は生産者が生産に専念することで商品の生産効率を高めるように生産
者に代わって販売活動を代理する機能である。その中に異種商品を生産する多数の生産者
の共同代理人としての共同販売代理機能と寡占的・大規模生産者が生産した大量商品の個
別的代理機能が挙げられる。 
②購買代理機能は消費者が必要な商品を探索するための時間と費用を節約するように
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商品を取り揃えることによって消費者の購買を支援する機能である。 
③情報提供機能は生産者と消費者との情報を調整して生産者の販売活動と消費者の購
買活動が順調に行われるように調整する機能である。川上に向けての情報提供機能は小売
業が生産者に代わって消費者に商品や企業についての情報を伝達することで購買に導く
役割を担っている一方で，川下に向けての情報提供機能は消費者に生産者が生産した多種
多様な商品の情報を提供することで消費者が購買に際して適切な意思決定ができるよう
に支援する役割を担っている43。 
 
４ 小売構造 
 小売構造とは種々の属性を備えた多様な小売企業ないし小売店舗を構成単位として構
成され，且つそれらの相互関連の一定のパターンである44。従って，小売構造は個々の小
売業を総体・全体的なマクロ視点から捉えるものである。小売構造の特徴を表す指標とし
ては，店舗数、売上高、売場面積・従業者数等が挙げられる。ここにおいて岩永（2017）
は店舗数と売上高に基づいて小売ピラミッドという概念を提示した。近代的小売セクター
は主に百貨店、スーパーマーケット、総合スーパーないしハイパーマーケット、コンビニ
エンスストアが挙げられる。伝統的小売セクターは主に伝統的市場、中小零細小売店、屋
台等が含まれる。インフォーマル小売セクタ―には非公式の露天商、簡易店舗、行商等が
挙げられる。また国・地域の経済発展段階によって３つの小売セクタ―のウエイトに差異
が見られる。一般に経済が発展するに従って近代的小売セクターの占め割合が高くなって
いき，それだけ伝統的小売セクターが低くなり，更にインフォーマル小売セクターが減
少・消滅していくものと考えられる45。 
 
図 1－1：小売ピラミッド構造 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：岩永忠康(2017),「小売商業と小売構造」，岩永忠康監修・片山富弘・西島博樹・宮
崎卓朗・柳純編著『アジアと欧米の小売商業―岩永忠康先生古稀記念論文集―』五絃舎，
p.9. 
  
また白石（1986）は関連構造、空間構造、経営構造の三つの視点から小売構造を捉える。
関連構造とは小売業として認識される領域を１つの産業として捉え，その投入・産出およ
びその産業内における市場構造特性という視点から捉えるものである46。空間構造は小売
企業ないし小売店舗の配置や活動領域を地域的（空間的）視点から捉えるものである47。
経営構造は小売企業ないし小売店舗を規模構造、業種構造、経営形態という３つのレベル
から捉えられる。規模構造は資本金、従業員数、売上高などの規模の指標から小売構造を
捉える48。業種構造は取扱商品の視点から捉えるものである。小売業は取扱商品ラインや
近代的 
小売セクター 
伝統的小売セクター 
インフォーマル小売セクター 
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商品アイテム数を広げて総合化・多角化の方向があり，他方，取扱商品ないしその品目数
を深める専門店の方向がある49。形態構造は経営形態、営業形態、企業形態の視点から捉
えるものである。営業形態としては百貨店、スーパーマーケット、専門店などに分類され
る。経営形態として独立小売業と組織化小売業に分類される。企業形態としては個人組織、
会社組織、協同組合組織、公企業組織に分類される50。ここで，遠藤（2008）も「同じよ
うな取り扱い商品であっても，販売方法が異なれば，別の業態として分けられるのである。
業態は現代の小売業を理解するうえで，非常に重要な概念の１つである」51と指摘した。 
 
５．小売業態 
小売業態は小売業を「如何に売るのか」という経営・販売の視点から分類する基準であ
り，またこの分類が立地・販売促進・価格帯・品揃え・レイアウト・サービスなどの小売
業の基本的要素を組み合わせた小売ミックスや消費者の買い方に最も対応できるように
構成された定型的な営業形態に基づいているものである52。従って，小売業の小売ミック
スや消費者の買い方を基準として分類されている。それは小売業の役割である消費者に対
する「購買代理機能」として役割が強く現れている53。例えば，同じ食料品や飲料品を主
として取り扱われる食品スーパーとコンビニに対し，鳥羽（2013）は前者では豊富な品揃
え、商品の新鮮さ、低価格といった品揃えの豊富さや品質・価格面を消費者に訴求するの
に対し，後者では便利な品揃え、便利な営業時間、便利な立地条件への出店といったサー
ビス面を消費者に訴求している点に差異が見られると指摘した54。 
小売ミックスについて，宮崎（2017）は「現在の業態研究は技術革新と小売ミックスの
関係を，小売企業の戦略を軸に解明しようとする方向に向かっていると考えられる」55と
指摘した。尾碕（2012）は前述の小売構造における営業形態について，小売業の小売ミッ
クスを中心とした経営戦略を総合したものであり，小売業態として把握できると指摘した
56。田村（2001）は小売ミックスを店舗差別化のために店舗が利用する手段と定義し57，
また消費者にとっての店舗イメージと共に下表（表１－２）を提示した。 
 
表 1－2：小売ミックスと店舗イメージ 
差別化の側面 小売ミックス 店舗イメージ 
アクセス 立地場所と営業時間帯  
・自宅、職場、学校、駅等からの距離 時間的便利さ 
・主要道路再度が否か 距離的便利さ 
・アクセス道路の混雑度 駐車の便利さ 
・駐車・駐輪場 総合の便利さ 
・営業時間帯 
・周囲の商業集積度 
品揃え 品揃え品目とその構成  
・商品カテゴリーの数 品揃えの広さ 
・各カテゴリー内の品目数 品揃えの深さ 
・新製品の導入時期 品揃えの流行性 
・独自商品の数 商品の特異性 
価格 価格水準と価格設定活動  
・平均価格水準 価格の安さ 
・価格帯の幅 
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・特売の内容、頻度、値下げ幅 
販売促進および
接客サービス 
広告および接客活動  
・広告の内容とその頻度 店舗の知名度 
・店員の数 入りやすさ 
・接客のタイミングと態度 買いやすさ 
雰囲気 店舗施設の特性  
・内装、外装、照明、音 店舗のグレード 
・売場のゾーニング 買物の楽しさ 
・店員のキャラクター 
・店内の客層と混雑度 
出所：田村正紀(2001)，『流通原理』千倉書房，p.222. 
 
何故小売ミックスは業態を決定する重要な要因かということについて，田村（2001）は
小売店舗がその小売ミックスを操作して消費者の店舗イメージに影響を及ぼし，消費者に
対する吸引力を上げようとする。そして店舗イメージが消費者の眼に映した店舗の小売ミ
ックスであり，その店舗イメージでは小売ミックスの多様な要素がより少数の印象要素に
統合されるため，小売ミックスは小売店舗の業態を決める最も重要な要因であると指摘し
た58。 
小売業態に関する理論的研究は，McNair（1958）の「小売の輪」を代表的・先駆的な研
究として，多くの説が輩出している。この「小売の輪」では「新規参入者が低価格販売を
行う革新的技術をもって市場に現れ，やがて出現する模倣者との同業態内競争で格上げが
なされる。そして最初は低価格販売を行っていた新規参入者が，高価格販売へと移行した
ため，低価格販売を行う業者が存在せずそこが空白地帯となる。そこをめがけて新たな参
入者が低価格販売を行う革新的な技術をもって参入してくるのである」59。その格上げの
理由について，宮崎（2017）は白石（1987）の研究に基づいて，二つの理由を指摘した。
「一つは同業態との競争の過程でサービスや品揃え追加するため，つまり不完全競争下で
価格競争を避ける行動をとるため，二つ目は経営者が革新気質を喪失して経営が硬直化す
るため，企業成長により過剰設備をもってしまうため」60である。この「小売の輪」の補
足として，Brown（1987）の循環理論、環境理論、衝突理論が挙げられる。 
一方で Nielsen（1966）の「真空地帯論」や Izraeli(1973)の「三つの輪」などの「小
売の輪」を批判する理論も出てきた。高嶋（2007）は Abernathy（1978）、Utterback（1994）
のドミナント・デザイン理論（dominant design）及び Christensen(1997) の革新者のジ
レンマ理論(innovator's dilemma)に沿って，小売流通革新論を提唱する。高嶋（2007）
は革新の概念的な包括性や限定性を考えたうえで，2つの次元から革新を規定する。一つ
は Tushman & Anderson（1986)が提起した抜本的革新と漸進的革新である。もう一つはア
ウトプット革新とプロセス革新である。宮崎（2017）は高嶋（2007）が小売業態と小売流
通革新論を統合しようとすると指摘し，「それによって小売業態論で不明確であった小売
業の革新の中身に踏み込むものである。そのために小売業の革新をアウトプット革新とプ
ロセス革新に分け，それぞれの革新の違いに注目する」61と述べた。コンビニに関しては，
高嶋（2007）は「コンビニエンスストア業態では,計画的に導入される小売サービスに関
わる抜本的なアウトプット革 新だけでなく,仕入れ業者との間での共同の取り組みや店
舗レベルで展開され共有され る改善による漸進的なプロセス革新が,その競争優位を支
える条件として重視されてい るのである」62と指摘したのに対し，宮崎（2017）は「日
本の CVSはプロセス革新で競争優位を形成した代表例といわれているが，こちらも時間は
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かかったがセブンイレブンが作ったシステムがある程度は模倣されたと考えることがで
きる。この点でも拡散だけでなく収斂の過程も同時に進行しているといえよう」63という
観点をあげた。 
矢作（1996）は日本における小売業を考察し，各業態の発展歴史を整理した。日本にお
ける小売業態の発展は百貨店に端を発し高度経済成長期のスーパーの出現によって本格
化した。スーパーは歴史的には食料品や衣料品、医薬品・雑貨の専門スーパーとして創業
された企業が多く，その後商品品揃えを拡大しながら大型化した SSDDS（セルフサービ
ス・ディスカウント・デパートメントストア）へと変身し，更に総合スーパーへと発展し
ていた。同時に生鮮食料品を中心として本来のスーパーマーケットである食品スーパーを
はじめ衣料品スーパーなどの専門スーパーも着実に発展している。1970 年代の高度経済
成長の終焉とともに，モータリゼーションの進展に伴って，紳士服・家電・スポーツ用品・
住居用品・靴・玩具などの専門量販店が郊外幹線道路沿いに立地するロードサイド・ショ
ップが発展してきている。それと並行して消費の成熟化と出店規制強化が利便性を追求し
た小型店舗のコンビニエンスストアが発展してきている。さらに規制緩和、グローバル競
争の進展，過剰生産・供給過剰などによって価格訴求型小売業態のディスカウントストア
が発生し発展している64。 
 現代においては、百貨店、食品スーパー、総合スーパー、ホームセンター、ドラックス
トア、コンビニエンスストア等の小売業態が存在し展開しているが、ここではコンビニエ
ンスストアについての概念や特徴を説明しておこう。 
 
６ アメリカにおけるコンビニエンスストアの発展 
コンビニエンスストアという小売業態を最初に開始した企業は，1920 年代に起業した
アメリカ合衆国テキサス州のサウスランドアイス会社（1946 年セブンイレブンに社名変
更）まで遡ることができる。1920 年代にマイカーの普及によってアメリカの消費者の生
活範囲が拡大し，その買物行動も変わった。大量な食料品を冷蔵するために氷が必要にな
った。サウスランド社はこの時期から氷販売の事業に進出した。「夏場には氷は当然よく
売れるが，それ以外の季節の売上が芳しくなかった。繁閑の差をなくすためにパンや牛乳
を扱ったところ，売上だけでなく利益も上がることがわかった」65。すなわち氷商品の季
節性にもたらした不利を無くすために，品揃えの品目を牛乳やパンなどの食料品に拡大し
て徐々に万屋のような姿に変え，その後サウスランド社は企業買収によって規模が大きく
なったが，各店舗の看板がバラバラである。そのために，1946 年に看板の統一化を図る
ために，多くの既存店舗が午前 7 時から午後 11 時に営業するという特徴により，看板を
「セブンイレブン」に統一した。そして 1963 年 24 時間営業を開始し，1964 年にフラン
チャイズ事業を始めてカリフォルニアに出店した。ここで，フランチャイズ契約に基づい
て開店し，豊富な品揃えを持ち，長時間営業という近代的なコンビニの姿が見られるよう
になった。 
現在においてコンビニエンスストアは食料品を中心として日常生活に必要な最寄品を
品揃えし，長時間営業、便利な立地場所等によって消費者に利便性を提供する小売業態で
ある。コンビニエンスストアの特性は消費者に便宜性を訴求ものであり，具体的に言えば，
鳥羽（2013）はコンビニエンスストアの三つの特徴を提示した。①日常生活に必要なあら
ゆる商品やサービスを提供するという「品揃えの便宜性」，②長時間営業に取り組むこと
で消費者の購買活動における時間的な制約を緩和する「時間の便宜性」，③あらゆる立地
条件に出店することで店舗までの移動を容易にする「立地の便宜性」である66。 
 コンビニ業態を最初に日本に導入したのはイトーヨーカ堂だと考えられる。鳥羽（2013）
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は「日本においてこの小売業態の事業システムはセブンイレブンを展開していたアメリカ
のサウスランド社とフランチャイズ契約を結び，日本でコンビニエンスストアの展開に挑
戦したセブンイレブン・ジャパン（イトーヨーカ堂の子会社として設立されたヨークセブ
ン）によって構築された」67と指摘した。そこで，以下の節にはセブンイレブン・ジャパ
ンを事例として取り上げて日本におけるコンビニ業態の発展歴史を考察したうえで，日本
型コンビニエンスストアの特徴を明らかにする。 
 
第二節 日本におけるコンビニエンスストアの発展 
 日本型コンビニエンスストア(以下、日系コンビニ)は、1969 年から現在に至るまで絶
えざる技術・経営革新によって形成され発展してきている。金（2001）はライフサイクル
の観点により，各種統計に基づき，コンビニ業態の誕生と形成の導入期(1969 年―1976
年)、急成長の成長前期(1977 年―1985 年)、安定成長の成長後期(1986 年―1990 年)、安
定の成熟期(1991年―現在)と四つの段階を分類した。68そこで本節にはこの四段階に基づ
いて日本におけるコンビニの発展を考察する。 
 
  表 1－3：日本においてコンビニエンスストア発展の四段階 
 内容 
導入期 1969年―1976年 
コンビニの誕生からセブンイレブンの 100 店舗達成まで 
成長前期 1977年―1985年 
1982 年次の店舗増長数ピークと 1985 年次の業界年商増長
率ピーク 
成長後期 1986年―1990年 
10％を割った 1986 年次の店舗数伸び率と 20％台を割った
1987年次の業界年商 
成熟期 1991年―現在 
1990年以降の店舗数増長率の安定 
出所：金顕哲（2001）『コンビニエンス･ストア業態の革新』有斐閣, pp.19―28によって
筆者作成. 
 
１ 導入期 (1969年―1976年) 
 日本において近代的小売業の始まりは，ヨーロッパやアメリカとほぼ同じ，百貨店の登
場であった。そして，1950 年代に入ると，日本の高度経済成長が始まり，大衆消費社会
が到来し，商品の販売と流通の新しいシステムが確立し，いわゆる流通革命と称される流
通の大幅な変化が発生した。大量生産―大量販売の経済システムに対応してスーパーマー
ケ変革がット(以下スーパーと略称)が現れたのである。更に 1960 年代後半にスーパーが
急成長の時期に入る同時にコンビニが誕生した。 
 従来の日本国内の製販関係から見ると，チェーン店化・大型化などの特徴を持っている
スーパーは当時の中小小売商に大きな影響を与え，特に競争関係にある食料品を扱う中小
零細小売商の不安を招いてきた。こうした背景の下で，1972 年 3 月に中小企業庁が『コ
ンビニエンスストア・マニュアル』を作成し，特にフランチャイズ・システムというもの
を明確にした。また，政府側は中小小売商を近代化しようと思いながら，通商産業省企業
局・中小企業庁は小規模店舗のチェーン化の促進およびコンビニ業態の育成を始めた。
1973 年 9 月日本政府は『大規模小売店舗法』を制定し，大型店の規制強化の政策として
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打ち出した。そのために当時の大手スーパーは新規事業を探してコンビニ業態に進出し、
コンビニの本格的な展開が始まった。例えば、1973 年 9 月に西友が埼玉県狭山市に実験
的な直営店を開店したが，直営店チェーン方式をうまく運用できずいったん撤退し，1978
年から本格的に店舗を再開し，現在のファミリーマートになる。ダイエーは 1975 年にア
メリカのコンソリデーテッド・フーズ社のコンビニエンス･ストア事業部門であるローソ
ン・ミルク社と提携し，6 月に大阪府に桜塚店を直営店として開店し，11月に FC店の豊
中店をオープンした。しかし，ローソンの品揃えは米国風高級デリカテッセンとして客の
オーダーに応じてその場で作るサンドイッチや輸入食料品を中心として展開し，日本の消
費者ニーズと合わないため，いったん出店中止した。商品戦略などを作り直してから店舗
を再開した。69 
 この時，アメリカに 4000 店舗を持つセブンイレブンもイトーヨーカ堂に導入された。
1970 年代の初頭にスーパーマーケットのイトーヨーカ堂は西友やダイエーなどのスーパ
ーマーケット・チェーンを相手に苦戦していた。同社は，新規事業を検討し，業務開発室
を設置して鈴木敏文が責任者に指名された。鈴木はアメリカへ先進国の商業形態を視察に
出掛けていた時，日本にまだ存在しない新型店舗のセブンイレブンを発見した。当時のセ
ブンイレブンはアメリカ最大手のコンビニエンスストア・チェーンとなっていたのである。
鈴木はこのような新型店舗のノウハウを日本に導入すべきと感じ，サウスランド社に提携
することを提出した。極めて困難な提携交渉を経て，ついに 1974年 11 月 30 日に両社は
「エリア・サービスおよびライセンス契約」を締結した。この契約は、次の重要の四点を
明確した。70 
「①日本事業は合弁事業とせず、ヨーカ堂に委託する 
②出店地域は日本全国とする 
③出店数は 1981年までの八年間に千二百店とする 
④ロイヤルティは売上高の 0.6％にする」 
ここで、セブンイレブン･ジャパンはこれからの事業がフランチャイズ方式を重点に展
開していくことを確立した。そして，権利と義務を明確し，アメリカ側の影響を受けない
で自らの経営を確保した。 
 
表 1－4：コンビニエンス･ストアの導入期の略年表 
年度 主要事件 
1969 マイショップの第一号店・豊中店オープン 
1970 K マート(大阪)オープン 
1971 セイコーマート(札幌)とココストア(春日井)が第一号店オープン 
1972 中小企業庁・農林省で『コンビニエンスストア・マニュアル』が発行 
1973 自力開発を目指したファミリーマート(狭山)が第一号店をオープン 
1974 セブンイレブンが FC方式で一号店の豊洲店をオープン 
1975 ローソンの第一号店・豊中店オープン 
1976 ポプラとサンチェーン(東京)オープン、セブンイレブンが日本で初めて 24時間営業
を開始、1000 店舗を達成 
出所：陳玉燕（2004）,「日本のコンビニの成長プロセス・特徴および現状」『流通科学大
学論集』、第 7巻第１号, p.59により一部省略。 
 
更に 1974年 5月に東京都江東区豊州におる「山本茂商店」を改造し，セブンイレブン・
ジャパンのフランチャイズ一号店としてオープンしたのである。同年の秋から、フランチ
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ャイズ店の募集を本格に展開し，1976 年に 150 店舗に拡大した。一方，同年 6 月相模原
市に実験店として直営で出店した。直営店はセブンイレブンが経営ノウハウを蓄積するた
めに設立されたものである。1975 年春まで実験的に直営とフランチャイズを合わせて 15
店舗ほどを開いた。71 
この時期にコンビニという新しい業態の原型が成立したが，調査機関と研究者により，
コンビニの定義も異なっている。当時主な三つの定義があった。 
 
表 1－5：コンビニエンス･ストア定義の比較 
 定義 
通商省の 
『商業統計』 
①売場面積 50㎡以上、500㎡未満のセルフ店 
②営業時間 12時間以上かつ閉店時刻 21時以降の小売店 
日本経済新聞社 ①小売構成比率のうち、生鮮食料品が 30％未満 
②営業時間が 1 日 14時間以上 
③売場面積 250 ㎡未満 
MCR(Manufacturer 
CVS Researcher) 
①売場面積 50㎡以上 230㎡以下の小売店 
②広義の食品(酒類・菓子類を含む)の店頭売りシェアが総体の 50％以上 
③酒類・生鮮食料品・菓子・ファーストフード・弁当・惣菜および非食
品のうち、どの部門の店頭売りシェアも全体の 60％以下 
④ 1500品目以上の最寄性、便利性商品およびサービスを扱う 
⑤ 1 日 14時間以上、年間 340日以上の営業 
⑥ 独特の省力型、機能型、ムード型、防犯型のコンビニ・スタイル店
舗形態 
出所：金顕哲（2001）,前掲書, pp.17―18. 
 
表 1－5 のように，それぞれの定義があるが，金（2001）は基本的には小規模店舗で、
豊富な品揃え、および長時間営業でセルフサービス方式がコンビニエンス･ストアの特徴
として指摘している。 
 
２ 成長前期 (1977 年―1985年) 
 セブンイレブン･ジャパンは創業からわずか四年間で 1978年に 500店舗を出店した。そ
れに対し，当時の大手スーパーの業績が伸び悩んだ。そしてセブンイレブン・ジャパンの
成功をきっかけに大手スーパー企業がコンビ業態に進出してきた。72その理由は「スーパ
ー以外の分野で新たな成長の柱を構築するためであった。特に当時は中小小売商による大
型店出店の反対運動が強く，スーパーだけでは以前のような成長が期待できなくなってい
た。そのため，スーパー各社は小回りのきくコンビニエンスストアを展開することで，反
対運動を避けながら成長していく戦略をとったのである。」73 
また問屋も大手スーパーのコンビニ展開に対抗するため，コンビニエンスストアにも進
出した。東京にある国分や北洋商事などの大手問屋および地方都市の中小問屋もコンビニ
エンスストアに積極的な姿勢で推進してきた。この中でも，Kマートとヒロマルチェーン
は各地で大手スーパー系のコンビニと競争した74。 
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表 1－6：当時コンビニエンスストア業界に進出した大手スーパー 
系列 進出年代 店名 
セゾン 1977年 ファミリーマート 
カスミ 1978年 ホット･スパー 
ユニー 1980年 サークル K 
長崎屋 1980年 サンクス 
ジャスコ 1980年 ミニストップ 
出所：川辺信雄（2003）,『新版セブンイレブンの経営史』有斐閣, p.135によって一部省
略。 
 1985 年までコンビニの全店舗売上高は毎年 20％以上と大幅に伸び続けていた。この時
期の急成長について，川辺（2003）は当時の日本社会環境の変化が急成長理由の一つを指
摘している。女性の社会進出による購買時間の変化や嗜好の洋風化、生活の合理化など，
若者を中心とした消費者ニーズの変化にコンビニの営業時間、立地、商品などがマッチし
た。75 
 店舗数急増長に従い，競争が激化してきた。1000 メートル内外の超近接立地の競合も
出てきた。その背景としては，「コンビニエンス･ストアの経営ノウハウがまだ確立できて
いないチェーン本部の安易な加盟店の獲得策に走る出店至上主義が存在した」76を川辺
（2003）は指摘している。厳しい競争を受け，マイショップなど中小チェーンが倒産し，
コンビニ業界内での再編成が進んだ。 
 
３ 成長後期 (1986 年－1990年) 
 表１－７により，1986 年に全店舗売上高伸び率がはじめて 20％台を割った。出店数も
低下傾向を続けていた。その理由は，「加盟を希望する既存小売業者がしだいに少なくな
っていたことや，地価高騰で新規出店の適地の確保が難しくなっていたことなどが挙げら
れる。」77 
 
表 1－7：80年代にコンビニエンス･ストアの成長状況       単位:％  
年度 総売上高の対前年成長率 総店舗数の対前年増長率 
1981 27.1 26.3 
1982 28.8 29.6 
1983 26.6 25.7 
1984 22.3  
1985 21.2 17.3 
1986 17.5  
1987 17.5 13.9 
1988 16.1 13.1 
1989 15.6 10.0 
1990 18.7 8.2 
 出所：川辺信雄（2003）、同上書, p.146によって一部省略。 
  
この状況に対応し，各コンビニ・チェーンは新商品およびサービスの開発や情報システム
の構築、物流網の整備などの取り組みを始め，チェーンとしての総合力の強化が重要な課
題となった。一つは品揃えの側面でファストフードの強化に取り組んだ。ほかの食料品や
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日常生活用品よりファストフードはロス率が高いが，マージン率がより高い商品であった
ため，各コンビニ・チェーンはファストフードを増やすことでより高い粗利益を確保しよ
うとした。その結果は売上構成におけるファストーフードの比率が 20％を超えるまでに
なった。またファストフードを中心とする業態も消費者に認知され，客層も若者だけでな
く，主婦や年配者にまで広がっていた。金（2001）は「ファストフードの強化とともに，
各コンビニ・チェーンはチェーン運営の効率化を図るために情報システムも積極的に取り
入れた。特に POS(販売時点情報管理)は商品受発注や商品管理などに利用され，効率的な
チェーン運営にとっては欠かせない武器となった。POSシステムはセブンイレブン・ジャ
パンが1982年に導入して以降，86年にはサンショップヤマザキ、87年にはミニストップ、
88 年にはローソン、89 年にはファミリーマートが導入した。そして情報システムの導入
に歩調に合わせ，各チェーンは小口発注に対応した配送制度作りや日配品の毎日配送など
といった物流面での近代化を進めてきた。」78と指摘した。またこの時期から各コンビニ
企業は公共料金の支払い代行、宅配便の取次などのサービス業務を導入し始め，これらの
サービスを通じて消費者とより緊密な関係を育むことができるし，また他競合チェーンと
の差別化を図ることができたのである。 
またこの時期に各大手コンビニ企業が海外に進出し始めた。1988 年のファミリーマー
トによる台湾進出を皮切りに，1989年にセブンイレブン･ジャパンはサウスランド社のハ
ワイ事業部を買収した。更にミニストップとファミリーマートが韓国への進出を遂げた。 
 
４ 成熟期 (1991年―現在) 
 1990 年にバブル経済が崩壊し，日本経済は長期の不況に陥った。不況により，表 1-8
のようにコンビニエンス･ストアの成長も減速することになった。 
この時期に業界で上位寡占化の傾向が見られる。1991年 40,000店舗の中で 15,000店舗
はセブンイレブン、ローソン、ファミリーマートの上位三社に占められていた。この背景
にはコンビニ店舗の過密化や他業態の攻勢、長引く消費不況の影響などがあった。一方，
店舗の閉鎖数も増加した。特に 1999年に 2213 店舗が閉鎖し，初めて 2000 店舗以上の閉
鎖数に達した。川辺（2003）は「デフレ傾向で商品単価は下落し，コンビニエンス･スト
アへの来客数は増えても，客単価の増加を望むことはできなくなった。各社とも既存店の
伸び悩みや減収のなかで，低価格でも利益を確保できる新商品の開発や経費削減など，効
率重視の経営で利益を捻出する体制を確立してきた。」79と提示した。 
 
表 1－8：成熟期におけるコンビニエンス･ストアの成長状況       単位:％  
年度 総売上高の対前年成長率 総店舗数の対前年増加率 
1991 16.9 9.6 
1992 10.7 9.7 
1993 8.9 9.6 
1994 10.5 9.0 
1995 8.5 11.2 
1996 11.4 9.6 
1997 10.0 7.9 
1998 5.9 3.9 
1999 5.0 4.1 
2000 4.3  
出所：川辺信雄（2003）、同上書, p.146により一部省略。 
19 
 
 
また 90 年代に入ると，大規模小売店舗法の緩和に伴ってスーパーが相次いで営業時間
を延長し，ディスカウントやファーストフード店などが低価格戦略で価格を急速に引き下
げていったため，コンビニは年中無休と 24 時間営業体制だけではスーパーおよび他業態
に対抗できなくなってきた。 
 
 表 1－9：日本におけるコンビニエンス･ストアの店舗数増加の推移 
年度 店舗数 出店数 閉店数 増加数 
1991 41050 2973 1537 1436 
1992 42116 2764 1698 1066 
1993 43510 2877 1483 1394 
1994 45207 3073 1376 1697 
1995 46834 3169 1542 1627 
1996 48567 3218 1485 1733 
1997 50121 3372 1816 1556 
1998 51575 3385 1931 1454 
1999 52813 3451 2213 1238 
2000 54398 3508 1923 1585 
2001 55658 3556 2316 1240 
出所：川辺信雄（2003）、同上書, p.131によって一部省略。 
 
こうした状況で，コンビニ業態全体が商品開発力や店舗運営力に大きく差がつくように
なった。金（2001）はこうした差別化競争について四つの内容を指摘している。 
一つ目がサービスの強化であった(表 1－10)。「各チェーンは宅配便や DPE の取次ぎな
どのサービスに加え、公共料金の収納代行、コピー･サービス、ファックス送受信、コン
サートチケットや旅行パックの店頭販売、通信販売代金の収納代行サービスなどを次々と
開始した。」80 
二つ目が商品の開発競争であった。各チェーンはオリジナル商品をより積極的に開発し、
他社と差別化を図るとともに、低価格で販売しても十分な利益が確保できるようにしたの
である。1993年にセブンイレブン･ジャパンが世界最大の食品メーカーであるフィリップ
モリスと提携し、オリジナル商品の開発が始まった。81 
三つ目が価格戦略であった。消費者の価格志向に応えるもので、1992 年から、セブン
イレブンは弁当や惣菜類の値下げを実施し、さらに、初めて大手コンビニのなかで、国産
ビールの値下げに踏み切った。82 
四つ目が新型店舗の実験であった。例えば、通常の売場面積より半分ぐらいの小型店を
開発したり、薬局併設店や飲食コーナー併設店、書店併設店など新しいタイプのコンビニ
を出店した。83 
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表 1－10：90年代サービス強化について各チェーンの比較   ●：全店 ○：一部店 
  セブンイレブン ファミリーマート ローソン ミニストップ 
料金代行 公共料金 ● ● ● ● 
通信販売 ● ● ● ● 
保険料金 ●  ● ● 
購読料 ● ● ●  
その他 通信教育 貸金返済 通信教育  
取次ぎ・ 
サービス 
DPE ○ ○ ○ ● 
宅配便 ● ● ● ● 
はがき・ 
名刺印刷 
● ● ● ● 
クリーニング ○    
リース･ 
レンタル 
 ○  ○ 
ファクス ○    
コピー ●  ●  
証明写真  ○   
CD 機設置  ○ ○ ○ 
その他  FM 会員制放送  結婚情報 
介護用品 
販売・予約 カタログ 
販売 
● ● ● ● 
チケット ● ○ ● ○ 
旅行  ○ ● ○ 
宿泊  ○ ● ○ 
航空券   ●  
乗車券  ○  ○ 
切手・ 
収入印紙 
● ● ● ○ 
ゲームソフト ● ● ● ○ 
宝くじ  ○   
その他   ゲームの 
書き換え 
 
出所：『日経流通新聞』,1999年 1月 9日。 
  
以上にはコンビニ業態が日本における発展の経緯を考察した。現在、日本にはセブンイ
レブン・ジャパン、ファミリーマート、ローソンの上位三社は売上と店舗数がいずれもコ
ンビニ業界全体の 9割を占め，業界再編によって前述のように上位寡占化の傾向が続いて
いる。 
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表 1－11：現在三社規模と業態全体の比較 
 売上（十億円） 店舗数（店） 
数値 比率 数値 比率 
コンビニ業界全体 10,572 100% 54,501 100.0% 
三社合計 9,568 90.5% 50,122 92.0% 
セブンイレブン 
ジャパン 
4,516 42.7% 19,422 35.6% 
ファミリーマート 3,009 28.5% 18,125 33.3% 
ローソン 2,043 19.3% 12,575 23.1% 
出所：日本フランチャイズチェーン協会の『CVS 統計年間動向（2016 年１月～12 月）』、
セブンアンドアイホールディングスの平成 28 年度の有価証券報告書、ユニーファミリー
マートホールディングスの 2017年アニュアルレポート、ローソンの平成 28年度の有価証
券報告書によって筆者作成。 
 
第三節 日本型コンビニエンス･ストアの特徴 
1974 年イトーヨーカ堂はセブンイレブンを日本に導入した際にアメリカと同じような
長時間営業や便利な地理的位置等のアクセス上の利便性という特徴を打ち出した。だが，
その経営ノウハウが日本の実情に照らして全て通用するとはいえない。この点について，
当時セブンイレブン・ジャパンの鈴木敏文社長はサウスランド社の経営ノウハウについて
「それを日本に持ってくればすぐ通用すると思い込んだのは私の勝手な想像に過ぎなか
った。使えるのは本部と加盟店の間で粗利益を分配する会計システムぐらいだった」84と
述べた。そのために，そのノウハウを導入して日本の実情と合わせて徐々に変えて「日本
型」に進化した。 
金（2001）はフランチャイズ方式の採用は日本におけるコンビニエンス･ストアが成長
する要因の一つであり、「日本のコンビニエンス･ストア業態はビジネスの基本フォーマッ
トとして主にフランチャイズ･チェーン・システムを採用している、本部と加盟店がフラ
ンチャイズ契約を結び、相互協力や相互信頼のもとで共存共栄を模索している。」85と指
摘している。 
川辺（2003）は「日本でコンビニエンス･ストアが成功を収めた最大の秘訣は POS を軸
として高頻度・少量の物流戦略であるといわれる。一店舗当たり 2500 種類といわれる商
品の一つひとつの売行きを徹底して分析し、消費者のニーズに過剰ともいえるきめの細か
さで対応しようとする方式である。これは、独自に開発した店舗情報を武器にした単品管
理、鮮度管理を基礎にしているのである。」86と指摘している。 
矢作（2004）は「コンビニエンスストアは店頭在庫と在庫切れを同時に最小化する制度
の高い発注方式と多頻度小口・定時配送，それを可能とする情報システムと共同配送シス
テム，高い店舗密度，更にはメーカーとの共同関係による独自商品の企画・開発力と，『小
さな革新』を連続的に展開し，1970 年代半ば以降，現在まで最も高い成長力を維持する
業態となった」87と述べ，一連のイノベーションによってコンビニエンスストアが日本に
成功を収めることを指摘した。このイノベーションの観点をめぐって遠藤（2008）は「セ
ブンイレブンを中心に様々なイノベーションが積み重ねられ，日本のコンビニは業態とし
て独自の発展を遂げてきた。とりわけ特徴的なのが情報システムと物流システムのイノベ
ーションである」88と述べ，イノベーションによって「日本型」を形成したという見解を
示す。西島（2017）も POSシステムの導入による単品管理および多頻度小口配送システム
の構築を日本型コンビニエンスストアの革新性として提示している89。 
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 まとめて言うと日本型コンビニエンスストアの特徴はフランチャイズ・システムによっ
てドミナント出店戦略で店舗を展開することである。そして情報物流システムを整備しな
がらメーカーや問屋をベンダーとして採用し，共同配送を行うことである。更に商品戦略
についてもアメリカの場合と異なり，日本社会環境の変化および消費者の消費ニーズの変
化に従い，製販同盟の商品開発チームを組み，若者の消費者を中心に高粗利益の商品を取
り扱うことである。そこで以下にはフランチャイズ・システム、ドミナント戦略、情報物
流システムおよび商品開発の側面からそれぞれ詳細に論述する。 
 
１ フランチャイズ・システム 
日本小売業の重要な一環として中小零細小売店は 1980 年代初頭まで続け増加したが，
それ以降その店舗数と販売額の両面で逐年に小売業全体の中の地位が低下していった(表
1－12)。その要因の一つは大規模小売業者のチェーン・ストアの出現であった。 
 
表 1－12：日本小売業における中小零細小売業と大規模小売業の構成比の推移 単位：％                     
従業員
規模 
年度 1968 1970 1972 1974 1976 1979 1982 1985 1988 1991 1994 
１－２
人 
店舗数 65.8 63.9 62.0 62.5 61.9 61.1 60.2 57.7 54.0 53.2 51.0 
年間販
売額 
17.0 15.5 14.8 15.1 14.8 14.5 14.0 12.7 11.2 10.8 9.3 
3－4人 店舗数 21.3 22.5 23.3 23.3 23.7 24.0 24.0 25.1 26.1 26.2 24.7 
年間販
売額 
18.5 18.9 19.1 19.1 19.3 19.0 18.9 18.4 16.8 16.4 14.0 
5－9人 店舗数 9.2 9.6 10.5 10.2 10.3 10.5 10.9 11.7 13.2 13.4 14.8 
年間販
売額 
20.6 21.6 21.1 21.1 21.5 20.8 22.0 21.6 21.0 20.5 20.2 
10－19
人 
店舗数 2.6 2.7 2.8 2.7 2.7 2.8 3.1 3.6 4.3 4.5 6.0 
年間販
売額 
12.8 12.9 13.0 12.4 12.5 12.4 12.5 13.5 14.8 15.2 16.6 
20 人以
上 
店舗数 1.2 1.3 1.3 1.3 1.4 1.6 1.9 1.8 2.4 2.6 3.5 
年間販
売額 
31.1 31.4 31.5 32.4 32.0 33,3 32.6 33.8 36.3 37.1 39.8 
出所：高岡美佳（1999）「日本のコンビニエンスストアの成長過程における資源補完メカ
ニズム」『経営史学』第 34巻第 2号,p.61. 
 
1972年発行の『コンビニエンス･ストア・マニュアル』にコンビニの発展とフランチャ
イズ･システムの関連性について「本部は、加盟店とフランチャイズ契約を結ぶことによ
って、比較的少額の投資と少ない人手で短時間のうちに新市場を開拓していくことができ
るし、また、契約金やロイヤリティという形で確実な収益が期待できる。一方、加盟店は
本部で開発した事業を、本部の指導のもとに、相対的に低いリスクで遂行できる。」90と
書かれている。フランチャイズとは「フランチャイザー(本部)とフランチャイジー(加盟
店)との契約関係に基づく事業システムである。フランチャイズは事業を開発し、その経
営権と経営ノウハウをフランチャイジーに提供する。それに対し、フランチャイジーはそ
の対価として加盟金とロイヤルティなどを支払う。また、フランチャイジーは独立の事業
体として資金や労働力を提供し、店舗を運営する。そしてフランチャイザーは経営指導や
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支援などによって加盟店の運営をサポートする。」91 
 チェーン・ストアにはフランチャイズチェーン（Franchise Chain，FC と略称）を除
いて他に二つの方式が存在している。レギュラーチェーン（Regular Chain，RC と略称）
とボランタリーチェーン（Voluntary Chain，VCと略称）である。以下には金（2001）の
研究によって説明を行う。 
 レギュラーチェーンは「単一資本の企業が本部の強力な統制のもとで多数の標準店舗を
展開して運営する仕組み」92である。しかしレギュラーチェーンには弱点がある。一つは
「過度な中央集権により，地域の消費者ニーズとの乖離が発生しやすいことである。仕入
れの面では本部による大量集中仕入れを優先するあまり，地域ごとの特性などは排除され
やすくなる」93とのことである。もう一つは「規模の経済性を発揮するためには大量仕入
れと大量販売を求めるが，その規模が一定の規模を超えてしまうと逆に規模の不経済が発
生する」94とのことである。この二つの弱点に対してフランチャイズではそれをカバーで
きる。 
 「まず RC の地域ニーズとの乖離の問題を FC では以下のように回避できる。第一に RC
では販売と仕入れが分離されているが，FC ではそれが統合されている。そのため，FC で
は売行きをみながら発注ができ，また発注品の特徴を理解しながら販売できるようになっ
ている。しかし，このような活動は現場から離れて仕入れ活動を行う RC ではなかなか実
施できないことである。第二に RC では本部主導であるため，各店舗の共通点に目が向き
やすいが，FC では店舗主導であるため，各店舗の異質性に目が向きやすい傾向がある。」
95 
 「また FCは RCのもつ非効率の問題も以下のような理由で解決できる。第一に本部の資
金負担が少ないことである。RC では本部の資金で多店舗展開をするが，FC では加盟店オ
ーナーを組織化することで多店舗展開する。そのため，FC では本部の店舗投資資金が節
約できる。特に日本の場合，地価や建設コストが相対的に高いため，本部負担の節約のメ
リットが非常に大きい。第二に本部負担の節約によって早いスピードで多店舗展開が可能
になる。またこの点は規模の経済性を追求しやすい状況をもたらす。第三に規模の経済性
の追求は RCと同じく規模の非効率性という弊害をもたらす。しかし，FCでは独立業者間
のチェック機能が働いている。FC では無駄や非効率は自らの損失になるため，本部も加
盟店も互いに厳しくチェックする。これにより非効率の問題もある程度解決できる。」96 
ボランタリーチェーンとは「異なる経営主体同士が結合して販売機能を多数の店舗にお
いて展開すると同時に，情報等を本部に集中することによって組織の統合を図り，強力な
管理の元で仕入・販売等に関する戦略が集中的にプログラム化される仕組みとその運営」
97である。ボランタリーチェーンは本部の規制が緩やかで、加盟店の意思統一に欠けると
いう欠点もあり，チェーンとしての力は弱くなる。そのため 1985 年に大手チェーンはフ
ランチャイズに基づいて急速に店舗網を拡大し，上位への集中が生じつつであった。一方
で 100店舗未満のボランタリーチェーンとしての小規模チェーンは減少傾向を示した。 
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表 1－13： 経営システムの比較 
 レギュラー フランチャイズ ボランタリー 
資本 単一資本 加盟店 加盟店 
経営 非独立 独立 独立 
店舗運営 本部から任命されたス
トアマネジャー 
オーナー オーナー 
店舗開発 新店舗開発 新店舗開発と既存営
業店の加盟 
主として既存営業店の
加盟 
出店速度 限定的 急速出店が可能 急速出店が可能である
が、ある程度限定される 
契約範囲 なし 運営全般 運営の一部 
商品供給 本部指示 本部経由またはあっ
せん 
本部仕入れまたは独立
仕入れ 
価格 本部指示 本部推奨 自由 
運営方法 マニュアル通り マニュアル通り マニュアルの利用は自
由 
営業改廃 本部の意思 本部と加盟店の話し
合い 
自由 
教育訓練 完全な教育訓練 完全な教育訓練 利用は自由 
経営指導 スーパーバイザーの巡
回指導 
スーパーバイザーの
巡回指導 
利用は自由 
販売促進 本部統一実施 本部統一実施 利用は自由 
本部統制 完全統制 強い 弱い 
本部命令 命令権有り 命令権なし 命令権なし 
本部との関係 全く同一 経営共同体 任意共同体 
店舗イメージ 統一イメージ 統一イメージ 統一イメージを志向す
るが全てではない 
出所：経済産業省『フランチャイズの特性』 
http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g30226f03j.pdf によって筆者作成。 
  
日本におけるコンビニエンス･ストアが誕生した初期にレギュラーチェーン、ボランタ
リーチェーン、フランチャイズチェーンが同時に存在していた。やがてセブンイレブン･
ジャパンはフランチャイズ事業の共存共栄という理念を強調し，フランチャイズで成功を
収めた。そして現在日本では大手コンビニエンス･ストアは全てフランチャイズ・システ
ムを採用している。これはフランチャイズチェーンに優位性があるからであろう。 
セブンイレブン・ジャパンは創業からフランチャイズを中心に事業展開を確立した。そ
して本部と加盟店が対等の関係を保ち，共存共栄という理念を徹底的に追求している。共
存共栄を実現するために共通の経営目標を持つ必要があり，利益重視の経営をしなければ
ならない。 
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図 1－2：セブンイレブン・ジャパンのフランチャイズ・ビジネスの考え方 
出所：田中陽（2006）,『セブンイレブン覇者の奥義』日本経済新聞社,p.38. 
 
またセブンイレブン･ジャパンのフランチャイズ事業の中で最も目立つことは日本にお
いて初めて粗利益分配方式を採用したことである。セブンイレブン･ジャパンの社史には、
セブンイレブンという商標(看板)とコンビニエンスストアのコンセプトおよび粗利益分
配方式の三つが、「サウスランド社から導入し現在なお生き続けている貴重な財産で，セ
ブンイレブン・ジャパンのフランチャイズ・システムを支える強力なバックボーンとなっ
ている。」98と記載されている。 
ロイヤルティの徴収方法には三種がある(表 1-14)。粗利益分配方式、売上分配方式、
定額方式である。金（2001）は粗利益分配方式の優位性について次の三点を指摘している。 
第一に「粗利益分配方式が他のロイヤルティ徴収方式に比べ利益を重視している点であ
る。なぜなら本部も加盟店も粗利益を分かちあうからである。いわば『売上や規模重視』
の発想より『利益重視』の発想が粗利益分配方式の根底にあるのである」99。 
第二に「粗利益分配方式では利益重視の姿勢を本部と加盟店が共有する点である。いわ
ば『目標の共有』である。売上分配方式の場合，本部は売上を，加盟店は利益を重視する
ケースが発生する。例えば本部が値引きプロモーションを実施し，増大した売上から多く
のロイヤルティをとる場合，加盟店は逆にマージンが減少し，儲からないこともあるので
ある。その結果，両者の間でコンフリクトが発生する可能性がある。しかし粗利益分配方
式の場合，本部も加盟店も粗利益を分かち合うことから，両者ともに粗利益の最大化とい
う共通の目標を自然に共有することができる。また両者の間では共存共栄という認識が生
まれやすい。この点が本部も加盟店も自己利益に走ってしまう危険性のある弱点を粗利益
分配方式が見事にカバーしている。」100 
 第三に「粗利益分配方式は『より高い粗利益の商品をより積極的に販売する』基盤を
提供する。粗利益分配方式は利益を重視し，その目標を本部も加盟店も共有しているため，
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互いに粗利益の高い商品をより積極的に売るようになる。」101 
 
表 1－14：ロイヤルティの徴収方法の比較 
 特徴 
粗利益分配 粗利益の一部をロイヤルティとして 
売上分配 売上の一部をロイヤルティとして 
定額 毎月に固定の金額をロイヤルティとして 
出所：金顕哲（2001），『コンビニエンス･ストア業態の革新』，有斐閣,p.52 によって筆者
作成。 
  
 更にセブンイレブン･ジャパンは粗利益分配方式をベースに本部と加盟店との間の分配
比率は加盟店の出資分とリスクの大きさにより，Aと Cの二つのタイプに分かれる。 
 
表 1－15：セブンイレブン･ジャパンの分配方式(A・Cタイプ) 
タイプ 粗利益の分配比率 土地、店舗の所有権 物的施設の貸与 保証金 
A 加盟店  55％ 
本部   45％ 
オーナー所有 本部から なし 
C 加盟店  40％ 
本部   60％ 
本部所有 本部から 200万 
出所：川辺信雄（2003）,前掲書,p.204によって筆者作成。 
 
1980 年代の後半には C タイプの経営者は土地と店舗を持ってない脱サラ者が多いのが
特徴である。更に 90 年代の後半に立地がよい伝統的な中小小売商店が少なくなってから，
チェーン網の拡大において新物件の Cタイプ店が急成長にしてきた。 
一方，イトーヨーカ堂の本社も経営責任を担って一連の政策を実施した。 
① 経営マニュアルの制定。本部と加盟店の権利および義務を規定し，経営手順の指導を
行うこと。 
② RFC（Recruit Field Counselor 店舗開発担当者）の設置。有望な立地を探し，既
存中小小売業者をセブンイレブンに加盟させ，説得すること。102 
③ OFC（Operation Field Counselor 店舗経営相談員）の設置。OFC は加盟店主と本
部を結ぶ。加盟店へ頻繁に訪問を通して加盟店主に経営アドバイスをあげ，本部に加
盟店主の意見をフィードバックすること。103 
矢作（2011）は、このフランチャイズ事業の柱と言える粗利益分配方式について，「本
部は加盟店に対して様々な経営指導や販促協力を行い，加盟店は地域情報に根差したきめ
細かい在庫管理を行うという関係を構築した」104と述べ，組織設計の側面から見て粗利益
分配方式が共存共栄関係のベースであることを指摘した。 
 
2 ドミナント出店戦略 
フランチャイズの店舗展開のもとで商品配送や物流の仕組みを合理化するために，セブ
ンイレブンは出店をできるだけ１か所に集中する出店戦略いわゆるドミナント（高密度多
店舗）出店戦略を採用してきた。 
セブンイレブン・ジャパンは創業当初からドミナント出店戦略を行ってきた。このドミ
ナント方式が「①チェーンの認知度の向上、②来店頻度の増加、③物流効率の向上、④加
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盟店さまへの経営アドバイス時間の確保、⑤広告効率の向上」という効果を持つことを自
社のホームページにアピールしている。 
この５つの利点を詳しくみると，川辺（2003）は 4つのメリットにまとめて詳しく説明
している。つまり、「①ある地域への集中出店によってほかのコンビニエンスストアの出
店の余地がなくなる。②一定地域のどこにもセブンイレブンの店があることで知名度が高
まる。③納入業者の配送時間が短縮でき，商品の新鮮さが保てる。④本部のフィールド・
カウンセラー(スーパーバイザー)が店回りする時，移動時間が短くその分だけ店の相談に
応じる時間を長くすることができる。」105 
 木村（2008）は、②来店頻度の増加に対して「一度利用してみて利便性を知った顧客は
一定の地域内に多店舗が出店していれば，利用してみた以外の店舗も利用するようになる」
を述べ，同店舗の利用頻度だけでなく，同チェーンの他店舗の利用頻度を上げる効果もあ
ると提示した。 
 田村（2014）は、「ドミナント出店というその店舗展開方式によって，狭い地理空間に
面的に展開し高密度で立地していた。そのためその地域への物流に際しては物流施設やト
ラック等をより集約的に利用することができた。これによって配送効率が向上した。」106を
述べ，ドミナントによってもたらされた密度の経済性が物流費用の低減に貢献することを
指摘した。 
 ドミナント戦略は、当初アメリカのサウスランド社でも行われたが，日本には更に徹底
的に実施された。1974 年に１号店を出した後，すぐ東京全域に展開するのではなく，鈴
木社長の「深川からから一歩も外に出るな」という命令で江東区に深耕していった。この
ような出店方式について木村（2008）は「消費者のニーズに合った商品を欠品なく品揃え
し，かつ在庫を極力抑えるために必要であった」107と指摘した。 
 前述のように、ドミナント戦略の一つの大きな効果は物流の効率化である。限られた地
域に集中出店することにより，トラックの移動距離を短縮でき，１回で配送可能な店舗数
を増やしたが，物流効率をより向上させ，各店舗が欲する商品の種類と数量を正確に把握
したうえで一括して配送するために，より高度な情報共有体制と効率的な物流体制が必要
となる。 
 
3 物流・情報システム 
 セブンイレブン･ジャパンは創業初期に全ての仕事は手仕事であり，そのために様々な
問題があった。店舗の 3000 品目の商品の注文は百社以上の会社に一本ずつ電話で申し込
みをしなければならなかった。通話料金が高いだけではなく，聞き違えで誤発注もよく行
われた。また注文した商品の配達も問題があった。１日中に各メーカーや卸売商の配送ト
ラックは絶えず店舗までにくる。もともと狭い店舗にかなりスペースを占有し，店員の負
担も重すぎた。更に商品の在庫管理や売れ行きの処理や販売計画の制定なども店主一人で
やってきた。そのためにロスの発生および商売機会の見逃しがあるかもしれなかった。 
 これらの問題を解決するために、セブンイレブン・ジャパンは対応方法を開発しなけれ
ばならなかった。それが次の 3つである。 
① 商品配送の集約化と合理化 
② 販売動向の正確な把握 
③ 商品発注と納入の計画化 
 1976年からセブンイレブン・ジャパンは配送共同化をめぐって物流改革に取り組んだ。
卸売業者と交渉・提携することにより，ベンダーの集約化が始まった(図 1-3)。ベンダー
の集約化は「従来複数の特約問屋が各店舗に配送するのを変え，一つの問屋(窓口問屋)
28 
 
が各問屋の分を集めて担当エリア内の各店舗に配送するものである。従来の特約問屋制度
のもとでは多数の商品を品揃えしようとすると，メーカー指定の特約問屋を通すことにな
るので，問屋ごとに配送車が納品することになる。品揃えを充実させようとすればその分
だけ、車両台数が増加してしまった。そこで窓口問屋を通して集約化をすることにしたの
である。」108 
 
図 1－3：最初の流通経路と共同配送センターを設立した後の流通経路 
 
   
出所：川辺信雄（2003）,前掲書,p.222によって筆者作成。 
 
そして配送体制を整備して商品の共同配送を実現した。共同配送によって配送トラック
の台数を減らし，店舗側の在庫負担をかなり減少した。温度帯別の配送(表 1－16)により，
配送効率も大幅に上昇した。 
 
表 1－16：セブンイレブン・ジャパンの商品配送体制 
配送センター 配送頻度 備考 
米飯 一日三回 弁当、おにぎり、焼き立てパン 
フローズン 週３―７回 
アイスクリーム、冷凍食品、 
ロックアイス 
雑誌 週六回 本、雑誌 
常温一括配送 週七回 
ソフトドリンク、お菓子、カップラーメン 
、酒類、雑貨類 
チルド 一日三回 調理パン、サラダ、惣菜、麺類、牛乳 
出所： www.sej.co.jp/corp/aboutsej/distribution.html（2018 年 4月 17日アクセス） 
 
物流システムの改革とともに情報が正確かつ速やかに伝達されることはますます重要
となるため，店舗運営のコンピュータ化も進んできた。1978年に「ターミナル・セブン」
と呼ばれる自動発注システムが開発された。この発注端末機は本部と加盟店およびベンダ
ーをネットワークで結ぶことによって受発注業務が合理化され，配送日数が短縮されるこ
とになった。その後セブンイレブン・ジャパンは販売向上のために総合情報システムを６
回革新し，消費者―店舗―メーカーの間の関係が一層緊密に結びついたのである。 
セブンイレブン・ジャパンはこの情報システムを「『単品管理』を支える店舗システム」
109と指摘する。更に同社はこのシステムについて「お客様のレジ精算と同時に販売データ
を収集する POS レジスター、検品や陳列状況の把握を支援する ST（スキャナー・ターミ
ナル）、発注を行う GOT（グラフィック・オーダー・ターミナル）とバックルームの SC（ス
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トア・コンピュータ）を結んだ店舗システムを構築しています。単品ごとの販売状況、商
品のキャンペーンや TV・ラジオ CM などの情報、イベント情報、 天気予報などを確認し
て仮説を立て，発注を行って検証するという一連の単品管理が円滑効率且つよく行えるよ
う，このシステムが支援している。加盟店、本部だけでなく，メーカーやお取引先やその
生産ライン、共同配送センターともオンラインで結ばれている。店舗における発注・納品・
販売情報をスピーディーに全体で共有しているからこそ，迅速で適切な対応が可能なので
す。」110と説明している。 
 
表 1－17：総合情報システムの革新の経緯  
回数 時間 主な内容 
第一次 1978年― 
1982年 
①発注番号のバーコード化と商品台帳兼発注表の作成。 
②発注業務のコンピューター化に伴い，会計処理の面では注文データを
先行記録とするターン・アラウンド方式が可能となり精度および効率
が大幅に向上。 
第二次 1982年― 
1985年 
①世界で初めてマーチャンダイズ・マーケティングに POS(Point Of 
Sale)情報を活用。  
②発注精度の向上と欠陥防止、個店対応と単品管理の深耕、POS 情報の
活用、共同配送の推進等が大幅に進展。 
第三次 1985年― 
1990年 
販売データがグラフで表示できるようになり，イメージとして把握し
易く，販売データが本格的に活用されるようになると共に予約商品在
庫問い合わせなどネットワーク活用ビジネスの可能性が開ける。 
第四次 1990年― 
1997年 
①POS データの分析情報に加えて商品情報や催事・温度変化などに応じ
た商品の動きの変化を先行的にアドバイスする文字情報の提供等店舗
内でレベルの高い発注・単品管理を行う仕組み作り。  
②店舗－ベンダー－本部間でやり取りされる大量のデータをリアルタイ
ムで伝達することにより本部が直近の情報を把握でき商品調達や店舗
への情報発信の飛躍的な迅速化が可能。 
③店頭のサービスレベルの向上と情報サービスへの広範な活用。 
第五次 1997年― 
2006年 
①衛星通信 ISDNを統合した世界最大規模のネットワークを構築。 
②動画、音声などのマルチメディア技術を本格的に活用。 
③営業部門約 1,500名全員へ携帯パソコンを配備。 
④オープンアーキテクチャへ全面移行。 
⑤専用ハードウェア・ソフトウェアなどの共同開発による信頼性、メン
テナンス性、サービスレベルの向上などを特徴とした世界でも最先端
のシステム構築。 
⑥ECなどの新規ビジネスを支援する事業インフラを確立。 
⑦(株)野村総合研究所、日本電気(株)など 12 社のパートナーメーカーの
協力により統合された総合システム。 
第六次 2006年― 
現在 
①伝票、帳票のペーパーレス化とデータの電子保存によるコスト削減。 
② ②店舗ネットワークを光ファイバに統合。  
③ ③店内 LANの無線化により、売場での商品情報や POS情報の参照を実現。 
④ ④「日本語入力キーボード」を新設し、店舗内コミュニケーション・情
報共有を促進。 
⑤ ⑤大規模データベース活用によるマーチャンダイジングの情報の充実。 
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⑥ ⑥国内初となる非接触 ICカードの“マルチリーダーライター”の搭載。 
出所：www.sej.co.jp/corp/aboutsej/info_03.html によって筆者作成（2018 年 4 月 17
日閲覧）。 
 
しかし，先進な情報システムを構築してタイムリーに販売情報を取得・共有すれば単品
ごとの細かい単品管理を実現できるわけではない。小川（2000）は、「単品管理といって
も，単品ごとに販売情報を取るだけでは意味がない。そこで得た単品情報を発注に活かし
て初めて単品管理が達成される」111と指摘した。そこで，セブンイレブン・ジャパンは「仮
説検証型発注」という手法を用いる。それは、各店舗の発注担当者が情報システムに提供
されたデータを逐一分析し，自ら店舗の過去実績、周囲環境や気候の変化を見ながら，各
商品の需要動向に対して仮説を立てたうえで発注量を決定して発注する。そしてその商品
の販売実績と売れ行きの変化を確認して仮説が正しか否かを検証する。またこの検証結果
を次の仮説に役立つようになる。この「仮説検証型発注」は予め設定された公式でパソコ
ンの自動算出に頼る「自動発注」と異なる。 
 
表 1－18：自動発注システムと仮説検証型発注システムとの比較 
 自動発注システム 仮説検証型発注システム 
発注担当者に必要
な作業 
推奨発注量の微調整 
仮説設定に必要な情報の分析 
仮説の設定 
発注量の決定 
販売データによる仮説の検証 
本部が発注担当者
に提供する情報 
推奨発注量 
新商品情報 
粗利等の商品情報 
過去の仕入れ実績 
販売実績 
納品情報 
来店客情報 
出所：小川進(2000),『ディマンドチェーン経営』日本経済新聞社, p.83. 
 
小川（2000）はこの仮説検証型発注について四つのメリットを提示した。第一に発注担
当者が責任を持ちながら発注することになり，発注担当者が市場の動向に敏感となる。第
二に発注担当者の勘と経験のうち有効なものを組織的に発注に活かせるようになる。つま
りデータによって担当者が自らの勘と経験を検証でき，現在の市場動向と一致しているか
否かを確認できる。第三に過去の実績情報を組み合わせて参考することにより，市場に迅
速かつ積極的に対応できるようになる。第四に本部が把握し難い各地域に関する細かい情
報を発注に活かせるようになる112。 
そこでセブンイレブン･ジャパンは情報システムと共同配送のメリットを活用しながら，
消費者ニーズに合った商品を計画的に仕入れて提供するために，仮説検証型発注方式およ
び多頻度小口配送体制を確立した。これは店舗への納品回数を大幅に増加し，単品別の商
品納入量を小口化し，在庫回転率を更に高めることができる。 
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4 商品開発 
セブンイレブン･ジャパンは創業当時品揃えを試行錯誤することにより，生鮮品より調
理しなくもてよいファーストフード類食品を売るべきということを認識し，鮮魚の代りに
刺身を，青果物では野菜サラダを用意した113。また都市においてシングルライフの若者の
数が多く，コンビニで買った食品を家で食べるという「中食」が増えてき，ファーストフ
ードの市場が急速に拡大したのである114。 
セブンイレブン･ジャパンの商品構成を見れば，アメリカ側の店舗より，ファーストフ
ードの比率が 3倍であったことが分かる。 
 
表 1－19：日米品揃え構成の比較 
商品別 日本 アメリカ 
ファーストフード 29.9% 8.9% 
加工食品 26.2% 23.8% 
日配食品 13.6% 3.7% 
非食品 30.3% 22.8% 
ガソリン 0 40.7% 
出所：2016年セブン＆アイ・ホールディングス事業概要 P29によって筆者作成 
（ファストフード：米飯、麺類、総菜など；加工食品：ソフトドリンク、菓子など；日配
食品：牛乳、パンなど；非食品：雑誌、化粧品など） 
 
ファーストフードはロス率が高くて安全上の危険性もあるが，加工食品より粗利益が高
いため，セブンイレブン･ジャパンは食品メーカーと提携した商品開発を広げた。その際
に二つの体制を確立した。一つは共同開発チームの作成であり，もう一つはファストフー
ドの工場・メーカーの専用化である。 
（１）共同開発チーム 
 セブンイレブン・ジャパンはファストフード商品が高粗利益を持ち，また今後の消費者
ニーズに合って売上が増加していくことを見込めるため，ファーストフードを重点商品に
置いた。当初に販売量や売上がまだ少ないため，大手メーカーと連携できずに中小メーカ
ーに依存していた。しかし中小メーカーの間には品質管理、衛生管理等のバラツキが大き
く，全員の管理レベルを上げて均一化にさせるために 1979年 10月に米飯と調理パンのメ
ーカーを初めとして協同組合方式で日本デリカフーズ（NDF）を設立した。そして 1979
年に焼きのり、1984 年に米など原材料の共同購入も行われ始めた。この組織において惣
菜、米飯等商品群によってそれぞれの分科会を設け，週ごとあるいは月ごとに共同会議を
開催して情報を交換することにより，新商品の開発、従来商品の改良、共同購入、品質・
生産管理等を取り組んでいる。中小メーカーにとっては自家のノウハウを他社に開示する
ことは従来では考えられなかったことであるが，彼らがまだこの組織に入る理由について、
矢作（1994）は共同購入によってコスト削減や品質管理のレベルを向上させる以外に，こ
の組織を通して全員の力を集めてセブンイレブンに対する取引上の交渉力を強くすると
いう意図も含まれることを提示した115。 
そしてセブンイレブン・ジャパンの成長につれ，次々にキューピー、ハウス・プリマハ
ム等の大手メーカーの子会社も参入してきた。田中（2013）は大手メーカーの参入につい
て、「大手メーカーはリーダー役を担うことになった。体質改善の遅れた地方の中小惣菜
メーカーに対して技術援助や人材発見等を積極的に行った。またセブンイレブンの出店エ
リアに合わせ惣菜工場等を建設する時には，地場の取引先と大手メーカーが組んで建設を
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することもあった。大手メーカーの参加は地場の取引先にとって工場の設備投資に踏み切
りやすくなる」116という大手メーカー参入のメリットを提示した。また大手メーカーにと
ってもメリットがある。田中（2013）は、「POS データによって販売情報が毎日手に取る
ように確認できることは消費者の嗜好を知るうえで極めて重要だった」117と指摘した。 
更に 90 年代に入り，売上の伸び鈍化、競争の激化によって商品の差別化が重要な課題
となり，また不景気によって低価格を特徴とした PB（プライベートブランド）商品はコ
ンビニ業界だけでなく，流通業界の間に広まってきた。セブンイレブン・ジャパンはこの
市場動向に対して単に低価格の PB 商品を追求するではなく，顧客にとっての価値が高い
オリジナル商品を提供することを目指す。そのために商品の製造業者だけでなく，各原材
料メーカー、包装材料メーカーまで川上の資源を集合して組織化しなければならない。そ
こで共同開発を行うチームマーチャンダイジング（チーム MD）という部隊を編成した。
矢作（2011）はこのチームマーチャンダイジングが可能となる理由について「当初，集団
的商品開発のきっかけは急速な店舗数の増加に応じた供給力の確保と食中毒に象徴され
るリスク・衛生管理にあったが，その後次第に新商品の開発強化による競争の差異化が重
視され，現在に至っている」118と指摘した。 
セブンイレブン・ジャパンの商品部は NDFとの開発経験を活用して質の高いオリジナル
商品の開発がファーストフードから加工食品まで拡大した。田村（2014）はこの動きの特
徴を５つに要約した。「①商品分野としてはパン・アイスクリーム、即席ラーメン、ビー
ル、カレー、おむすびなど、購買量の大きいコンビニの中核商品を狙う。；②開発・生産
に一流メーカーを巻き込み，また一流料理人、有名店等の協力も得て，高品質追求にこだ
わる；③販売価格は同種のコンビニ商品よりも，2－3 割増やしに設定する；④セブンイ
レブン専用の工場、デポ、物流センターをバックに整備し，他のコンビニで販売していな
いセブンイレブンのオリジナル商品にする；⑤共同企画商品についてはメーカーも表示す
る」119。更に 2007 年にその一部のオリジナル商品に「セブンプレミアム」と名付けてブ
ランド化にした。2016 年セブンアンドアイグループ全体のオリジナル商品売上が 3.2 兆
円になり，グループ全体売上（10.6兆円）の 3割を占めた。 
 
図 1－4：セブンイレブン・ジャパンの商品開発体制 
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出所：株式会社セブンアンドアイ HLDGS.の『コーポレートアウトライン 2016』p.19に
よって筆者作成 
このようなチームマーチャンダイジングを組むことによってセブンイレブンジャパン
にとってのメリットについて、田村（2014）は「チーム MDによる PB開発によってセブン
イレブンは商品の特性や原価詳細などメーカー商売の裏側を知った。それだけでなくメー
カーの生産・在庫調整、販促計画、更には全国市場動向の捉え方等，通常の生産委託で得
られない情報・ノウハウを収集・蓄積することができた。これらの知識はメーカーとの取
引交渉でネットワーク・パワーを行使する際，セブンイレブンの情報基盤を更に強固にし
た」120と指摘した。 
 
（２）工場・メーカー専用化 
高品質・差異化のファストフード商品の開発が可能となる理由の一つは工場・メーカー
の専用化である。専用化というのはセブンイレブン・ジャパンのみと取引することである。
ファストフード商品の製造工場の専用化について、小川（2004）は納品精度の向上および
高鮮度商品の提供という二つの効果を発揮できると提示した121。つまり工場の専用化によ
って商品管理・在庫管理の精度が向上される。また製造直後の商品をいち早く自らの店舗
まで出荷できるため，商品を最も新鮮な状態で消費者に提供することが可能となる。 
上図（図１－４）の示すように，2016 年にセブンイレブンジャパンは 167 拠点の専用
工場を持ち、専用率が 92%に達している。それに対してローソンは約 70 拠点，専用率が
約 7割であり122，ファミリーマートは 88拠点の専用工場を持つ123。競合チェーンと比べ，
セブンイレブン。ジャパンがこのような高い専用率を実現できる原因を探求すると，小川
（2004）は実証研究によってドミナント出店がセブンイレブン・ジャパンの対ファストフ
ードメーカー戦略に対する影響が大きいと指摘した。具体的には「一定地域内に集中出店
することでその地域内の当該商品に関する発注量を拡大することができる。その結果，FF
メーカーがその地域の工場を当該チェーン用に専用化しても十分採算が合うようになる。
つまり，高いドミナント出店度が FF メーカーの工場専用化を促進する」124という理由を
挙げた。またメーカー専用化のメリットに対し，小川（2005）は「メーカーがセブンイレ
ブン向け専用メーカーになることでノウハウの漏洩防止が容易になる。またノウハウ漏洩
の危険が少なくなる分，ノウハウをメーカー横断的且つチャネル縦断的に開発，共有，蓄
積することが容易になる。具体的には品質の標準化や商品開発といった活動をメーカー横
断的、チャネル縦断的に継続的に行うことができる」125を提示した。 
 
5 まとめ――経営ノウハウのイノベーション 
現在ほぼ全ての日本のコンビニ企業はフランチャイズ制度に基づき，長時間営業、豊富
な品揃え、多種なサービスなどの経営手法を用いているが，セブンイレブンジャパンが長
年首位を独走する理由について多くの議論があった。 
高岡（1999）は「セブンイレブン･ジャパンはいち早くフランチャイズ店網の形成に着
手し，情報・物流システムの構築やフランチャイジーとの契約などの面で試行錯誤を繰り
返しながら，フランチャイズ・システムを確立していった。その結果，コンビニエンスス
トアの事業展開にとってフランチャイズ・システムは十分に効率的なシステムとなり、セ
ブンイレブン･ジャパンを同業他社が追随したため、フランチャイズ･システムは日本にお
ける支配的なシステムとなった」126と指摘している。 
川辺（2003）はセブンイレブン・ジャパンがアメリカの親会社を買収し，つまり日米セ
ブンイレブンの逆転が生じた原因を考察し，「コンビニエンス･ストアの生命線は絶えざる
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技術革新であり，加盟店の利益を上げるためにも，システム開発に資金を投入しなければ
ならなかった。新しい時代の組織能力の一つの中心に存在するのが，この顧客に関する情
報処理のためのシステムづくりであった。セブンイレブン･ジャパンは単品管理をベース
に時代の先端技術を導入して販売と生産を結合する高度な情報システムを構築した。この
点においてセブンイレブン･ジャパンは第三次産業革命の組織能力の開発に継続的に取り
組んできたことが，ほかの企業を一貫してリードし，アメリカの親企業を買収し再建する
ことになった要因といえる」127と指摘している。 
 
表 1－20：セブンイレブンの日米比較 
 日本 アメリカ 
経営理念 独自の便利なサービス スーパーマーケットの補完として
の便利なサービス 
出店形式 フランチャイズ中心・既存店の転換 直営店とフランチャイズ・新規出店 
店舗立地 商店街・駅周辺・大学周辺など 主に住宅地 
ターゲット 若者、女性 ブルーカラーの男性 
流通機能 既存システムの利用 内部化・統合化 
情報システム 情報システムの積極的な構築 構築の遅れ 
価格戦略 定価販売 安売り 
出所：川辺信雄（2003）,前掲書,p.407. 
 
また金（2001）はサウスランド社の再建について「セブンイレブン･ジャパンは・・・（中
略）ファーストフード中心の商品戦略や単品管理、仮説検証型マーチャンダイジング、協
力的配送システムの構築、POS システムなど，日本で構築した独自のノウハウを(アメリ
カに)積極的に導入し，成功を収めたのである」128と提示する。 
矢作（1994）は日系コンビニエンス･ストアのイノベーションについて「コンビニエン
ス･ストアのイノベーションは小売業務のみならず，商品開発・商品供給、取引関係など
の組織間関係全般に及んでいる。販売局面を超えた生産・流通システム全体に関わるのが
コンビニエンス･ストア・システムの革新性であると，明確に把握する必要がある。･･･
そのシステム･イノベーションは日本において起こった。小売業務は確かに 1920年代の米
国に起源をもつが，全体的な仕組みはメード･イン･ジャパンである。過去 20 年の歴史の
なかで一定水準以上の完成度に達したそのシステム・イノベーションは小売業務革新の発
祥の地である米国でも関心を集め始めている。」129と指摘した。下図（図 1-5）のように
消費者ニーズと経営ノウハウの革新についてイノベーション三要素を提示した。 
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図 1－5：コンビニエンス･ストア･システムのイノベーション 3要素 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：矢作敏行（1994）『コンビニエンス･ストア･システムの革新性』日本経済新聞社,p.17.  
 
図 1-5のように，矢作（2004）は、小売業務システムが小売業態とその運営・管理業務
（狭義の小売業務システム）、商品の仕入れ、企画・開発業務（商品調達システム）、生産・
中間流通地点から販売時点までの物的流通業務（商品供給システム）の三つのシステムで
構成されることを提示し，また小売業態の革新から商品調達・供給システムへと上流段階
へ遡及する経営革新が「深いイノベーション」であり，店舗規模や立地の変化といった業
態革新に依存する経営革新が「浅いイノベーション」である。その中にコンビニエンスス
トアの連続的なイノベーションが「深いイノベーション」であることを指摘した130。 
小川（2004）は、ファストフード分野で工場やメーカーを完全専用化にすること、高い
実行水準での単品管理を行うこと、大量の出店経験や巨大な店舗網によって出店精度と店
舗支援制度を向上させ，川上の優良資源を吸引することが理由として挙げられた131。 
木村（2008）は、セブンイレブン・ジャパンの事例研究によってコンビニのイノベーシ
ョンをドミナント出店、取扱商品・サービスの変革およびオペレーションシステムの変革
という三つのものにまとめた。またそれを踏まえてセブンイレブン・ジャパンの成功要因
を 
「①米国で成功していたサウスランド社の CVSシステムの導入、 
②創業当初から行うドミナント出店、 
③顧客のニーズに合わせた取扱商品・サービスの変革、 
④仮説検証型発注による顧客志向の品揃え創出のための情報システムの開発・高度化、 
⑤顧客の需要を起点とした物流システムの開発、 
⑥各種会議による情報共有と顧客志向の基本的なものの考え方の徹底、 
⑦OFCの店舗発注担当者への小集団活動による指導、 
⑧店舗発注・販売向上への組織的なきめ細かな支援、 
⑨米飯類・惣菜などファーストフード・メーカーの専用化」132を指摘した。 
田村（2014）は、セブンイレブン・ジャパンの発展史に沿いながら，歴年の財務データ
やアーカイブの情報に基づき，セブンイレブン・ジャパンの持続成長メカニズム，つまり
商根茎メカニズムを構築した。具体的にいえば、成長初期を支えるブルーオーシャンメカ
消費者欲求 
小売業務 
多品種少量在庫販売 
年中無休長時間営業 
組織構造 
情報ネットワーク 
同盟関係 
フランチャイズ 
商品供給 
短リード小ロッド 
生産販売統合 
商品共同開発 
競争優位 
流通サービス水準 
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ニズムから 80年代中期の情報武装メカニズムに変化し，90年代以降に店舗工場メカニズ
ムに変わって,つまり収益性が高い C タイプの加盟店を多数に設立することによって業界
トップの座を維持している。またこの間に商根茎メカニズムも徐々に進化している。すな
わち,加盟店への商業信用の供与、メーカーへのネットワーク・パワーの行使、納入業者
への情報機器・ソフトのリース等「商取引の世界に根茎のように張り巡らされている収益
源」で構成されるメカニズムである。更にこれらのメカニズムも互いに影響を与えて連動
してまたそれぞれの構成部分として組み込まれることもある。時代の変化に応じ，店舗工
場メカニズムのようなメカニズムを構築しながら，物流・情報システムのような長期間か
けて進化するものをモジュールのようにその中に取り組み，また商根茎メカニズムが店舗
工場メカニズムを支える。このような多層的・累積的メカニズムがセブンイレブン・ジャ
パンの持続成長を長い間に支える133。 
以上の諸学者の観点を整理してみると、日本におけるセブンイレブン・ジャパンは経営
ノウハウに対する 3つのイノベーションによって成功を収めたと考えられる。 
① 粗利益分配方式のフランチャイズと本部の組織的支援体制をベースにしてドミ
ナント出店戦略を徹底的に行うことである 
② 製販同盟の理念におけるメーカーや工場の専門化を通して顧客のニーズを応え
るための商品共同開発を行うことである。 
③ 革新的な物流と情報システムの構築により，仮説検証アプローチの下で顧客のニ
ーズや潜在ニーズを捉えるための単品管理を行うことである。 
上記の３点は、それぞれ無関係なものではなく，互いに影響を及ぼしている。例えば、
同じところに集中的出店したため，効率的な多頻度小口配送の物流体制ができ，本部の指
導が効率的に行える。また一つの地域で大量出店によって大きな売上が創出されて一定の
規模があってからメーカーや工場の専用化が実現できる。メーカーや工場が専用化となっ
たうえで共同開発のマーチャンダイジングが可能となり，高品質のオリジナル商品の開発
ができる。情報システムで販売実績をタイムリーに共有したうえで共同開発体制によって
商品の撤廃や改良を行える。具体的には下図のようにまとめている。 
 
図 1－6：日本型コンビニエンスストアのイノベーション・フローチャート 
 
 
出所：矢作（1994）、金（2001）、小川（2004）、木村（2008）などの研究を参考にして筆
者作成。 
 
 
37 
 
第四節 中国における日系コンビニエンスストアの発展 
１ 中国の近代小売業の発展 
中国における日系コンビニエンスストアの発展を研究する前に，背景として中国の近代
小売業の歩みを考察する必要がある。中国の小売業は中央政府が 1978 年に改革開放政策
を打ち出してから激変している。この改革開放政策とは政府主導のもとで当時の計画配給
体制の打破から，農産物流通の自由化、流通市場への非国営企業の自由参入、国有企業の
内部改革などがあげられる。更に 1992年に流通業の開放政策が実施され，「社会主義市場
経済」の理念のもとで，国有企業の所有制度および政府機能の改革が一斉に行われた。そ
れによって流通チャネルの短縮化、業態の多様化が急速に進んでおり，流通システム全体
が変わり，小売業が著しく変化してきた。 
 このような変革に対して、中国の国家国内貿易局は小売業の規範と経営管理の向上を促
すことを目的に 1998 年 6月に「零售業態分類規範意見(試行)」(「小売業態の分類規範に
関する意見(試行)」)を発表した。この報告は中国における小売業の様々な業態の定義を
明確した。この中で小売業態およびコンビニエンスストアについて以下のように整理され
ている。 
「第一条：小売業とは、小売企業が、各種の消費者需要を満足させるために形成される
経営形態である。小売業態の分類基準は、小売業の立地、規模、ターゲット層、商品の品
揃え、店舗設備、経営方式、接客サービス水準などで判断する。主要な小売業態は、百貨
店、スーパーマーケット、大型総合スーパーマーケット、コンビニエンスストア、専門店、
直営店、ショッピング・センター、倉庫型スーパーマーケットなどである。 
第五条：コンビニエンスストア(便利店)は顧客の便利性というニーズに応えることを主
な目的とする業態を指している。 
① 立地は住宅地、交通要道、駅、病院、娯楽場、オフィス 
② 売り場面積は 100㎡くらい 
③ 徒歩で 5－7 分の近距離、80％以上の顧客は購買目的がある 
④ 商品構成は、ファーストフード、清涼飲料水、日用雑貨を主に取り扱っている 
⑤ 営業時間は 10－24時間で、年中無休 
⑥ セルフサービス方式を採用し、会計はレジで行う」134 
 中国小売業の急成長にしたがって、中国における外資系小売企業の事業も進んでいる。
1992 年の流通業の開放から、現在まで外資系企業の参入プロセスを夏と汪（2009）は四
段階に分けている。135 
第一段階 中国市場への参入の実験段階(1992－1995年) 
1992 年 7 月に中央政府は第三次産業の発展を促進するために，国務院により『商業小
売業分野における外資参入についてのガイドライン』が発表された。これによって外資系
小売企業に中国市場へ参入する幕が開かれた。「この段階において中国の小売市場の開放
は一定の地域、一定の範囲内に限られたものであった。中央政府は外資企業の参入に対し
て厳しい基準を定め，審査過程も非常に厳格であった。そのため，多くの外資系小売企業
は中央政府の政策について核心をつかめず，また中国の小売市場に関して情報が乏しいた
め，市場参入に対する積極的な動きがみられなかった。」136 
第二段階 中国小売市場における外資系小売企業の発展 (1995―1999 年) 
「1995 年に中央政府は政策転換を図り，更なる市場開放政策を打ち出した。その内容
とは限定した外資小売チェーンの展開が認められ，また限定的ではあるが，外資系小売企
業による卸売も認められた。しかし，資本面における規制の合弁制および外資の資本金の
割合が 50％以下といった内容が依然として政策に盛り込まれた。」1371995 年 6月に北京で
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設立された日中合弁の華糖洋華堂商業株式会社は中国における最初の外資系チェーン小
売企業である。更に 1996年にローソンが上海で日系コンビニとして初出店した。 
第三段階 外資系小売企業の安定成長段階 (1999－2001年) 
「1999 年 6 月に国務院によって『外資商業企業の導入に関するガイドライン』が新た
に発表された。外資系小売企業の出店地域は省庁所在地、自治区および特別行政直轄市ま
で拡大され，また外資による卸売業への参入制限が緩和された。更に参入資格審査につい
ては、外資および提携先の国内企業に対して新たに基準が設けられ」138，「この段階にお
いて多くの外資系小売企業の経営が軌道に乗り，安定的な発展を遂げた。」139 
第四段階 外資系小売企業の拡張急速段階 (2001年―現在) 
「2001年に中国が WTOに加盟した。WTOへの加盟条件として中国政府はサービスおよび
商業領域における市場開放、外資に対して市場参入の許可および国民待遇などを承諾した。
また加盟後の三年以内に小売市場の対外開放を約束した。」140一方，「中国経済の迅速な発
展を見込んで外資側も絶好のビジネスチャンスとして捉え，積極的に中国市場へ参入しは
じめたのである。特に 2004年 12月に中国政府は外資系小売企業に対して出店地域、資本
規模および資本金の割合などの参入規制を完全に撤廃した。その後中国市場における外資
系小売企業の進出が急ピッチに進んだ」141。この時期にセブンイレブン･ジャパンとファ
ミリーマートは中国で本格的にコンビニ事業を展開した。 
 
２ 日系コンビニエンスストアの展開概況 
（１） ローソン 
中国における日系コンビニエンスストアの中で最も早く進出したのはローソンであっ
た。最初に進出した都市は上海である。上海が中国の最大の都市とし，その経済発展が著
しく住民たちの生活パターンも大きく変化してきている。それによって 1996 年 4月にダ
イエーグループは中国の最大手小売企業の一つ中国上海華聯集団公司と合弁して上海華
聯羅森公司を設立し，上海市で「ローソン」を展開した。同社の資本金は 500万ドルであ
り，出資比率はダイエーグループのダイエーコンビニエンスシステムが 70％で，上海華
聯が 30％であった。店舗の運営方法は基本的には日本とほぼ類似していた。店舗面積は
約 100㎡で，営業時間は 24 時間である。当時の商品は上海華聯の加工食品、清涼飲料水
を中心に取り扱い，ファーストフード類が約 1000 品目であり，日本の三分の一程度に絞
ってある。いずれも直営店で出店して社員とアルバイトが 10人程で営業している142。 
1997 年 8 月にローソンはコンピュータを駆使してオンライン発注システムを導入し，
最初は自社の物流センターと弁当やパン類の仕入先の丸紅上海公司との間でシステムを
稼動した。この発注システムも中国の流通業界で初めてのものといえる。更に上海富士通
公司などの協力で 1997 年 5 月に物流センターと店舗を結ぶオンライン網を構築し，店舗
と仕入先を連接するネットワークが整ったことになる。同時にサービスも積極的に追加し，
食品や日用品の販売以外，DPEの受付や公共料金の代行収納も始めた。143 
2001年末に三菱商事系の上海良菱配鎖運送と一括輸送の契約した。EDI（電子データ交
換）で小売本部と情報をやり取りして各店に夜間配送する。この会社は上海初の外資卸免
許を取得した。中国の大手小売 60社、3000店舗への日本メーカーの卸売業務や上海から
500キロ圏内の小売 300社、2500店舗へのメーカー物流も担当する。同社は 5年間で取扱
高は 10倍になった。「消費と生産を結ぶ、きめ細かな日本式の卸が上海の流通現場を支え
ている。」144それによって 2002年に日本と同じような販売許容日数制度が中国にも開始し
た。米飯類と乳製品は配達日からプラス 1 日、パン類はプラス 2日を期限に廃棄を行う。
川辺（2005）は「日本とほぼ同じ水準にきたので，上海でも鮮度が必ず売り物になるよう
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になるという配慮があった」145と指摘した。 
しかし外資系の企業として政府のさまざまな規制のもとに物件交渉で手間取ることが
多く，出店のスピードがなかなか上げられなかった。ローソンは中国における事業計画を
見直して 2003年に現地化戦略に方針を転換した。合弁相手の出資比率を 70％から 49％に
下げ，合弁相手の百聯集団(上海華聯集団の改称)が 51％を保有した。中国側に経営権を
譲り渡したのである。その後出店は加速しており，2003 年一年間で 70 店舗を新設した。
一方 2003 年以降に商品の仕入れも中国の消費者の嗜好に合うものを調達するために，中
国人の担当者が仕入れを行うことにした。だがその結果は消費者に満足させる品揃えがで
きず，サービスレベルとブランドイメージも低下してしまった。そのために 2011 年に百
聯集団から経営権を取戻し，合弁会社にローソンの出資比率を 85％に上げた。その後店
舗水準を高め，店舗数を拡大するという目標で出店を加速した。この上海ローソンという
合弁会社は上海市内だけでなく，周辺の江蘇省や浙江省にも地元企業とエリアフランチャ
イズの形で積極に出店している。また 2010年 4月と 2011年 9月に重慶と大連に子会社を
作り，重慶と大連への出店を遂げた。更に 2012年 5 月中国国内における事業投資、ライ
センス管理、経営管理機能を統括するという目的で羅森（中国）投資有限公司を設立した。
それによって中国各都市への出店を一層加速し，次々と北京、武漢に事業展開した。 
 
表 1－21：中国におけるローソンの進出概況 
都市 進出年 店舗数（2018年） 
上海とその周辺 
（常熟、揚州、昆山、紹興、泰州、張
家港、杭州、江陰、寧波、常州、無錫、
鎮江、蘇州、嘉興、南京） 
1996 
（上海） 
884 
重慶 2010 167 
大連 2011 123 
北京 2013 75 
武漢 2016 198 
出所：ローソン各社のホームページによって筆者作成（2018年 4月 17 日閲覧）146。 
 
（２） ファミリーマート 
 2003 年 1 月にファミリーマートは親会社の伊藤忠商事、台湾ファミリーマートと組ん
で中国で「ファミリーマート・チャイナ・ホールディング」という店舗運営の合弁会社を
設立した。また 2003 年 10月に伊藤忠商事は台湾の頂新グループと提携し，中国で流通・
外食事業を共同展開した。頂新グループが世界最大のインスタントラーメン会社や外食チ
ェーン、ショッピングモールなどを傘下にもつ企業であり，ファミリーマートは頂新グル
ープの中国に持っている多くの物流拠点を開店するためのインフラとすることを狙って
いた。2004 年に上海市内でファミリーマート事業を展開するため，新会社「上海福満家
便利有限公司」を設立した。この会社は本社を上海市に置き，社長は頂新グループの台湾
人の魏応交氏が就任した。資本金は 7000万人民元であり，出資比率は China CVS(Cayman 
Islands)Holding Crop.65％、中国政府系金融機関である中信信託投資有限公司 35％であ
った。その後 2005年 7月に China CVSが中信信託の持分を買い取ったため，上海福満便
利は同社の 100％子会社となった。China CVS の株式構成は頂新(開曼島)控股有限公司
50.5％、株式会社ファミリーマート・チャイナ・ホールディング 49.5％であった。そし
て 2011 年 7 月頂新が出資比率を 59.65％に引き上げ，ファミリーマート・チャイナ・ホ
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ールディングが中国のフランチャイズ契約権限をチャイナ・シービーエス・ホールディン
グに譲渡した。またファミリーマート・チャイナ・ホールディングの出資比率はファミリ
ーマート 38％、台湾ファミリーマート 37％、そして伊藤忠 25％であった。詳しく見ると，
伊藤忠は大手総合商社として様々な事業で中国とパイプを築いた。既に頂新国際集団と飲
料水事業、外食事業、物流事業で共同取り組んでいる。頂新(開曼島)控股有限公司は中国
の最大手の総合食品メーカーであり，積極的に川下分野に事業を開拓している。台湾ファ
ミリーマートは台湾で成功を収めた運営ノウハウを提供し，同じ中華圏の大陸に出店の加
速を図ろうとしている。147 
当時中国に出した店舗は日本よりも 4割ほど狭い 70㎡前後の売場面積で約 1600品目を
扱う。平均日商は 8000元(約 11万 5000円)、客単価は 8元(約 104円)前後である。弁当
やおにぎり、おでんや菓子類など食品を中心に、雑貨や日用品など日本とほぼ同じ商品を
扱い、中国国内で調達する148。 
ファミリーマートは最初に上海市内に深耕し，一年間で 53 店舗を増やしたこともあっ
た。この成長の原動力は、力を入れているパンや弁当、惣菜類などの「中食」分野のファ
ーストフード商品である。中国の都市部で夫婦共働きの世帯が多く，朝食や昼食の需要が
確実にある。中国のコンビニでファーストフード商品の売れ行きは売上高と収益を大きく
左右する。更に単価と利益率が高く，集客にもつながるパンや惣菜、弁当類などを充実さ
せることで収益力を高めて家賃の高い好立地に出店できるようになる149。上海市内にある
程度定着した後，2007年から周辺地区および他地区に出店し始めた。 
 
表 1－21：中国におけるファミリーマートの進出概況 
都市 進出年 店舗数 
（2017年） 
上海 2004 1150 
広州 2007 215 
蘇州 2007 169 
杭州 2012 115 
成都 2012 64 
深せん 2012 57 
無錫 2014 69 
北京 2014 21 
東莞 2014 15 
出所：ユニーファミリーマートホールディングス 2017 年アニュアルレポートによって筆
者作成 
 
（３） セブンイレブン・ジャパン 
 2004 年 1 月の「セブンイレブン・北京」の設立は外資系コンビニ企業としては初めて
中国の中央政府認可のもとで、コンビニエンス･ストア事業に直接出資されたものである。
また既に香港のジャーディン・マセソン・グループの中核企業の一つであるデアリー・フ
ァーム・インターナショナル社が設立したコンビニエンスストア社が中国南東部に「セブ
ンイレブン」を展開しているが，日本法人が直接投資して運営するのは初めてであった。
この新会社はセブンイレブン・ジャパンが地元北京の政府的色彩が濃厚な大手小売企業北
京首聯商業集団と合弁して設立した。資本金は 3500 万ドル(約 37億 4500 万円)で，セブ
ンイレブン・ジャパンが 65％、北京首聯商業集団（2005 年に北京王府井百貨（集団）股
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份有限公司に変更）が 25％、イトーヨーカ堂の合弁相手である中国糖業酒類集団が 10％
をそれぞれ出資した。総投資額は 7000万ドル(約 74億 9000万円)になる150。 
当時北京におけるセブンイレブンの品揃えは日本とほぼ類似していた。弁当や惣菜など
ファーストフードを中心に約 1500 品目を扱う。また日本と異なる「中国のオリジナルコ
ンビニモデル」は店内調理にある。温かい物を好む中国の消費者の志向に合わせて 1号店
から導入している。厨房で 10 種類ほどの出来立て総菜を調理し，ごはんとのセットで販
売する。おでんは串ものを中心に日本の数倍の売り上げを記録したこともある。おにぎり
やサラダなど当初は見向きもされなかった商品も徐々に浸透していった。2008 年頃に 1
日の平均売上高は 2 万元（日本円で約 30万円）までに成長した。その時の売上高は日本
に比べれば半分程度の水準だが，上海で先行する他日系コンビニの 3倍程度がある。151  
商品については現地にカスタマイズしながらも、物流網の構築やドミナント出店戦略な
どの日本流のコンビニモデルを基盤とした展開を進めた。流通面で共同配送センターを設
立し，日本においてセブンイレブン・ジャパンと提携関係がある三井物産の子会社と共に
物流網を整備しつつあるところである。三井物産の子会社はセブンイレブン北京に向け、
DCM(Demand Chain Management)の機能を果たしてセブンイレブンのベンダーとして圧倒的
に多く商品を提供する。現在にもセブンイレブン北京の最大手のベンダーである。しかし、
多くの品揃えを満たすためにまだ数十社の中小ベンダーが必要である。今のセブンイレブ
ン北京は昔の日本と同じ，ベンダーの集約化とメーカーとの提携面で努力している。 
 
表 1－22 当時セブンイレブン・北京とセブンイレブン・ジャパンとの比較 
項目 北京 日本 
店舗面積 130-150平方メートル 100平方メートル 
営業時間 年中無休、24時間 年中無休、24時間 
品揃え品目数 1500 2500 
主力商品 ファーストフード ファーストフード 
生鮮食品 青果物のパック売り 販売停止 
POSシステム あり あり 
受発注の電子化 実施 実施 
事前検品 実施 実施 
共同配送 日系物流企業に委託 専用センター 
配送頻度 常温商品週三回、 
日配商品日二回 
常温商品と日配商品日三回 
定時配送 実施 実施 
小分け 実施 実施 
納品車両台数 日 7台 日 9台 
フランチャイズ 実施しない 実施 
出所：小川孔輔・青木恭子（2008）,「東アジア地区に進出した多国籍企業のマーケティ
ング：コンビニエンスストア in East Asia」『経営志林』,第 45 巻 2 号,表 3－8
よって一部省略。 
 
 更に 2008年 5月セブンイレブン・ジャパンは中国での事業の本格的な展開に向けて「セ
ブンイレブン」の商標などを管理する 100％子会社の「セブンイレブン（中国）投資有限
公司」を設立した。その後台湾の大手食品メーカーで流通企業を経営している統一企業グ
ループの「統一超商」と契約し，上海地区に出店し，その 1 号店が 2009 年 4月上海繁華
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街の徐家匯でオープンした。次々と他地区への出店を加速した。2010 年に成都子会社、
2012 年に天津子会社を設立して両市への出店を遂げた。また 2012 年と 2013 年にエリア
フランチャイズ契約を結んで青島の衆地集団と新希望集団と連携して青島と重慶に出店
した152。2017年に上海のセブンイレブンを運営する統一超商が浙江省の杭州に出店した153。
更に江蘇省の鷹国際商貿集団にランチャイズ権を付与し，2018 年南京に出店する予定で
ある154。 
 
表 1－22：中国におけるセブンイレブン・ジャパンの進出概況 
都市 進出年 店舗数（2016年） 
北京 2004 219 
上海 2009 約 100（注） 
成都 2010 67 
天津 2011 82 
青島 2012 38 
重慶 2013 35 
杭州 2017 未開示 
注：台湾統一超商の 2016年度アニュアルレポートに店舗詳細未開示 
出所：セブンアンドアイホールディングスの平成 28 年度の有価証券報告書およびコーポ
レートアウトライン（2016年度版）によって筆者作成 
 
３ 中国の地元系コンビニエンスストアの特徴 
中国における日系コンビニが成長する一方、中国の地元系のコンビニも発展しつつであ
る。日本のように全国展開のコンビニチェーンがまだ少ない。各地域の大手チェーンとい
えば，上海の快客や可的、北京の全時や便利蜂、成都の紅旗、西安の唐久などが挙げられ
る。 
近年、中国の地元系コンビニの発展には四つの特徴が表れていると考えられる。  
一つ目は，他業態との競争が激化している。特に多くのスーパーマーケットが営業時間
を延長し，社区店(住宅地の小型スーパー)の数量が増え，公共料金の代納などのサービス
も導入し始めたことによって大きな影響を受けたため，さらに幅広いサービスを導入し始
め，例えばクリーニング、宅配便、O2O（Online to offline）の現物受け渡しなどがある。 
二つ目は，ファーストフードの重視。最初は日系コンビニを模倣して，弁当、パンなど
の商品を取扱った。しかし現在メーカーと提携し，消費者の嗜好に合う独自の多種類なフ
ァーストフードの開発に努力している。さらに，ＰＢ商品の導入も始めた。 
三つ目は，物流効率向上。地元系コンビニはほとんどスーパー企業の子会社で，以前は
親会社の物流センターを利用して，商品配送を行っていた。最近，専用の共同配送センタ
ーの重要性を意識してきて，次第に共同配送センターを設立している。 
四つ目は，店舗網の整理。地元の店舗は一部が以前の零細小売店から転換したが，一つ
の地区でバラバラで分布している。配送効率の向上のために，ドミナント出店戦略のもと
で経営不振の店舗を閉店する。またブルーオーシャンである地域，例えば工場団地、病院、
大学城（郊外にある複数の大学キャンパスの集中地域）に積極的に出店している。 
 
４ まとめ 
中国における日系コンビニ三社の進出概況を下表の通りにまとめる。 
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表 1－23：日系コンビニエンスストア三社の進出概況 
 セブンイレブン・ジャパン ファミリーマート ローソン 
最初進出年 2004 2004 1996 
進出都市 北京、上海、成都、天津、青
島、重慶、杭州 
上海、広州、蘇州、杭
州、成都、深せん、無
錫、北京、東莞 
上海とその周辺、重
慶、大連、北京、武漢 
 
店舗数 約 541 1875 1447 
出所：各社のアニュアルレポートによって筆者作成 
 
各社は現在中国における出店地区の拡大に努力している。店舗数増加によって売上が増
長している一方で収益が長年に不安定である。例を挙げると，北京セブンイレブンと上海
ローソンの歴年収益を下図の通りにまとめた。北京におけるセブンイレブンは 2006 年か
ら 2016年までの 10 年間に半分が赤字の状態であり，上海におけるローソンは 2001 年か
ら 2016年までの 15年間に黒字になる年が少なく，そして近年赤字の深刻化が進むことが
分かる。 
 
図１－７ 北京セブンイレブンジャパンの純利益の推移 
 
出所：北京王府井百貨（集団）股份有限公司歴年アニュアルレポートによって筆者作成。 
 
図１－８ 上海ローソンの純利益の推移 
 
出所：ローソン歴年決算補足資料によって筆者作成。 
 
このような経営問題は中国の年々高騰する人件費、テナント料、水道光熱費という外部
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環境からの影響を確かに大きく受ける一方で，中国のあるビジネス新聞記事によると，「消
費者のコンビニを利用するという消費習慣がまだ出来上がっていない」155がもう一つの理
由として挙げられた。上海におけるコンビニは既に２０年以上も展開し，北京にも十数年
も展開していたが，消費者はコンビニをただの「ミニスーパー」や「売店」として利用す
ることがよく指摘される156。その原因を更に追究すれば，中国の消費者にとって日系コン
ビニはどのような存在かを明らかにする必要がある。 
佐藤（2011）はセブンイレブン・ジャパンとファミリーマートの中国における経営戦略
を比較し，セブンイレブンは日本に確立されたビジネスモデルを中国に穏やかに移植して
発展を図る一方で，ファミリーマートは台湾のパートナーと連携して彼らの大陸と類似し
た文化・商習慣を持っているなどの優位性を用いて速やかな出店を図ることを提示した。   
また佐藤（2011）は両社の戦略をそれぞれ「単独経営戦略」と「チーム経営戦略」と呼ぶ
157。ローソンは経営権を二回変更して現在日本人が経営を主導するため，前者に属するだ
ろうと考えられる。但し戦略をめぐって議論していくと，小売企業の国際化戦略，即ち経
営ノウハウの標準化と適応化や商品調達や人的資源の管理などの内容になりがちである。
企業の市場における成功や失敗を探求するとき，ヒアリングという事例分析の一つの手法
があるが，田村（2014）はセブンイレブン・ジャパンに関する研究において「（成長に関
する）情報は企業ノウハウとして最高機密に属するからである。特に近時の事柄になるほ
ど，この機密性が高まる。幸運にも，このような情報にアクセスできたとしても，それを
論文、著書で利用・公表するとなると，常務会等での審議にかけられ拒否される場合が多
い。他企業で蓄積された知識は知りたいが，自社が蓄積した知識は外部に出したくない。
これは企業の基本習性である」という現実的な問題点を指摘した。そのために本研究は視
点を変え，企業の視点ではなく，消費者の視点から研究を打ち込もうと考えている。前述
の「単独経営戦略」と「チーム経営戦略」により，各日系コンビニ企業は実務的に行われ
ている「物流体制の整備」、「商品開発の手法」、「店舗の運営」等が異なる。しかし各社は
日本に育たれたイノベーションを用いて消費者達の異なるニーズを満たし，そして消費者
にコンビニの価値を感じてもらうことが変わらないと考えている。そこで本研究は「知覚
価値」という概念を掴む。つまり消費者が如何に日系コンビニの価値を知覚しているか？
消費者のそれぞれ異なる消費タイプによってその知覚価値も異なるか？また知覚価値が
異なる消費者のコンビニ対する満足感も異なるか？という一連の課題を統計学的手法を
用いて明らかにしたうえで，企業に有用な提言を示したいと考えている。 
 そのために，以下の章にはまず知覚価値の基礎理論とした消費者行動に関する理論を論
述する。 
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第二章 消費者行動に関する理論的考察 
第一節 消費者行動の概念 
１ 消費者行動の定義 
人間は様々な側面を持ち，消費という経済的側面から見れば人間を消費者と呼ぶことが
できる。つまり，消費主体の目的を実現させるために，市場における交換を通して経済的
財貨およびサービス（したがって商品）を獲得あるいは使用する人が消費者である1。そ
の消費者の行動に対する研究は，1960 年代以降に様々な関連諸科学の成果（社会学，心
理学，社会心理学，人類学などの概念，モデル，分析手法）に大きく依存しながら成長を
遂げた2。すなわち消費者行動に対する研究の分類は図 2－1 に示す通りである。 
 
図２－１：影響要因別に見た消費者行動分析 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：神山進（1996），『消費者の心理と行動―リスク知覚とマーケティング対応―』中
央経済社，p.88. 
 
また時期によって消費者行動という概念に対する認識や定義も徐々に進化している 
 
 
表２－１：消費者行動定義の変遷と考察 
学者 定義 キーワード 
Engel, Kollat 
and 
Blackwell 
(1968) 3 
経済財やサービスを獲得・使用するための個人
の諸行動であり，これらの行動の先に立ち，ま
たはこれらの行動を決定するための意思決定プ
ロセスである。 
消費者行動研究の先駆
と言われるテキスト
で，すなわち Engel ら
（1968）の『Consumer 
Behavior』に定められ
た定義。 
Schiffman and 
Kanuk (1978)4 
消費者が自分のニーズを満たすために製品・サ
ービス・アイデアを探索，購買，使用および評
価するという四段階の行為である。 
消費者の最購買行動を
考慮したうえで，評価
（Evaluation）という概
念を導入した。 
文化的要因 
文化 下位文化 
文化変容 
経済的・人的要因 
所得 価格 効用 
デモグラフィック
消費者 
社会的要因 
社会階層 社会的移動 
社会構造 役割と地位 
家族   準拠集団 
心理的要因 
動機付け 知覚 学習 
パーソナリティ 態度 
文化人類学的分析 
社会心理学的分析 
社会学的分析 
心理学的分析 経済学的分析 
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William L. 
Willkie (1986)5 
人々のニーズと需要を満たすために製品とサー
ビスを選択し，購買し，および使用する諸行動
である。   
諸行動に肉体的行動の
みならず，精神的プロ
セスや情緒的プロセス
も含まれる。 
Schiffman and 
Kanuk (1997) 6 
消費者が自分のニーズを満たしてくれると期待
する商品およびサービスを探索，購入，使用，
評価，および処分するために示す行動である 
Schiffman and Kanuk 
(1978)の定義に踏まえ
て製品・サービスの処
分という概念を導入し
た。 
Kotler and 
Keller(2008)7 
個人，集団，組織が自身のニーズと欲求を満足
させるために，製品，サービス，アイデア，経
験をどのように選択し，購買し，使用し，廃棄
するのかについての研究である。 
消費者の概念を個人レ
ベルから集団・組織レ
ベルに拡大した。 
AMA(2018) 8 人類が生活の交換の局面に際して関係してく
る，感動，認知，行動，環境のダイナミックな
相互作用である。 
消費者行動が動的なも
のを強調し，また消費
者から一方的な行動だ
けでなく，相互作用を
持つ。 
出所：筆者作成 
 
上表（２－１）は一部の代表的な定義をリストアップしたが，実には多くの学者がそれ
ぞれ自分の研究分野から異なる視点で様々な定義を定めた。それについて消費者行動論研
究の流れの変遷を考察すれば分かってくる。阿部（2013）は戦後から 2010 年代までの消
費者行動に関する主流な研究流れを整理し（図２－２），各概念についての研究に対し，
「類型化研究，革新行動研究，解釈的研究等が一定の勢力として存在するものの，消費者
行動論における中心的パラダイムが 1980 年以降，消費者情報処理理論となっていること
を反映している」9と示唆した。 
 
図２－２：消費者行動研究の流れ 
 
出所：阿部周造（2013），「消費者行動研究と方法」一橋大学大学院商学研究科,p.22. 
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表２－２：消費者行動に関する諸研究 
研究分野 主要内容 
動機調査 
 
消費者の購買動機を探求するための手法であり，精神分析学に基づ
いて発展してきた。解釈上の客観性の確保が難しくて現在データ収
集技法上の示唆のような存在となった。 
消費者行動の包括
的モデル 
学習モデルを基として購買行動に関わる複数の概念を包含するモデ
ルである。しかしこの包括的なモデルは実に様々なモデルを折衷的
に組み合わせたものであるため，消費者行動理論を築き上げること
が無理だとの認識が広まり，研究が下火となった。 
消費者の類型化 
 
マーケティング戦略と直接連結するような形で市場細分化の研究と
して捉えられる。消費者を人口統計的，心理的などの属性でセグメ
ンテーションし，それぞれのセグメントに応じ差別的マーケティン
グ戦略を行うことが可能となる。また行動的基準でセグメンテーシ
ョンすれば，より直接的にマーケティング戦略に結び付けられるた
め，消費者の行動を予測するという目的に応えられる。しかし消費
者を類型することは予測目的として実務的な有用性を持つ一方で，
何故そうなるのかという解釈性が弱い。 
計量モデル 確率論的なブランド推移モデルに基づき，消費者の内的な心理的過
程に関心を持たずに，消費者の観察可能な行動の変化を統計的に描
写するモデルを構築する。この研究は再購買行動のブランドロイヤ
リティに関する研究を出発点とする。現在にはベイズ推定（Bayesian 
inference）を用いて消費者行動を捉えるために多くのパラメーター
を推定する。 
態度モデル 態度が対象や行動に対する全体的な評価であるため，消費者の態度
を分かることによって消費者行動を説明し，予測できる。それによ
って消費者行動研究において製品・サービスを便益としての属性の
束とした多属性態度モデルが多用される。 
消費者情報処理 
モデル 
このモデルは消費者を限定的な処理能力を有する情報処理系として
捉え，記憶としての内部情報との相互作用を含め，情報の取得から
解釈，情報統合による意思決定までの過程を一貫した視点から取り
上げる。 
行動意思決定論 消費者が情報の取得から意思決定に至る情報統合までの一連の情報
処理の流れを研究し，上記の情報処理と比べて消費者の意思決定に
重点をおく。心理学での研究を基盤として意思決定を記述的にとら
えることを目標とする研究である。 
買物行動研究 集計水準を小売商業集積のレベルにおいているため小売吸引力研究
とも呼ばれる。具体例といえば，買物場所選択行動と買物出向頻度
をリンクしてデータと突き合わせて行われる研究，情報処理の視点
から店内の買物行動に着目するミクロ的な研究がある。 
マーケティング，
消費者反応・消費
者満足 
マーケティングの４P の視点から消費者のブランド選択行動，買物
場所選択行動，広告心理，製品開発などの面で研究を行う。またデ
ータ分析に従って消費者行動の諸特徴を研究し，および購買後の顧
客の満足度をめぐって研究も行われる。 
消費者革新行動 市場に今までない革新的な製品やサービスが導入される際に消費者
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がどのように受け入れるか，またその製品導入に関する情報露出，
既存製品カテゴリーのどこに近いものとして受け止められるか，評
価基準の形成メカニズム，新製品の購入と貯蓄の選択問題に関する
研究である。また市場における新製品の普及現象として消費者の相
互作用を解明するための研究も挙げられる。 
解釈的研究 消費者の行動を説明・予測することより，意味の解釈を主目的とし
た研究であり，記号論や解釈的視点からの研究が上げられる。 
出所：阿部周造（2013），「消費者行動研究と方法」一橋大学大学院商学研究科,p.14－22
によってまとめる。 
表２－２によって分かるように，各研究は精神分析学，心理学，マーケティングなど様々
な分野から理論やモデルを援用する。つまり消費者行動は学際的色彩が強い学問である。 
 
２ 消費者行動の学際性 
消費者行動の研究に対し，Sirgy（1985）は，「消費者行動を心理的要因（内面）と社会
学的要因（外面）の２つに分けて捉え，その２つのダイナミックスを考慮しないことは不
完全である。何故ならば，１）消費者行動の扱う範囲が広いので，その２つには分類でき
ない理論分野があること，２）外的な要因と内的な要因は分けて考えることのできないも
のであること，３）片方だけを考慮すると，もう片方は正しくないと認識されがちなこと，
４）個人としての意思決定（主として心理学的要因）と，集団としての意思決定（主とし
て社会学的要因）を区別するのは難しいこと」10と指摘した。 
消費者行動は経済学，心理学，社会学，社会心理学，文化人類学など多くの分野で研究
が行われている。いわゆる消費者行動を非常に広い視野で解釈することが可能であり，学
際的な学問だと認識される。この点について，Holbrook（1987）は「消費者行動の研究は，
消費に関する全ての研究に関することであり，消費とは，消費の獲得，使用のみならず，
その処分までを含む，非常に広い概念である」11と指摘した。 
清水（1999）は，消費者行動に対する研究が「主体の内部要因と，その主体を取り巻く
外部要因を把握し，かつ，それらの相互作用を考えていく学問であり，その研究主体（消
費者の種類），研究目的（消費の概念），研究対象（財の種類）は極めて広範囲にわたる。
そしてその解明には，さまざまな学問領域からの，学際的研究が不可欠である」12という
見解を示した。 
田中（2008）は，消費者行動心理とマーケティングとの関係（表２－５）に対し，消費
者心理の傾向性によってマーケティングは様々な戦略を用いて消費者に働きかけると指
摘した。 
表２－５：消費者行動の傾向性とマーケティング戦略 
消費者行動の傾向性 マーケティング戦略 
①消費者は情報処理を簡素化しようとする 
 ・もっとも早く想起される知識を用いる 
 ・数少ない最低限の情報を処理する 
 ・ときに情報処理を複雑化する 
・情報処理の複雑化 
・想起順位の変更 
・処理される情報量の増大 
・自社ブランド情報の活性化 
②消費者は自己の経験・知識を重視する 
 ・自分の情報解釈が影響力をもつ 
・マーケティング情報の活用 
・自社情報の資源化 
・解釈への働きかけ 
③消費者は必要性に応じて認知資源を投下する 
 ・消費者は選択方略に合致した情報を活用する 
・情報ニーズの探索 
・選択方略への合致情報の発信 
53 
 
・新規情報の発信 
・選択方略の変更 
④消費者は活性化された知識にアクセスする 
 ・最近または頻度高く活性化された知識を用いる 
・自社ブランド情報の活性化 
・意思決定の近時に活性化 
・頻度高く活性化 
出所：田中洋（2008）,『消費者行動論体系』中央経済社，p.221. 
 
井上（2012）は，消費者行動研究の目的と合わせて研究の焦点をどこに置くべきなのか
に対して表２－６のように整理した。 
 
表２－６：消費者行動研究の目的と分析対象 
研究目的（何を知りたいか） 研究の焦点 
消費者はどのようなプロセスを経過して購
買行動に至るのか 
購買意思決定プロセスの心理的研究（１） 
情報処理的意思決定プロセス，情緒的意思
決定プロセス 
消費者の購買・消費の経験がどのように蓄
積され，次の購買に影響していくか 
購買意思決定プロセスの心理的研究（２） 
動機付け・学習・経験・評価，態度，知覚，
消費者満足，情報蓄積 
そのプロセスの中で，どのような対象から
どのような影響を受けているのか 
購買意思決定への影響の研究 
集団，家族，文化，コミュニケーション 
その購買の結果或いは使用にどの程度満足
しているのか 
消費者（顧客）満足の研究 
消費者満足，ロイヤルティ 
マーケティング諸活動がその購買決定に対
してどのような影響を与えることができる
のか 
消費者に対するマーケティング活動のイン
パクトについての研究 
マスコミュニケーション，対人コミュニケ
ーションコミュニケーション 
消費者の行動がマーケティング諸活動に対
してどのような影響を与えるのか 
消費者とマーケティング活動の相互作用の
あり方についての研究 
マスコミュニケーション，対人コミュニケ
ーションコミュニケーション 
出所：井上崇通（2012），『消費者行動論』同文館，p.55. 
 
更に井上（2012）は，消費者行動に対する研究が人間研究の視点とビジネス研究の視点
の二つの視点があると提示した。 
１つは，人間行動の一側面として純粋に学問的な視点からの消費者行動研究である。そ
こではホリスティク（全体）な視点が求められ，私たち自身の人間行動を消費者という行
為主体としての側面から研究することにより，消費行動全般に焦点を合わせることとなる。 
もう１つはマーケティング活動の焦点としての消費者の研究という視点が協調される
場合がある。これはマーケティング科学の応用分野としての消費者行動研究であり，伝統
的な消費者行動研究の視点ともいえる。この研究ではマーケティングの中心テーマである
４Ｐおよびマーケテイングミックスの対象としての消費者が焦点となり，この視点からの
研究では主として購買に至るまでの消費者行動の研究が中心となってきた13。 
青木（2013）は，消費者行動研究の歴史を考察した上，三つの系譜に分けた。「第 1 の
系譜は，消費者の「購買動機」を把握することに主眼を置いた研究の流れであり，1950
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年代に登場したモチベーション・リサーチなどが，その代表例である。第 2 の系譜は，観
察可能な消費者の「顕示的行動」としてのブランド選択などに着目し，その記述と予測を
行おうとする研究の流れであり，1960 年代に始まり今日のマーケティング・サイエンス
系の研究に連なっている。そして，第 3 の系譜は，消費者の選択や意思決定に伴う「情報
処理プロセス」の解明に重きを置く研究の流れであり，1970 年代以降，認知心理学や認
知科学の影響を強く受けながら消費者情報処理理論として体系化されていく」14と示唆し，
つまり消費者行動に対する研究がマーケティン視点と心理学視点に大きく分けられる。以
下にはマーケティングの視点と心理学の視点で消費者行動を説明する。 
 
第二節 マーケティングにおける消費者行動 
１ マーケティングにおける消費者行動 
 上述のように，消費者行動はかなり複雑・学際的な研究分野であるが，なぜマーケティ
ング論において中心的研究が行われるのか。守口（2012）は二つの理由を挙げた。１つ目
に「最も活発に研究成果が活用されている領域がマーケティングである」。２つ目に「マ
ーケティング研究そのものが学際性の高い領域だ。このため，学際的な色彩が強い」15と
述べた。また阿部（2013）は，「マーケティングは個別企業が製品・サービス，価格，コ
ミュニケーション，流通等の諸活動を通して市場環境への創造的な適応を図ること，ある
いは取引相手である買手に向けての価値の創造活動として捉えられることが多いが，市場
に効果的・効率的な適応を行い，買手にとっての価値を創造していくためには，市場の構
成要素である消費者についての体系的な知識が必要不可欠となるからである」16と述べ，
マーケティングをより効果的に行うために消費者行動を明らかにすることの必要性を指
摘した。 
 また消費者行動研究の重要性についてマーケティングに対する定義の変化から見ると
分かってくる。以下にはよく引用される AMA の定義を整理した。 
 
表２－７：AMA のマーケティングに対する定義の変遷 
年 定義 キーワード 
1935 「マーケティングとは生産から消費にいたる商品やサ
ービスの流れに携るビジネス活動である。 
マクロ的視点から規
定している 
1948 「マーケティングとは生産者から消費者あるいは利用
者にいたるまでの商品およびサービスの流れを方向づ
ける種々のビジネス活動の遂行である 
マーケティングを企
業活動おとしてミク
ロ的視点から規定し
ている 
1985 マーケティングとは，個人や組織の目的を満足させる交
換を創造するために，アイデア，商品やサービスの概念
化，価格設定，プロモーション，流通を計画し実施する
過程である」 
個別企業の営利活動
のみならず，非営利
組織活動を含む拡張
した概念 
2004 マーケティングとは，組織とその利害関係者にとって有
益となるよう，顧客に対して価値を創造し，伝達し，提
供したり，顧客との関係性を構築したりするための組織
的な働きや一連の過程である。 
顧客志向に基づいて
価値を創造・伝達・
提供して関係性を維
持する活動 
2007 マーケティングとは，顧客，依頼人，パートナー，社会
全体にとって価値のある提供物を創造・伝達・配達・交
換するための活動であり，一連の制度，そしてプロセス
マーケティングを社
会的概念にまで拡張
した 
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である 
出所：岩永忠康（2015），「マーケティングの概念」，岩永忠康編著『マーケティングの理
論と戦略』五絃舎，pp.3－4 によって筆者作成。 
 
特に 1948 年の定義の修正に対し，清水（1999）は，「『生産者』『消費者』という『人』
の概念が定義の中に登場してきた。『人』の存在に焦点が移ったという意味では，マーケ
ティングが経済学から分かれた時代であり，また消費者が認知されたという意味では，消
費者行動研究のスタートの時代とも言える」17と指摘した。 
この点に対して企業の市場に対する方針の変遷からみても分かる。KotlerとKeller（2008）
は企業が以下のような５つの相容れないコンセプトに従ってマーケティング活動を進め
ることを指摘した。 
 
表２－８：マーケテイング・コンセプトの変遷 
コンセプト 定義 特徴 
生産コンセ
プト 
どこでも手に入れられて価格が手ご
ろな製品を消費者は好む。 
経営者は生産性を高め，コストを
下げ，大量に製品を流通させるこ
とに専念する。 
製造コンセ
プト 
品質や性能が最高であったり，革新
的な特徴のある製品が消費者に好ま
れる。 
常に優秀な製品を作り改良してい
くことを重視する。 
販売コンセ
プト 
企業側が何もしないと消費者や企業
は製品を買ってくれないものだとい
う考え方であり，企業は精力的な販
売とプロモーション努力をする。 
保険，百科事典のような非探索財
で最も積極的に実践され，また生
産能力が過剰な場合に販売コンセ
プトを実践する企業も多い。 
マーケティ
ング・コンセ
プト 
選択した標的市場に対して競合他社
よりも効果的に顧客価値を生み出
し，供給し，コミュニケーションす
ることが企業目標を達成するための
鍵となる。 
販売との相違点は販売が販売者の
ニーズに焦点を当てる。マーケテ
ィングが購買者のニーズに焦点を
当てる。 
ホリスティ
ック・マーケ
ティング・コ
ンセプト 
マーケティングのプログラム，プロ
セス，活動それぞれの幅と相互依存
性を認識した上で，マーケティング
のプログラム，プロセス，活動を開
発し設計し実行する。 
マーケティングに関しては「すべ
てが重要」であり，幅広く統一感
のある視点が時として必要だとい
う認識に立っている。マーケティ
ング活動の範囲と複雑性を認識し
融和させようとするアプローチで
ある。 
出所：P.Kotler and Keller.K.L.（2008）,恩藏直人監修・月谷真紀訳（2014）『コトラー
＆ケラーのマーケティングマネジメント』, pp.19－22 によって筆者作成。 
 
上述のように，そのコンセプトは時代とともに「如何に製品を生産すること」から徐々
に「如何に顧客のニーズを応えること」に移り変わった。つまり，「製品志向の『市場に
出して売る』方針から，顧客志向の『感じ取って応じる』方針に移行した。マーケティン
グは『ハンティング』ではなく『ガーデニング』なのである。自社の製品にふさわしい顧
客を見つけるのではなく，自社の顧客にふさわしい製品を見つけるのが仕事だ。」18。 
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類似な考え方で，塩田（2002）は，消費者志向的マーケティングの出現と消費者行動研
究とのかかわりに対し，以下のような３段階のプロセスを提出した。 
「第一段階の生産志向的マーケティング：世界大恐慌前のアメリカにおいて一般的なマ
ーケティングの特徴であり，製造業においては生産を販売に優先して考え，商業において
は仕入れを販売に優先して考えるというマーケティングのあり方を示す。 
第二段階の販売志向的マーケティング：世界大恐慌以降のマーケティングの特徴を指し
ている。つまり消費者需要を上回る生産過剰，市場の飽和化，販売経路の狭隘化のもとに
おいては，まず最初に販売を考え，次にそために必要な商品を生産もしくは仕入れるとい
うマーケティングのあり方を示す。 
第三段階の消費者志向的マーケティング：第二次世界大戦後のアメリカのマーケティン
グの特徴であり，この種のマーケティングの発生は，大量生産にともなう企業サイドから
の大量販売の要請によって販売競争が激化し，また消費者需要にも限界が見られるように
なって，市場の飽和現象が顕著になったため，このように飽和状態になった市場をさらに
きめ細かく深く掘り下げて，積極的な需要創造を行うための必要からである。」19 
ここにおいて，塩田（2002）は「消費者を出発としたマーケティングのあり方・考え方
を検討し，消費者ニーズを反映したマーケティングを展開していった。前段階の販売志向
と比較して，その領域が拡大され，マーケティング調査（消費者調査）は，消費者ニーズ，
消費者需要，消費者行動，市場状況などの情報収集・分析などを通じて消費者研究を中核
としたマーケティング体系の構築に寄与してきた」20と指摘した。 
井上（2012）は，「マーケティングの諸手法の円滑なる遂行は，その前提としてより適
切な消費者理解から始まるのは当然である。製品・ブランド開発，市場導入，流通経路の
選定，広告，価格設定などの技術が開発されることと，消費者行動の理解度を高めること
は同時進行する必要のある課題となる。つまり，トップマネジメントあるいは全社的なマ
ーケティングの視点からも，個々の事業部あるいは機能レベルへのマーケティング視点か
らも，消費者行動の研究の必要性が生まれてくることになる」21と指摘した。 
 
２ 消費者志向のマーケテイング 
Levitt（1960）はマーケティング志向とセリング志向の違いに対し，「字義上の差異にと
どまらない。セリングは，売り手の欲求に焦点を当てたものであり，マーケティングは，
買い手の欲求に焦点を当てたものである。セリングは売り手のその製品を金に換えたいと
いう欲求にもっぱらかかわっている。マーケティングは製品およびその創造，配送そして
最終的な消費に関係する全てを通して，顧客の欲求を満足させるという考え方によるもの
である。」22と述べた。 
Webseter（1992）は，「マーケティングは一部の専門家のみで責任を負えばよいという
ものではなく，企業の全員が顧客を理解し，顧客のために価値を創出し，またそれを提供
することに対して責任を負わなければならない。マーケティングは企業全員の職務リスト
に明確に記入しなければならない」23と指摘した。 
 Sheth と Sisodia（2012）は従来の４P に対して消費者の視点から４A という概念を提起
した。すなわち，アクセプタビリティ（Acceptability），アフォーダビリティ（Affordability），
アクセシビリティ（Accessibility），アウェアネス（Awareness）という４A である。彼らは
この４A の枠組みが「マーケティング計画の改善に役立て，成功の確率を最大化する方法」
を示した。この４A は消費者志向マーケティングの代表的な理論と考えられるため，以下
には詳しく説明を行う。Sheth と Sisodia（2012）は消費者を４つの役割によってシーカー
（探索者），バイヤー（購入者），ペイヤー（支払者），ユーザー（使用者）という４種類
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に分けた。４Ａの枠組みがこの分類に基づく顧客価値視点から導かれたものであると提示
した。 
 アクセプタビリティとは「企業の提供する製品が全体として，どのくらいターゲット市
場の顧客ニーズや期待と合致し，また，ニーズや期待を上回っているか」24というもので
ある。 
 アフォーダビリティとは「ターゲット市場の顧客がどのくらい当該製品の価格（金銭的
な価格のみならず時間や労力も含む）に対して支払うことができ，かつ支払う意思がある」
25というものである。 
 アクセシビリティとは「顧客が当該製品をどのくらい容易に入手うできるか」26という
ものである。 
 アウェアネスとは「顧客が当該製品の特性についてどのくらい知っており，（再購入・
再利用も含む）購入・利用をしようと思っているか」27というものである。 
 この４Ａの枠組みを用いて企業にとっては５つの有用性があると提示した28。 
 ①真の顧客中心主義を可能にする。「４Ａの枠組みによって，マーケティングの諸活動
を伝統的な製品マーケティングの手法に基づく測定不能な『押し込み努力』から，顧客視
点によって駆動される測定可能かつ最適化された努力へと転換することができる」。 
 ②マーケティングの生産性と説明責任を改善するのに役立つ。「どんなマーケティング
上の取り組みも，すくなくとも４Ａのいずれかの要素を測定可能な形で高めることができ
ないのであれば，甚だ疑問であるし，採用されるべきではない」。 
 ③より効果的な資源配分が可能になる。「４Ａの枠組みによって，マーケティング計画
の強みと弱みに集中することができ，安易な直感ではなく明確な目標に基づいて資源配分
の決定為を行うことが可能になる」。 
 ④事業の成功にういて，全体的な視点で捉えることが可能になる。「企業の諸活動を一
連の明確かつ測定可能な顧客志向の目標達成へと集中させることで，マネジャー達はそれ
ぞれの機能固有の狭い関心事に終始することから解放される」。 
 ⑤マネジメント上の明快な解決策を提供できる。つまり，継続的な改善を支援すること，
「創造的模倣」を可能にすること，途中の軌道修正を促進すること，競争上の脅威の評価
に有用であること，および企業や産業の市場成長を可能にすることである。 
以上の消費者志向マーケティングを前述したマーケティングと消費者行動の関わりと
結び付け，塩田（2002）は，マーケティングと消費者行動との関係が消費者志向のマーケ
ティング体系を構成するマーケティングシステム内における問題として取り上げられる
ことを指摘した。具体的に言えば，伝統的なマーケティング体系は消費者志向的なマーケ
ティング理念の確立に向けて精緻化されてきたが，その場合，常に消費者および消費者行
動が企業のマーケティング活動を直接的に制約する環境要因のうちの重要な一つである。
そして企業は常にこれら消費者の動向に対応する必要があるため，消費者に関する情報を
収集・分析し，消費者の動きに正確に対応できるようなマーケティング体系の確立が要請
される。また獲得されたマーケティング情報に従って不確実な市場環境をより確実なもの
とし，市場標的の選定と共に市場標的の特性に見合ったマーケティングツールの選択とマ
ーケティングミックスの構成を決定する29。 
ここにおいて，市場標的の選定の前提条件としては市場細分化（マーケット・セグメン
テーション）の概念があげられる。 
 
３ 市場細分化の意義 
心理学研究における個人差研究と同様に，消費者行動の研究には消費者それぞれの行動
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を決める個人的特性を明らかにする必要もある。永野（1997）は，「マーケティングの遂
行という実務的な立場からは，市場細分化を実施するための個人差研究の必要性が指摘さ
れる。市場を形成している個人の特性を把握してそれをグループ分け（細分化）すること
で，それぞれのセグメント（部分）のニーズに応じた適切な商品開発や，効果的で効率的
な広告戦略を遂行することが可能となる」30と消費者を特性によって分ける必要性を挙げ
た。 
Kotlerと Keller（2008）は，「細分化を論じる際に出発点となるのはマスマーケティン
グである」31という見解を示した。具体的には「マスマーケティングでは，販売者は１つ
の製品をすべての購買者に対して，大量生産，大量流通，大量プロモーションする。その
主張点は最大の潜在市場が開拓でき，それによってコストが最小になり，低価格や高利益
につながる。しかし市場の分化が進化し，マスマーケティングは難しくなる。広告媒体と
流通チャネルが激増し，多くの視聴者に達することは難しくなり，費用も高額化してきて
いる。多くの企業がミクロマーケティングに目に向け始めた」32と述べ，市場細分化が必
要となる理由を指摘した。 
井上（2012）は，日本の企業と消費者との関係の変化に従い，消費者の個別対応の必要
性を以下のように述べた。「戦後の高度経済成長期におけるマスマーケットを対象にして
いた時代から，1970年代後半から 80年代にかけて，いわゆるニーズの多様化，個性化の
時代へと移行し，そのため消費者を全体の中の１つの集団として漠然と把握することから，
市場を細分化し，より絞られた標的市場に焦点を合わせて消費者をとらえる必要が出てき
たのである」33。ここで，消費者に個別対応を提供するために，市場を細分化する必要も
あると指摘した。 
岩永（2015）は，「購買者としての消費者は年齢・性別・所得・学歴・職業・家族構成・
趣味・嗜好・パーソナリティなどにおいて著しく異なっている。マーケティング戦略とし
ては，それぞれの異なった消費者グループを識別し，彼らのニーズや欲求に合致した製品
やサービスを開発することが課題となる」34と述べ，消費者の需要喚起の視点で市場細分
化の重要性を指摘した。更に岩永（2015）は，「マーケティング戦略の対象は，顧客ある
いは消費者の集合として需要ないし市場であり，その意味でマーケティング戦略は本質的
には需要戦略であるといえる。ここでの需要戦略は，市場の需要を積極的に創造すること
によって，消費者あるいは使用者のニーズに対して，製品やマーケティング活動を合理的
かつ明確に適合させることである。したがって需要戦略は，市場のなかから魅力的な需要
部分を探索・発見・確定し，その中心的なニーズをマーケティング戦略に取り込み，最終
的にすべての需要を喚起・創造していく戦略である。そして，その中で最も重要な需要戦
略として市場細分化戦略があげられる。」35と述べ，需要戦略の視点から市場細分化の必要
性を提示した。 
塩田（2002）は，市場細分化の目的を「消費者の異質性を前提として，消費者全体を同
質的な幾つかの消費者グループに分ける軸を探ること」と定め，またその識別されたグル
ープのいずれかにターゲットとして絞りこむことにより，より効果的なマーケティングを
展開しようとする36。 
換言に言えば，企業にとっての市場細分化の意義は不特定多数の消費者をマーケティン
グにお戦略において同質的なものとして考えたうえで，一つ一つの小集団（セグメント）
に分けてそれぞれのニーズを把握しながら，企業の資源を集中的に投下することにより，
その限られた資源を最大限に発揮させることである。 
 
４ 消費者市場の細分化 
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上述のように，市場の進化やニーズの多様化に従い，消費者の動向をより正確に捉える
ために，消費者を分けてそれぞれ把握しなければならない。その市場細分化の重要性や必
要性を前記のように述べてきたが，小川（2009）は，「分割したそれぞれの市場は，経済
的に見て有望で，なおかつ独自に対象顧客とコミュニケーションができなければならない」
37と強調した。この点について，Kotlerと Keller（2008）も「市場は均質ではない。広大
で多様な市場の全ての顧客とつながることは不可能である。消費者は多くの面でそれぞれ
に異なっており，たいていは１つまたは複数の特性によって分類できる。自社がどの市場
セグメントに対して効果的にサービスを提供できるかを，企業は特定する必要がある。こ
うした決定を下すには，消費者行動の深い理解と，慎重な戦略思考が必要である。マーケ
ターは，誤って他の企業と同じ市場セグメントを追求し，もっと収益が上がるはずのセグ
メントを見逃していることもある」38と指摘した。つまり市場細分化を誤って行うと，期
待に反して悪い作用が働いてしまう。 
一方では，市場細分化を行う際に留意しないといけない点もある。片平（1987）は，（１）
形成される各セグメントの同質性と時間的安定性，（２）セグメントがターゲットとする
のに十分な大きさを持つこと，（３）区分されたセグメントの所在と各セグメントへの個
別的な働きかけ，すなわち接近可能性の 3点を挙げた39。また Kotler（2001）は細分化さ
れた市場セグメントが有効である必要条件として，（1）測定可能，（2）利益確保可能，（3）
接近可能，（4）差別化可能，（5）実行可能という 5つの条件を提示した40。 
ここで，分けられた小集団（セグメント）は以下の四つの条件を満たすべく。 
①優先順位：セグメントを重要度に応じてランク付けられること。 
②有効な規模：売上や利潤を十分に確保できる市場規模があること。 
③到達可能性；商品を当該セグメントに確実に届けられること。 
④測定可能性：当該セグメントの反応を把握・分析できること。 
具体的にどのような基準を持ち，消費者を区別するか。Kotler と Keller（2008）は表
の通りに４つの変数を提出した。 
 
表２－９：消費者市場の主要な細分化変数 
変数 具体的な指標 
地理的変数 地域，都市の人口規模，人口密度，気候帯 
デモグラフィック変数 年齢，世帯規模，家族のライフサイクル，性別，所得，職
業，教育水準，宗教，人種，世代，国籍，社会階層 
サイコグラフィック変数 ライフスタイル，パーソナリティ 
行動変数 オケージョン，ベネフィット，ユーザーの状態，使用割合，
ロイヤルティの状態，購買準備段階，製品に対する態度 
出所：同上書,p.307 によって一部省略。 
 
表２－９の分類を用いて，Kotler（1988）は三段階接近法を提唱した41。具体的にはま
ず対象市場を属性要因と行動要因という観点から調査を行い，データを収集する。そして
データに基づいて因子分析とクラスター分析を行い，対象市場を小さなクラスターに分け
る。最後に各クラスターの特徴と基にして細分化された各市場のプロファイルを表す。 
片平（1987）は二つのセグメンテーションの方法を提示した42。事前になんらかの基準
を決めて，それに従ってセグメンテーションを行うア・プリオリ・セグメンテーションと，
多次元的な変数を基準として類似したサンプルを集めることにより，セグメントを構成し
ていくクラスターセグメンテーションがある。このうちア・プリオリ・セグメンテーショ
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ンではその基準となる要因（記述的変数）は，地理的要因，人口統計的要因，社会・経済
的要因などであり，クラスター・セグメンテーションのそれは心理的要因，購買行動履歴
などである。 
上記の変数によるセグメンテーションに対して，塩田（2002）は「もともとマーケット・
セグメンテーションという考え方は，企業が異質的な市場において最大の販売量を達成す
るために，できるだけ同質的なニーズ・欲求を持つ消費者をグループにまとめて，それら
のグループに最も適合した商品またはサービスを提供しようとすることである。したがっ
て，全体市場を人口統計的変数や社会・経済的変数によっていくつものセグメントに分類
したところでそれほど重要な意味があるというわけではない。要は識別されたそれぞれの
グループのニーズ・欲求に見合ったマーケティング戦略を展開することが要求される。そ
の意味において，人口統計的変数や社会・経済的変数に加えて，ライフスタイル変数やベ
ネフィット変数によるセグメンテーションを行うことにより効果的なマーケティング戦
略が策定できると考えられた」43と述べ，つまり個人属性の以外に心理・行動変数から顧
客をより根本的に把握する必要があると指摘した。 
ここにおいて行動変数とは消費者を商品に対する知識・態度などで分類するものであり，
その中に購買経験の有無，購買の頻度，求めるベネフィットなどの変数が入っている。 
具体的にみると，張（2004）は消費者を購買行動によって以下の６つに分類した44。 
①習慣型：購買者は過去の購買経験や使用習慣に従って商品を購入する。長期的な購買
活動において一部の商品や店に対する信頼度が高く，高い忠誠度を持つ。そのために商品
を購入する時，意思決定が速く，強い目的性を表す。 
②理性型：購買者は自分の経験や商品知識に従い，商品情報を幅広く収集し，緻密な比
較と分析に基づき，購買決定をする。購買過程に終始高度な自主性を持ちながら，理性で
自分の購買行為を制御する。 
③感情型：購買者は自分の感情で購買行為を支配し，自分の美意識に合っているか否か，
などの判断基準で商品を選択し，商品の外観，デザイン，色などを重視する一方で，価格
や機能をそれほど重視しない。また商品の陳列，包装などに影響されやすい。 
④衝動型：購買者は衝動的で，外部の刺激に対する反応が激しく，購買過程に直観で商
品を選ぶ。広告宣伝，プロモーションに影響されやすく，新商品，ファッショナブル商品
を追求し，その価格の合理性や商品の汎用性に対する関心が薄い。また購買後よく後悔す
る傾向が見られる。 
⑤経済型：購買者は商品の経済性を原点とし，単に価格の高さを基準で商品を選択する。
その中に，更に二つのタイプがある。一つは低価格商品を購入する。割引商品や販促商品
に興味を持ち，価格の合理性を追求し，一方で商品のスタイルや外観を重視しない。もう
一つは高価格商品を購入する。ブランド商品，ハイエンド商品に興味を持ち，「安かろう
悪かろう」と思いながら，高価格を払って高品質を追求する。 
⑥任意型：購買者は商品をなかなか決められず，商品知識や購買経験が不足であるため，
商品に対する選好がない。店員の薦めや説明により購買決定をする傾向が見られる。 
江尻（1990）は，「人口統計的特性が明らかになっているので，各市場細分規模は測定
可能となる;志向するベネフィットから，自社の接近可能性を判断することができる；行
動特性から効果的な戦略が企画可能となる」45と指摘した。つまり市場細分化は操作主義
的性格を持つものである。特に近年では POSデータなどの情報システムの発展により，顧
客の購買傾向や購買履歴などの購買行動を把握しやすくなるため，行動変数が市場細分化
においての活用が増えている。ここでは，ベネフィットセグメンテーションはよく提起さ
れるセグメンテーション方法の一つである。水野（2014）は「対象とする製品カテゴリー
61 
 
において，顧客が購入するとき何を重視しているかでセグメンテーションを行うことを，
ベネフィットセグメンテーション（benefit segmentation）といいます。ベネフィット（便
宜）とは，顧客が価値をおいている製品・サービスの属性のことです」46と指摘した。こ
の行動変数に関する研究について，第四章の第一節に詳しく説明を行う。 
 
第三節 心理学における消費者行動 
１心理学と消費者行動 
杉本（1997）は，「現実の消費者行動は合理性を求める一方で，必ずしも合理的でない
ともいえる行動のせめぎ合いによって規定される。消費者行動が人間の合理性と非合理性，
あるいは感情や感性がぶつかり合う場として人間行動をとても興味深く分析できる研究
領域なのである」47と指摘した。そのために経済学における消費者を「合理的経済人」に
仮定することと異なり，心理学における消費者行動は消費者の「非合理」の面あるいは見
えない面を解明するための学問だと考えられる。 
第一節に消費者行動の学際性を説明し，消費者行動に対する研究は多様な側面を持つも
ののみならず，それらの側面が互いに影響を与え，関連性も持っている。マーケティング
と心理学における消費者行動に対し，杉本（1997）は「消費者行動の心理学的研究は，広
告や販売方法などの効果を検証するといった極めて実務的な要請から発展していった。そ
の意味で，消費者行動の心理学的研究は，マーケティングや経営における問題の解決に寄
与することを強く志向してきた」，また「消費者行動は基礎心理学から最も接近しやすい
社会科学的課題であり，消費者行動を研究の対象にすることによって，心理学で蓄積され
てきた理論や分析技法が実際の社会における人間の行動を説明できるかどうかを検証す
る格好の題材とすることができる」48と述べ，心理学における消費者行動研究のマーケテ
ィング上の意義を指摘した。 
岩永（2015）は，マーケティングにおける消費者行動の分析が消費者の購買意思決定に
関することであり，消費者の心理を解明することであると指摘し，消費者心理の把握が消
費者行動分析の本質を強調した49。Kotler と Keller（2008）は「マーケティングと周囲
の環境による刺激が消費者の意識に入り込む。一連の心理的プロセスが，特定の購買者特
性と混ざり合い，意思決定プロセスおよび購買決定へとつながる」50と提示した。そのプ
ロセスは図の示す通りである。 
図２－３：消費者行動モデル 
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出所：同上書,p.230. 
 
ここで消費者心理の部分は外から直接観察できず，測定しにくいため，よくブラックボ
ックスと呼ばれている。しかし消費者の行動も人間行動の一部であるため，基本的な人間
行動モデルは SOR モデルによって示される51。いわゆる消費者を刺激（Stimulus）， 有機
体（Organism），反応（Response）から捉えることができる。これを上記の心理的プロセ
スに照らしてみると，消費者は動機を持ちながらマーケティングによる刺激などを受け，
だがそれらの刺激を単に受けるだけでなく，それを抽象化，体系化してから反応し，意思
決定を起こす。また時間的経過に伴って学習を行い，消費の経験を積んで記憶して次の意
思決定に反映する。それに対し，Kotler と Keller（2008）は「鍵となる四つの心理的プ
ロセス―動機，知覚，学習，記憶―が，様々なマーケティング刺激に対する消費者反応に
根本的な影響を与える」52と指摘した。 
また塩田（2002）は「消費者行動の心理学的研究とは，消費者の内的要因，つまり心理
的要因を用いて消費者行動の理論構成がどの程度までできるかを明らかにすることを意
図するものである」53と述べ，心理的要因を知覚，学習，動機付け，態度の４つの要因に
分類することができる。 
具体的にこの四つの心理的要因が購買決定プロセスにおける位置づけを見ると，図２－
４の通りである。 
 
図２－４：購買プロセスと購買に伴う消費者の心理的プロセス 
  
出所：平久保仲人（2010）,『消費者行動論』ダイヤモンド社,p.19. 
  
左側の購買プロセスについて，消費者の購買行動はまず自分の問題を認識することから
始まり，問題とは「ニーズが発生する原因」である。その意識が生じたうえに，様々な関
連情報を探索し始め，情報を収集・分析し，その中から購入先やブランドや商品を評価・
選択してから購買を決定する。いわゆる意思決定である。最後に購入した商品を自分のニ
ーズを満たしたか否かに基づいて評価し，満足したか否か，再購入するか否かを判断する。 
 右側の心理的プロセスについて，主に「動機付け」と「学習・知覚・態度形成」の二部
に大きく分けられる。商品を購入しようとする時，「何故買うのか」という意識が生じる
だけでなく，品質を求めたり，ステータスを求めたりする「何のために買うのか」という
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動機も出る。そして消費者は経験あるいは商業的刺激（広告など）によって商品のことを
学習する。また学習した商品の情報を脳で解釈することによって感覚として身に付ける。
それが知覚というものである。学習および知覚したものに従って消費者自らの態度が形成
される。商品に対する態度のみならず，ブランドに対する態度，店員に対する態度，多く
の対象物に対する自らの態度，いわゆる意見や信念が形成される54。 
 上記の心理的プロセス理論に沿い，本論文はコンビニの価値に対する消費者の知覚およ
びコンビニに対する認知に着目するため，以下には知覚および知識の概念とプロセスを説
明する。 
 
２ 知覚 
（１）知覚の概念 
消費者の知覚を解明する重要性について，Kotler と Keller（2008）は「マーケティン
グでは，知覚の方が現実よりも重要である。消費者の実際の行動に影響を与えるのは知覚
だからだ」55を指摘した。 
 知覚は文字面だけ見れば，人の感覚器官いわゆる５感を通して外界の物事や刺激を知る
ことであるが，心理学的における知覚とは，人が与えられた情報を選別し，編成し，解釈
し，そこから意味のある世界観を形成するというプロセスである56。ここで知覚を影響す
るものは物理的な刺激だけでなく，その時の環境との関係や知覚する人の自らの状態も影
響を及ぼす。また村松（2007）は知覚を「感覚的刺激によって一貫した意味のあるものと
して対象を把握する学習，記憶，予測，空想，信条，体動，パーソナリティの複雑なプロ
セスである」57により具体的に定義した。 
 
（２）知覚のプロセス 
情報処理の流れから見ると，知覚は「接触」，「注意」，「解釈」という三つの段階がある。 
 
図２－５：情報処理過程 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：棚橋菊雄（1997）,「消費者の知覚」, 杉本徹雄編著『消費者理解のための心理学』
福村出版，p.90. 
 
 上図を説明すると，接触は目，耳，鼻，口，皮膚などの感覚器官を通して外部の刺激を
受けることである。接触によって感覚が発生し，いわゆる視覚，聴覚，嗅覚，味覚，触覚
である。接触は意図的な接触と偶発的な接触の二つに分けられる。意図的な接触は自分の
石で特定の刺激に接触することである。偶発的な接触は日常の生活環境の中で様々な刺激
（例えば電車内の広告，テレビ CM）に接触することである。 
そして注意は接触して発生した感覚を処理するために脳に送られた後に発生した現象
である。この注意は低関与と高関与に分けられ，つまり低関与の注意は無意識のうちに自
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動的に行われるが，高関与の注意は自らがコントロールしながら意識的に行われる。 
解釈は注意を向けた刺激に対してその意味を割り当てることである。その意味を付ける
方法は認知的解釈と感情的解釈の２タイプがある。認知的解釈は思考を伴うものであり，
最も一般的なものはカテゴリー化である。消費者は様々な情報を自分にとって意味のある
何らかの基準で分類し（心理的カテゴリー），カテゴリー構造の形で記憶に保持する。感
情的解釈は刺激から特別な感情や気分が生じる感情的解釈がある。魅力的な人を見てドキ
ッとしたり，人間や動物の赤ちゃんを見て心が温かくなったりするようなことが例として
挙げられる58。 
 この知覚のプロセスに対し，田中（2008）は Smith,et al（2003）の研究に基づいて以
下の５つの機能を提示した59。 
①注意の機能であり，自分の感覚を環境のどこに向け，感覚資源を配分する。 
②定位の機能であり，つまり自分に関心がある対象がどこにあるかを決定する。 
③再認の機能があり，対象物が何であるかを見分けることである。探し出した商品がはた
して自分の欲しかった商品であるかどうかを確認する。 
④抽象化の機能であり，組織化された対象物の重要な特徴を抽象化して理解するという働
きである。 
⑤恒常性の機能であり，知覚された対象物の重要特徴を保持する働きのことである。 
 
（３）知覚の特徴 
井上（2012）は，知覚が選択性，統合性，刺激性，個人的要因への依存性の４つの特徴
を提示した。選択性は情報を処理する際に，人間の脳には限界がある。消費者は自分たち
の周囲にある全ての刺激のうち，ごく一部しか知覚できない。統合性は消費者が知覚の対
象を組み合わせて解釈を加え，意味を引き出する。刺激性は消費者がある刺激を如何に知
覚するか，どれぐらい知覚するかという問題に対し，その刺激の持っている特徴に依存す
る。その特徴は対比，強度，頻度，大きさの四つがある。個人的要因への依存性は消費者
の記憶，経験，価値観，情報を得る能力，現在置かれている状況なども知覚に大きな影響
を与える60。 
 ここで Kotlerと Keller（2008）は知覚の選択性に対し，選択的注意，選択的歪曲，選
択的記憶という三つのプロセスによって詳しく説明した61。 
 選択的注意は全ての刺激に注意を払うことができないため，ほとんどの刺激は意識から
除外される。消費者がどの刺激に反応するかを見極めるために３点の傾向を提示した。 
①人は現在のニーズに関係のある刺激に反応する傾向がある。 
②人は予想している刺激に反応する傾向がある。 
③人は通常よりも刺激の強いものに反応する傾向がある。 
選択的歪曲は先入観に合うように情報を解釈することである。消費者はブランドや製品
についてもともと自分が抱いているイメージに合うように情報を歪曲することがある。例
としてはブラインドの状態でサンプル商品を食べる際に，同じものを食べているにもかか
わらず，違う意見が出てくる。 
選択的記憶は，人が学習したことを忘れがちになり，自分の態度や信念を裏付けるよう
な情報を覚えている傾向がある。いわゆる気に入っている商品の長所をよく覚え，ライバ
ル商品の長所を忘れてしまう。 
塩田（2002）は，Myersと Reynolds（1967）の研究に基づいて消費者が４つの原理に従
って選択的知覚を行うことを指摘した。 
「①個人が注意を向ける範囲は，集中して，関心を高めるといった理想的な条件のもと
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でさえも狭小であるのが普通である。 
②個人は“道理にかなった”方法で知覚と彼のすべての知識とを組織化しようとする傾
向がある。すなわち，個々別々な要因間に有意味なパターンや相互関係を作り上げようと
する傾向がみられる。 
③個人が様々な状況の中で知覚する事柄は，刺激あるいはは感覚のみならず，彼自身の
先有傾向，すなわち価値観，信念および欲求のシステムによって決定される。それらの多
くは社会的に関連づけられて選択される。 
④個人の記憶は，同化（assimilation）のプロセスにおいて決定される。その同化のプ
ロセスは，習慣，関心，および他の人との相互関係のプロセスの中で展開されるところの
他の要素に基づいている」62。 
選択的知覚の意義に対し，塩田（2002）は「選択的知覚とは各個人の持つ概念枠組み，
価値システム，および期待に照らし合わせて，彼の意識の中にフィリングイン（筆者注：
知覚的充填）するプロセスを指す…人々はある共通な価値システム，生活スタイル，信念
体系を有する社会集団や社会階層などに多かれ少なかれ所属し，それらの所属集団あるい
は所属階層においては知覚対象のステレオタイプ（筆者注：固定観念，画一的）化が行わ
れ，それがフィリングインのプロセスにおいてチェックする役割を果たしている」63と述
べ，つまり選択的知覚によって消費者行動の全貌を推測できることを指摘した。 
 
３ 知識 
（１）知識の概念 
 消費者は日々外界からの刺激を受け，その刺激を大脳に取り込み，また次の消費行動に
活かす。このような過程において，消費者はその触れた商品とサービスおよびコミュニケ
ーション活動に意味を当て，知識という形で記憶中に留める64。知識とは情報が一貫した
まとまりをもち，問題を解釈し，問題解決のための思考パターンを素早く検索できるよう
になった状態のことである65。またこうした心理活動全体を認知と呼ぶ。田中（2008）は，
Peter と Olson（2002）の研究に基づいて知識を二種類，すなわち一般知識と手続的知識
に分けている。一般知識を用いて人間は自分の周りの環境の解釈を行う。消費者は商品カ
テゴリー，流通，知り合い，自分自身などについて様々な一般知識を持っている。一般知
識は命題という形で記憶に貯蔵されている。命題は２つ以上の概念を結び付ける形で表現
することができる。更に一般知識はエピソード知識と意味知識に分けられ，エピソード知
識が個人の特有の経験に基づいた知識であり，意味知識が環境の中にある物事や出来事に
ついての知識である。手続的知識は日常の物事を行うやり方に関する知識である。それが
記憶中でプロダクション型のルールとして保存されている66。 
更に田中（2008）は，Blackwellら（2001）の研究に基づいて消費者が商品に対してど
のような知識を持っているかを理解するために以下 5つの分類を提唱した。 
①商品存在についての知識（知名度，再認知名率，再生知名率，第一再生率） 
②商品の属性と連想についての知識（イメージ） 
③購買についての知識（価格，購買場所，購買時期） 
④消費と使用についての知識（その商品をどのように使うか） 
⑤説得についての知識（消費者が説得者の意図や戦略をどのぐらい理解しているか）67 
  
（２）知識の構造 
 人々は外界の対象を認知する時，対象に意味を付けるために枠組み的な知識を用いる。
枠組み的な知識は各個人の社会的経験を通して獲得されるが，それは単なる個々の経験の
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集積ではない。具体的な経験を一般化し抽象化してひとまとまりの知識として記憶に貯え
られており，必要に応じ取り出し利用することにより新たに生じる状況に対処する。長期
記憶に貯えられているこのような情報は心的表象のセットとして体制化されている。 
棚橋（1997）は，Barlett（1932）の研究に従ってこのように構造化され組織化された
知識がスキーマと名付けた。スキーマは人間の日常活動の基層であり，スキーマによって
知覚や言語の理解が可能となる。またスキーマは知覚，記憶，言語，理解の一連の認知過
程において，知識がどのように利用されるかというメカニズムを提供する。スキーマとは
過去経験や外部環境についての構造化された知識である。スキーマという構造に対してス
クリプトはより具体的な構造である68。消費者はこのような構造に対して精緻化により
個々の認知要素を関連付けて事実を構成し，その事実にまた他の認知要素を結びつけて概
念を形成し，更にスキーマへと知識を構造化させるプロセスが理解できる。このような
個々の認知要素に基づいた認知構造の発達的な捉え方は，認知的学習のプロセスとして考
えられる。このプロセスでは累加，同調，再構造化という段階が仮定されている。累加と
は知識獲得の最も普遍的な様式であり，既存の概念に新しい認知要素を結び付けることで
ある。同調とは，累加した個々の認知要素をより効率的に解釈できるように，一つのまと
まりとして調整することである。再構造化とは，対象や概念についてより複雑な認識へと
認知構造を変化させることである69。 
認知的学習は個々の認知要素を繋いで構造化させるプロセスである。一方で消費者は外
部から得られた商品情報に関する刺激をどのように評価するかをあらかじめ分かってい
る。これは消費者が商品カテゴリーという枠組みをあらかじめ持っているからである。消
費者が商品を特定のグループに分類することを商品カテゴリー化と呼ぶ（Solomon 2006）。
商品カテゴリー化は消費者が持つ認知構造の一つである。認知構造とは商品について消費
者が持つ信念つまり一連の事実についての知識であり，そうした信念が消費者の心理中で
組織化されているあり方を意味する。マーケターはどのような商品の認知構造を消費者が
持っているかを知る必要がある。田中（2008）は Solomon（2006）の研究に基づいて商品
カテゴリー化に対して３つのレベルを提示した。①最上位カテゴリー，②基本カテゴリー，
③下位カテゴリーである。最上位カテゴリーとは抽象度が最も高くて幅広い商品が含まれ
る。基本カテゴリーとは商品を分類したうえで，消費者にとってよく使われる分類であり，
このレベルにおける各商品が共通性を持つ。下位カテゴリーとはより具体的なものであり，
一般的にはブランドがこのレベルに応じて設定される70。 
 しかしこのカテゴリー化は容易なことではなく，情報が限られている時，消費者は商品
属性に基づき，分析的なやり方ではカテゴリーを決められず，実際の例に基づき，非分析
的なやり方でカテゴリーを決めることになると提示した。いわゆる消費者は十分な知識を
持っていない時，カテゴリー化にするのが難しいことである71。 
  
（３）知識に基づいた推論 
消費者は限られた情報や知識を用いて意思決定を行っている。こうした時に用いられる
のが推論（あるいは推測）である。いわゆる消費者は手持ちの利用可能な情報から得られ
ない属性情報を推論する72。 
 田中（2008）は，Kardes ら（2004）の研究に基づいて 6 種類の推論を提示した。まず
帰納推論と演繹推論の 2種類がある。帰納推論とは特定の事例や情報から一般的法則性や
普遍的命題を導こうとするものであり，仮説生成や一般化・予測に関係する。演繹推論は
一般的法則性や仮説命題から個別的な結論を導くものであり，仮説検証，論理的推論，診
断に関係する。また推論は刺激ベースの情報処理と記憶ベースの情報処理とに分けること
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ができる。刺激ベース処理ではその時点で利用可能な情報を使って判断が行われる。記憶
ベース処理では過去に形成された信念・態度・カテゴリー知識・スキーマなどが記憶から
検索されて判断情報として用いられる。更に推論は単一判断と比較判断に分かれる。単一
判断とは一つだけの対象商品について推論を行う場合で，比較判断は複数の商品を比較し
て推論を行う場合である。消費者が推論を行うのは情報が欠如していると感じられる時で
あるが，比較判断の推論では単一判断よりもこの情報欠如がより切実に受け止められてい
る73。 
 総括すると，消費者が所持している商品知識に基き，商品をカテゴリー化したうえで他
商品と比較しながら評価する一方で，メーカーや売り手は消費者の商品カテゴリー化を用
いて自社商品の差別化を図ることができる。また消費者は知識に基づいて帰納または演繹
推論を行い，メーカーや店全体に影響を及ぼすため，企業にとっては消費者がどのような
知識を持つのかを明らかにする必要がある。 
 
第四節 顧客満足 
１ 顧客満足の概念 
 Menger（1923）は，財の価値に対して「財はそれ自体で我々にとって価値を持つのでは
ない。むしろ我々が見てきたところでは，まず初めには，我々の欲望の満足だけが我々に
とって意義を持つのであって，それは我々の生命および福祉がそれに依存しているからで
あった」74と述べた。ここで財あるいは商品は顧客の欲望あるいはニーズを満足するだけ
に，顧客にとって価値が生じることが分かった。そのために企業の提供した製品やサービ
スが顧客のニーズを満足できなければ，何も意味がないであろう。更に Levitt(1960)は
「経営者の使命は製品の生産にあるのではなく，顧客を創造できる価値を提供し，顧客満
足を生み出すことにある」75と述べ，企業にとって顧客を満足させることが何より重要な
ことと指摘した。そこで顧客満足という概念の定義を時期的経緯に従って整理してみる。 
 
表２－１０：顧客満足の定義 
学者 定義 
Howard and 
Sheth (1969)76 
購買者が負担した犠牲に対する償いが十分か否かへの認知状態であ
る。 
Hunt (1977)77 消費体験が思ったように良いか否かに対する評価である。 
Oliver(1981)78 消費者が入手，消費，廃棄という一連の行動を取る際に知覚した体験
に対する評価と反応である。 
Tse and Wilton 
(1988)79 
消費者の製品・サービスに対する期待と実際に消費後の知覚パフォー
マンスとの知覚不一致に対する評価である。 
Anton (1996)80 消費者のニーズ，ウォンツと期待が製品・サービスを消費した後に満
たされたか否か，または超えたか否かの心理的状態であり，また再購
買とロイヤルティをもたらす。 
Kotler and 
Keller(2008)81 
買手の期待に対して製品の知覚パフォーマンス（または結果）がどれ
ほどであったかによって得られる，個人の喜びまたは失望の感情のこ
とである。パフォーマンスが期待通りであれば，顧客は満足する。パ
フォーマンスが期待を上回れば，顧客の満足度と喜びは大きくなる。 
AMA(2018)
82
 １，消費者の期待が製品を通して満たしてまたは超過する度合いであ
る。 
２，最終消費者または意思決定者の購買後の評価である。 
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出所：筆者作成。 
 
上記の定義により，顧客満足という概念は，60年代に消費者にとっての「払ったもの」
と「もらったもの」の差に対する評価から 80 年代の期待と実際の知覚した差に対する評
価に変わり，更に 2000 年以降に消費者の歓喜と感動などの情緒的な側面に注目される。 
第一節に記述したように，現代の企業戦略やマーケティング戦略の基本的パラダイムの
一つとして顧客志向があり，その顧客志向の中心にあるのが顧客満足である。1950 年代
に企業の経営理念として登場した満足概念は次第にその研究が進展していく83。 
片山（2009）は，以下のようにマーケティングの視点で顧客満足概念の年代ごとの位置
づけの変化を整理し，現代顧客満足が顧客の創造と顧客の維持という両面から重要である
ことを示唆した。 
1950 年代に Drucker は『現代の経営』において事業の目的を利潤の追求ではなく，顧
客創造であると主張し，事業機能の領域としてマーケティングとイノベーションと明示し，
マーケティングによって顧客創造の方策を顧客満足の仕組みとして構築し，そこに新しい
基軸たる革新性を発揮することによって魅力的な製品・サービスやコスト削減機会を追求
していけると体系づけたのである。 
1960 年代に Kelly と Lazer は『マネジリアル・マーケティング』に体表されるマーケ
ティング・マネジメントないしマネジリアル・マーケティングの中心理念として顧客満足
の理念が定着した。この時代は理念や哲学としての顧客満足のもとにマーケティング活動
を遂行するものの，現実には企業成果としてのマーケットシェアや利潤が重視された。 
1970 年代に不正不当販売，欠陥商品提供などからコンシューマリズムが生まれ，外部
不経済としての各種公害，社会環境破壊が顕在化した時期であった。顧客志向のマーケテ
ィングに対する反省が求められた。本来，顧客満足の理念のもとに実行されているはずの
マーケティングが実際は顧客の不満を醸成しており，当時「マーケティングの恥」と呼ば
れたコンシューマリズムへの対応として，ソーシャル・マーケティング研究，消費者苦情
窓口，企業オンブズマン制度などの導入が検討された。マーケティング分野でも，マーケ
ットシェアや利潤に代わって生活の質，生活アメニティなどが概念化された時期であった。 
1980 年代には成熟市場における競争が強く意識された時期であった。Porter の『競争
の戦略』に見られるように，如何にライバルに勝つかという競争戦略が優先され，顧客満
足より競争優位の作り方や戦略市場計画にウェイトがかけられた。その結果，マーケット
シェアや利潤にとってかわられ，顧客満足は影をひそめることになった。 
1990年代には IT の普及により情報化とスピードが求められる時期であった。戦略的に
意思決定が求められることになるが，その根本は顧客の創造と維持である。低成長期でも
あることから，顧客維持を追求したリレーションシップ・マーケティング，顧客識別のた
めに CRM（Customer Relationship Management）などが情報化の進展と共に盛んであっ
た。また LTV（Life Time Value）の考え，顧客の生涯価値を高めるためには，顧客の
そのものに目を向け，顧客満足を高めないといけないと考えるようになった。その根底に
は再び，顧客満足を追求しようという意識があった。 
2000 年代にはマーケティングに対するポストモダン・マーケティングが台頭しつつあ
る。現代マーケティングにおいて顧客満足はビジネスのエンジンともいえるものであり，
時代とともに，その位置づけが変化してきているが，顧客創造と顧客維持の面から重要で
あることが見られるのである84。 
 顧客満足の概念に対する考察から，嶋口（1994）は，「マーケティングの本質は顧客創
造という事業目的のための重要な経営機能として，社会価値に結び付く顧客満足の哲学，
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理念のもと，競争優位を築きながら組織の成長づくりをしていく活動ととらえた点である」
85という見解を示した。 
 藤村（1992）は，「企業がその提供する製品によって消費者を満足させ，その製品或い
は企業に対してロイヤルティを形成させることができ，更に好ましい口コミによって新規
顧客を獲得できるならば，企業はその存続と成長にとって必要不可欠な顧客を安定的・長
期的に確保できることになる」86と述べながら，顧客満足が以下の効果を企業にもたらす
ことを挙げた。 
（１）需要曲線を情報にシフトさせる（価格弾力性を下げる）。 
（２）既存顧客の維持率を高めることで，シェアの維持・拡大のために獲得しなければな
らない新規顧客数を低減させる。 
（３）新規顧客の獲得に必要なマーケティングコストは既存顧客の維持に必要なそれより
も高いので，既存顧客の維持率の向上と新規顧客の獲得数の提言はマーケティングコスト
の節約につながる。 
（４）自社の顧客をスイッチさせようとする競争者のマーケティングコストを増加させる。 
（５）継続的な取引によって取引コストを削減する。 
（６）顧客一人当たりに対する製品の販売数を増加させる。 
（７）不満を感じた顧客に対処するためのコスト削減をしたり，そのような顧客が口コミ
と通じて他の消費者に及ぼすネガティブな影響を低減させる87。 
井上（2012）は顧客が企業の提供した商品に対する満足は以下の５つの特徴があると指
摘した。 
（１）満足度は期待値と現実の状態の乖離の大きさに左右される。 
（２）満足度は得られる成果が期待値をどの程度上回っている（下回っている）によって
異なっている。 
（３）満足度は解決しようと考えている問題点の重要度に影響される。 
（４）満足を得ることができると，多くの場合，次の機会では期待値が高くなっている。
逆もまたあり得る。 
（５）製品・サービスの属性に対する重要度・価値付けの大きさが重要となる88。 
Best（2013）は実務の視点から，顧客満足が企業にとって非常に有用な評価指標である
ことを指摘した。顧客満足の度合いによって企業の将来の収入および利潤を予測でき，つ
まり顧客が近い将来に企業の動きに対する反応を測定でき，売上や市場シェアは今までの
業績を評価できるが，将来のことを教えられない。何故なら，ある企業は一定期間内に財
務上の数字が高くても，その中に不満足の顧客が必ずいる。これらの顧客は代替品を見つ
ける前に企業の製品やサービスを利用し続けるかもしれないが，一旦代替品を見つければ，
すぐ去っていく。そこで売上や利潤もついでに下がる。また Best（2013）は満足した顧
客をより細分化する必要があると提示した。彼はある企業に対して実証研究を行った。そ
の企業の顧客一人当たりの年平均売上が 655ドルであり，それに対して「満足」の顧客が
800 ドルであり，「非常に満足」の顧客が平均値の２倍に近く，「満足」の 1.5 倍で 1200
ドルとなる。さらに，利潤は「非常に満足」の顧客が「満足」の顧客より 2倍以上高い89。
彼はこの実証研究により，満足度が企業の収益に対して大きな影響を与えることを検証し
た。 
 
２ 顧客満足の理論研究 
顧客満足の構造を説明するために嶋口（1994）は，次の 3つの仮説を提示した。すなわ
ち（１）機能充足仮説，（２）機能代償仮説，（３）知覚矯正仮説である。嶋口（1994）は
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「本質サービス」と「表層サービス」という概念を提示した。本質サービスとは顧客が支
払う代価に対して当然受けうると期待しているサービス属性を指す。表層サービスとは代
価に対して必ずしも当然と思わないが，あればあるに越したことはない期待サービスを指
す。この二種類のサービスに対し，嶋口（1994）は，企業が本質サービス属性をある最低
許容水準以下のレベルにすると顧客に必ず不満をもたらす一方で，表層サービスが顧客に
とって期待されていないものため，何もしなくとも不満をもたらさないが，その表層サー
ビスを充足すると大きな満足をもたらすという見解を示した90。ここで期待という概念が
提起されたが，何故期待が顧客の満足を左右できるかというと以下の期待不一致理論によ
って説明できる。 
それは顧客満足が購買前の期待と購買後に感じられたパフォーマンス（商品の良さ）と
のバランスによって決定されると説く。すなわちち顧客が購入商品に対して抱いている期
待（Expectation；略して E）と商品に関して知覚される良さ（Perceived performance；
略して P）との両者によって決められ，CS＝f（E，P）という関数関係が成立する。E=P
や E＜P の場合には満足が，E＞P の場合には不満が知覚される91。すなわち期待と実際の
パフォーマンスが一致しているか否かによってその満足度を解明する。このような考えを
踏まえ，取引特定的（transaction  specific）顧客満足という概念が生じた。取引特定
的顧客満足は心理学的または社会心理学的アプローチにより，一致・不一致というパラダ
イムを用いて満足を特定の購買状況の選択後の評価判断として捉える。この心理的なプロ
セスは期待―不一致モデルと呼ばれる（図２－５）。 
図２－６：顧客満足の心理的プロセス 
 
 
 
 
 
 
出所：小野譲司（2010a）,『顧客満足[CS]の知識』日本経済新聞出版社,p.81. 
 
しかしこの概念に対し，江戸（2008）は，「顧客満足そのものの構造を解明するのに有
益であったと言えよう。どのような原因で顧客が不満足になるのか，また顧客がどのよう
な属性を重視して満足するのかを理解する上では有用であり，具体的なマーケティングの
『現場』では意義あるものである。しかし，この顧客満足の水準が果たしてどれくらい企
業全体或いは産業全体に貢献しているのかはこの特定的な現象を研究していくだけでは
理解できない」92と述べ，企業への貢献が不明瞭だという不足点を指摘した。 
 そこで取引特定的顧客満足概念に対して累積的顧客満足概念が 1990 年代に生まれた。
Johnson and Fornell（1991）は，顧客満足における二つの問題点，（１）顧客満足は個
人間で比較することができるのか？（２）顧客満足は異なった製品カテゴリーや産業の間
で比較することができるのか？という問題に対し，顧客満足を個人間で比較することに対
しては，顧客満足を直接的に測定するのではなく，潜在変数として測定することによって
解決できるとしている。また顧客満足を製品カテゴリー管で比較することに対しては，顧
客満足そのものが本来的には抽象度の高いものであるとして，その比較可能性を指摘する
93。また江戸（2008）はこの累積的顧客満足概念が経済心理学的なアプローチに基づいた
ものであり，顧客満足を「ある期間にわたって財やサービスに対する購買と消費経験に基
づいた総合的な研究」94とするものと指摘した。 
知覚水準 
期待水準 
不一致の大きさ 満足・不満足 
パフォーマンス効果 
期待効果 
同化対比 
効果 
不一致効果 
71 
 
 
 表２―１１：累積的顧客満足と取引特定的顧客満足との相違点 
取引特定的顧客満足 累積的顧客満足 
個別的，ミクロ的 全体的・マクロ的 
直接的計測 潜在変数として 
ミドルマネジメントレベル トップマネジメントレベル 
心理学的 経済学的 
短期的 長期的 
戦術的 戦略的 
先行要因・形成要因 顧客満足が与える影響 
改良するべき属性を抽出 継続すべき理由を実証 
出所：江戸克栄（2008）,「CS（顧客満足）－データベース型 CS 戦略から感性型 CS 戦略
への転換」,原田保・三浦俊彦編著『マーケティング戦略論レビュー・体系・ケース』芙
蓉書房出版, p.80. 
  
但し累積的顧客満足と取引特定的顧客満足が対立する概念ではない。小野（2010b）は
「累積的満足のアプローチをとる顧客満足モデルにおいては，取引特定的満足の形成メカ
ニズムを説明するために提案された期待・不一致（expectation-disconfirmation）理論
をベースにしている。すなわち，満足･不満足は，消費者が購買前に商品･サービスに対し
てもつ期待水準が，実際に知覚したパフォーマンス水準と比べて，一致しているか，それ
ともそれを上回っているか，下回っているかという不一致の程度によって規定される，と
いうのがこの理論の基本的な考え方である。」95と説明した。 
 この累積的顧客満足の考えに踏まえ，Fornell（1992）はスウェーデンに多数の産業や
企業を対象として国家レベルでの顧客満足研究を行い，SCSB（Swedish Customer 
Satisfaction Barometer）モデルを提出した。このモデルにおいて，Fornell（1992）は
顧客満足を購買前の期待と購買後の知覚パフォーマンスの関数関係に定義した96。 
顧客満足＝F（期待，知覚パフォーマンス） 
更に SCSB モデルに基づき，Fornell（1996）は米国版の ASCI（American Customer 
Satisfaction Index）を開発した。 
 
図２－７：ASCIモデル 
 
 
 
 
 
 
出所：Fornell,Claes,Michael D.Johnson,Eugene W.Anderson,Jaesung Cha & Barbara 
Everitt Bryant,(1996),“The American Customer Satisfaction Index：Nature，Purpose 
and Findings”，Journal of Marketing，Vol.60, October,p.8. 
  
この図２－７に示す通り，顧客満足に影響を及ぼす先行要因は３つがある。 
一つ目は知覚品質であり，市場で提供された商品のパフォーマンスを示す。その中に①
カスタマイズ，企業の提供物が顧客の様々なニーズを満たしたか否かを評価する指標，お
知覚品質 
顧客期待 
顧客苦情 
知覚価値 顧客満足 
顧客ロイ
ヤリティ 
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よび②信頼性，企業の提供物の品質が信頼できるか否かを評価する指標，が含まれる。 
二つ目は知覚価値であり，あるいは製品の品質対価格の知覚レベルとも呼ばれる。この
知覚価値と前記の知覚品質が正の関係となり，顧客満足に正の影響を及ぼす。 
三つ目は顧客期待であり，期待は事前の消費経験のみならず，非経験で口コミや広告な
どを通して形成された期待も含む97。 
この米国の ASCIと元の SCSBとの一つの相違点は知覚価値という概念の導入である。こ
の知覚価値をモデルに加える理由は，Fornell（1996）は異なる企業，産業および分野間
の比較を可能にし，価値でパフォーマンスを測定することが異なる収入や予算などの制限
を受けず，高価格と低価格の製品やサービスを比較できるようになったと示唆した98。 
 顧客満足度を測定するためのモデルの進化により，知覚価値の必要性を示した。ASCI
モデルの視点における顧客知覚価値が品質対価格の比で規定されるが，顧客は人間として，
まだ他の心理活動（感動，情緒など）や外部環境（集団，社会など）に影響されるため，
その価値に対する知覚も様々な要因に影響されるだろう。特にコンビニは小売業で人的販
売と通して有形な商品，無形なサービスや便利さを提供する総合体であるため，顧客の知
覚価値の構成や受ける影響要因が更に複雑なものだと考えられる。それを解明するために，
第三章に顧客知覚価値という概念をめぐって理論的考察を行いながらその構成要素と影
響要因などを詳しく説明する。 
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第三章 顧客知覚価値に関する理論的考察 
第一節 商品の価値 
神山（1996）は，「様々な消費生活の仕方（様式）の根底には，商品の使用を通して多
くの人々が共通に到達し，獲得したいと願っている望ましいもの，即ち商品価値がある」
1と示唆した。更に Spranger（1922）の価値の分け方に従って商品の価値を８種類に分類
した。 
 
表３－１：商品価値のタイプ 
類型 例 
経済的商品価値 倹約、質素、実用、耐久などへの重視 
機能的商品価値 安全、保護、清潔、使い心地などへの重視 
理論的商品価値 法則、原理などへの重視 
審美的商品価値 美、魅力、歓喜、快楽などへの重視 
探求的商品価値 変化、冒険、自由などへの重視 
宗教的商品価値 慎み、献身、救いなどへの重視 
政略的商品価値 権力、地位、名誉などへの重視 
対人調和的商品価値 協調、ルール、伝統、慣習などへの重視 
出所：神山進（1996），『消費者の心理と行動―リスク知覚とマーケティング対応―』中央
経済社，p.136 によって一部省略。 
 
これらの商品価値に対し，神山（1996）は「何を目指して商品を買い，あるいは使うか」
という場合の「商品価値」に８つの種類がある。そして多くの人々にはどの商品価値を一
層重視するかという個人的見解（商品価値観）に関して相違がある。更に一人の中で，同
時に複数の価値への志向性も認められると指摘した2。 
現代の商品価値の概念に踏まえ，第２章に説明したように，現代マーケティングという
ものは，顧客、依頼人、パートナー、社会全体にとって価値のある提供物を創造・伝達・
配達・交換するための活動であり、一連の制度、そしてプロセスである。従来の製品やサ
ービスを顧客に提供することから，価値を顧客に提供することになる。 
井上（2012）は、このような顧客への価値の創造と伝達はこそ，マーケティングコンセ
プトを具体的な戦略へと結びつけるキーワードとなる。つまり，優れた価値を創造し，顧
客に届けるということが今日企業に持続性のある収益をもたらす唯一の道であると指摘
した3。 
井上（2012）は、Doyle（2000）の研究に従って顧客価値創造のマーケティングが以下
の３つの原則に基づいているものと提示した。 
①顧客は競合企業の中から最も価値が高いと知覚する提案を選択する。価値とは，製品
やサービスのニーズ充足能力に対する顧客の評価である。 
②顧客は製品やサービスの購買自体を目的とするではなく，ニーズを満たすために購買
するのである。ここにいうニーズとは情緒的なものであったり経済的なものであったり，
その組み合わせだったりとさまざまである。 
③長期的にみると，顧客と一度きりの取引を行うよりも，リレーションシップを構築し，
互いの信頼を築いて顧客ロイヤルティを維持し，自社から継続的に購買してもらう方が企
業の収益性は高まる4。 
Day（1999）は、顧客に価値を提供・伝達する際にマーケティングが下図のような４つ
の機能を果たしていることを提示した5。 
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図３－１：顧客への価値サイクル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Day,G.S（1999）,The Market Driven Organization: Understanding, Attracting, and Keeping 
Valuable Customers[M].New York: Free Press.徳永豊・井上崇通・篠原敏彦訳,『市場駆動型の
組織』同友館,p.81. 
 
図３－１を説明すると，価値の定義は顧客のニーズを明確にし，それを分析することで
あり，その情報は顧客満足を創造するための必要条件に変換することである。 
価値の開発は製品開発を行い，その提供物をサービスと結びつけ，顧客が納得し，競争
状況を勘案し，その価値にふさわしい価格を設定することである。 
価値の提供は流通、保管、品揃え、危険負担といった機能をはじめとしてプロモーショ
ン諸手段を用いて提供物について顧客に伝達するコミュニケーション機能をも含むもの
である。更には届けられた製品・サービスの設置、保証、アフターサービスのような顧客
サービス機能も考慮する必要がある。 
価値の維持は顧客に価値を伝達した後，その顧客との関係を強化し，提供したブランド
エクイティの管理を行い，更には価値伝達に関わる諸機能の管理とチャネル構成員との関
係強化をも含むものである6。 
ここにおいて企業は消、費者のニーズや欲求を満足させるために，自らの利益を確保し
ながら顧客にとって有用な価値を提供しなければならない。顧客に価値を創出・提供する
ために，企業は自社の資源を組織化にし，その最大の能力を発揮する必要がある。 
それに対して、Porter（1985）は「価値連鎖（バリューチェン）」という概念を提唱し
た（図３－２）7。 
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図３－２：バリューチェーン 
 
出所：M.E.Porter（1985）著,土岐坤・中辻萬治・小野寺武夫訳,『競争優位の戦略 いかに
高業績を持続させるか』ダイヤモンド社,p.49. 
  
企業は製品の設計から支援まで一連の活動を行う統合体であり，価値を生み出すために，
５つの主活動（購買物流、製造オペレーション、出荷物流、マーケティングと販売、サー
ビス）と４つの支援活動（インフラストラクチャー、人的資源管理、技術開発、資材調達）
という９つの価値創造活動を行う。 
 また Kotler ら（2002）は、ホリスティックマーケティングの視点から顧客に如何に価値
を創出・提供するためのプロセスを提示した。ホリスティックマーケティングの一つの概
念は主要な利害関係者（ステークホルダー）との間に長期的な Win－Win 関係を築いてと
もに繁栄することを目的に，価値の探求、創造、提供が一体に進められる。それにより，
ホリスティックマーケティングは成功するために，優れたバリューチェーンに対する管理
により，品質が高い製品・サービスを速やかに提供する。 
図３－３のように，ホリスティックマーケティングの枠組みは関係者間の相互作用と価
値に基づいた諸活動（価値探求、価値創造、価値提供）が顧客価値の創造、維持、再生に
どのように寄与するかを示している。 
 ホリスティックマーケティングの枠組みは３つの重要なマネジメントの疑問に取り組
むように設計されている。 
② 価値探求―新価値機会を見出して市場を再活性化するための手法は何か。 
②価値創造―有望な製品・サービスを効率よく創造するためにどのような方法があるか。 
③価値提供―以上を実現すためにはケイパビリティとインフラストラクチャーをどのよ
うに活かせばよいか。 
 ここで，Kotler ら（2002）は、価値創造に対して価値機会を利用するには，価値創造
のスキルが必要になる。そのためにマーケターは顧客の視点から顧客の意識を探り，顧客
の利益いわゆるベネフィットが何かを推し量り，コアコンピテンシーを活かし，協働ネッ
トワークから適切な事業パートナーを選択してマネジメントしなければならない。また顧
客に価値を伝達するためにインフラストラクチャーやケイパビリティへの多大な投資を
し，カスタマーリレーションシップマネジメント、経営資源マネジメント、事業パートナ
ーマネジメントに熟達する必要があると指摘した8。 
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図３－３：ホリスティックマーケティングの枠組み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：P.Kotler,D.C.Jain.S.Maesincee（2002）著,恩蔵直人解説・有賀裕子訳,『コトラー新・
マーケティング原論』翔泳社,p.45. 
 
顧客価値概念の登場は、企業が現代のマーケティングコンセプトのもとで持続的な競争
優位性を探るための必然的な結果であり，Woodruff（1997）は企業が他のライバルより多
い価値，いわゆる優れた顧客価値を顧客に提供するだけに忠実な顧客を維持でき，激しい
競争から生き残ると指摘した9。Poter（1985）は、前述のバリューチェーンに基づき，企
業が買い手のために創造した価値から利益を得たいのであれば，買い手にその創造した価
値を感じてもらわなければならないという見解を示した10。 
この点について、水口（1989）は「市場関与者はそれぞれの市場で提供物を評価し，そ
こに価値を見出す。そういう評価の全体もまた一つの価値として現れる。様々な立場の関
与者がおり，さまざまな評価が行われるけれども，最終的なコストの負担者，結局，ユー
ザーの評価が決定的な力を持っている。価値は結局はそこに収斂する」11と述べ，つまり
企業が提供した価値は本当に価値があるかどうか，それを決めるのが企業ではなく，顧客
であることを指摘した。Kotler と Keller（2008）は「顧客は限られた範囲の探索コストと
知識、機動力、収入で，最大の価値を得ようとするものであり，どのオファーが最大の知
覚価値を提供するかを見積，それに従って行動する」12と示唆する。ここで顧客知覚価値
という概念が提起された。以下には顧客知覚価値についてその理論モデル、測定および影
響要因から説明を行う。 
 
第二節 顧客知覚価値の理論化とモデル 
顧客知覚価値の概念の進展に伴って，多くの学者はそれぞれの概念に基づいて更に顧客
知覚価値を理論化にして理論フレームワークやモデルを構築している。 
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80 
 
表３－２：顧客知覚価値の定義 
学者 定義 
Christopher(1982)13 顧客が製品を入手するために支払えると思う価格であり，またこの
支払意欲は顧客が知覚した製品の収益に影響される。 
Zeithaml（1988）14 顧客が製品の有用性に対する知覚ベネフィットとコストに基づい
た全体的な評価である。 
Monroe（1990）15 購買者の知覚価値は製品の品質あるいは知覚ベネフィットと支払
価格による知覚犠牲とのバランスである。 
Dodds et al.(1991)16 知覚品質と知覚犠牲とのトレードオフに対する認知が知覚価値を
もたらす。 
Gale（1994）17 製品の価格に対する市場の知覚品質である。 
Hunt and Morgan(1995)18 顧客が提供物をもらう際に知覚した全てのベネフィットである。 
Woodruff（1997）19 顧客が製品を使用することを通して顧客の目標と目的を成し遂げ
させる（あるいは防げる）製品の属性、属性パフォーマンスおよび
使用によってもたらされる結果に対する顧客の選好および評価で
ある。 
Sirohi,McLaughlin and 
Wittink(1998)20 
支払ったものに対してもらったものである。 
Holbrook（1999）21 相互作用的な相対の選好体験である。 
Slater and 
Narver(2000)22 
製品またはサービスを通して顧客にもたらしたベネフィットが提
供物のライフサイクルコストを超える時に顧客価値が生じる。 
Van der Haar et 
al.(2001)23 
製品が顧客に提供する価値であり，その中に有形と無形の要素が含
まれる。 
Walter,Ritter and 
Gemunden(2001)24 
サプライヤー組織における主要な意思決定者がカスタマーリレー
ションシップを通して知覚した複数のベネフィットと犠牲とのト
レードオフである。 
Chen and 
Dubinsky(2003)25 
顧客はもらった純ベネフィットと望ましいベネフィットを獲得す
るために発生したコストに対する知覚である。 
Kotler and  Keller
（2008）26 
提供物と知覚される代替品の全ベネフィットおよびコストを見込
み客が評価した際の差である。 
 
V. Kumar and Werner 
Reinartz(2016)27 
顧客は彼らがニーズを満たすために払おうとするコストを引いて
から提供物が生じた知覚ベネフィットの純価値である。 
出所：筆者作成。 
 
以上の定義により，それぞれ表現の仕方は異なるが，主な考え方は，顧客知覚価値が顧
客にとっての効用であり，そしてこの効用を獲得するために顧客がある代価（あるいはコ
スト）を払わなければならないということである。顧客知覚価値に対する研究の初期段階
において，知覚価値が顧客の知覚した品質と実際の価格との比例またはトレードオフ的な
関係と認識している。しかし顧客知覚価値に対する研究が発展するにつれ，多くの学者
（Zeithaml,1988；Groth,1994；Christopher,1997；Parasuraman,1997）は、知覚品質と製品や
サービスの実際の価格のみによって顧客が製品やサービスに対する知覚価値を総括する
ことが不足であり，顧客知覚価値をより細かく測定しないといけないと指摘する。そのた
めに，顧客知覚価値に知覚利得と知覚犠牲という概念を導入し，またその利得と犠牲をよ
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り細分化し，例えば品質的な利得だけでなく，社会的利得、情緒的利得を加え，犠牲も単
に金銭的コストのみならず，探索コスト、体力的コストを加えた。つまり顧客知覚価値の
コンセプトを豊富し，「トレードオフ」の範囲を拡大したのである。 
以下には６つの代表的な理論やモデルにについて考察する。 
 
１ 顧客知覚価値のトレードオフモデル 
 Zeithaml（1988）は，顧客が感じられた利得と犠牲の視点から価値を判断するため，品
質と価格との比較とは限らない。ここにおいて，知覚利得は顧客が感じられた製品に含ま
れる内部や外部の属性と知覚品質および他の抽象的な要因である。知覚犠牲は貨幣と非貨
幣要因を含む。例えば製品を使用・獲得するための時間および体力である。そのために顧
客知覚価値の向上は顧客の知覚利得を増加しあるいは知覚犠牲を低減することによって
実現できる。 
 
図３－４：Zeithaml の顧客知覚価値モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Zeithaml, V. A. (1988). “Consumer perceptions of price, quality and value A means-end 
model and synthesis of evidence” Journal of Marketing, 52,p.4. 
 
Zeithaml（1988）は、このモデルにおいて顧客が製品属性に対する評価によって知覚品
質を形成し，また知覚品質によって製品の全体的な価値に対する判断を下すことを提唱し
た。それとともに多くの実証研究に基づいて、以下の結論を出した。 
一つ目に，価値における収益成分が顕著な本質属性、外部属性、知覚品質および他の関
係性がある高レベルの抽象的要因を含む。多くの顧客は製品品質（本質属性）を価値の主
要な構成部分と認識する一方，価値を全体的に判断する際にまた包装、色等の外部属性お
よびそのメーカーの信用やイメージ等のより高いレベルの抽象的利益を考慮することが
一般的である。製品の本質属性は、顧客が感じられた価値に直接に関連しない可能性があ
り，往々にしてその本質属性が製品の外部属性あるいは顧客が感じられた抽象的利益を介
して現れる。 
二つ目に，顧客知覚価値のコストは貨幣コストおよび非貨幣コストを含む。顧客は貨幣
あるいは他の資源（例えば時間、体力、努力等）を払うことによって製品やサービスを獲
得する。価格に敏感な顧客にとって，支払われる貨幣が重要な影響要因であり，そのため
に貨幣的支出を減少することが知覚価値の増加に大きな影響がある。一方で価格に敏感で
低レベル属性 
低レベル属性 
に対する知覚 
知覚貨幣コスト 知覚コスト 
知覚非貨幣コスト 
本質属性 
外部属性 
実際価格 
本質属性 
購買 
高レベル 
抽象的要因 
知覚品質 知覚価値 
高レベル属性 
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はない顧客にとって，費やされる時間、体力等を減少することが知覚価値の増加に役立つ。 
三つ目に，外部属性は「価値信号」として，顧客がコストと収益に対する比較をある程
度で代替することができる。製品の価値を評価する際に，顧客は製品を構成する各要素に
対する認知が限られ，多くの顧客は価格と収益をそこまで慎重に検討するではなく，外部
の暗示によって自らが価値に対する印象を形成し，収集された情報を少々加工するだけで
購買を行う。 
四つ目に，価値に対する感性的な認知は顧客が判断を行う際の参照基準に従うものであ
り，すなわち判断を行う際の背景である。例えば、異なる購買場所、購買時期、消費場所、
消費時期において，顧客が価値に対する知覚も違いがあり，いわゆる顧客知覚価値が動的
なものであり，常に変化している28。 
 また，Zeithaml の顧客知覚価値理論に基づき，Groth と Kinney（1994）は顧客が製品や
サービスを購入するのはその実用性を求めるだけでなく，精神上的なニーズも考慮しなけ
ればならないと指摘する。精神的なニーズは内部要素と外部要素に分けられる。内部要素
は個人的な考え方、認知等から生まれる精神的なニーズである。外部要素は外部の観点、
影響、アドバイス、相互作用から生まれる精神的なニーズである29。 
 つまり，Zeithaml の顧客知覚価値理論の核心は，知覚利得と知覚犠牲とのトレードオフ
関係であり，利得と犠牲の視点から，顧客が感じられる短期的および長期的な収益とコス
トを取り組んでいる。この理論は，多くの学者（Christopher，1997；Parasuraman，1997
等）に認められ，この基本理論の重要な意義がこのモデルを用いて顧客知覚価値の定量的
測定を可能にした。 
 
２ 顧客知覚価値の比較理論 
 Monroe（1990）は，顧客知覚価値が顧客の様々な価格を比較した結果と指摘した。価
格は，実際の販売価格、希望小売価格および顧客が関連情報を処理した後に心に形成され
た希望価格を含んでいる。それにより，製品に対する知覚価値は、獲得価値と取引価値が
含まれる総合的なものである。この２つの価値は顧客の主観的感覚と価値に対する知覚で
構成されるものである30。以下の式で示される。 
 
PV＝V1（AV）＋V2（TV） 
PV（Peceived value of a product）：製品の知覚価値 
AV（Acquisition value of a product）：製品の獲得価値 
TV（Transaction value of a product）：製品の取引価値 
V1 と V2：顧客が AV と TV に対する主観的感覚。 
 取引価値は，顧客が心理的希望価格と実際の販売価格とを比較することによって決めら
れる。つまり顧客の心理的希望価格（Pref）と実際の販売価格との差である。一方で獲得
価値は、顧客が受け入れられる最高価格に対して知覚された利益と実際の販売価格とを比
較することによって決められる。つまり最高価格（Pmax：顧客の受け入れられる最も高
い価格）と実際の販売価格（P）との差である。以下の式で示される。 
PV＝V1（Pmax－P）＋V2（Pref－P） 
ここで，AV＝Pmax－P；TV＝Pref－P である。 
 
３ 顧客知覚価値のプロセスモデル 
Ravald と Gronroos（1996）は、リレーションシップマーケティングの視点から，顧客知
覚価値を論述した。Ravald と Gronroos（1996）は，顧客が価値を知覚する時，企業の提供
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物に関心を持つ以外に，企業との関係にも重視すると指摘した。そのために関係価値
（Relationship Value）という概念を顧客知覚価値モデルに加える。顧客知覚価値には核心
とした製品やサービスが存在するだけでなく，顧客との関係を維持するための努力も含む
べきである。企業は顧客との関係において，たとえ商品やサービスが最も優れたものでな
くても，顧客がある程度で妥協する可能性がある。 
従来のマーケティング視点で指摘されるリレーションシップというものは、顧客とやり
取りする際の一つの「エピソード（断片的な場面）」に過ぎない。そこで長期的な顧客関
係を築くために「トータルエピソードバリュー（Total Episode Value）」を重視すべきと指
摘し，下記の式を提示した。 
式１：トータルエピソードバリュー＝（エピソード利得＋関係利得）／（エピソード犠牲
＋関係犠牲） 
式２：顧客知覚価値＝（核心的解決方法（Core Solution）＋付加サービス）／（価格＋関
係コスト） 
式３：顧客知覚価値＝核心的価値（Core Value）±付加価値（Added Value） 
 上記の３つの式に従い，関係には企業と顧客がやり取りする際の一つのエピソードおよ
び長期的な関係を含み，また利得と犠牲との間の比較は一つのエピソードのみによって行
われることが不十分であり，関係維持の全過程に拡張すべきことを指摘した31。 
 このモデルは顧客知覚価値の形成が長期的および動的なものと意識し，価値形成の過程
にも注目し，関係要因を加えることにより顧客知覚価値概念の全体性と動態性を補完した。 
 
４ 顧客知覚価値の階層型モデル 
 Woodruff（1997）は，顧客が価値に対する認知は時間が経つにつれて変化していると指
摘した。購買前に，顧客がまず価値を予め評価し，そして評価結果に基づいて購買を行い，
購買後に再び価値を評価する。またこの再評価の結果を次回の購買前に予め評価とする。 
Woodruff（1997）は、情報処理の認知ロジックに基づき，顧客が手段目的連鎖によって
期待価値を形成することを説明し，この考えに沿って顧客知覚価値の階層型モデルを構築
した。このモデルは使用シーンおよび使用環境を知覚価値の評価体系に加える。使用シー
ンおよび使用環境の変化に伴い，製品の属性、結果と目標との間の関係も変化する。各レ
ベルにおける満足に対する感覚は、製品の期待価値と実際の使用感覚とを比べることによ
って得られるものである。この理論は知覚価値を測定する際の動態性を強調し，ここにお
いて最も重要な役割は使用環境および使用シーンが知覚価値の形成に対する影響に注目
し，知覚価値の動態性を認識することによって知覚価値のメカニズムをより深く研究する
ことである。 
 階層型モデルの最も低いレベルにおいて，顧客が製品の具体的な属性およびその効用を
考慮することを指摘した。ある製品を購入・使用する際に，顧客は製品の属性、効用およ
び属性が期待結果を実現する能力を考慮し，結果に従って顧客の最終目標を実現する能力
に対する期待を形成する。一方では最も高いレベルにおいて，顧客は自らの目標によって
製品が使用シーンにおける各結果の重要度を確定し，またその中に重要な結果は顧客が属
性および属性効用の重要度を確定することを導く。感じられる価値に対し，顧客が同じよ
うな期待属性、結果および目標を用いて製品を評価し，知覚価値を形成する。 
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図３－５：顧客知覚価値の階層型モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：R.B.Woodruff(1997),“Customer Value:The Next Source for Competitive Advantage”,Journal 
of the Academy of Marketing Science.Vol 25,No.2,p.142. 
 
このモデルは，顧客知覚価値を評価する際に使用シーンの作用を強調している。使用シ
ーンが変化する時，製品属性、結果と目標との間の関係性も変化する。更にこのモデルは，
顧客が各レベルにおける製品に対する使用前の期待価値を使用後の実際知覚価値と比べ
ることにより，各レベルにおいての満足をもたらし，そのために顧客が製品属性、属性効
用、使用結果および目標の達成度に対して満足あるいは不満足を感じることを指摘した32。 
この理論により，Woodruff は動的な視点で顧客知覚価値を研究するのみならず，完全
に顧客の立場から顧客が価値に対する認知を考察している。彼によると、顧客は価値に対
する認知の変化を評価と購買の二つの行動が交替的に現れるという連続的プロセスとし，
価値の階層性によって顧客が価値に対する認知の心理的プロセスを反映するため，顧客知
覚価値の研究を更に深化させた。 
 
５ 顧客受取価値モデル 
Kotler（2000）は，顧客は様々な製品やブランドに対し，どれを選択するのは顧客が製
品の価値の中に知覚した最も高い価値によることを示唆した。限られる探索コスト、商品
知識、所得等の要因により，顧客が常に価値の最大化を求め，そのために顧客が価値に対
する期待を形成し，またこの期待価値に従って行動し，彼らは企業の提供物の価値が自分
の期待価値と一致するか否かを考慮し，その価値の一致性が満足や再購買に影響を与える
と指摘した。この考えを踏まえて、Kotler は顧客受取価値（Customer Delivered Value）モ
デルを提唱した。顧客受取価値は総顧客ベネフィットと総顧客コストとの差として捉えら
れる。総顧客ベネフィットは製品ベネフィット（機能、信頼性、希少性等）、サービスベ
ネフィット（アフターサービス、メンテナンス等）、従業員ベネフィット（対応態度、商
品知識等）、イメージベネフィット（企業イメージ、ブランドイメージ等）との４つの部
分を含む。それに対し，総顧客コストは金銭的コスト（販売価格、メンテナンス費用、配
送費用等）、時間的コスト（納品までの時間、交渉に必要な時間、使用方法の理解に必要
な時間等）、労力的コスト（商品の探索や購入に必要な労力、商品の持ち帰る労力等）、心
理的コスト（初回購入時の不安やストレス等）を含む。Kotler（2000）は、企業が総顧客
ベネフィットの増加と総顧客コストの低減という両面から顧客受取価値を向上させるよ
うに努力すべきと指摘した33。 
 
 
 
顧客目標 
期待される属性
及び性能 
期待される結果 
目標に基づく満足 
結果に基づく満足 
属性に基づく満足 
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図３－６：顧客受取価値モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Kotler（2000）,恩藏直人監修・月谷真紀訳（2001）『コトラーのマーケティングマ
ネジメント ミレニアム版』,p.45. 
 
また Kotler は、期待価値という概念を導入し，総顧客コストを見積もる時に基準を与え
るため，顧客知覚価値の理論研究に大きな貢献を与えた。また顧客のベネフィットとコス
トを細分化することにより，顧客知覚価値の構成を豊富なものにした。 
 
６ 顧客知覚価値差異モデル 
Jeanke，Ron and Onno（2001）は，企業と顧客という２つの視点に基づき，ビジネ
スプロセスの展開に伴い，顧客知覚価値が曖昧な概念から市場における具体的な商品に形
成される全過程について述べた。まずビジネスプロセス展開の初期段階にて，企業は自ら
考え出した顧客のニーズおよび企業自体の戦略・能力・資源に従い，「意図的価値（intended 
value）」を形成する。それに対して顧客は自分のニーズによって「得たい価値（desired 
value）」を形成する。ここで，企業と顧客との間に顧客のニーズに関する情報は非対称性
があり，あるいは企業は顧客のニーズを調べる時に自らの思い込みを多く入れるために，
企業の「提供したがる価値」と顧客の「欲しがる価値」との間に「情報の差（information 
gap）」がある。 
その後実際の商品が開発されて市場に導入され，企業に開発された商品は「設計価値
（designed value）」を持つ。しかし技術上の制限や資源の不足等の原因で，「意図的価値」
と「設計価値」との間に「設計の差（design gap）」がある。顧客は予想する商品の性能
に対する期待に基づいて「期待価値（expected value）」を形成する。社会環境や科学技
術の発展等の客観的な要因の制限で，市場における提供物は顧客の「期待価値」と完全に
合わせることが難しいため，「欲しがる価値」と「期待価値」との間に「折衷の差（compromise 
gap）」がある。顧客の価値に対する主観的な知覚により，「期待価値」と「設計価値」と
の間に「知覚の差（perception gap）」がある。最後商品を使用した後，「受取価値（received 
value）」と「期待価値」との間に「満足の差（satisfaction gap）」がある。 
このモデルは、企業と顧客の両者の視点で顧客知覚価値を細分化し，それによって企業
に顧客知覚価値の内容や形式を正しく認識させ，如何に顧客とのギャップを埋めることが
できるのかという理論的根拠を提出した34。 
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図３－７：顧客知覚価値差異モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
出所：Jeanke W.van der HaarRon G.M.Kemp Onno Omta(2001),” Creating Value that Cannot Be 
Copied” Industrial Marketing Management, 30(8), p.630. 
 
以上，６種類の主流的な顧客知覚価値の理論およびモデルに説明を行った。Zeithaml
（1988）のトレードオフモデル、Monroe（1990）の比較理論および Ravald，Gronroos（1996）
のプロセスモデルは、顧客にとっての価値が顧客に知覚される利益と製品やサービスを獲
得するために費やされるコストを比較した後に製品やサービスに対する全体的な評価で
ある。これらの理論は，顧客知覚価値を正確に認識するための理論的根拠や方法を提供し
た。また顧客知覚価値の内部構成について，Woodruff（1997）の階層型モデル、Ravald，
Gronroos（1996）のプロセスモデルおよび Kotler（1999）の顧客受取価値モデルにより，
顧客知覚価値の複雑性や動態性を提示し，多次元の構成要素（従業員価値、イメージ価値、
関係価値等）が含まれることを明らかにした。それにより顧客知覚価値を深く理解するた
めの重要な役割を果たした。最後，Jeanke,Ron and Onno（2001）の差異モデルは、企業側
と顧客側のそれぞれの価値を比較することによって、その間に差が存在することを明らか
にするための実践的な意義を持っている。 
 
 
第三節 顧客知覚価値の測定 
以上のように，顧客知覚価値の概念形成、理論モデルの側面から顧客知覚価値を整理し
てきたが，まだ理論的研究の段階に止まっている。顧客知覚価値が如何に定量的に測定さ
れかつ企業の実際業務に応用されることは，今後注目される分野となる。以下，顧客知覚
価値の構成要素、測定尺度の視点から顧客知覚価値の測定に関する研究を説明しよう。 
 
１ 顧客知覚価値の構成要素 
顧客知覚価値の構成要素に対する研究は、まず単一次元の知覚利得から二次元の利得・
犠牲のトレートオフに発展し，その後多次元に拡大し，リレーションシップ等の要素も取
り入れられた。現在多くの実証研究は、Zeithaml（1988）の定義に基づいて２つの手法を
用いながら SEM を通して様々な仮説検証を行い，すなわち顧客知覚価値を多次元の構造
を有するものとして研究する。Zauner,Koller,Hatak(2015)は、近年の顧客知覚価値に関する
研究に対して文献レビューを行い，多次元の構造に対して、研究ごとの反映的指標
（Reflective Indicators）・形成的指標（Formative Indicators）35を整理した。 
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表３－３：近年の顧客知覚価値の多次元構成に関する実証的研究 
学者 理論ベース 
一次元（指標数） 高次元（指標数） 
反映的指標 
反映的 
指標 
形成的 
指標 
De Ruyter et 
al.(1997) 
Hartman(1967) 
and 
Mattsson(1991) 
情緒的価値（５）、実用的価値
（５）、合理的価値（５） 
  
Lapierre(2000) Zeithaml(1988) 
and Slater(1997) 
代替ソリューション（３）、製
品品質（４）、製品のカスタマ
イズ性（４）、確実性（４）、
技術的競争力（５）、業者イメ
ージ（２）、信頼性（５）、一
致性（４）、価格（５）、時間・
負担・エネルギ（５）、もめ（３） 
ベネフィ
ット（１
０）、犠牲
（３） 
 
Sweeney and 
Soutar(2001) 
Sheth et 
al.(1991) 
情緒的価値（５）、社会的価値
（４）、機能的価値（品質）（６）、
機能的価値（価格）（４） 
  
Mathwick et 
al.(2001) 
Holbrook(1994) 見た目（３）、娯楽性（３）、
現実逃避（３）、享受性（２）、
効率性（３）、経済的価値（３） 
美学（２）、
娯 楽 性
（２）、優
れたサー
ビス（２）、
顧客の収
益性（２） 
 
Petrick(2002) Zeithaml(1988) 品質（４）、情緒的反応（５）、
評判（５）、金銭的価格（６）、
行動的価格（５） 
  
Wang et 
al.(2004) 
Sweeney and 
Soutar(2001) 
機能的価値（４）、情緒的価値
（５）、社会的価値（３）、知
覚犠牲（６） 
  
Lin et al.(2005) Sweeney and 
Soutar(2001) 
ウェブサイトデザイン（５）、
充実性・確実性（３）、セキュ
リティ・プライバシー（３）、
顧客サービス（３）、金銭的犠
牲（２） 
 知 覚 価 値
（５） 
Liu,Leach,and 
Bernhardt(2005
) 
Anderson and 
Narus(1998) 
コアサービス（３）、サポート
サービス（４）、経済的価値（３） 
顧客価値
（３） 
 
Pura(2005) Sheth et 
al.(1991) 
社会的価値（３）、情緒的価値
（２）、知的価値（３）、環境
的価値（２） 
  
Carlos Fandos 
Roig et 
al.(2006) 
Sanchez Fernan 
dezand Iniesta 
Bonillo(2006) 
機能的価値体系（４）、機能的
価値連絡先（４）、機能的価値
サービス（４）、機能的価値価
 知 覚 価 値
（６） 
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格（３）、情緒的価値（５）、
社会的価値（２） 
Sanchez Fernan 
dezand Iniesta 
Bonillo(2006) 
Sweeney and 
Soutar(2001) 
機能的価値体系（４）、機能的
価値連絡先（４）、機能的価値
製品（４）、機能的価値価格（３）、
情緒的価値（５）、社会的価値
（４） 
 知 覚 価 値
（６） 
Whittaker,Ledd
en,and 
Kalafatis(2007) 
Sheth et 
al.(1991) 
機能的価値（６）、知的価値（３）、
イメージ（５）、情緒的価値（３）、
価格／品質（３）、社会的価値
（２） 
 価値（６） 
Philstrom and 
Brush(2008) 
Sheth et 
al.(1991),Sween
ey and 
Soutar(2001) 
金銭的価値（３）、利便性価値
（６）、情緒的価値（４）、社
会的価値（３） 
  
Ruiz et 
al.(2008) 
Zeithaml(1988) サービス品質（４）、サービス
公平さ（４）、信頼性ベネフィ
ット（５）、知覚犠牲インデク
ス（３） 
 サ ー ビ ス
価 値 イ ン
デ ク ス
（４） 
Sanchez Fernan 
dez et al.( 2009) 
Holbrook(1994) 効率性（５）、品質（４）、社
会的価値（３）、娯楽性（４）、
美学（４）、利他的価値（４） 
消費者価
値 
 
出所：Zauner,Koller,Hatak(2015),”Customer Perceived Value-Conceptualization and Avenues for 
Future Research”,Cogent Psychology,2 によって一部省略。 
 
表３－３のように，多くの実証研究によると，顧客知覚価値は多次元の構造を有するも
のと分かった。またその一次構造を分析する際に，全ての研究が反映的指標（Reflective 
Indicators）（あるいは結果的指標とも呼ばれるもの）であり、その後の潜在変数を反映し
ている。管理学における定量的研究には形成的指標（Formative Indicators）より反映的指
標のほうがより効率的に検証できる。その理由は、C.E.Spearman(1904)の古典的テストモ
デルにおいて個々の反映的指標がいずれも潜在変数の不偏推定（unbiased estimator）であ
り，検証的因子分析を用いれば潜在変数を推定できる。形成的指標で潜在変数を構成する
場合には、そのモデルが識別不可モデル(underidentified model)であるため，結果変数と共
に構造モデルを構築しないと識別可能にならない。つまり反映的指標で潜在変数を推定す
ることは測定モデルのみで可能である。形成的指標で潜在変数を測定することは測定モデ
ルと構造モデルの両方が必要となる。また村山(2012)は、「全ての項目が異質で構成概念
に独自の寄与をしていると仮定されている。この時，異質の項目が何故単一の構成概念を
構成できるのかを正当化することが難しい」36と指摘した。以下には上述の顧客知覚価値
の次元性を詳しく説明を行う。 
（１）一次元構成 
知覚価値は一元的なものであり，利得に限られるものだと認識する（Hamel，1994；Grewal 
et al,1998;Eggert and Ulaga,2002;Yang and Peterson,2004;Lin,Sher and Shih,2005）37。これらの
学者は顧客に知覚された価値を全体的に評価する。単一次元の測定表を用いて調査対象に
各自の購買行動に感じられた価値に対して順位を付けさせるという測定方法である。しか
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し，単一次元の測定表は調査対象が価値に対する理解が同じであることを仮定し，また研
究者が調査対象に対して調査質問を如何に説明することもコントロールできなく，その結
果，調査対象が質問に対する理解は一致するか否か，または研究者の最初の目的に一致す
るか否かが分からなくなる。そのために，単一次元の顧客知覚価値測定表で顧客知覚価値
を測定することが不完全である。 
（２）二次元構成 
Monroe（1991）は知覚価値が獲得価値と取引価値を含むものと指摘した。かつこの２
つの要素を知覚価値の測定尺度とする。獲得価値を製品やサービスを獲得する時の知覚利
得に定義し，取引価値を取引に感じられた心理的満足あるいは楽しさに定義する38。 
Babin ら（1994）は，顧客知覚価値は２つの利益を含むと指摘した。すなわち,142 万功
利主義利益および享楽主義利益である。功利主義利益とは消費ニーズの刺激によって促さ
れる購買行動であり、いわゆる商品が慎重的および効率的に買われる。一方で享楽主義利
益とは主観的な行動で，商品やサービスの面白さによって引き起こされる購買行動である
為，購買者の潜在的な娯楽および感情的な価値を反映する39。 
Babin ら（1994）の研究を踏まえて Chandon（2000）は，功利主義利益は節約、品質、
便利さ等の内容を含み，主に消費者が利益の最大化、効率の向上および金銭や時間等のコ
ストの節約に対する追求を促す。享楽主義利益は娯楽、冒険、個人価値等を含み，主に内
的刺激、娯楽および自己尊重に関するものと指摘した40。 
（３）三次元次構成 
二次元構成を基にして，Kenward と Roger（1997）は、顧客知覚価値を３つの次元に拡
大する。すなわち，経済的利益、知覚的利益および感情的利益である。このうち経済的利
益は金銭で量られる経済価値であり，比較的に低い価格、獲得コスト、所有コスト、使用・
保守コストおよび処分コストを指す。知覚的利益は主に製品利益、サービス利益およびブ
ランド利益を含む。感情的利益は無形または金銭で量り難い利益，例えばメーカーの名声
である41。 
Ruyter ら（1997）は、価値学に基づく知覚価値次元を提唱する：感情的価値、実践的価
値およびロジック的価値である。感情的価値は消費エクスペリエンスで引き起こされる情
緒または感情を示し。実践的価値は消費に関する機能利益であり，ロジック的価値はコス
トおよび利益に注目する42。 
Gwinner ら（1998）は，サービス企業を研究対象として，顧客に良好なリレーションシ
ップ価値を提供する重要性を指摘し，また３つの顧客知覚価値，すなわち信頼、社会およ
び特殊取扱いを提示した43。 
Parasuraman（2000）は、「サービス品質」を顧客知覚価値の一つの重要な構成要素とし
て，顧客知覚価値の構成要素を製品品質、サービス品質および価格に分類する。その理由
として，優れる製品および合理的な価格のみでは市場において競争優位を長く保つことが
できず，サービス品質が製品品質や価格よりライバルに模倣され難いと指摘した44。 
（４）四次元構成 
Burns（1993）は，顧客知覚価値を４つに分類する。つまり製品価値、使用価値、所有
価値および顧客が評価において形成された全体的な評価価値である。そのうち，製品価値
が Woodruff（1997）に提唱される価値層別モデルにおける製品属性価値に類似し，使用
価値および所有価値が使用結果にもたらされる価値に対応し，全体的な評価価値が顧客の
目標に達した後にもたらされる価値に対応する45。 
Kantamneni and Coulson（1996）は，ある商学院の学生に対して調査を行い，製品知覚
価値を４つ次元で確認した。それは、社会価値、経験価値、機能価値および市場価値に分
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けられる。そのうち，社会価値は製品の社会に対する意義あるいは価値と定義している。
経験価値は顧客の製品に対する感覚に関するものである。機能価値は製品に対する信頼度
と安全度に関するものである。市場価値は製品のその価値に対する価格である46。 
Jarvenpaa and Todd（1997）は，ネットショッピングの研究により，インターネット環
境の下で顧客知覚価値が製品、サービス、購買エクスペリエンスおよび購買リスクで構成
されるものであり，価値の向上は製品の品質、多様性、面白さ、サービス品質を高め，製
品の価格、不便さおよびリスクを下げることによって実現されることを提唱する47。 
Parasuraman and Gwinner（2000）は，顧客知覚価値は獲得価値、取引価値、使用価値お
よび買戻し価値という４つの価値で構成される動的構造と指摘する。獲得価値は金銭的対
価で得られる利益である。取引価値は消費者が取引から得られた楽しさである。使用価値
は製品やサービスから得られる効用である。買戻し価値は買取りあるいは製品の耐用年数
またはサービスの有効期限までに得られる利益である48。 
Sweeney and Soutar（2001）は，Sheth，Newman and Gross（1991）の理論に基づき，顧
客知覚価値を次の４つの次元に分類している。機能価値（価格要因）は、顧客が製品の短
期的あるいは長期的コストの減少に対して感じられる効用である。機能価値（品質要因）
は、顧客が獲得した製品の知覚品質および性能にもたらされる効用である。感情価値は製
品の感情要因に引き起こされる効用である。社会価値は製品に引き起こされる社会的地位
に対する強化能力の効用である。彼らは、各次元が互いに独立しながら関連性も持つもの
だと指摘している49。 
（５）五次元構成 
Sheth,Newman and Gross（1991）は，顧客知覚価値に対してより広い理論的枠組みを提
唱し，消費者の選択を多重な消費価値次元の関数として捉え，かつこれらの次元が異なる
選択シーンにおいて異なる作用を有する。彼らは一般的な分類方法を提出し，価値を５つ
の次元に分けた。①機能価値：製品は効用あるいは機能の目的を満たせる実体的属性を有
し，例えば耐久性、実用性および価格である。これらの属性は顧客が購買する時の評価根
拠といえる。②社会価値：一つの製品またはブランドは顧客を他の社会的グループに連結
させるために，顧客に提供する効用である。顧客が製品を使用するのは社会に認めてもら
うためであり，あるいは社会的規範に一致させる為である。顧客の目的は単なる機能的ニ
ーズを満たせるだけでなく，自らの社会的地位を示すこともある。③感情価値：製品およ
びブランドが顧客の感情または情緒を変える能力と効用である。顧客は感情価値を有する
製品を使用すると自らのある感情を呼び起こすことができ，またはその感情を持続させる。
④認知感情：製品やブランドが顧客の好奇心を引き起こすことができ，顧客が知識に対す
る追求を満たす。⑤情景（シーン）価値：特定シーンにおいて製品が一時的な大きい機能
的あるいは社会的価値を提供し，特定シーン以外の場合にはその価値が下がる50。 
 Petrick（2002）は，サービス知覚価値測定尺度に対する研究により，Zeithaml（1988）
のサービス品質モデルに基づき，５次元のサービス知覚価値モデルを提唱する。このモデ
ルは５つの次元を含み，それぞれは行為価格、貨幣価格、感情反応、品質および声望であ
る。その中で，行為価格は製品やサービスを獲得するために費やされる非貨幣のコストで
ある。貨幣価値は製品やサービスの価格である。感情反応は，製品やサービスが顧客にも
たらした楽しさに対する評価である。品質は、顧客が製品およびサービスに対する全面的
な評価である。声望は，顧客が知覚した製品やサービスのイメージである51。 
Wang ら（2004）は，Sweeney and Soutar（2001）のコンセプトを改良して，知覚犠牲と
いう次元を加えたものである。なお，知覚犠牲はある製品またはサービスを獲得するため
に払われた金銭あるいは非金銭の代価を指す，例えば時間、努力等である52。 
91 
 
２ 顧客知覚価値の測定尺度 
James and Dipak（1993）は、先行研究を整理したうえで実践によく用いられる９種類の
顧客知覚価値の評価方法を整理したもので，それらの方法は主に製品の属性および特徴の
視点で顧客知覚価値を測定し，工業製品の顧客知覚価値によく使われる53。Gale（1994）
は，品質と価格の２つの属性を用い，シンプルな顧客知覚価値マップを介して各ブランド
に対する知覚価値を測定する54。Indrajit and Wayne（1998）は，３次元構造（ブランド、
属性、市場細分化）を用いて市場における各ブランドに対する知覚価値を測定し，顧客知
覚価値を評価するバリューマップ（Value Map）を提唱した55。Parasuraman（1997）は，
顧客が初回購入から短期的顧客を経て長期的顧客の転換に伴い，彼らの価値評価基準が
徐々に全面的・抽象的になり，それによって顧客知覚価値観測モデルを提唱した。Flint
ら（2001）は，顧客の緊張感が顧客期待価値の変化をもたらす主な原因であり，影響力、
期待の度合い、一時的な衝動、環境の変化および能力が顧客に緊張感をもたらすものであ
ると指摘し，また顧客期待価値変化モデルを開発した56。Hogan（2001）は，価値中心の
識別、不確定性の評価、関係モデルの構築および重要な変量に対する分析という４つのス
テップで期待関係価値を測定することを提唱した57。Sweeney and Soutar（2001）は，１９
項目の指標を含む顧客知覚価値の測定体系―PERVAL モデルを提唱し，このモデルを用い
て顧客知覚価値を測定し，この４次元の構成体系が価格、品質、感情、社会という要素が
含まれる58。 
以上の要約により，学界における顧客知覚価値の測定尺度を多くの学者から指摘してみ
た。ここにおいて，Gale（1994）、Woodruff（1996）、Parasuraman（1997）および Sweeney 
and Soutar（2001）の４つの測定尺度がよく引用されるため，以下には詳しく説明する。 
（１）Galeの二次元測定尺度 
Gale（1994）は，顧客知覚価値が一定の価格に対する品質であることを提唱するうえ
で，品質と価格の２つの次元に基づいた顧客知覚価値の測定尺度を作成した。ここにおい
て，品質次元は顧客の購買行動を促進する製品属性である。価格次元は、顧客が支払った
実際の貨幣および知覚したコストを含むもので。その具体的な測定方法は以下のステップ
がある。 
①品質と価格を細分化する。細分化方法はフォーカスグループインタビューなどに通じ
て顧客が品質と価格に対して具体的にどの所に関心を持つかを把握する。 
②顧客に惹かれる要素に重みを付ける。インタビューされる消費者に百点の点数をそれ
ぞれの要素に分配させる。 
③消費者が各ブランドにおける各価値要素のパーフォマンスに対する知覚を測定する。
インタビューされる消費者に十点満点で各ブランドにおける各価値要素のパーフォマン
スに点数を付ける。 
④本企業の製品がライバル企業の製品に対して品質に関する各要素の相対点数を計算
する。すなわち，ある要素の相対点数＝本企業の該要素の点数／ライバル企業の該要素の
点数 
⑤同様の方法で価格を測定し，最終的に本企業の価格に関する各要素の相対点数が得ら
れる。 
⑥本企業に提供される顧客知覚価値を計算する。 
顧客知覚価値＝Σ（品質に関するある要素の相対点数×この要素の重み）／Σ（価格
に関するある要素の相対点数×この要素の重み） 
以上の測定結果に基づき，品質と価格を横・縦座標として価値マップを作成する。Gale
（1994）の顧客知覚価値の測定尺度は、企業とライバルが提供する顧客知覚価値を直接に
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比較できる方法を提供し，顧客知覚価値の測定においてライバルのことを加え，また本企
業の点数をライバルの点数で割ることによって得られる相対点数を、本企業の顧客知覚価
値とすることによって顧客志向と競争志向を結合した。 
しかし，この方法では顧客の心理活動を反映することができず，製品属性以外の影響要
因を無視し，また定性的研究に留まり，定量的に実証されていない。かつ品質および価格
に対する細分化は，詳細的に記述されていない。具体的な操作において，消費者に異なる
ブランドを評価させることは実に難しい。一般的に全ての評価ブランドに対して使用経験
を持つ消費者が極めて少ない。 
（２）Woodruff の三次元測定尺度 
 Woodruff ら（1996）は，顧客知覚価値に対する３次元測定尺度を提唱した。このモデ
ルは、主に企業が市場機会分析において顧客知覚価値を識別・測定することに役立つ。こ
のモデルは、顧客の購買意思決定における手段目的連鎖モデル（Means-end Chain）を顧
客知覚価値に対する測定に取り組み，顧客知覚価値を製品属性レベル、結果レベルおよび
目標レベルの３つレベルに分けた。顧客はまず製品の属性に対して期待および知覚を形成
し，そしてこれらの属性が顧客の使用過程において結果をもたらし，これらの結果が顧客
のニーズに対する目標をある程度で達成する。それと共に顧客は結果が目標に対する達成
度に従って各結果の重みを決定し，製品属性が結果に対する貢献によって異なる属性の重
みを決定する。Woodruff らは、製品属性が結果および目標の実現手段にすぎないで，結
果や目標のレベルから顧客を分析しないと，顧客はなぜこれらの製品属性を必要とするか、
または他の属性を必要とするか等のより深い問題が分からないではないかと指摘した。そ
のために，企業が市場機会を分析する際に顧客の知覚価値を正確に把握しようとすれば顧
客が結果や目標に対する評価を掘り起こさないといけない。 
Woodruff らは二段階測定プロセスを提唱した。第一段階の目標は顧客知覚価値の構成
レベルに応じて顧客知覚価値の構成要素を表す。「玉ねぎの皮むき」の方法によって製品
の属性レベルから深層面接法（depth interview）等の定性的研究方法を用いて顧客にイ
ンタビューを行い，最終的に顧客が関心を持つ属性レベル、結果レベルおよび目標レベル
における各価値要素を解明する。またこれらの要素をまとめて集計する。第二段階の目標
は、顧客が企業の価値要素においてのパフォーマンスに対する知覚を測定する。取得され
た価値要素を用いてアンケート用紙の質問項目を作成し，顧客満足の測定方法を利用して
アンケート調査を行い，顧客に企業の価値要素においてのパフォーマンスに対して評価さ
せ，そして相関分析と回帰分析によって各価値要素の重みを統計し，最終的に企業が提供
する顧客知覚価値を解ける59。 
 Woodruff らが顧客知覚価値の階層構造を提示することにより，Gale の顧客知覚価値の
測定次元を豊富して理論性を発展する。また Woodruff らが顧客に直接インタビューする
ことにより，顧客知覚価値の階層性や構造を定性的に説明した。しかし，Woodruff らは
各顧客知覚価値要素の重みをこの要素がその上のレベルに対する重要性と定義するため，
顧客知覚価値全体に対する重要性を提示しなかった。またこの方法は単一のブランドを対
象として測定し，顧客が他のブランドに対する知覚価値を測定しないため，ライバル企業
の影響要因を考慮しなかった。 
（３）Parasuramanの顧客知覚価値観測モデル 
Parasuraman（1997）は，顧客を四種類に分けることにより，顧客知覚価値観測モデル
を構築した。図３－９に示すように，A が「新規顧客」、B が「短期的顧客（再購買者）」、
Cが「長期的顧客（忠実顧客）」、Dが「沈黙顧客（流出顧客）」である。顧客が「沈黙顧客」
にならない場合，時間を経て徐々に「短期的顧客」に変えて最後「長期的顧客」に転換さ
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れる。Parasuramanは、新規顧客が消費属性を重視することは顧客が商品に引き込まれる
重要な要因であり，短期的顧客が消費結果の利得を重視することは過去の消費経験によっ
て再び購入する重要な要因であり，長期的顧客が消費目標において形成された選好は顧客
が重視する長期的価値であり，企業にとっても重視すべき価値であると指摘した。 
 
図３－９：顧客知覚価値観測モデル 
 
出所：Parasuraman, A.(1997),“Reflections on Gaining Competitive Advantage Through 
Customer Value”,Academy of Marketing Science Journal, 25(2),p.156. 
 
このモデルを用いて顧客知覚価値を観察する戦略は異なる目的によって以下のように
分けられる。 
①新顧客を引き込もうしようとする場合，「新規顧客」および「沈黙顧客」が商品やサ
ービスの属性に対する選好を観察し，それによって顧客の特性を商品属性（Attributes）
と結び付け，製品のポジショニングを強化する。 
②顧客の消費経験を改善しようとする場合，「短期的顧客」および「長期的顧客」が消
費結果（Consequences）に対する感想を観察し，それによって現在使われているマーケテ
ィング戦略を調整する。 
③顧客とのリレーションシップを一層に強化しようとする場合，「長期的顧客」および
「沈黙顧客」から取得した消費心理目標（Goal）および価値に関する情報の活用が大きな
役に立つだろう。 
④顧客の流出を防ごうとする場合，「沈黙顧客」に着手し，顧客流出の真の原因を理解
することが重要である。 
⑤将来の競争力を向上させようする場合，顧客との取引履歴から研究を行い，各時点に
おけるこの四種類の顧客の消費行為および心理特徴を記録し，経時変化の資料をまとめて
分析することにより，顧客知覚価値は時が立つにつれて如何に変化したことを理解した上，
真の顧客知覚価値を把握できる60。 
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（４）Sweeney and Soutarの四次元測定尺度 
 Sweeney and Soutar（2001）は、フォーカスグループインタビュー（focus group 
interview）、専門家インタビュー（expert interview）、アンケート調査および統計分析
の一連の定性・定量的な方法を用い，Parasuraman and Zeithaml（1988）の SERVQUAL 測
定表の開発プロセスに基づいて PERVAL（耐用消費品顧客知覚価値）測定表を作成し，該
測定表は 4つの次元を含み，即ち感情、社会、品質および価格であり，合計 19 個項目に
関わる。 
 
表３－４：PERVAL測定表 
次元 項目 
品質 
商品の耐久性が長い 
出来が良い製品 
商品の使い勝手が良い 
商品の出来栄えが悪い 
耐久性が短い 
パフォーマンスは安定性が高い 
感情 
楽しく使用できる 
商品を使いたい 
使用する際にリラックスと感じる 
私が気持ちよく感じるようにさせる 
愉快をもたらす 
価格 
合理的な値段 
値打ちがある 
この値段に対していい商品だと思う 
経済性がある 
社会 
私が他人に受け入れられることに役立つ 
他人の私に対する認識を向上させる 
他人に好印象を与える 
社会的認知を向上させる 
出所：Sweeney, J.C. and G.N.Soutar (2001), “ConsumerPerceived Value: The Development of a 
Multiple Item Scale,” Journal of Retailing, 77(2), p.212. 
 
該測定方法の研究プロセスは以下の通りである。 
 ①Sheth ら(1991)に提示された 5つの知覚価値次元（社会的、感情的、機能的、美感的
および環境的）に基づき，品質と価格のトレードオフ観点と結び付け，初歩的に顧客知覚
価値が以上の７つの次元を含むものと見なす。 
 ②フォーカスグループインタビュー等の定性方法に通じて 97個の項目を作成する。 
 ③専門家にこの 97 個の項目を 7 つの次元に分配させ，必要がない次元と項目を削除す
ることにより，4つの次元と 85個の項目を得る。 
 ④上記の 85個の項目に基づいてアンケート用紙を作成し，２回の調査を行う。 
 ⑤調査データに対する分析結果に基づき，項目を選別・削除することにより，4つの次
元と 24個の項目を得る。 
 ⑥上記 24個の項目に基づいてアンケート用紙を作成し，より多いサンプル数を取る； 
 ⑦調査データを集計して，4つの次元と 19個の項目で構成される PERVAL測定表を得る。 
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 以上のように、Sweeney and Soutar（2001）は、感情、社会、品質および価格の４つの
次元を含む顧客知覚価値測定表を提示し，Gale(1994)と Woodruffら(1996)の研究と比べ，
顧客知覚価値の次元を更に豊富し，測定結果の正確性を向上させた。 
以上，いくつかの典型的な顧客知覚価値の測定尺度を説明したが，それ以外の測定方法
やモデルはまだ数多く存在している。各方法は顧客知覚価値の構成要素や次元性が異なり，
用いられる研究手法も異なるため，最終的な研究成果もそれぞれである。 
上文の通り，Parasuraman(1997)は、顧客を４種類に分けて顧客知覚価値の階層構造と
結合することにより，顧客知覚価値の観測モデルを提示し，企業が顧客知覚価値を識別・
比較することおよびそれに基づいて顧客リレーションシップの強化と顧客流出の防止に
対する戦略の策定に分析ツールを提供した。 
Gale(1994)は、品質と価格という二次元要素に基づき，顧客調査に通じて二次元構造の
顧客知覚価値の測定尺度と価値マップを開発し，企業が競争と顧客の視点から顧客に提供
した価値を認識することに実務的な分析手法を提供した。 
Woodruff は、顧客知覚価値の三次元構造を利用し，各レベルに対してその価値要素を
示し，顧客知覚価値の次元および構成要素を豊富し，企業が顧客の購買行動およびそのプ
ロセスを全面的に認識するために有効な分析フレームを提供した。 
Sweeney and Soutar(2001)は、Parasuraman と Zeithaml（1988）の SERVQUAL 測定表の
開発プロセスを用いて耐久消費財に対する PERVAL 測定表を開発し，それは顧客知覚価値
の次元および要素内容を更に豊富し，顧客知覚価値の具体的な測定プロセスを提示し，汎
用性がある測定プロセスや手法を示した。それによって学界に顧客知覚価値の測定に関す
る研究の深化に方法論を提供し，企業に特定業態（小売業）の顧客知覚価値の測定に体系
的な分析ツールを提供した。 
 
表３－５：顧客知覚価値に関する諸理論研究の比較 
代表的学者 基礎理論 研究成果 研究方法 
Gale(1994) 顧客知覚価値の品質－価
格のトレードオフ関係 
競争志向における顧
客知覚価値の算出プ
ロセスを開発する。 
フォーカスグループ
インタビューによる
定性研究およびアン
ケート調査による定
量研究 
Woodruff ら(1996) 顧客知覚価値の属性、結
果、最終目標の階層型構
造 
顧客知覚価値の階層
性を解明し，形成プ
ロセスを解明する。 
インタビューによる
定性研究 
Parasuraman(1997) Woodruff の階層型構造お
よび顧客分類 
Woodruff の理論を発
展させ，顧客知覚価
値の観測モデルを提
示する。 
先行研究の整理や比
較による定性研究 
Sweeney and Soutar
（2001） 
Parasuraman と Zeithaml
（1988）の SERVQUAL 測定
理論 
顧客知覚価値の四次
元構造を示し，耐用
消費品に対する顧客
知覚価値の測定手法
を開発する。 
フォーカスグループ
インタビューによる
定性研究およびアン
ケート調査による定
量研究 
出所：筆者作成 
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つまり，顧客知覚価値の測定に対する研究成果は顧客知覚価値の内部構造を更に明らか
にし，企業に顧客知覚価値をより深く理解させるために多くの分析手法を提示する。 
 
第四節 顧客知覚価値の法則定立的ネットワークにおける位置づけ 
 2014 年米国のマーケテイングサイエンス研究所（MSI）が発行した「2014-2016 Research 
Priorities（研究優先順位）」において「One of the most important tasks in marketing is to create 
and communicate value to customers to drive their satisfaction, loyalty, and profitability. Any 
insights in this area have significant implications for the long-term financial health of an 
organization.（マーケテイングにおける最も重要な任務の一つは顧客に価値を創出・伝達
して彼らの満足度、ロイヤルティおよび収益性をもたらすことである。この分野における
全ての洞察は組織の長期的な財務健全性に重要な影響を及ぼす。）」61と提示した。つまり，
顧客知覚価値の次元性や内的構造を解明することは必要であるが，より重要なのはこのコ
ンセプトを用いて如何に顧客に影響を及ぼし，更に企業に影響を及ぼすことを明らかにす
ることである。 
今まで多くの実証研究は，顧客知覚価値の内的構造を明らかにしたうえで，顧客知覚価
値を一つの構成として法則定立的ネットワーク（nomological network）において他構成と
の因果関係を明らかにすることを求めた。この考え方を踏まえて本研究は二段階に分けて
考察する。つまり「顧客知覚価値が何に影響されるか」すなわち先行要因（antecedent）
と「顧客知覚価値が何に影響を与えるか」すなわち結果要因（consequence）に分けられ
る。 
 法則定立的ネットワーク（nomological network）は、Cronbach and Meehl（1955）が提
起した構成概念の妥当性を検証する手法である。具体的にいえば、学者が一つの構成概念
に対してそれを支える基礎理論を持てば，複数の構成概念の間に「何かの関係性を持って
いるではないか」という予測を立てることができる。つまりその構成概念間および構成概
念と測定指標との関係性を示す関係網（causal network）である62。ちなみに前節に提示し
た形成的指標の妥当性はこの法則定立的ネットワークで検証できる。 
 
図３－１０：法則定立的ネットワークの見取り図 
 
出所：村山航（2012）,「妥当性―概念の歴史的変遷と心理測定学的観点からの考察」,The 
Annual Report of Educational Psychology in Japan,Vol.51.p.119. 
１ 顧客知覚価値の先行要因 
Woodruff（1997）は、顧客知覚価値の形成に対して７つの先行要因を挙げている。それ
ぞれはマクロ的環境、顧客苦情、ライバル情報、顧客の愛顧情報、販売員の訪問レポート、
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ターゲット顧客情報、顧客価値に関する研究データである。それに踏まえて Flint と
Woodruff (2001)は、自動車市場に対する定性研究において，顧客知覚価値の変化をもた
らす要因を顧客需要の変化、顧客組織内部の変化、業者の変化、ライバルの変化、マクロ
的環境の変化としてまとめた63。上記の影響要因は消費者レベルの視点から見ると，各消
費者の内的特性や需要が自らの顧客知覚価値の形成や変化に影響を及ぼすことが分かっ
た。この観点は何の意味を持っているだろうか？前述のように，企業の提供物に価値があ
るか否かを決めるのは企業ではなく，消費者である。だが一つの提供物に対して全ての消
費者が全く同じ価値を知覚しているわけではなく，同じ提供物に対しても消費者達の知覚
価値も千差万別である。では数えきれないほど消費者のそれぞれの知覚価値を如何に把握
するかとの問題に対し，前章に提示した市場細分化いわゆるマーケットセグメンテーショ
ンという手法を利用すれば効率的にアプローチできると考えられる。つまり消費者を何ら
かの基準によって分類してから各セグメントの特徴とそれぞれの知覚価値との影響関係
を解明することである。 
潘（2009）は，中国の携帯電話の利用者に対する定量的研究において消費者をライフス
タイルと儒教的価値観で分類し，各セグメントの価値に対する知覚も異なることを実証し
た。例えば「メンツを重んじる」消費者が知覚イメージ価値をより重視し，「完璧主義」
の消費者が知覚機能価値をより重視するなどの結果が挙げられる。 
Wang and Liu（2011）は，ネットワーク販売に対する研究により，顧客知覚価値の駆動
要因をマーケティング環境、企業のマーケティングに対する努力、支払いまでのプロセス、
サービス、顧客の五つに大きく分けて合計１７項目に分類した。その中に顧客を経済的要
因、ライフスタイル、文化要因で分類して知覚価値への影響を実証した。 
消費者は，個人の内的特性が自らの知覚価値に影響を及ぼす一方で，外的刺激を受けて
知覚価値にも影響を及ぼされるであろう。前章で心理学の知覚と知識の概念を説明した。
消費者は、外部情報を知覚・学習して頭の中に解釈してから企業や商品に対する判断や評
価いわゆる主観的な考え方に影響を及ぼす。そのために消費者にとっては外的刺激への知
覚状態が価値への知覚にも影響を及ぼすと考えられる。外的刺激とは政治や文化などのマ
クロ的環境の変化、競合企業の動向、業界全体の変化、科学技術の進歩など多く挙げられ
る。本研究は、消費者の製品やサービスを提供する企業に関する外的刺激に着目して整理
していく。 
Berry（2000）の研究は，ブランドエクイティが消費者の知覚価値に影響を及ぼすこと
を実証した。具体的にいえば、消費者にとってブランドの名称や標識に対する認知が高け
れば，消費者が製品やサービスへの識別を解釈・記憶することに有利であり，物的機能価
値以上の社会的価値と心理的価値を知覚でき，それによって意思決定を容易に下すことが
できる64。 
 馬と郭（2002）は，製品要因（入手容易さ、利用利便性、雰囲気、キャンペーンなど）、
ブランド要因（宣伝メディア、コラボレーション、イメージキャラクターなど）、リレー
ションシップ要因（特別待遇、イベントなど）は顧客知覚価値に影響を及ぼすことを提示
した。Wang and Liu（2011）は企業の製品戦略、価格戦略、チャネル戦略、販促戦略いわ
ゆるマーケティング戦略に対する工夫が顧客値知覚価値に影響を及ぼすことを指摘した。
同じように董（2015）は椿油の消費者を対象とした定量的研究にも企業のマーケテイング
戦略が顧客知覚価値に影響を及ぼすことを実証した。 
 以上の文献整理により，顧客知覚価値が顧客の個人特性および外的刺激への知覚に影響
されることが分かった。Flint,Woodruff,Gardial (1997)によれば，顧客知覚価値の影響
要因が環境要因、企業要因、顧客要因の三つに分けられる65。そこで本研究はこの分類を
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踏まえて消費者視点での企業要因と消費者の内的特性に絞り込んで研究を打ち込む。 
  
２ 顧客知覚価値の結果要因 
 顧客知覚価値の結果要因，つまり顧客知覚価値が何に影響を及ぼして何の結果をもたら
すのを論じる前に，顧客知覚価値を研究する意義について再び振り返ろう。1980 年代に
米国の製造業をはじめとして TQM（Total Quality Management 総合的品質管理）という考
え方が流行ってきてその後全世界に広がっていった。TQM とは組織内における全てのプ
ロセス、製品、サービスの品質を常に向上させ続ける為の全社的な取り組みである。その
目的は、品質の向上を通して顧客を満足させて更に企業の収益を向上させるためである。
しかし、科学技術の進歩、作業員トレーニングの完備、自動化生産ラインの導入などによ
り，製品の物的品質が消費者の使用上の最低ニーズを満した。Kotler と Keller（2008）は、
「性能品質」と「適合品質」という概念を提示した。彼らは自動車を例に挙げ，「レクサ
ス車はヒュンダイ車より高い性能品質を提供している。レクサスの方が乗り心地がスムー
ズで，速く走り，耐久性がある。しかしレクサス車もヒュンダイ車も，全ての製品がそれ
ぞれに保証された品質を提供するなら，同等の適合品質を提供しているといえる」という
見解を示した。すなわち適合品質レベルでコモディティ化が起こり始めた。しかし性能品
質の向上に注力して差別化を図る場合には顧客志向に変えなければならない。何故なら，
顧客のニーズを無視して単に性能品質を向上させるために最高の原材料を使って最先端
の技術を導入すると開発コストや最終販売価格が大幅に上がって顧客が負担できなくな
ったり，また「過剰品質」と思われるかもしれないため，それ以上の満足度をもたらさな
いことである。この点について、狩野ら（1984）が提唱した「狩野モデル」における品質
と満足度の関係で説明できる。このモデルに当たり前品質を提示した。つまり当たり前品
質が消費者の基本的ニーズを満たすと，顧客満足は一定程度以上に上がらないとのことで
ある。また該モデルは一元的品質と魅力的品質も提示された。すなわち一元的品質と魅力
的品質が消費者のニーズ（明示的・暗示的）を満たせば満たすほど，顧客満足も比例的ま
たはそれ以上に上がる。店内演出の豪華さをランクアップしたり，消費者が思わなかった
サービスを提供したり，消費者を喜ばせて感動させることによって満足度を上げることで
きるとのことである。しかし、ここでは主に消費者が享受したベネフィットをめぐって議
論した。当時 Bolton と Drew（1991）によると，「現在多くの（顧客満足を研究する）学
者は顧客のベネフィットのみを考慮し，顧客の払った犠牲を無視した」66と指摘した。い
い製品やサービスを享受して消費者は喜んでいたが，その代わりに高い料金を払った後，
先ほど享受した製品やサービスの水準と照らしてもう一回考えると，相変わらず満足とい
えるだろうか。 
 以上を整理すると，消費者が享受したベネフィットのみをみれば，消費者の「心」と「お
財布」が同時に満足しているか否かを把握できないことは分かった。小野（2010b）は「卓
越した品質や性能をもつ商品･サービスは高い知覚品質として表すことができるが，それ
が満足そのものを反映するとはかぎらない。なぜなら，過剰品質や機能疲労といった，顧
客の期待や使用能力を上回るほど知覚品質の高さは，かえって満足を下げかねないからで
ある。同様に，優れた商品・サービスの品質や性能は，それを享受するための支払金額と
の比としての知覚品質で見た場合，同様に高い水準になるとはいえない」67と指摘した。 
ここで前述の Zeithaml（1988）は、消費者のベネフィットと犠牲の両方を考慮した顧客
知覚価値概念を打ち出した。その後第二節と第三節に述べたように、多くの理論が発生し
た。この顧客知覚価値は顧客満足をもたらす先行原因として多くの学者によって指摘され
た68（Oliver,1993;Brady and Cronin,2001;Eggert and Ulaga,2002;Lam et,al,2004）。その理由につ
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いて、Sweeney and Soutar（2001）は、「知覚価値が購買前と購買中の段階に発生し，満足
がいつも購買後に起こって評価を行う。価値は例え製品やサービスを使用しなくとも知覚
される。一方で満足は製品やサービスを使用した後の経験によって形成される」69と示唆
した。 
 Heskett ら（1994）は、「サービスプロフィットチェーン Service Profit Chain」を提示した
70。その中にサービスに対する顧客知覚価値の高さは顧客満足の高さに影響を及ぼすと指
摘した。 
Ruyter ら（1997）は、博物館の利用者を対象とした実証研究に顧客知覚価値を感情的価
値と実践的価値とロジック的価値に細分化し，博物館の展示物、館内店舗、レストランな
どのそれぞれの満足に正の影響を及ぼすことを実証した71。Khan and Kadir（2011）は銀行
業に対する実証研究において顧客知覚価値を知覚品質価値と知覚関係価値に分け，それぞ
れが顧客満足に正の影響を及ぼすことを実証した72。 
 
３ まとめ 
 以上を整理すると，本研究は、顧客の個人特性および外的刺激への知覚を顧客知覚価値
の先行要因とし，顧客満足を顧客知覚価値の結果要因とする。村山（2012）が提示した法
則定立的ネットワークの見取り図を借りて表現すれば，図３－１１のように示される。 
 
図３－１１：本研究に関する法則定立的ネットワークの見取り図 
 
 
出所：村山航（2012）,前掲論文,p.119によって筆者作成。 
  
 図３－１１のように，本研究の法則定立的ネットワークを構築した。序論に提示した本
研究の問題意識を踏まえ，以下の４つの問題点を提起してみた。 
① 先行要因となる個人特性は具体的に何を指すだろうか？ 
消費者を見分けるために，前章の市場細分化で説明したようにデモグラフィック変数、
サイコグラフィック変数、行動変数などの様々な基準がある。本研究はコンビニいわゆる
小売業の消費者を研究対象とし，どの基準で消費者を分類するのが適切だろうか？ 
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②先行要因となる外的刺激への知覚は具体的に何を指すだろうか？ 
外的刺激への知覚も同様，本研究は企業要因に着目するが，企業の事業分野や業態によ
ってやることが全く異なる。コンビニが小売企業として，第一章に説明したように様々な
イノベーションを行ったため，今日まで大きく成長してきた。では消費者はコンビニのイ
ノベーションからどのような刺激を受けて知覚するだろうか？ 
③コンビニを利用する消費者の視点で顧客知覚価値の内的構造は何だろうか？ 
 前節に述べたよう、に多くの学者は様々な分野の消費者を対象として実証研究によって
顧客知覚価値の内的構造を研究し，１次元から５次元までの構造を示した。コンビニの消
費者はどの構造に合っているか，それとも独自の構成を持つだろうか？ 
④コンビニを利用する消費者の視点で顧客満足の内的構造は何だろうか？ 
 第二章に述べたように，顧客満足への研究は今まで５０年の間に発展し，様々な理論の
成果が挙げられるが，顧客満足の内的構造に対する研究が意外に少なかった。顧客満足が
単一次元の構成として認識される（Westbrook & Oliver,1991; Sweeney and Soutar,2001）。
しかし、本研究は、その内的構造を解明すべきと考えている。つまり単なる「この店に満
足しているか」という大雑把な質問ではなく，具体的に商品、サービス、接客、綺麗さな
どに細分化し，何に満足しているだろうか？また各項目に対する満足感の背後に共通な部
分がないだろうか？ 
⑤この４つの構成（変数）の間にはどのような関係性を持つか？ 
 上記の説明により，顧客の個人特性および外的刺激への知覚が顧客知覚価値に影響を及
ぼし，顧客知覚価値が顧客満足に影響を及ぼすことが分かった。日中における日系コンビ
ニの消費者という研究背景において前記①②③の問題を解決したうえで，アンケート調査
を通してそれぞれの指標間（即ち図３－１１の下半部）にどのような関係性を持つのかを
検証し，それによって構成間（即ち図３－１１の上半部）にどのような関係性を持つのか
を解明する。 
 
図３－１２：本研究の問題意識を踏まえた問題点 
 
出所：筆者作成。 
 
 以上の４つの問題点を踏まえ，また本研究の問題意識を持ちながら次章に研究視点をコ
ンビニまたは小売業に絞り込んで先行研究を整理しながら検討していく。 
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第四章 先行研究の整理 
本研究は序論の問題意識を持ちながら前章に提示した五つの問題点を踏まえ，４つの構
成すなわち日中における日系コンビニを利用する消費者の個人特性、外的刺激への知覚，
顧客知覚価値，顧客満足をそれぞれ明らかにしたうえで，構成間の影響関係を解明しよう
とした。本研究は先行研究を整理する目的が単に研究モデルにおける各構成の概念をリス
トアップすることではなく，より重要なのはこれらの構成間の関係性を説明することと考
えている。つまり，研究モデルおよび仮説において各構成の間に関係性を持っているのか
についての理論的根拠を示さなければならない。理論的根拠がない構成はその測定尺度の
妥当性が低いと考えられる。換言にすると，定量的研究のツールとしたアンケート項目の
構造が弱く，理論的なものにならない。そこで，第一章と第二章および第三章の基礎理論
のもとで，日中における日系コンビニの消費者の視点から各構成およびその間の影響関係
に関する先行研究を整理する。 
 
第一節 消費者タイプ 
第二章に市場細分化の意義を述べ，顧客を区別するための幾つかの変数が挙げられた。
個々の顧客のニーズをより精確に把握してグループ化するために，個人属性を反映する人
口統計的変数のうえに、心理的変数と行動変数を加えて考察する必要がある1（塩田,2002）。
幾つかのマーケット・セグメンテーションに関する先行研究では，ベネフィットやニーズ
に基づいたセグメンテーションがデモグラフィックあるいは製品の特性に基づいたセグメ
ンテーションと比べて市場ダイナミクスをより正確に把握できることを説明した（Wind 
1978，Lesser and Hughes 1986，Cermak，File and Prince，1994）2。片平（1987）はクラ
スタリング・セグメンテーションという細分化方法を提示し，「多次元な変数に関して類似
したサンプルを分析によってグループ化することにより事後的にセグメントを規定しよう
というものである。それはやってみなければどんなセグメントが出てくるかわからないと
いう性質のものであるので，逆に何が何だか分からない市場で何かが出てくるだろうとい
うことを期待して用いられるケースが少なくない」3と説明した。このセグメンテーション
手法の代表的な例は，「ライフスタイルセグメンテーション」と「ベネフィットセグメンテ
ーション」と挙げられる。具体的なやり方について，塩田（2002）は「ライフスタイル変
数やベネフィット変数などを因子分析，あるいは主成分分析にかけて集約し，抽出された
因子に集約される変数を解釈してそれぞれのセグメントを確定していくという方法，ある
いは因子分析にかけて集約し，因子得点を出してクラスター分析を行い，それぞれのセグ
メントを識別する」4を示唆した。一方で心理的変数としたライフスタイルに対し，鳥居と
近藤（1974）は「ライフスタイルセグメンテーションは広範な製品領域をカバーしようと
するマクロ的なアプローチであり，それだけに個々の製品領域からみれば極めて粗っぽい
ものにならざるを得ない」5という見解を示した。古川（1992）は「ライフスタイルという
概念は消費者を生活という視角でセグメンテーションするユニークな分析手段と考えられ
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る，内容があまりにも広義であるが故に，実証研究をする場合に，変数選択の基準が恣意
的になる可能性が高く，また取り上げられる変数の数がどの程度まで精緻化を求めるかに
よって非常に多くなり，学問上の問題点が生じてきた」6と述べ，ライフスタイルをセグメ
ンテーション変数とした際の欠点を指摘した。ライフスタイルセグメンテーションに対し
てベネフィットセグメンテーションという手法の考え方は「消費者の製品に対する欲求と
態度のパターンを見出し，このようなパターンによるセグメンテーションを基礎とするな
らば，全てのマーケティング活動は極めて効果的になるだろう」ということである。 
では消費者ベネフィットとは何だろうか？ベネフィットの文字上の意味は「利益」、「効
用」である。鳥居・近藤（1974）は消費者行動の視点で説明した。「一般に，我々が商品に
価値を認めた時，欲求は発生する。欲求は人間の行動を引き起こす原動力であり，人間の
行動はその欲求を満たす方向に向かって進むわけである。そして欲求を満たしてくれるも
のが価値であり，従って価値は行動を誘発する。しかし行動が誘発されても，欲求が直接、
行動につながるわけではない。更に内的な制約，すなわち態度や意識構造といった一種の
フィルターを通過せねばならないのである…このような商品に対する消費者の価値、欲求、
態度、意識といったものを総称したものが消費者ベネフィット」7である。平易にいうと，
消費者が商品やサービスに対して何を求めて，そしてそれによって自らの何のニーズを満
たしようとする。例えば，商品に対して高い品質を求めるか，低い価格を求めるか，ある
いは使用上の便利性を求めるかという考えによって購入する商品が異なる。このベネフィ
ットセグメンテーションをうまく使えば，企業の製品やケイパビリティを各セグメントの
顧客のニーズになるべく接近させると，最も潜在的な儲かる客を見つけることができる8
（Yankelovich 1964；Wind 1978）。ベネフィット変数による分類は，様々な選好を持つ
顧客をより直接的に測定する方法を提供し，また企業の管理者により行動指向的な分析手
法を提供している（Haley 1968）。 
Haley（1968）は，歯磨き市場を事例研究としてベネフィットに基づいた細分化方法を提
示し，そこでベネフィットは消費者が商品を探す際に従う最も基本的な要因と指摘した9。
Kotler（2002）は，「顧客にとって真に重要なのは，自分のニーズが何か，それをどのよう
に満たすか，ということである。マーケターが消費者のニーズを特定するためには，その
チョイスコンテキスト―顧客が何を考え、求め、行い、何に悩んでいるか―を理解しなけ
ればならない」10と述べ，企業が顧客にベネフィットをもたらす重要性を提示した。 
以上の整理に従い，本研究は，ベネフィットセグメンテーション，すなわち消費者が何
を求めて行動するのかという視点に立脚して，日中におけるコンビニの消費者を分類する。
そこで，本研究の法則定立的ネットワークにおける個人特性を消費者の異なるベネフィッ
トとして設定する。 
本研究は，日本と中国の消費者を対象として４つの研究を整理する。各研究によって付
けられた名称（消費指向、消費スタイル、消費価値観）が異なるが，いずれも顧客が何か
を求めて消費行動をとるという意味と考えられる。 
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１ 消費指向による分類 
現代の消費者は単なる低価格あるいは高品質のみを目指して消費行動をとるではなく，
自らのニーズや欲望に合わせて多様な消費指向をもたらす。消費指向は，消費者が何を求
めて行動しているのか，その方向を示すものである11。 
 田村（2006）は，日系ＭＪ（流通）新聞のアンケート調査により，まず消費指向を６つ
にまとめた。 
表４－１：日本消費者の消費指向 
指向 解説 
個性化 消費多様化のミクロ的な基盤であり，心の豊かさや自己実現とも関
連する 
選別消費 消費者が不必要なものを買わなくなる。同じ製品カテゴリー内でも
行われるが，もっと重要なのは製品カテゴリー間での選別である。 
品質 高品質、独自の品質、新しい品質、機能などに価値を見いだそうと
する。 
価格 より低価格の製品を求めようとするが，単に安物を買うだけでなく，
値下げに対する期待や良品廉価なども含む。 
健康 
この二つの指向の基盤は消費者が生活に対する不安である。 
安全 
出所：田中正紀（2006）,『バリュー消費 「欲ばりな消費集団」の行動原理』,日本経済新
聞社,pp. 20－22 をまとめた。 
この指向分類に基づき，アンケート調査を経て，そのデータを因子分析によって二つの
因子を抽出した。すなわち，生活の質型の消費者と生活の合理化型の消費者である。この
二つの因子は前記の消費指向の底流にある要因であると指摘した。 
図４－１：６種の消費指向を生み出している因子。 
 
 
 
 
 
 
 
出所：同上書,p.39. 
また両因子の間に関連性がなく，それぞれ独立した因子である理由は「あきらめ型」、「価
値追求型」の消費者が存在するわけである。「あきらめ型」の消費者は，生活の質と生活合
理化をいずれも追求しない。「価値追求型」の消費者は生活の質と生活合理化を同時に追求
する。価値追求とは消費者が製品やサービスに対して自分にとっての価値を追求すること
個性指向 健康指向 安全指向 価格指向 品質指向 選別指向 
生活の質 生活合理化 
因子２ 因子１ 
独立 
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である。田村は，この価値追求型消費者の消費行動をバリュー消費と呼ぶ。そして，「価値
追求型消費者の興隆は，そのバリュー消費を通じて現代消費の動向をきめる基本エンジン
となってきた」12と述べた。 
 田村は，日本の消費市場の変化を考察したうえで，「消費指向は製品の使用やサービスの
利用の経験から生まれる。これらの経験は相まって消費者の生活世界を構成している。あ
る時代の消費指向の土壌は消費者の生活世界であり，そこを源泉として時代を象徴する
様々な消費指向が生まれてくる」13と述べ，異なる消費指向が発生する背景は，日本経済の
変遷であることを指摘した。例えば，品質指向について，「…生活の質の追求は，過去の経
済成長によってもたらされた豊かな生活体験の産物である。…品質指向は所得増を基盤に
した豊かな生活を象徴している。今日でも経済的にゆとりがある高齢者層で，この指向が
特に高くなっているのは，何よりの証拠である」14と述べている。 
 
２ 消費スタイルによる分類 
野村総合研究所（ＮＲＩ）は，日本に多年実施している（2000年、2003年、2006年、2009
年、2012 年、2015 年）「生活者 1 万人アンケート調査」に，消費価値観や消費行動意識の
調査の中で，消費者を「利便性消費」、「プレミアム消費」、「安さ納得消費」と「徹底探索
消費」の４つの消費スタイルに分類した。それぞれ利便性消費とは購入する際に安さより
も利便性を重視する。プレミアム消費とは自分が気に入った付加価値には対価を払う。安
さ納得消費とは製品にこだわりはなく，安ければよいである。徹底探索消費とは多くの情
報を収集し，お気に入りを安く買う。その数値推移は図４－２の通りである。数値の通り
に，日本人の消費者には利便性消費スタイルの人数が最も多く増えている一方，安さ重視
の人が減少する傾向がみられる。 
図４－２：４つの消費スタイルの構成割合の推移。 
 
出所：https://www.nri.com/jp/event/mediaforum/2015/pdf/forum229.pdf 2018 年 4 月
30 日閲覧。 
 
また同社は 2014 年に中国にも「中国中間層調査」という 10600 人のアンケート調査を
108 
 
実施した。30 項目の消費価値観に関する調査で因子分析によって消費者を「先端的消費」、
「安さ納得消費」、「情報探索消費」、「プレミアム消費」、「保守的消費」の五つのスタイル
に分類した。それぞれ先端的消費とはトレンド、個性にこだわりを持って消費する。安さ
納得消費とは商品にこだわらず，できるだけ安価なものを購入する。情報探索消費とは多
くの情報を収集し，お気に入りの商品を探索して購入する。プレミアム消費とは自分が気
に入った付加価値がある商品は例え高価でも購入する。保守的消費とは使い慣れた商品・
サービスから切り替える意思が弱い。その調査結果として，以下３点が提示された。 
①「先端的消費」（26.3%）、「安さ納得消費」（25.3%）に二極化となり，それぞれ約 4 分
の 1 ずつを占める。 
②消費価値観は経済水準によって変化する。すなわち，経済水準の上昇に従って変化し
ていく。「安さ納得消費」は，収入が下位である中間層が最も多い。一方，「先端的消費」
は，収入が上位である中間層が最も多い。 
③多様な消費スタイルが共存する。同じ中間層といえども、多様な価値観が共存してい
る15。 
 
３ 消費価値観による分類 
奥瀬（2014）は，消費者の価値観に対し，野村総合研究所の「マーケティング分析コン
テスト 2013」の調査データに基づき，消費者の消費価値観と耐久消費財カテゴリーにおけ
る消費者行動の関係性を論じた。その中に，３４項目の消費価値観に関する質問を探索的
因子分析を行い，８つの因子を抽出した。 
表４－２：奥瀬（2014）の消費価値観の分類 
因子 解釈 
品質・功利的価値 ブランドよりも製品の品質や功利的価値を重視する 
デザイン・個性 デザインや個性を重視する 
価格非重視 価格よりも品質や利便性，自分の好みを優先する 
準拠集団 流行や周囲の人々や有名人の意見に従って選択し，また自らも周囲
に発信する 
安全・安心 安全や環境に配慮した商品を購入する 
メーカーブランド 価格などよりもメーカーブランドを重視する 
経済性・効率 より安いものを求める傾向があり，また購買効率も重視する 
中古・シェアリング 所有することや新品んであることにこだわらず，他者との共有を厭
わない 
出所：奥瀬喜之（2014）,「消費価値観が消費者行動に及ぼす影響に関する実証分析」『専
修大学 商学論集』99, 専修大学商学部, pp.2－6 をまとめた。 
櫻井ら（2017）は，テレビＣＭが消費者グループへの広告効果に及ぼす影響という研究
において，野村総合研究所の「マーケティング分析コンテスト 2016」の調査データに基づ
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き，消費価値観を「高品質志向性 Quality」ー、「ブランド志向性 Brand」、「流行志向性」、
「健康志向性」にそれぞれ定義したうえで，年齢を加えて k-means 法によるクラスタリン
グ分析を行った。そこでは消費者を「流行に敏感な集団」、「高級志向の集団」、「健康意識
の高い集団」、「消費価値観が希薄な若年層」、「消費価値観が希薄なシニア層」の５つのク
ラスタに分けた。 
 
表４－３：櫻井ら（2017）の消費価値観の定義 
消費価値観変数 消費価値観の定義 
高品質志向性 
Quality 
製品の品質を価値ととらえている傾向を表す消費価値観 
ブランド志向性 
Brand 
よく見知ったブランドや愛好するブランドを重視し，製品を選択す
る際の基準とする傾向を表す消費価値観 
流行志向性 
Trend 
周囲の動向や目新しさを重視して製品を選ぶ傾向を表す消費価値観 
健康志向性 
Health 
健康面で気になることが多い，または健康に関心が高く，製品の選
択に健康への影響を重視する傾向を表す消費価値観 
出所：櫻井義尚,新井啓太,川崎雄大,髙橋恵美,酒巻芳輝,岩田翔,櫻井恵里子（2017）,「CM ク
リエイティブ特性が特定の消費者 グループへの広告効果に及ぼす影響 ―ビール業界への
CM 戦略提案 ―」『Japan Marketing Academy Conference Proceedings』vol.6,p.341. 
 
４ まとめと仮説の設定 
表４－４：消費者タイプに関する先行研究の問題点： 
学者 問題点 
田村（2006） 日本の国情に合わせて分けられた消費者分類が中国の消費者に不適
用な部分がある 
野村総合研究所
（2000～2015） 
同じコンセプトで日中両国に調査を実施した。しかし調査アンケー
トの質問を具体的にみると，主に価格、品質、安全性などの項目が
含まれるが，近年の日中両国とも注目される商品の健康志向性が入
っていない。健康志向性は他の消費生活を楽しめる基盤といえるも
ののため，無視してはいけないと考えられる。 
野村総合研究所
（2014） 
奥瀬（2014） 両研究は特定の分野（耐久消費財、広告）に消費者を分類したが，
小売業のコンビニに不適用な部分が多い。 櫻井ら（2017） 
出所：筆者作成。 
以上の先行研究により，消費者がそれぞれのニーズおよび求められるベネフィットによ
って分けられることが分かった。そこで本研究は消費者のニーズに着目してベネフィット
変数に沿って顧客の類型（本研究は日系コンビニの消費者タイプを呼び，以下消費者タイ
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プと略称する）を明らかにするための測定尺度を開発し，この測定尺度を用いてアンケー
ト調査によって日中における日系コンビニの消費者にはどのような消費者タイプがあるか
を解明する。 
消費者をベネフィットによって分類された後，またデモグラフィック変数などに基づい
て異なるベネフィットセグメンテーションを比較すれば，各セグメントの消費者動向をよ
り正確に把握できる（Haley,1968）。田村（2006）は，前述の消費指向を論じる際にも，「消
費者行動における性差的関係の変化に伴い，消費指向については性別によって大きな相違
が見られる可能性がある」，「消費指向は個人がどのような生活履歴を経てきたを反映する」
と述べ，年齢と性別というデモグラフィック変数の重要性を指摘した。また郷ら（2015）
は，「消費価値観の違いは性別、年齢よりはむしろ経済水準によって決定される。この点は
年収よりは就職、結婚などのライフステージによる消費価値観変化が見られる日本とは異
なる消費者像を映り出している」16と示唆した。 
そこで日中における日系コンビニ消費者の様々な個人属性によってコンビニに求めるベ
ネフィットも異なるのではないと考えたうえで，仮説を立てる。 
H1：個人属性によって消費者タイプは差異がある。 
 
第二節 経営ノウハウのイノベーション知覚と顧客知覚価値 
第一章と第二章にはそれぞれ日系コンビニの経営ノウハウのイノベーションと消費者の
知覚を説明した。 
日系コンビニが成功を収めた理由については，様々な経営ノウハウ（フランチャイズシ
ステム、商品開発、情報物流システムなど）に対して絶えず革新することをよく指摘した
（矢作 1994、金 2001、川辺 2003）。それらを踏まえてコンビニ企業が持続的発展を遂げた
根本的な要因は，顧客ニーズの変化を経営ノウハウのイノベーションによって対応したこ
とといえるだろう。この点について渦原（2008）は，「新たなイノベーションは，その時々
の消費者のニーズや社会変化に戦略的に対応した革新的小売業者によって生み出されてき
ており，小売業は消費者ニーズ、社会変化を映す鏡としての性格と役割を持っている」17と
指摘した。そこでコンビニが時代の変化とともに出てきた新しいニーズ，すなわち消費者
の即時性ニーズを満たした18（矢作，1994）。一方で，知覚とは，人が与えられた情報を選
別し、編成し、解釈し、そこから意味のある世界観を形成するというプロセスである19。し
かし経営ノウハウやそのイノベーションが，企業の視点に立った経営戦略や手法を指すの
に対して，知覚が顧客の視点に立って外部の刺激や情報に対する心理的な処理を指してい
る。両者の関係性について，田村（2006）は「現実の消費者行動は情報の制約された不確
実な世界での行動である。しかし、重要なことは消費者がこの不完全情報に基づいて行動
し，それが企業成果に影響するという点である。だから消費者の知覚世界を理解すること
が不可欠になる。知覚の世界を押さえれば，消費者が現実を情報的にどのように受け止め
ているかが分かる」20と示唆した。 
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顧客は企業のビジネスモデルや技術に関心を持たないが，新しい技術によって新しい体
験をもたらし，新しい価値を創造してくれるかに関心を持っている（Lin et al 2013）。そこ
で，新しい経営ノウハウが成功を収めるためには，消費者視点からの研究が必要である。
何故なら、末端消費者が最終的にそのイノベーションを成功させるか否かを決定するから
である（Kunz et al 2010）。高橋（2016）は，「新しい技術や取り組みがいかに優れており，
実践的であっても，それが消費者に「価値」として受容されなければ，新しいイノベーシ
ョンにはならないのである」21と指摘した。以下，イノベーションに対する定義を整理して
みた。その中から顧客にとって何の意義を持つのかに見当をつけるだろう。 
 
表４－５：イノベーションに関する定義の整理 
学者（年代） 定義 
Hamel（1998） 従来のやり方を覆して顧客のために斬新な価値を創出し，ライバ
ルを超え，また利益関係者に財をもたらす22。 
Christensen（2002） 企業のイノベーションが破壊的な技術革新と合わせ，顧客に価値
を創出するという視点から消費者グループをみつけ出し，顧客に
なる阻害要因を見つけ，非顧客を顧客に変える23。 
Mitehell（2003） 企業が最も適切な方式で顧客に製品とサービスを提供し，また顧
客の不満を取り除くこと。イノベーションがサービス提供、マー
ケティング、広告または CRM など様々な段階に発揮される24。 
Aspara,Tikkanen
（2010） 
従来の市場構造を再構築し，顧客の潜在的なニーズに対し，提供
する価値を飛躍的に増加させ，唯一の運営システムを設計し，新
たなチャネルを開発して従来の競争パターンを根本的に変える
ことである25。 
Casadesus,Masanell
（2011） 
利益関連者は価値を創出できる新たな方法とやり方をみつける
ことである。主に利潤を見出す新たな方法、また企業が顧客、業
者および協力企業に対するバリュープロポジションを見直すこ
とを強調する26。 
高橋（2016） 消費者に知覚・認知され，価値として受容されうるもの27。 
並木（2017） 今までにない切口やものごとの組み合わせなどで，人々に新しい
価値をもたらすことである。偉大なる技術革新や革新的な発想だ
けがイノベーションを生むわけではない28。 
出所：筆者作成。 
上記のようにイノベーションに対する定義が多く挙げられるが，その中に，「価値」とい
う言葉が繰り返して出てきた。何故なら，矢作（1994）は「消費者が小売業者を通して購
入する流通サービスとコスト負担の関係にどのような価値を見出しているのか，それが流
通イノベーションを論じる出発点となる」29という見解を示した。つまりイノベーションを
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行う際に価値の発見、価値の創出、価値の伝達および価値の獲得はいずれも顧客をめぐっ
て行われなければならない。 
コンビニに対して，並木（2017）は「目の前にある現実と向かい合いその一つ一つに対
して，改善を積み重ねていくことでイノベーションは起こる。コンビニが誕生当初から革
新的なアイデアやロジックがあったわけではない。今の世の中や消費者ニーズを丁寧に読
み取り，それに対応できていない現実を自己否定し，改善を続ける。それが結果として新
しい価値を提供するようなものになった」30と述べ，イノベーションは技術的な革新だけで
はなく，重要なのは顧客のニーズを満たし，顧客に価値をもたらすものと指摘した。 
そのために，本研究は，消費者の日系コンビニのイノベーションへの知覚とそのイノベ
ーションによってもたらされた価値への知覚（すなわち知覚価値）という二段階に分けて
検討してみよう。つまり消費者は企業のイノベーションにどれぐらい気付き，そして知覚
した価値にどのような影響を与えるかを解明する。 
 
図４－３：イノベーションへの消費者知覚 
 
 
 
 
 
 
出所：筆者作成。 
 
そのためにまず消費者が日系コンビニのイノベーションを如何に知覚することを明らか
にしなければならない。 
 
１ 消費者のイノベーション知覚 
従来企業のイノベーションへの知覚に関する研究は，主に企業の視点で行われた。例え
ばイノベーションがステークホルダーの知覚を反映するものであり31（Hurley & Hult, 
1998），従業員満足に基づいた企業のイノベーションに関する知覚測定尺度の開発32（Hurt 
and Teigen,1977）などが挙げられる。消費者が如何に企業のイノベーションを知覚するの
に関する研究はまだ少なく，企業イノベーションというより消費者の企業戦略への知覚に
関する研究が幾つか挙げられる。例えば，企業の導入戦略に対する顧客知覚 33
（Boone,Lemon and Staelin,2001）、パイオニアステータスに対する顧客知覚 34
（Kamin,Alpert and Elliott,2000; Niedrich and Swain,2003）、マーケットリーダーシップ
に対する顧客知覚35（Kamin&Alpert,2004;Kamin,Alpert,& Perner,2007）などがある。 
 消費者視点で企業のイノベーションへの知覚に関する先行研究は，主に Kunz et al （2010）
価値提供 
イノベーション 
知覚された分 
知覚された分 
企業 顧客 
ニーズの満足を 
めぐって行われる 影響 
113 
 
のメーカー企業のイノベーション力への知覚に関する研究、Lin et al（2013）、Lin（2016）
のコンビニ企業のイノベーションへの知覚に関する研究がある。以下，具体的に説明しよ
う。 
（１）PFI 理論36 
Kunz et al （2010）は，PFI（Perceived Firm Innovativeness 知覚企業イノベーション
力）理論を提唱した。それは新製品のみへの消費者知覚（Hoeffler,2003）に対し，より全
面的な企業活動に着目して企業全体のイノベーション能力への消費者知覚を研究した。つ
まりこの理論は企業活動の結果（製品、サービス）に対するイノベーション（innovation）
より，企業のイノベーション能力（innovativeness）に着目する。そこで，Kunz et al は
PFIを「ノベル、クリエイティブ、衝撃的アイディアおよびソリューションを引き起こせる
持続的な企業イノベーション能力に対する消費者の知覚」と定義した。すなわち PFI は，
消費者が自らの知識や経験に基づいた主観的なものである。Kunz et al はまず PFI 測定尺
度を開発し，探索的因子分析（EFA）によって７つの因子を抽出した。つまり「この企業
はダイナミックな企業である」、「この企業はクリエィティブな企業である」、「この企業が
いつも新製品を出して流行を生み出す」、「この企業はこの分野のパイオニアである」、「こ
の企業は絶えずに新しいアイディアを生み出す」、「この企業は自らの製品で市場を変えら
れる」、「この企業は先進的で前向きに考える」である。更にこの PFI 概念を用いて消費者
満足と消費者ロイヤルティへの影響を解明するために，期待不一致理論と感情体験
（Emotional Experience)理論という二つの消費者満足理論に沿い，企業の機能的コンピタ
ンス（Functional Competence）とポジティブ感情（Positive Affect）を媒介要因とし，図
４－４の研究モデルを作成し，開発された測定尺度を用いてアンケート調査を行い，実証
的研究を行った。その結果は，消費者の企業イノベーション力への知覚がそれぞれ企業の
専門的コンピタンスと企業へのポジティブ感情を介して顧客満足と顧客ロイヤルティに正
の影響を及ぼすことを検証した。 
 
図４－４：PFI 理論モデル 
 
 
 
 
 
 
 
出所： Kunz W., Schmitt B. and Meyer A. (2010). How Does Perceived Firm 
Innovativeness Affect the Consumer? Journal of Business Research, 64, Figure 1. 
 
PFI 
認知的満足 機能的コンピタンス 
ポジティブ感情 
顧客ロイヤルティ 
感情的満足 
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 不足点：Kunz et al （2010）の PFI概念は新製品そのものだけでなく，イノベーション
の能力への知覚を解こうとする理論である。しかし主に製造メーカー（例えばソニー、ア
ップルなど）に着眼して，測定尺度を開発したものであり，アイディアやクリエィティブ
などの概念はあるが，やはりまだ製品の開発や製造をめぐって製造上のイノベーション力
を論じている。販売上のイノベーションには触れていなかった。この理論は消費者に無形
のサービスも提供することを一つの特徴とした小売業にとっては不適用な部分が多い。 
 
（２）PCRI 理論 
Lin et al（2013）37と Lin（2016）38は，台湾のコンビニを考察したうえに，PCRI（Perceived 
Convenience Retailer Innovativeness 知覚小売イノベーション）という概念を提唱し，
定性研究と定量研究を行った。 
Lin et al（2013）は，先行研究を整理したうえに，今までの小売イノベーションに関す
る研究は企業の視点からイノベーションが企業の効率、成長性、パフォーマンスに対する
影響に限定され，顧客の視点からイノベーションへの顧客知覚が如何に購買行動に影響す
るかという研究がないと指摘した。そのため PCRI という概念を提唱し，PCRI が如何に顧
客知覚価値を介して顧客ロイヤルティに影響を及ぼしているかをめぐって定性的実証研究
を行った。 
 研究方法は，台湾のコンビニ利用者（利用頻度：週 2－13 回、主に学生）を調査対象と
し，調査者を８つのグループに分けて 50－90 分の半構造的面接を行った。研究モデルは
PCRI、顧客知覚価値、顧客ロイヤルティの３部分に分け，そのうち Trott（2008）および
Dabholkar ら（1996）の研究に踏まえ，PCRI の内容を構成し，Grewal ら（2004）の研
究に踏まえ，CPV の内容を構成した。 
 PCRI は表４－６のように４つの部分で合計 11 個の項目がある。 
 
表４－６：PCRI の構成要素 
知覚製品イノベーション 
新しい PB 商品 
新しい NB 商品 
新しいブランド 
知覚サービスイノベーション 
新しいセルフサービスマシン 
新しいサービス 
新しいオンラインサービス 
知覚コミュニケーションイノベーシ
ョン 
新しい販売促進 
新しいウェブサイトデザイン 
新しい広告 
知覚環境イノベーション 
新しい店舗雰囲気 
新しい店舗レイアウト 
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出所：Chen Yu Lin,David Marshall,John Dawson(2013),”How does Perceived Convenience 
Retailer Innovativeness Create Value for the Customer?”,International Journal of Business and 
Economics,2013,Vol 12,No.2,p.176. 
 
Lin ら（2013）は，PCRI 概念を通して顧客が製品だけでなく、サービス、コミュニケー
ションおよび店舗の雰囲気によってコンビニのイノベーションを知覚・評価することを指
摘した。Lin ら（2013）の研究は，PCRI を提唱し，いわゆる企業のマーケティング戦略に
対するイノベーションの視点に立脚した概念であるが，本来の経営ノウハウを述べなかっ
たし，コンビニを事例として挙げてイノベーションのアウトカム（新製品、新サービス）
を幾つかピックアップして例として説明したが，それぞれのイノベーションが如何に生成
されてその背景が何かを具体的に説明しなかった。 
 Lin（2016）は，Lin ら（2013）の研究を踏まえ，PCRI の定量的実証研究を行った。研
究目的は，PCRI が如何に知覚価値と店舗愛顧意図に影響を及ぼしているかを検証した。そ
の中に，PCRI の構成に消費者体験の概念を導入し，具体的にはイノベーションサービス、
新奇な提供物、クリエイティブなプロモーションおよび新しい体験に分けられる。 
この定量的研究は，Lin ら（2013）の定性的研究を踏まえて行われたものであり，PCRI
の構成，いわゆるコンビニ企業のイノベーション内容をより細分化にしたものである。し
かし，第一章に説明した矢作（1994）のイノベーションの３要素によれば，消費者として
感じられる「新しい商品」や「新しい販売促進」は小売業務という要素に過ぎない。矢作
（1994）は「商品の開発、生産、調達、在庫補給、配送の諸活動が店舗の背後にあって小
売業務を支援している…小売業務とその背後にある生産・流通システムの機能行為を具体
的に担う主体が組織である」39と述べ，つまり，生産・流通システムと組織がこの小売業務
のベースと指摘している。 
この目線で PCRI をみれば，やはりまだに表面的な段階，すなわち小売業務の段階に留
まっていると考えられる。例えば，PCRI において企業の提供物イノベーションを取り上げ
たが，「新奇性（novel）」のみを論じた。前述のように，コンビニ経営ノウハウ、特に商品
開発と情報物流システムへのイノベーションによって，新製品の開発を遂げただけでなく，
小口多頻度配送体制ができたうえで，商品をより迅速に店舗に届け，店頭の欠品を無くし，
常に鮮度のいい商品が並べることを実現し，特に顧客のファストフード商品に対するニー
ズを応えた。これもイノベーションの一つの表現だと考えられる。またクリエイティブな
プロモーションが PCRI の一つの内容であり，主にコラボレーション販促や値下げ販促を
指している。しかしこれらの販促を可能にする基盤は，革新的な製販同盟による共同開発
マーチャンダイジングチームによって構築されたわけであり，この協力体制を通して多彩
なプロモーションができるだけでなく，独占商品や差異化商品の開発、商品品質の向上な
ど様々行動を実現できる。 
確かに消費者は，外部のものとして企業イノベーションのアウトカムしか知覚できない
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が，経営ノウハウあるいは経営システム全体のイノベーションに関する理論的研究が欠如
しておけば，上述のようにそのアウトカムに対する整理も不完全になる。 
 
表４－７：PKHIに関する先行研究の問題点： 
 分野 イノベーションへの顧客知覚 問題点 
PFI 理 論
（2011） 
製造業メーカー ダイナミックな企業、クリエ
ィティブな企業、流行性、パ
イオニア、アイディア、市場
を変えられる、前向きの考え 
主に製品に着目し，サービ
スイノベーションへの考察
が欠如する。 
PCRI 理論
（2013） 
コンビニ 製品、サービス、コミュニケ
ーション、環境 
コンビニの経営ノウハウイ
ノベーションの理論的考察
が欠如するため，イノベー
ションへの知覚の測定項目
が足りない。 
PCRI 理論
（2016） 
コンビニ サービス、製品、プロモーシ
ョン、体験 
出所：筆者作成。 
 
以上の先行研究により，イノベーションは単に企業から一方通行のようなものではなく，
消費者も企業のやっていることに関心を持って知覚していることは分かった。そこで，PFI
理論と PCRI理論の不足点に対し，本研究は第一章に説明した日系コンビニの理論的研究を
踏まえ，日系コンビニのイノベーションへの消費者知覚をより根本的・全面的に解明する
ために，経営ノウハウを切り口にし，日中の消費者が日系コンビニに対する知覚経営ノウ
ハウイノベーション（Perceived Know-How Innovation，以下 PKHI に略称）という概念を
打ち出す。そこで本研究の法則定立的ネットワークにおける外的刺激への知覚を PKHIに定
める。 
 また上記の先行研究では PFI概念と PCRI概念を論じる際に，消費者一人一人の特徴いわ
ゆる消費者の個人差を言及しなかった。第二章に説明された知覚プロセスが接触、注意、
解釈の三つの段階に分けられ，その中に接触や注意が個人要因に影響される。白井（2012）
は，「個人の動機、ニーズ、関心、知識、経験の影響を受け，自分の関心やニーズに合った
刺激には注意が自然と向けられるし，知識の多い人は少ない人とは注意の向け方が違う」40
と示唆した。また市場細分化の目的は前述のようになるべく同じようなニーズを持つ消費
者をグループにまとめ，そのグループにふさわしい商品やサービスを提供することである。
各セグメントの消費者は，ニーズが異なるし，様々なイノベーションへの関心度合いも異
なるだろう。本研究はまず消費者を前述の消費者タイプによって分けてからそれぞれの
PKHIへの影響を解明する必要があると考えている。 
そこで，日中における日系コンビニ消費者の各消費者タイプが PKHIに影響を及ぼすので
はないかを考えたうえに仮説を立てる。 
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H2 消費者タイプが PKHIに顕著な影響を及ぼす。 
 
２ 顧客知覚価値への影響 
 コンビニをめぐって顧客の知覚イノベーションと知覚価値との関係性を直接論じる研究
成果がまだ多く見られなく，前述の Lin et al（2013）と Lin（2016）しか見つからなかっ
た（論文データベースProQuest CentralとWeb of Science：SSCI,2018年 4月 17日閲覧）。
そこで考え方を少し変えて視野を広げてみよう。コンビニを小売業全体に拡大し，イノベ
ーション活動を店舗の全体活動に拡大すれば，店舗特徴（Store Characteristics）への知
覚に着眼して顧客知覚価値への影響に関する研究が幾つかが挙げられる。 
Baker et al（1992）、Babin and Attaway（2000）、Breugelmans and Campo（2011）
は，店舗の環境、店内レイアウト、品揃え、アフタサービスが顧客の様々な情緒を引き起
こせると指摘した41。それを踏まえて Baker et al（1994）は，これらの情緒が顧客の価
格への知覚に影響を及ぼすと指摘し，Babin et al（1994）、Babin and Attaway（2000）
は，これらの情緒が知覚価値に影響を及ぼすことを検証した42。  
Kim et al（2012）は，実証研究によって女性の顧客に対して小売企業が面白くて興奮さ
せる店舗雰囲気，例えば気配りの行き届いたサービス、魅力的なインテリアデザインなど
を作れば，顧客の情緒的価値を向上できると指摘した43。
Eriksson et al（2013）は，インテリア小売店に対する定性的実証研究により，店舗イメ
ージへのイノベーションが顧客に優越感をもたらし，それによって顧客の新製品やサービ
スに対するニーズを引き出すことができると指摘した44。 
Shukla and Babin(2013)は，イギリスに 800名のスーパーマーケット顧客と対象として
定量的研究を行った。彼らは，顧客知覚価値を実用的価値（Utilitarian Value）と情緒的
価値（Hedonic Value）に分け，店舗の経営特徴を品揃え、店舗環境、アフタサービスに分
け，それぞれの関係性を検証した。その結果は品揃えが情緒的価値と実用的価値に正の影
響を及ぼし，店舗環境が実用的価値に正の影響を及ぼすと指摘した45。 
以上の整理により，前述のように消費者は小売企業の店舗にやっていることを知覚して
いるし，消費者の知覚価値に影響を及ぼすことは実証された。そのうえに，Lin et al（2013）
と Lin（2016）の研究を見てみよう。 
 Lin et al（2013）は，前述の PCRI 概念を打ち出したうえに，顧客知覚価値への影響を
定性的に検証した。Lin et al（2013）は顧客知覚価値が４つに分けられて合計１２個の評
価項目が入っていると指摘した。 
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表４－８：Lin et al（2013）の顧客知覚価値の構成 
知覚品質的価値 
おいしさ 
新鮮さ 
多様さ 
知覚情緒価値 
 
好適さ 
面白さ 
明るさ 
知覚利便的価値 
時間の節約さ 
便利性 
知覚価格 
コストの節約さ 
販売価格 
出所：Chen Yu Lin,David Marshall,John Dawson(2013),前掲論文,p.176. 
 
その結果は，製品イノベーションへの知覚が知覚品質価値に正の影響を及ぼし，サービ
スイノベーションへの知覚が知覚便利価値に正の影響を及ぼし，環境イノベーションへの
知覚が知覚情緒価値に正の影響を及ぼし，コミュニケーションイノベーションへの知覚が
知覚価格に正の影響を及ぼすことを検証した。 
Lin（2016）は，Lin ら（2013）の研究を踏まえ，PCRI が如何に知覚価値と店舗愛顧意
図に影響を及ぼすことを検証した。下図の研究モデルを提示した。 
 
図４－５：Lin（2016）の研究モデル： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Chen-Yu Lin, (2016) "Perceived convenience retailer innovativeness: how does it 
affect consumers?", Management Decision, Vol. 54 Issue: 4, p.951. 
 
その結果は以下の仮説が検証された。PCRI が店舗愛顧意図に正の影響を及ぼす。PCRI
が知覚価値に正の影響を及ぼす。知覚価値が店舗愛顧意図に正の影響を及ぼす。また顧客
新しい体験 
クリエイティブな 
プロモーション 
新奇な提供物 
イノベーション 
サービス 
 
PCRI 
知覚価値 
店舗愛顧意図 
顧客のイノベーション性 
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のイノベーション性を調整変数としてイノベーション性が高い顧客に対して PCRI が店舗
愛顧意図への影響はイノベーション性が低い顧客のほうより強い。イノベーション性が低
い顧客に対して PCRI が知覚価値を介して店舗愛顧意図への影響はイノベーション性が高
い顧客のほうより強い。 
表４－９：PKHI と CPV の影響関係に関する先行研究の問題点： 
学者 分野 問題点 
Baker et al（1994） ギフトショップ イノベーションを全体的に考察していな
く，店内環境やイメージなどの幾つかのイ
ノベーションのアウトカムに着眼し，また
知覚価値への考察も顧客の情緒価値に偏
る。 
Kim et al（2012） 小売業全体 
Eriksson et al（2013） インテリア店 
Shukla and Babin(2013) スーパー 
Lin et al（2013） コンビニ イノベーションの背景とした経営システム
が何かを述べなかったし，イノベーション
のアウトカム（新製品、新サービス）を幾
つかピックアップして例として挙げたが，
それぞれのイノベーションが如何に生成し
て如何に CPV に作用するかを具体的に説
明しなかった。 
Lin（2016） コンビニ 知覚価値を分けずに単一の変数とした。第
三章に述べたように顧客の知覚価値を分け
て議論する必要がある（eg. Sheth et al 
1991, Sweeney and Soutar 2001, Wang et 
al 2004.）。 
出所：筆者作成。 
 
以上の先行研究により，消費者のイノベーションへの知覚が知覚価値に影響を及ぼすこ
とは分かった。しかしながらそれらは他分野（スーパー、インテリアなど）と他地区（台
湾）をめぐって行われた研究である。日中における日系コンビニの消費者に対する検証が
まだない。そこで，日中における日系コンビニ消費者の PKHIが顧客知覚価値に影響を及ぼ
すのではないかを考えたうえに仮説を立てる。 
H3  PKHIが CPVに顕著な影響を及ぼす。 
また上記の先行研究にはいずれも消費者一人一人の特徴を無視し，年齢や性別などの個
人属性だけで消費者を大雑把に分類したが，前述のように消費者の異なる特徴によって知
覚も異なり（守口，2012），Dickson（1982）も消費者の求められるベネフィットは製品や
ブランドの効用と効力への知覚に影響を及ぼすと指摘した。 
そこで，本章の第一節に説明した消費者タイプを踏まえ，日中両国における日系コンビ
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ニの消費者の消費者タイプが CPV に影響を及ぼすのではないか，および PKHI を介して CPV
に影響を及ぼすのではないかを考えたうえに仮説を立てる。 
H4 消費者タイプが CPVに顕著な影響を及ぼす。 
H5 消費者タイプが PKHIを介して CPVに顕著な影響を及ぼす。 
 
第三節 顧客知覚価値と顧客満足 
Hoyer and Johnson（1999）は，アメリカの全米コンビニ協会（NACS）と連携してコンビ
ニの顧客満足度とロイヤルティを測定するための測定尺度を開発した。顧客満足の影響要
因をサービス、商品、店内レイアウト、価格、清潔さ、利便性、安全性、ドライバー向け
サービス、テイクアウトコーナーの９つに分けてそれぞれ検証した。ここで知覚価値とい
う概念を打ち出さなかったが，実にその価格、サービスなどの質問項目（例えば商品の品
質に対して支払う価格などの総合的価値、安心感など）は Sweeney and Soutar（2001）が
提唱した CPV 測定尺度と似ている部分が多い。その結果は店内レイアウト、安全性が顧客
満足に正の影響を及ぼし，価格が負の影響を及ぼすことを検証した46。 
白（2011）は，中国南京市の地元系コンビニ企業をめぐって定量的研究を行った。白は，
顧客知覚価値を出店場所便利性、レジ精算速度、品揃え、サービス種類、店内雰囲気、商
品品質、商品コストパフォーマンス、サービス品質、ブランドに分け，重要度－パフォー
マンス分析（IPA）という手法を用いてそれぞれの満足度を検証した。その結果はレジ精算
速度と出店場所便利性の満足度が最も高いことを表した47。 
Lin et al（2013）は，顧客のコンビニ企業のイノベーションに対する知覚が顧客知覚価
値を介して顧客のロイヤルティーに正の影響を及ぼすことを検証した。ここで顧客満足は
顧客ロイヤルティの一部として含まれる。 
具体的には，該研究が４つの PCRI－CPV―顧客ロイヤルティの影響チェーンを提示した。 
① 製品―品質―ロイヤルティ：顧客は高品質の商品や輸入商品および新しい機能が付いて
いる商品からそのイノベーション性を知覚でき，購買意欲に正の影響を及ぼすことを実
証した。 
② サービス―便利性―ロイヤルティ：企業がイノベーション的サービスを顧客に提供する
ことによってイノベーション的なイメージを顧客の中に抱かせることを実証した。また
便利性を向上させるために企業が店を大量に設ける一方で金融サービス、プリペイドカ
ードなどの新しいサービスを提供することは購買体験に正の影響を及ぼすことが分か
った。 
③ 環境―情緒―ロイヤルティ：新しい店舗雰囲気作りや店舗のデザインを含めた物理的環
境に対するイノベーションは顧客の購買意欲と満足度を高めることに正の影響を及ぼ
すことを実証した。 
④ コミュニケーション―価格―ロイヤルティ：値下げプロモーションとそれ以外のプロモ
ーションが顧客の来店頻度や購買意欲を向上させることを実証した。 
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Zairis and Evangelos（2014）は，ギリシャのコンビニをめぐって消費者行動に定量的研
究を行った。その中に顧客のサービスへの知覚価値が顧客満足に顕著な影響を及ぼすこと
を検証した。また多くの消費者がコンビニのサービスに不満足という結果を表した48。 
Animashaun et al（2016）は，マレーシアのコンビニ消費者を対象として知覚価値の顧
客満足への影響をめぐって定量的研究を行った。Animashaun et al は，Sheth et al（1991）
や Sweeney and Soutar（2001）などの知覚価値に関する研究を踏まえ，知覚価値を機能的
価値、情緒的価値、社会的価値、条件的価値、経済的価値に分けてそれぞれ顧客満足への
影響を分析した。その結果は社会的価値と経済的価値のみが顧客満足へ顕著な影響を及ぼ
し，他の価値の顧客満足への影響が不顕著ということを検証した49。 
 
表４－１０：CPV と顧客満足の影響関係に関する先行研究の問題点： 
学者 国家 問題点 
Hoyer and 
Johnson（1999） 
アメリカ 知覚価値の概念を明確に打ち出していなく，またガソリン
スタンドなどの評価項目も入っているため，日中のコンビ
ニに不適用である。 
白（2011） 中国 重要度－パフォーマンス分析という手法を用いて顧客知覚
価値を細分化したが，顧客満足へどのような影響があるか
を明らかにしなかった。また日系コンビニではなく，地元
系のコンビニを中心に調査した。 
Lin et al
（2013） 
台湾 顧客ロイヤルティには顧客満足や口コミや購買意欲が混在
し，すべてを同じものを認識した。しかし顧客満足が高け
れば必ずしもロイヤルティが高くなるわけでないし，ロイ
ヤルティが高ければ必ずしも他人に薦めるわけもない50。そ
れぞれに区別する必要がある。 
Zairis and 
Evangelos
（2014） 
ギリシャ コンビニの消費者行動全体に対する研究の中に，サービス
への知覚と顧客満足との関係のみを検証した。品質や価格
知覚の満足への影響を明らかにしなかった。 
Animashaun 
et al（2016） 
マレーシア 米国の消費者を対象として開発された先行研究の測定尺度
をそのまま用いて検証した。検証結果が先行研究の結果と
大きく異なることはその測定尺度が自国の消費者に不適用
ではないかと考えられる。 
出所：筆者作成。
 
以上の先行研究により，コンビニの顧客知覚価値が顧客満足に影響を及ぼすことは分か
った。しかしこれらの研究は他地区（台湾、ギリシャなど）をめぐって行われたものであ
り，そして知覚価値の構成が明確されていなく，顧客満足とロイヤルティが混在するなど
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の問題点が挙げられる。 
そこで本論文は先行研究の測定尺度の構成内容を参考しながら，日中の消費者に適用な
顧客知覚価値測定尺度を開発しながら，日中における日系コンビニも同じように顧客知覚
価値が顧客満足に影響を及ぼすのではないかを考えたうえに仮説を立てる。 
H6 CPVが顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
更に Lin et al（2013）は，顧客の環境イノベーションへの知覚が情緒的価値を向上させ
て更に顧客満足を高めることを検証した。Dozel et al（2013）は，サービスイノベーショ
ンに対する実証研究において，サービスイノベーションが顧客満足に正の影響を及ぼして
更に顧客満足を通して企業の財務収益にも積極的な影響を及ぼすと検証し，サービスイノ
ベーションが顧客体験を向上させ，企業への信頼を強めることによって顧客満足を高める
と指摘した51。つまり顧客が小売企業のイノベーションに対する知覚が大きいほど，その小
売企業がライバルより魅力的なものだと考えられるかもしれないため，更に顧客満足、ロ
イヤルティおよび愛顧意図までに影響を及ぼす（Dotzel et al,2013;Lin et al,2013）。すなわ
ち消費者のイノベーションへの知覚が消費者の知覚価値を介して顧客満足に影響を及ぼす
と考えられる。 
そこで日中における日系コンビニ消費者の PKHIが CPVを介して顧客満足に影響を及ぼす
のではないかを考えたうえに仮説を立てる。 
H7  PKHIが CPVを介して顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
Dickson（1982）は，消費者の異なるベネフィットが製品の機能への知覚に影響を及ぼし，
また CPV が顧客満足に影響を及ぼすと指摘した。そこで，日中における日系コンビニ消費
者の消費者タイプが CPV を介して顧客満足に影響を及ぼすのではないかを考えたうえに仮
説を立てる。 
H8  消費者タイプが CPVを介して顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
更に Dickson（1982）と Lin et al（2013）の研究を踏まえ，H7と H8の間接効果をより
明確的に把握するために，消費者タイプ、PKHI がそれぞれ顧客満足への直接的な影響を検
証し，その直接効果を定量化にし，間接効果と比較する。そこで消費者タイプ、PKHI がそ
れぞれ顧客満足に影響を及ぼすのではないかと考えたうえに仮説を立てる。 
H9 消費者タイプが顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
H10 PKHIが顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
 
第四節 研究仮説とモデル 
 以上には本研究に係る４つの変数および影響関係に関する先行研究を整理し，それぞれ
の研究成果と不足点を踏まえ，本研究は何故それぞれの変数間に影響関係があると想定す
るかに対して説明した。以下には仮説をもう一回整理して研究モデルを示す。 
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表４－１１：本研究の仮説 
 内容 
H１ 個人属性によって消費者タイプは差異がある 
H２ 消費者タイプが PKHIに顕著な影響を及ぼす 
H３ PKHIが CPVに顕著な影響を及ぼす 
H４ 消費者タイプが CPVに顕著な影響を及ぼす 
H５ 消費者タイプが PKHIを介して CPVに顕著な影響を及ぼす 
H６ CPVが顧客満足に顕著な影響を及ぼす 
H７ PKHIが CPVを介して顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
H８ 消費者タイプが CPVを介して顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
H９ 消費者タイプが顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
H10 PKHIが顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
出所：筆者作成。 
 
図４－６：本研究のモデル： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：筆者作成。 
 上記の仮説とモデルを踏まえ，次章にアンケート調査の結果を分析して統計学的手法を
用いて定量的研究を行う。 
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第五章 定量的研究の概要と方法 
第一節 研究概要 
１ 研究目的 
 本研究の目的は，日本と中国における日系コンビニを利用する消費者をベネフィットセ
グメンテーションするうえで，日系コンビニの経営ノウハウイノベーションに対する知覚、
知覚価値、満足度，またそれぞれの影響関係について社会学と経済学からアプローチし，
その研究成果を踏まえて日系コンビニ企業に有用な提言を行うことである。 
 この目的を実現するために，本研究は実態研究（Substantive）と概念実証（Construct 
Validation）という２ステップで行われる。吉田（1994）は，実態研究が「２つまたはそ
れ以上の異なる概念間の関係を解明しようとするものであり，独立変数と従属変数の間の
関係に焦点が当てられる」，概念実証が「コンセプトまたは概念を測定しようとする尺度
から得られた結果とその尺度が測定しようとするコンセプトまたは概念の間の関係を解
明しようとするものである」1と説明した。簡潔に言い換えれば，実態研究が変数間の影
響関係の解明を，概念実証が測定尺度の開発を重点にするものである。具体的には以下の
二点がある。 
一つ目に，先行研究に上記の四つの変数を定量的に測定するための測定尺度は他地区あ
るいは他分野を対象とした研究成果が幾つか説明されたが，日本と中国の日系コンビニを
利用する消費者を中心に行われた先行研究がまだないため，各変数に対して統計学アプロ
ーチを用いて日中の消費者に適用な測定尺度を開発し，今後の研究にとって有用な測定尺
度とすることである。 
二つ目に，上記の日中の消費者に適用な測定尺度を用いて統計学的手法によって変数間
の影響関係を解明したうえで，本論文の仮説を検証して主問と副問を回答し，今後の研究
にとってのデータベースにすることである。 
 
２ 研究対象 
 本研究の対象は，日本においては東京、大阪，福岡，中国においては北京、上海、青島
の日系コンビニ消費者を対象とし，１０代から６０代までの幅広い年代の男女を対象にア
ンケート調査を行う。両国における消費者のタイプ、日系コンビニの経営ノウハウイノベ
ーションに対する知覚，顧客知覚価値，顧客満足について実証研究を行う。 
 
３ 研究プロセス 
①先行研究の問題点を整理しながらモデルと仮説を確立する。 
②先行研究のアンケート項目を参考しながらアンケート項目を作成する。 
③エキスパートリビュー、チームディスカッションによって質問項目の内容を見直す。信
頼度分析、探索的因子分析（EFA，Exploratory Factor Analysis）の統計的アプローチ
で測定尺度を純化することにより，最終のアンケート項目を形成する。 
④本調査を行い，データを収集する。 
⑤検証的因子分析（CFA，Confirmatory Factor Analysis）を行うことによって各因子の
適合度を確認したうえで，日系コンビニを利用する日中の消費者に適用な測定尺度を確
定する。 
⑥共分散構造分析を行うことによって各変数間の影響関係を解明する。 
⑦分析結果を整理して結論を出す。 
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第二節 分析方法 
 本研究の一つの目的は，EFAと CFAを用いて独自の測定尺度を開発してアンケート調査
を行い，調査データに基づいて SEM を用いて各変数間の影響関係を解明することである。
またカイ２乗分析を用いて消費者タイプの差異性を明らかにする。本研究は IBM SPSS 23
と AMOS 23を用いて統計分析を行い，有効アンケート調査票の回答に基づいて以下の五つ
の分析方法を用いて本研究の仮説を検証し，主問と副問を回答する。 
 
１ 記述統計分析 
 アンケート調査に係るサンプル数、有効率などを簡潔にまとめる統計方法である。本研
究には回答者の性別、年齢、婚姻状況、職業、学歴、収入の割合などを明確に統計するた
めに記述統計分析を行う。 
 
２ カイ２乗検定 
 カイ２乗検定は二つの変数が独立であるか否かを検定するために行われる統計的手法
である。その原理は期待度数を求めたうえで，実際データと期待度数との差およびカイ２
乗値を算出し，そのカイ２乗値をｐ値に変換することによってその有意確率を読み出す。
本研究には日中消費者の個人属性によって消費者タイプは差異があるか否かを検証する
ためにカイ２乗検定を行う。 
 
３ 探索的因子分析 
前章に提示したモデルに基づき，本研究には日系コンビニの顧客の消費者タイプ、コン
ビニ企業の経営ノウハウに対する知覚，顧客知覚価値および顧客満足という四つの変数が
入っている。しかし既存研究の中に特定の研究分野と特定の地域に着目して多くの測定尺
度が開発されたが，日中の日系コンビニ消費者に向けて上記四つの変数を測定する尺度が
ないため，まずそれぞれの測定尺度を開発する必要がある。各学者に開発された測定尺度
を参考・修正しながら寄せ集めて新しい測定尺度を作成するという方法があるが，その
個々の質問項目は十分な有効性と妥当性を有するかどうかを確認し，一つの変数（構成）
の中に幾つの因子（次元）が入っているかを解明するために探索的因子分析を行わなけれ
ばならない。 
 探索的因子分析を行うために四つのステップがある。 
ステップ１：バートレット検定（Bartlett,1950）を行い，相関行列が単位行列である
かどうかを検定し，有意確率に従って帰無仮説を棄却するかどうかを確定
する。KMO（Kaiser－Meyer－Olkin）値に従って項目間の相関係数と偏相
関係数の大きさを比較することによって項目の妥当性を測定する。 
 ステップ２：二つの方法で主要な因子を抽出できる。一つは固有値（Kaiser,1960），つ
まり寄与度により，１以上の因子を抽出する。もう一つはスクリープロッ
ト（Catell and Vogemann，1977）における曲線の形により，直線傾向が始
まる前の点が対応する因子数を採用する。 
 ステップ３：各因子に対して信頼度分析を行い，α係数（Cronbach,1951）に従って内
容の一貫性を確認する 
ステップ４：因子を解釈して命名する。 
 
４ 検証的因子分析 
 EFA によって抽出された因子の妥当性および一次元性を測定するために検証的因子分
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析を行う必要がある2（Gerbing and Anderson,1988）。検証的因子分析は測定モデル
（Measurement Model）を構築する各項目とその対応する因子との間に顕著な負荷量を持
つか否か，非対応の因子との間に顕著な負荷量を持たないか否かを解明する。本研究には
Bentler and Bonett（1980）、Bagozzi and Yi（1988）、羅と姜（2014）が提示した基準に
従って以下の指標を用いて適合度の検証を行う3。 
表５－１：本研究の CFA適合度基準 
指標 全称 基準 
CMIN/DF Minimum Chi-square/ Degrees of Freedom <3 
SRMR Normed Fit Index <0.08 
RMSEA Root Mean Square Error of Approximation <0.08 
GFI Goodness of Fit Index >0.9 
AGFI Adjusted Goodness of Fit Index >0.9 
NFI Normed Fit Index >0.9 
IFI Bollen's Incremental Fit Index >0.9 
TLI Tucker-Lewis Index >0.9 
CFI Comparative Fit Index >0.9 
出所：筆者作成。 
測定モデルの適合度を確認したうえで，因子負荷量が 0.5 以上4（Fornell and Larcker,1981）、
CR値（Composite Reliability）が 0.6以上5（Bagozzi and Yi, 1988），AVE（Average Variance Extracted）
が 0.5 以上6（Fornell and Larcker,1981）という基準に従って信頼性と収束的妥当性を確認す
る。更に AVE と因子の相関係数の二乗とを比較し，弁別的妥当性を確認する（Fornell and 
Larcker,1981）。 
本研究には測定尺度を開発し，また潜在因子を見つけ出すことによって測定尺度を純化
するために EFA と CFA を行う。 
 
５ 共分散構造分析 
CFA の目的は測定尺度の有効性や妥当性を確認することであり，構造方程式モデルは
CFAをベースにして変数間の影響関係を更に検証することであり，すなわち測定モデルと
構造モデルの総合体だと言える（図５－１）。上記の CFA 結果を踏まえ，各変数の測定モ
デル（Measurement Model）と前章に提示した構造モデル（Structural Model）を組み合
わせて構造方程式モデル（Structure Equation Model）を作成することにより，共分散構
造分析を行う。 
構造方程式モデルは Joreskog and Sorbom (1979)が Joreskog（1969）に提示された CFA
に基づいて開発したものである7（Muthen，1984；Browne and Arminger，1995）。SEM は
本研究に用いられる最も重要な統計学的手法であるため，ここにおいて詳しく説明を行う。 
SEM において直接観測できない変数を潜在変数（Laten Variable）と呼び，直接観測
できる変数を観測変数（Observed Variables）または指標（Indicators）と呼ぶ。また
独立変数を外生変数 (Exogenous Variable)に，従属変数を内生変数 (Endogenous 
Variable)に呼ぶ。観測変数と潜在変数との関係を表す測定モデルは以下の通りである。 
X＝Λxξ＋δ 
Y＝Λxξ＋ε 
ここにおいて，X は外生変数のベクトルである；Y は内生変数のベクトルである；Λx
は外生指標と外生潜在変数との関係で，つまり外生指標が外生変数における因子負荷であ
る；Λy は内生指標と内生潜在変数との関係で，つまり内生指標が内生変数における因子
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負荷である；ξは外生潜在変数のベクトルである；δは外生変数ｘの誤差である；εは内
生変数ｙの誤差である。 
 更に上記の測定モデルに従って構成モデルは以下の通りである。 
η=Βη+Γξ+ζ 
 ここにおいて，Β は内生潜在変数間の関係である；Γ は外生潜在変数が内生潜在変数
に対する影響である；η は内生潜在変数のベクトルである；ζ は構成モデルの誤差のベ
クトルであり，つまり構成モデルにおいてηが解釈されない部分である。 
図５－１：測定モデルと構成モデルの関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：筆者作成。 
SEMは複数の変数間の影響関係を同時に検証することを主な目的とした手法である。従
来の従属変数ごとに複数回の回帰分析を行う重回帰分析方法と比べ，狩野（2002）は，以
下の七つの理由を挙げて現在に SEMでパス解析を実行すべきだという見解を示した。 
①SEMではモデルの適合度の吟味が可能である。つまり影響関係の強さを評価すること
によって仮説の妥当性を検証する。 
②SEMではモデルの適合度や LM検定・Wald検定（筆者注：LM検定はすなわちラグラン
ジュ乗数検定，パスを引かない時の非有意性。Wald 検定はすなわちワルド検定，引かれ
たパスの有意性）を参考にすることで，因果モデルを容易に改善することができる。 
③SEMでは効果の分解が容易である。すなわち総合効果を求めることによって現象をよ
り容易に理解できる。 
④SEMでは誤差共分散（偏相関）を入れたモデリングが可能であり，また誤差共分散が
必要か否かについての情報が容易に得られる。 
⑤SEMでは双方向影響関係モデルで容易に推定を行うことができる。 
⑥SEMでは観測変数が尺度である時，もし尺度の信頼性ρが既知であれば，ρを考慮し
た分析が可能である。 
⑦重回帰分析では説明変数間の分散・共分散は常に飽和モデル（筆者注：Saturated 
Modelであり，全ての観測変数を加えて考えられる全ての関係性を含むモデルで，DFが０）
であり，構造を設定できない。従って，従来法では説明変数間に設定された因果構造を分
析に活かすことができない。つまり因果モデルが適切であれば，従来法ではパス係数が有
意ではない場合でも SEMで分析すれば有意性が確認できる8。 
Hau et al（2004）は構造方程式モデルに対して以下のメリットを提示した。 
ξ1 η1 
X1 Y1 Y2 
構成モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
測定モデル 
ε1 ε2 δ2 δ1 
2 1 
X2 
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①変数値を推定する時に複数の従属変数を同時に処理できる。回帰分析またはパス解析
は複数の従属変数を処理する際に，従属変数を逐一に算出し，他従属変数の存在によって
もたらされる影響を無視した。 
②独立変数と従属変数の中に誤差の存在を認める。社会科学分野において潜在変数の観
測値に多くの測定誤差が含まれる可能性が高いため，変数の誤差も取り入れて考慮すれば，
変数の実態に接近できる。 
③因子の構成と関係を同時に推定できる。従来の分析手法は因子負荷の推定と因子関係
の推定を分けて処理する。構造方程式モデルはこの二つのステップを同時に行うことによ
り，推定結果をより正確にする。 
④測定モデルの柔軟性を向上させる。従来の因子分析には一つの指標が一つの因子のみ
に属し，高次因子が存在しない。構造方程式モデルには一つの指標が複数の変数に属する
ことができ，また高次因子などやや複雑な従属関係を分析できる。 
⑤モデル全体の適合度を推定できる。従来のパス解析と因子分析にはパスの大きさと因
子負荷量を一つずつに推定する。構造方程式モデルには同じサンプルデータに対して異な
るモデルの全体適合度を算出でき，それによって真の関係に最も接近するモデルを見つけ
出すことができる9。 
以上の整理により，構造方程式モデルとは従来の検証的因子分析と回帰分析を一つのモ
デルに統合して各変数の影響関係を同時に分析するという手法である。本研究には四つの
変数があり，それぞれの元に幾つかの因子が抽出できると想定し，単に各指標の合計平均
値を各変数の値として逐一に回帰分析を行うことと比べ，構造方程式モデルを構築すれば，
各因子間の影響関係を解明することによって実態をより正確に把握でき，企業により有用
な提言を出すことができると考える。そこで本研究には SEMという手法を用いてデータ分
析を行う。 
 
表５－２：仮説に対する分析手法 
 内容 分析手法 
H１ 個人属性によって消費者タイプは差異がある カイ２乗分析 
H２ 消費者タイプが PKHIに顕著な影響を及ぼす 
共分散構造分析 
H３ PKHIが CPVに顕著な影響を及ぼす 
H４ 消費者タイプが CPVに顕著な影響を及ぼす 
H５ 消費者タイプが PKHIを介して CPVに顕著な影響を及ぼす 
H６ CPVが顧客満足に顕著な影響を及ぼす 
H７ PKHIが CPVを介して顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
H８ 消費者タイプがCPVを介して顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
H９ 消費者タイプが顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
H10 PKHIが顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
出所：筆者作成。 
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第六章 測定尺度の開発 
第一節 測定尺度開発の妥当性 
前述のように、本研究の四つの変数に対して、既存研究の中に日系コンビニに対する日
中の消費者向きの測定尺度が無かった。他分野や他地域の測定尺度をそのまま借用したり，
または複数の測定尺度からそれぞれ一部の質問項目を取り出して自分のアンケート質問
を寄せ集めることは，日中あるいはコンビニ産業に不適用な言葉表現や項目が入っている
ため，中身を修正・削除することが必要である。しかし修正後のものは修正前と同じよう
な妥当性や信頼性を持つのかが不明となってしまう。何故なら，借用した従来のアンケー
トの構造と内容が破壊され，各指標がまだ同じ構成を反映できるか否かが疑問となるから
である。 
そこで本研究は、従来の測定尺度の内容を参考しながら４つの変数に対する質問項目を
設計し，統計分析の手法で妥当性を確保したうえで，日本と中国における日系コンビニの
消費者に適用な測定尺度を開発する。 
優れた測定尺度は少なくとも二つの基準を満たすべきである（羅，姜，2014）。一つ目
に測定尺度は研究者が測定しようとする構成（Construct）を的確に測定でき，すなわち妥
当性（Validity）を持つことである。二つ目にこの測定尺度が安定して信頼できるものであ
り，すなわち信頼性（Reliability）を持つことである。 
筆者は本研究を行うために大量の定量的実証研究に関する論文に目を通した。上述のよ
うに測定尺度，つまりアンケート票における質問項目の妥当性を十分に検証せず，高いα
係数のみを挙げて該研究が信頼できるものだと提唱する研究が少なくない。しかし、本研
究は測定尺度の妥当性を証明するためにα係数のみを提示するのが不十分であると考え
ている。そのために以下では、紙面を割いて信頼性と妥当性は何か，どのような関係があ
るのか，また何故α係数のみでは不十分であるかのかを論じてみる。 
これまで本研究は、測定尺度の信頼性だけでなく，妥当性を重視すべきだと繰り返して
強調してきた。何故なら，信頼性は妥当性の必要条件であり，十分条件ではない（吉田
1994，岡田 2015）。古典的テスト理論（Novick,1966；Lord and Novick,1968）には観測値
（Observed Score，すなわち X）が真値（True Score，すなわち T）と誤差（Error，すなわ
ち E）で構成されると提示されている。ここで誤差は偶然誤差（Random Error）と系統誤
差（Systematic Error）に分けられる。偶然誤差は妥当性よりも信頼性に影響を及ぼし，系
統誤差は信頼性よりも妥当性に影響を及ぼしている。何故、信頼性と妥当性はこのような
関係になるかということについて妥当性という概念の史的変遷をみれば分かると思う。こ
こにおいて中村（2009）と村山（2012）の史的考察を参考しながら説明を行う。 
妥当性というものは心理学に昔から議論されてきた。中村（2009）は，「心理学分野で
は伝統的に心理尺度を作成することが多く，そのために妥当性の議論が必要不可欠であっ
た」1と指摘した。1950 年代に妥当性を基準連関妥当性（Criterion-Related Validity）として
捉え，つまり一つの尺度が外的基準とどれぐらいの関係性を持つのかを論じる。1955 年
に Cronbach と Meehl は構成概念妥当性（Construct Validity）という観点を打ち出した。つ
まり学者が一つの構成概念に対してそれを支える基礎理論を持てば，複数の構成概念の間
に「何らかの関係性が持つではないか」という予測を立てることができる。ここで第三章
に挙げられた法則定立的ネットワークを提示した。いわゆるその構成概念間および構成概
念と測定指標との関係性を示す関係網（causal network）である。その後，この構成概念
妥当性の影響を受け，収束的妥当性（Convergent Validity）と弁別的妥当性（Discriminant 
Validity）という考え方が生まれた。村山（2012）は「理論的に類似している概念が実際に
関連しているばあに収束的妥当性があるという。理論的に異なる概念が実際にそれほど関
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連していない場合に弁別的妥当性がある」2と説明した。1960 年代米国の米国教育学会
（AERA）、米国心理学会（APA）、全米教育測定協議会（NCME）が合同で発表したテスト
基準に，妥当性を基準連関妥当性、構成概念妥当性、内容的妥当性（Content Validity）と
いう三つの部分から把握すべきだと提唱した。いわゆる三位一体観点（Trinitarian View）
である。ここで内容的妥当性とは測定しようとするものはその構成概念の全ての側面を網
羅的に確保しているか否かとのことである。しかしこの３タイプの妥当性は重複する部分
が多いし，妥当性の分類にとって十分ではないという批判の声もあった。それに対して
Messick（1989,1995）は構成概念妥当性という統合的な概念を提唱し，妥当性を証明する
ために内容的、本質的、構造的、一般化可能性、外的、結果的という六つの側面的根拠を
示すべきだと指摘した。中村（2009）は Messick（1995）の分類に踏まえて内容的、本質
的、構造的、一般化可能性、外的の五つの側面が妥当性を表す証拠と指摘した。 
 
表６－１：構成概念妥当性の五つの側面 
 側面 内容 
構
成
概
念
妥
当
性 
内容的側面 測定したい構成概念に含まれる要素，含まれない要素を明確に線引
きしたドメインを定義し，尺度内容がドメインに対応しているか，
十分に体表しているかを示す根拠である。 
本質的側面 データ（因子負荷量、相関係数など）を基にした項目選択と内容を
基にした項目選択の結果の相違点を解釈し，理由付けを行う。 
構造的側面 得点の内的構造が構成概念の下位領域や次元性などの理論的構造
に一致していることを示す証拠である。探索的・検証的因子分析を
行う。 
一般化可能性 得点の意味や測定論の特性（平均や標準偏差、項目間の相関構造な
ど）がある特定のデータセットだけでなく，他の被験者集団、実施
場面、実施時期、項目セットに対しても不変であるという証拠であ
る。ここで再検査信頼性や代替検査信頼性、α係数も証拠となる。 
外的側面 他の変数との間に理論上想定される相関パターンが実際にも示さ
れるという証拠である。つまり同じ特性を測定していれば相関が高
くなるはずであり（収束的証拠），異なる特性を測定していれば相
関は低くなるはずである（弁別的証拠）。 
出所：中村陽人（2009），「構成概念妥当性の検証方法に関する検討ー弁別的証拠と法則
的証拠を中心にー」『横浜経営研究』第三十巻第一号,p.206－209によってまとめる。 
 
上表の中に，一般化可能性（Generalizability Aspect）という概念を言及した。つま
り尺度の内的一貫性を示すための信頼性（Reliability）である。多くの研究には妥当性
と信頼性が区別されてきた。しかし，以上の整理に従って明らかにしたのは信頼性が妥当
性をより全面的に証明するために生まれた一つの下位概念に過ぎないと言える。そのため
に吉田（1994）は「もし測定が妥当であるならば，それは信頼性があるということが可能
であるが，その逆は必ずしも真ではない」3と指摘した。更に村山（2012）は「新しい枠
組みでは，信頼性は構成概念妥当性を支える１つの証拠と捉えられる」4という見解を示
した。 
 次に，従来の研究には信頼性を証明するためによく用いられるα係数について論じてみ
る。信頼性は平行測定法（Parallel Form Reliability）や再試験法（Test-retest Method）
など確認手法が挙げられるが，管理学や心理学においてα係数によって内的一貫性
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（Internal Consistency Reliability）を確認する定量的研究が多く挙げられる。高本
（2014）は 12年間に公刊された心理学の測定尺度開発に関する論文を調べ，その中に 90%
以上の論文はα係数を信頼性の指標としたという結果を挙げた5。 
もともと内的一貫性は測定尺度における各項目間の同質性を確認する指標である。前述
のように古典的テスト理論によって観測値は真値と誤差の二部分に分けられ，全ての項目
は測定する構成が同じものであるため，項目間の同質性が高ければ，測定誤差が小さくな
り，信頼度が高くなる。何故なら，信頼性は観測値の分散に真値の分散が占めた割合であ
り，誤差の分散が小さければ小さいほど，真値の分散の割合が大きくなるからである。こ
れについてまず下記の Spearman,Brown（1910）が開発した公式 (Spearman-Brown Prophecy 
Formula)を参考すれば分かる。 
𝑟𝑦𝑦 =
𝑘𝑟𝑥𝑥
1 + (𝑘 − 1)𝑟𝑥𝑥
 
ここにおいて，𝑟𝑥𝑥は本来の信頼度である；𝑟𝑦𝑦は測定項目がｋ倍になった後信頼度であ
る。すなわちｋを増やせれば，𝑟𝑦𝑦が大きくなる傾向が現れる。それに従ってα係数によ
って内的一貫性を確認する場合にも同じ問題がある。下記α係数の計算式によれば，質問
項目が多ければ多いほど，α値が高くなることが分かる。 
α=
ｎ
ｎ−１
(
𝜎𝑡
2−∑ 𝜎𝑖
2𝑛
𝑖=1
𝜎𝑡
2 ) 
ここにおいて，ｎは項目数である；𝜎𝑡
2は各回答者の合計点数の分散である；𝜎i
2は i 個
目の項目における全回答者の点数の分散である。この点について岡田（2015）は「Cronbach
のα係数は項目間の平均相関係数が一定であったとしても，テストに含まれる項目数ｎが
多ければ多いほど，より大きな値をとる。従って，単に Cronbach のα係数の値を大きく
したいならば，テストの項目数を多くした方が有利である」6と指摘した。 
また SPSS のような統計ソフトは項目の同質性を測定する際に項目の内容ではなく，数
学の原理に基づいて点数を計算することによって項目の一貫性を判断する。上記のα係数
の計算式における全ての分散𝜎𝑖
2から各項目自らの分散𝜎𝑘
2（k=1,2，···，n）を減らす場
合，下記の式となる。 
α=
ｎ
ｎ−１
(
𝜎𝑡
2−∑ 𝜎𝑘
2
k
𝜎𝑡
2 ) =
ｎ
ｎ−１
∑ 𝜎𝑗𝑘𝑗≠𝑘
𝜎𝑡
2  
上式から分かるように，項目間の共分散（相関係数）が高ければ高いほど，α係数が大
きくなり，すなわち項目間の内的一貫性が高くなる。つまり言葉表現などの内容的同質性
がなくても，点数によって同質性があれば内的一貫性が高くなる。更に言えば実に同じ構
成を測定していない各質問項目を組み合わせると，場合（運）によって回答点数の共分散
が高ければ，α係数上には高い信頼性を表す可能性がある。 
以上の整理に従い，まとめてみよう。 
①一つの構成（変数）を定量的に明らかにするために，適切な測定尺度が必要である。 
②適切な測定尺度は妥当性と信頼性を持つべきものである。 
③妥当性と信頼性はそれぞれ独立したものではなく，信頼性が妥当性の必要不十分条件
と言える。 
④α係数の計算原理に従い，単に高いα係数を挙げて信頼性を示すのが不十分と考えら
れる。 
そこで本研究は従来にα係数に依存する信頼性のみを示し，妥当性がより全面的に説明
されていない従来研究の測定尺度が不十分だと考えている。では信頼性を如何に確保すれ
ばいいのか？ 
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これを論じる前に，少し信頼性の測定に関する内容を説明する。第三章第三節に述べた
ように，古典的テストモデルにおいて個々の反映的指標がいずれも潜在変数の不偏推定
（unbiased estimator）であり，管理学には反映的指標（Reflective Indicators）がより
効率的に仮説を検証できる。測定尺度の信頼性を確保するため，また消費者行動の研究分
野において平行測定法（すなわち同じ被験者に二つの類似なアンケートを回答してもらう）
と再試験法（すなわち同じ被験者に一定の時間を経てから同じアンケートを回答してもら
う）の現実的な困難さを避けるため，一つの変数に対して幾つかのなるべく真の答えを引
き出せるような質問を設けることが一般的である。しかしこの幾つかの質問は不偏である
か否か分からなく，同じ構成をどれぐらい反映できるのかも分からない。そこで古典的テ
ストモデルを基として同族測定モデル（Congeneric Measurement Model）が提起された
（Joreskog,1971; Werts et al. 1978）7。古典的テストモデルと比べ，各質問が異なる程
度で真値を反映できるという仮説を加え，つまり各指標に重み（λ）を付けた。またこの
同族測定モデルは第五章に説明した構造方程式モデルの基礎である。 
信頼性の話に戻るが，同族測定モデルに対して合成信頼性（Composite Reliability,CR）
および平均分散抽出（Average Variance Extracted,AVE）という判断基準がある。両基準
の考え方はいずれも信頼性が真値の分散と観測値の分散の比に基づいて生じたものであ
る。合成信頼性は全ての指標を加算してから分散を計算する。平均分散抽出はそれぞれの
分散を算出してから加算する。また合成信頼性と平均分散抽出は測定尺度の弁別的妥当性
も示すことができる。それによって本研究はα係数だけでなく，合成信頼性、平均分散抽
出を加えて信頼性を示す。 
以上の説明により，繰り返しになるが，管理学や消費者行動分野における測定尺度は特
定な地区や特定な分野をより正確・全面的に把握するために，適切な測定尺度の開発が必
要となる。その中に測定尺度の妥当性が最も重視されるべきの部分だと考えられる。何故
なら，妥当性を持たない測定尺度を利用して得られた調査データは完全に調査当時の状況
と統計ソフトに任せたものに過ぎない。調査の一貫性や再現性がなく，その結果が単に「デ
ータいじり」だけで，論理的・科学的なものと言えないだろう。 
では妥当性を示すためにどのような証拠が必要であるか？前述に米国の測定基準や
Messick などの成果を説明したが，村山（2012）は「これらは必要十分なものではなく，
測定の目的によってはその一部だけが必要になることもあるし，逆に他の証拠が必要なこ
とも十分ありうる」8と指摘し，また「構成概念妥当性を支える証拠を探っていくことは
それ自体がクリエイティブなプロセスであり，永続的な作業である」9という見解を示し
た。そこで本研究は Messick（1995）、Hair et al（2009）の研究に踏まえ，内容的妥当
性、表面的妥当性、収束的妥当性、弁別的妥当性および法則定立的妥当性という五つの面
から本研究の測定尺度の妥当性を把握する。具体的にはエキスパートレビューとチームデ
ィスカッションによって内容的妥当性と表面的妥当性を示し，探索的・検証的因子分析の
結果に従った因子負荷量、CR、AVE および他の適合度によって収束的妥当性を示し，AVE
の平方根が構成間の相関係数より大きい（（Fornell and Larcker, 1981）によって弁別的
妥当性を示し，構造方程式モデリングによって法則定立的妥当性を示す。ここにおいて法
則定立的妥当性を少し説明する。第三章に法則定立的ネットワークを提示した。つまり一
つの構成（本研究には顧客知覚価値）を中心にしてその因・果との関係性を示す。その中
心となる構成は因・果と顕著的な関係性を持てば，法則定立的妥当性があると認識する。
つまり構成間に関係性を持つことにより，測定モデルに意味を成す10（Hair et al,2009）。 
次に本研究に係る変数の測定尺度の開発プロセスを説明する。測定尺度の開発プロセス
は唯一の基準がない11（Hinskin，1998）。そこで本論文は Churchill（1979）、徐（2011）、
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羅と姜（2014）が提示した測定尺度の開発プロセスを踏まえ，前述の妥当性を意識しなが
ら測定尺度を開発する。開発ステップは以下の通りである。 
 
表６－２：本研究の測定尺度の開発プロセス 
  手法 
１ 構成の定義 本研究に係る四つの構成に定義を下す。 
２ 質問項目内容
の作成 
各構成に関する先行研究の測定尺度を参考しながら最初の測定尺
度内容を作成する。またエキスパートリビューとチームディスカッ
ションによって内容的妥当性と表面的妥当性を確認し，言葉の表現
を修正する。 
３ 項目の純化 
（Purify） 
日中両国に１６０人の予備調査（Pre-Test）を行い，探索的因子分
析（EFA）を行い，日中消費者の背後に共通している代表的な因子
を抽出することにより，寄与率と回転後の因子負荷量に従って質問
項目の構成を見直し，尺度の内的構造を探ってみる。そしてα係数
によって各因子の内的一貫性を確認する。 
４ 収束的・弁別的
妥当性の評価 
本調査を行い，その結果に対して AMOS を用いて検証的因子分析
（CFA）を行うことにより，モデルとデータの適合度を確認し，因
子負荷量、CR値、AVE値に従って収束的妥当性を確認し，AVEの平
方根と構成間の相関係数とを比べることによって弁別的妥当性を
確認する。 
５ 法則定立的妥
当性の評価 
共分散構造分析を行い，構造方程式モデルにおける各構成間のパス
係数によって法則定立的妥当性を確認する 
出所：筆者作成。 
 
第二節 各構成の測定尺度の開発 
１ 各構成の定義 
本研究は前表に提示したように，まず前四章の基礎研究と先行研究に踏まえ，本研究に
係る四つの構成に定義を下す。 
消費者タイプは Haley（1968），Kotler（2002）の研究に踏まえ，日中における日系コン
ビニ消費者を求められるベネフィットによる分類とするものである。 
PKHIは本研究が独自に提唱している概念でありながら，Kunz et al （2010）、Lin et al
（2013）、Lin（2016）の研究に踏まえ，日中における日系コンビニ消費者が日系コンビニ
の経営ノウハウへの認知とするものである。 
顧客知覚価値は Zeithaml（1988）、Monroe（1990）などの研究に踏まえ，日中における
日系コンビニ消費者の知覚ベネフィットと知覚コストとのトレードオフの関係とするも
のである。 
顧客満足は Hunt (1977)、AMA(2018)の研究に踏まえ，日中における日系コンビニ消費
者の購買後の評価とするものである。 
 
２ 質問項目の作成 
次に各構成に係る先行研究の測定尺度を参考しながら暫定的測定尺度を作成し，その内
容に対してエキスパートリビューとチームディスカッションに従って修正や削除を行う。 
質問項目の番号について，T が消費者タイプ（Type）の略称で、K が知覚ノウハウイノ
ベーション（Perceived Know-How Innovation）の略称で、V が顧客知覚価値（Customer 
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Perceived Value）の略称で、Cが顧客満足（Customer Satisfaction）の略称である。 
 本研究のエキスパートレビューは 2017年 5月に日系コンビニ企業における管理職の３
人から意見をもらい，内容的妥当性を確認する。チームディスカッションは 2017 年６月
に日中における一般人の合計 15名から意見をもらい，表面的妥当性を確認する。 
（１）消費者タイプ 
 消費者タイプに関する質問項目は田村（2006），NRI（2014、2015）の研究を参考しなが
ら，エキスパートリビューとチームディスカッションによって 15項目を作成した。 
 
表６－３：消費者タイプに関する質問項目 
 質問内容 
T1 私はとりあえず安い商品を買う。 
T2 私は品質対価格をよく考えてから商品を買う。 
T3 私は商品を買う前にキャンペーン情報を収集する。 
T4 私は商品を買うためにかけられる時間を考慮する。 
T5 私は同じ商品に対して割引されたほうを買う。 
T6 私は使用上の安全性に配慮してものを買う。 
T7 私は健康性に配慮してものを買う。 
T8 私は商品に関する評判を調べてから買う。 
T9 私は無名メーカーより有名メーカーの商品を買う。 
T10 私は有名人のお勧めする商品を買う。 
T11 私はいつも自分を喜ばせる商品を買う。 
T12 私は商品自体よりパッケージデザインがいい商品を買う。 
T13 私は気に入り商品があったらすぐ買う。 
T14 私は値段がやや高くても心地がいい環境に商品を買う。 
T15 私は自分のニーズを速やかに満たせる商品を買う。 
出所：筆者作成。 
 
（２）PKHI（知覚経営ノウハウイノベーション） 
第一章にコンビニのイノベーションは三つがあることを提示したが，それらの研究は全
て企業の視点で行われたものである。消費者にとってはどれが直営店どれが加盟店、本部
が如何に店を指導・支援するのか、商品開発が如何に行われるのか，物流情報システムが
如何に稼働するのかなどが分からないのは当然である。しかし消費者はこれらのイノベー
ションによって現される店の姿や商品・サービスの利便性が分かる。例えば，顧客の視点
で欠品を無くして棚に常に商品が並んでおり，出店地域によって異なる商品を並べること
は企業がリアルタイムな受発注システムを用いて効率的な物流システムによって実現し
た結果である。同じチェーン店であればどこでも同じような買い物環境、接客サービスを
実現できるのは本部からの指導・支援を受け，チェーンオペレーションを行った結果であ
る。死筋商品の撤去および新商品の入れ替えが頻繁に行える背景は企業が単品管理を活か
しながら製販同盟においてニーズ対応の商品を共同開発することである。 
そのために PKHIに関する質問項目は矢作（1994）、金（2001）、川辺（2003）、木村（2008）
のコンビニのイノベーションに関する基礎理論をベースにし，エキスパートリビューとチ
ームディスカッションによって 15項目を作成した。 
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表６－４：PKHIに関する質問項目 
 質問内容 
K1 私は自分のニーズを効率的に満たせる商品が扱われることに気付いている。 
K2 私は試してみたい新型商品が扱われることに気付いている 。 
K3 私は既存商品の品質がずっと改善されていることに気付いている。 
K4 私は同じチェーン店には統一感を持つことに気付いている。 
K5 私は賞味期限が新しい商品がいつも置いていることに気付いている。 
K6 私は品揃えが充実することに気付いている。 
K7 私は新旧商品が頻繁に入れ替えられることに気付いている。 
K8 私は時期によって様々なイベント商品が置いていることに気付いている。 
K9 私は自分の欲しがる商品がいつも置いていることに気付いている。 
K10 私は店が接客レベル向上への工夫に気付いている。 
K11 私は店内清潔さの維持に気付いている。 
K12 私は同じチェーンが一つの地域に複数の店を出すことに気付いている。 
K13 私は店内に様々なサービスが利用できることに気付いている。 
K14 私は店内に他所で見たことがない施設がよく導入されることに気付いている。 
K15 私は場所によって各店の品揃えが違うことに気付いている。 
出所：筆者作成。 
 
（３）CPV（顧客知覚価値） 
 CPV に関する質問項目は Sweeney and Soutar（2001）、Lin et al（2013）、董（2015）
の研究を参考しながら，エキスパートリビューとチームディスカッションによって 15 項
目を作成した。 
 
表６－５：CPV に関する質問項目 
 質問内容 
V1 私は商品の品質が高いと思う。 
V2 私は店の品揃えが豊富だと思う。 
V3 私は店内が明るいと思う。 
V4 私は接客レベルが高いと思う。 
V5 私は店が清潔感があると思う。 
V6 私は商品の販売価格が高いと思う。 
V7 私は商品の品質対価格のバランスがいいと思う。 
V8 私は店の販促活動が多いと思う。 
V9 私は商品のボリューム感があると思う。 
V10 私は店のポイントサービスに対してお得感があると思う。 
V11 私は商品を買うためにかけられる時間が短いと思う。 
V12 私は商品を使うためにかけられる手間がかからないと思う。 
V13 私はサービス項目（諸料金の支払い、チケット予約等）が便利だと思う。 
V14 私は店内施設（ATM、イートイン等）が便利だと思う。 
V15 私は多様な支払い手段があることが便利だと思う。 
出所：筆者作成。 
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（４）顧客満足 
顧客満足に関する質問項目は Hoyer and Johnson（1999）の研究を参考しながら，エキ
スパートリビューとチームディスカッションによって 14項目を作成した。 
 
表６－６：顧客満足に関する質問項目 
 質問内容 
C1 私はレジの速さに満足している。 
C2 私は店の立地場所に満足している。 
C3 私はレジの正しさに満足している。 
C4 私は店内の清潔さに満足している。 
C5 私は店外回りの清潔さに満足している。 
C6 私は陳列の分かりやすさに満足している。 
C7 私は店員の接客態度に満足している。 
C8 私は店内のレイアウトに満足している。 
C9 私はサービスの多様さに満足している。 
C10 私は品揃えの豊富さに満足している。 
C11 私は商品の独自性に満足している。 
C12 私は商品の品質に満足している。 
C13 私は商品の入れ替え頻度に満足している。 
C14 私は店頭商品の整理整頓に満足している。 
出所：筆者作成。 
 
３ 項目の純化 
2017年６月に日中両国に１６０人の予備調査（Pre-Test）を行い，探索的因子分析（EFA）
を行う。その目的は日中消費者の背後に共通している代表的な因子を抽出することにより，
寄与率と回転後の因子負荷量に従って質問項目の構成を見直し，尺度の内的構造を探って
みる。そしてα係数によって各因子の内的一貫性を確認する。 
 
表６－７ 予備調査の結果 
国 都市 配布数 回収数 回収率 
日本 鹿児島 80 80 100% 
中国 北京 80 80 100% 
出所：筆者作成。 
 
（１）探索的因子分析 
 探索的因子分析に対するサンプルサイズについて統計学分野で議論が多く，Kline（1979）
はサンプル数が１００が必要であると強調した12。Gorsuch(1983)はサンプル数が少なく
とも１００あるいは項目数とサンプル数が１対５の比率であるべきだと示唆した13。ここ
で，表６－３から表６－６の示すように各構成における項目数は１４－１５個があり，予
備調査のサンプル数が１６０人であるため，探索的因子分析の条件を満たしたと考えてい
る。 
まず測定尺度に対してKMOとBartlettの球面性検定を行い，結果は以下の通りである。 
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（１）消費者タイプ 
 
Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度量 0.905 
Bartlett球面性検定验 
近似カイ 2乗 1346.357 
df 105 
Sig. .000 
出所：筆者作成 
以上の結果に従い，KMOが 0.905であり，0.7（Kaiser,1974）以上であるため，サンプ
ル抽出が適切であることを示す。Bartlett球面性検定の有意確率が 0.05以下であるため，
因子分析に適する数値を示す。 
本研究にはバリューマックス法の直行回転を行うことによって各因子の負荷を推定す
る。固有値（Eigen Value）が１以上であることを基準とし，主成分分析を行うことによ
って因子を抽出する。相関行列、回転後の成分行列における因子負荷量と指標数を確認し
ながら，逐一削除法で質問項目を純化する。 
その結果として，相関行列における相関係数が 0.4 以下で，他指標との相関性が弱く，
因子負荷量が 0.5以下で，且つ構成された因子の指標数が 3つ以下のため（呉,2007），T5、
T10、T12を削除する。残りの 12個項目は 3つの因子を構成した。 
 
項目 
成分 
TYPE1 TYPE2 TYPE3 
T3 .844 
  
T2 .823 
  
T1 .790 
  
T4 .732 
  
T6 
 
.853 
 
T7 
 
.815 
 
T9 
 
.804 
 
T8 
 
.723 
 
T15 
  
.799 
T11 
  
.766 
T14 
  
.766 
T13 
  
.695 
固有値 3.087 3.052 2.872 
寄与率（%） 25.723 25.429 23.930 
累計寄与率（%） 25.723 51.152 75.083 
出所：筆者作成 
以上の結果に従い，消費者タイプに対して因子を抽出した。各項目の因子負荷量がいず
れも 0.5以上であり，交差負荷（Cross Loading）がない。三因子の累計寄与率が 75.083%
に達し，つまり３つの因子で 12 項目の全分散の 75.083%を示すことができ，50％以上で
あるため，抽出された因子が高い代表性を持つと考えられる。 
本研究にはクロンバックα信頼性係数を用いて各因子の内的一貫性を確認する。下記の
通りに各因子のα係数はいずれも 0.7以上となるため，高い内的一貫性を持つと考えられ
る（DeVellis, 1991）。 
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Cronbach's Alpha 項目数 
TYPE1 0.891 4 
TYPE2 0.905 4 
TYPE3 0.856 4 
出所：筆者作成 
以上の結果に従い，各質問項目の内容に基づいて各因子に命名を行う。 
一つ目の因子は「私はとりあえず安い商品を買う」、「私は品質対価格をよく考えてから
商品を買う」、「私は商品を買う前にキャンペーン情報を収集して買う」、「私は商品の値打
ち感を評価して買う」という四つの項目が含まれる。これらの項目は消費者が商品の価格
に対する重視を示すため，このような消費者を「コスト重視型」に命名する。 
二つ目の因子に「私は使用上の安全性に配慮してものを買う」、「私は健康性に配慮して
ものを買う」、「私は商品に関する評判を調べてから買う」、「私は無名メーカーより有名メ
ーカーの商品を買う」という四つの項目が含まれる。これらの項目は消費者が商品の安全
や健康問題に関心を持ち，情報探索やブランド意識という買物行動を示すため，このよう
な消費者を「慎重型」に命名する。 
三つ目の因子に「私はいつも自分を喜ばせる商品を買う」、「私は気に入り商品があった
らすぐ買う」、「私は値段がやや高くても心地がいい環境に商品を買う」、「私は自分のニー
ズを速やかに満たせる商品を買う」という四つの項目が含まれる。これらの項目は消費者
は好きな商品があれば，お金を惜しまずに商品を速やかに入手・使用し，且つ買物環境を
重視するということを示すため，このような消費者を「享受型」に命名する。 
 
表６－８：消費者タイプに関する因子と質問項目 
 質問内容 
コスト重視型 
TYPE1 
T1 私はとりあえず安い商品を買う。 
T2 私は品質対価格をよく考えてから商品を買う。 
T3 私は商品を買う前にキャンペーン情報を収集して買う。 
T4 私は商品を買うためにかけられる時間を考慮する。 
慎重型 
TYPE2 
T6 私は使用上の安全性に配慮してものを買う。 
T7 私は健康性に配慮してものを買う。 
T8 私は商品に関する評判を調べてから買う。 
T9 私は無名メーカーより有名メーカーの商品を買う。 
享受型 
TYPE3 
T11 私はいつも自分を喜ばせる商品を買う。 
T13 私は気に入り商品があったらすぐ買う。 
T14 私は値段がやや高くても心地がいい環境に商品を買う。 
T15 私は自分のニーズを速やかに満たせる商品を買う。 
出所：筆者作成。 
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（２）PKHI 
Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度量 0.889 
Bartlett球面性検定验 
近似カイ 2乗 1447.738 
df 105 
Sig. .000 
出所：筆者作成 
以上の結果に従い，KMOが 0.889であり，0.7（Kaiser,1974）以上であるため，サンプ
ル抽出が適切であることを示す。Bartlett球面性検定の有意確率が 0.05以下であるため，
因子分析に適する数値を示す。 
前述の基準に従い，K6、K10、K11、K14 を削除する。残りの 11 個項目は 3 つの因子を
構成した。 
項目 
成分 
PKHI1 PKHI2 PKHI3 
K4 .844  
 
K2 .825  
 
K1 .811  
 
K3 .807  
 
K5 
 
.878 
 
K8 
 
.850 
 
K9 
 
.845 
 
K7 
 
.813 
 
K12 
  
.887 
K13 
  
.835 
K15 
  
.813 
固有値 3.254 3.073 2.427 
寄与率（%） 29.586 27.934 22.059 
累計寄与率（%） 29.586 57.520 79.580 
出所：筆者作成 
以上の結果に従い，消費者タイプに対して因子を抽出した。各項目の因子負荷量がいず
れも 0.5以上であり，交差負荷（Cross Loading）がない。三因子の類型寄与率が 79.580%
に達し，つまり３つの因子で 12 項目の全分散の 79.580%を示すことができ，50％以上で
あるため，抽出された因子が高い代表性を持つと考えられる。 
本研究にはクロンバックα信頼性係数を用いて各因子の内的一貫性を確認する。下記の
通りに各因子のα係数はいずれも 0.7以上となるため，高い内的一貫性を持つと考えられ
る（DeVellis, 1991）。 
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Cronbach's Alpha 項目数 
PKHI1 0.922 4 
PKHI2 0.902 4 
PKHI3 0.869 4 
出所：筆者作成 
以上の結果に従い，各質問項目の内容に基づいて各因子に命名を行う。 
一つ目の因子に「私は自分のニーズを効率的に満たせる商品が扱われることに気付いて
いる」、「私は試してみたい新型商品が扱われることに気付いている」、「私は既存商品の品
質がずっと改善されていることに気付いている」、「私は店内に様々なサービスが利用でき
ることに気付いている」という四つの項目が含まれる。これらの項目は主に消費者のニー
ズを満たせるための商品やサービスの開発戦略に関わり，消費者にとっては商品の更新や
改善が感じられるため，この因子を「知覚商品開発イノベーション」に命名する。 
二つ目の因子に「私は賞味期限が新しい商品がいつも置いていることに気付いている」、
「私は自分の欲しがる商品がいつも置いていることに気付いている」、「私は時期によって
様々なイベント商品が置いていることに気付いている」、「私は新旧商品が頻繁に入れ替え
られることに気付いている」という四つの項目が含まれる。これらの項目は企業の視点に
おいて情報物流システムに基づいた単品管理のかげで実現され，消費者の視点から見れば
自分が欲しがるものは常に入手できるか否か，新鮮感をもたらす商品の入れ替えが行われ
るか否かいにつながるため，この因子を「知覚単品管理イノベーション」に命名する。 
三つ目の因子は「私は同じチェーンが一つの地域に複数の店を出すことに気付いてい
る」、「私は同じチェーン店には統一感を持つことに気付いている」、「私は場所によって各
店の品揃えが違うことに気付いている」という三つの項目が含まれる。これらの項目は本
部のチェーンオペレーション，OFCからの運営指導につながり，ドミナント戦略によって
実現されるため，この因子を「知覚出店イノベーション」に命名する。 
表６－９：PKHIに関する因子と質問項目 
 質問内容 
知覚商品開発 
イノベーション 
PKHI1 
K1 私は自分のニーズを効率的に満たせる商品が扱われることに気
付いている。 
K2 私は試してみたい新型商品が扱われることに気付いている。 
K3 私は既存商品の品質がずっと改善されていることに気付いてい
る。 
K4 私は店内に様々なサービスが利用できることに気付いている。 
知覚単品管理 
イノベーション
PKHI2 
K5 私は賞味期限が新しい商品がいつも置いていることに気付いて
いる。 
K7 私は自分の欲しがる商品がいつも置いていることに気付いてい
る。 
K8 私は時期によって様々なイベント商品が置いていることに気付
いている。 
K9 私は新旧商品が頻繁に入れ替えられることに気付いている。 
知覚出店 
イノベーション
PKHI3 
K12 私は同じチェーンが一つの地域に複数の店を出すことに気付い
ている。 
K13 私は同じチェーン店には統一感を持つことに気付いている。 
K15 私は場所によって各店の品揃えが違うことに気付いている。 
出所：筆者作成。 
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（３）CPV 
Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度量 0.843 
Bartlett球面性検定验 
近似カイ 2乗 1360.111 
df 105 
Sig. .000 
出所：筆者作成 
以上の結果に従い，KMOが 0.843であり，0.7（Kaiser,1974）以上であるため，サンプ
ル抽出が適切であることを示す。Bartlett球面性検定の有意確率が 0.05以下であるため，
因子分析に適する数値を示す。 
前述の基準に従い，V3、V9、V15 を削除する。残りの 11 個項目は 3 つの因子を構成し
た。 
項目 
成分 
CPV1 CPV2 CPV3 
V2 .903 
  
V4 .875 
  
V5 .866 
  
V1 .829 
  
V6 
 
.887 
 
V10 
 
.846 
 
V8 
 
.844 
 
V7 
 
.838 
 
V11 
  
.882 
V14 
  
.834 
V12 
  
.826 
V13 
  
.762 
固有値 3.130 3.108 2.829 
寄与率（%） 26.082 25.900 23.571 
累計寄与率（%） 26.082 51.982 75.553 
出所：筆者作成 
以上の結果に従い，消費者タイプに対して因子を抽出した。各項目の因子負荷量がいず
れも 0.5以上であり，交差負荷（Cross Loading）がない。三因子の累計寄与率が 75.553%
に達し，つまり３つの因子で 12 項目の全分散の 75.553%を示すことができ，50％以上で
あるため，抽出された因子が高い代表性を持つと考えられる。 
本研究にはクロンバックα信頼性係数を用いて各因子の内的一貫性を確認する。下記の
通りに各因子のα係数はいずれも 0.7以上となるため，高い内的一貫性を持つと考えられ
る（DeVellis, 1991）。 
 
Cronbach's Alpha 項目数 
CPV1 0.907 4 
CPV2 0.899 4 
CPV3 0.859 4 
出所：筆者作成 
以上の結果に従い，各質問項目の内容に基づいて各因子に命名を行う。 
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一つ目の因子に「私は商品の品質が高いと思う」、「私は店の品揃えが豊富だと思う」、
「私は接客レベルが高いと思う」、「私は店が清潔感があると思う」という四つの項目が含
まれる。これらの項目は消費者が商品の品質および店舗運営のレベルに対する知覚を示す
ため，この因子を「知覚品質的価値」に命名する。 
二つ目の因子に「私は商品の販売価格が高いと思う」、「私は商品の品質対価格のバラン
スがいいと思う」、「私は店の販促活動が多いと思う」、「私は店のポイントサービスに対し
てお得感があると思う」という四つの項目が含まれる。これらの項目は消費者がコストに
対する知覚を示すため，この因子を「知覚コスト」に命名する。 
三つ目の因子に「私は商品を買うためにかけられる時間が短いと思う」、「私は商品を使
うためにかけられる手間がかからないと思う」、「私はサービス項目（諸料金の支払い、チ
ケット予約等）が便利だと思う」、「私は店内施設（ATM、イートイン等）が便利だと思う」
という四つの項目が含まれる。これらの項目は消費者が時間の節約や使用上の便利性に対
する知覚を示すため，この因子を「知覚利便的価値」に命名する。 
 
表６－１０：顧客知覚価値に関する因子と質問項目 
 質問内容 
知覚品質的
価値 CPV1 
V1 私は商品の品質が高いと思う。 
V2 私は店の品揃えが豊富だと思う。 
V4 私は接客レベルが高いと思う。 
V5 私は店が清潔感があると思う。 
知覚コスト 
CPV2 
V6 私は商品の販売価格が高いと思う。 
V7 私は商品の品質対価格のバランスがいいと思う。 
V8 私は店の販促活動が多いと思う。 
V10 私は店のポイントサービスに対してお得感があると思う。 
知覚利便的
価値 CPV3 
V11 私は商品を買うためにかけられる時間が短いと思う。 
V12 私は商品を使うためにかけられる手間がかからないと思う。 
V13 私はサービス項目（諸料金の支払い、チケット予約等）が便利だと
思う。 
V14 私は店内施設（ATM、イートイン等）が便利だと思う。 
出所：筆者作成。 
 
（４）顧客満足 
Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度量 0.871 
Bartlett球面性検定验 
近似カイ 2乗 1397.452 
df 91 
Sig. .000 
出所：筆者作成 
以上の結果に従い，KMOが 0.871であり，0.7（Kaiser,1974）以上であるため，サンプ
ル抽出が適切であることを示す。Bartlett球面性検定の有意確率が 0.05以下であるため，
因子分析に適する数値を示す。 
前述の基準に従い，C3、C5、C8、C15 を削除する。残りの 10 個項目は 2 つの因子を構
成した。 
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項目 
成分 
D1 D2 
C1 .910 
 
C7 .877 
 
C4 .866 
 
C2 .862 
 
C6 .848 
 
C10 
 
.912 
C9 
 
.865 
C13 
 
.864 
C12 
 
.834 
C11 
 
.783 
固有値 3.887 3.715 
寄与率（%） 38.873 37.151 
累計寄与率（%） 38.873 76.024 
出所：筆者作成 
以上の結果に従い，消費者タイプに対して因子を抽出した。各項目の因子負荷量がいず
れも 0.5以上であり，交差負荷（Cross Loading）がない。三因子の累計寄与率が 76.024%
に達し，つまり３つの因子で 12 項目の全分散の 76.024%を示すことができ，50％以上で
あるため，抽出された因子が高い代表性を持つと考えられる。 
本研究にはクロンバックα信頼性係数を用いて各因子の内的一貫性を確認する。下記の
通りに各因子のα係数はいずれも 0.7以上となるため，高い内的一貫性を持つと考えられ
る（DeVellis, 1991）。 
 
Cronbach's Alpha 項目数 
CS1 0.928 5 
CS2 0.912 5 
出所：筆者作成 
 
以上の結果に従い，各質問項目の内容に基づいて各因子に命名を行う。 
一つ目の因子に「私はレジの速さに満足している」、「私は店の立地場所に満足している」、
「私は店内の清潔さに満足している」、「私は陳列の分かりやすさに満足している」、「私は
店員の接客態度に満足している」という五つの項目が含まれる。これらの項目は消費者が
店舗のアクセス・利用容易性と店内のオペレーション水準に対する満足の度合いを示すた
め，この因子を「オペレーション満足」に命名する。 
二つ目の因子に「私はサービスの多様さに満足している」、「私は品揃えの豊富さに満足
している」、「私は商品の独自性に満足している」、「私は商品の品質に満足している」、「私
は商品の入れ替え頻度に満足している」という五つの項目が含まれる。これらの項目は消
費者が商品やサービスの多様性と差別化などに対する満足の度合いを示すため，この因子
を「商品満足」に命名する。 
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表６－１１：顧客満足に関する因子と質問項目 
 質問内容 
オペレーション満足 
CS1 
C1 私はレジの速さに満足している。 
C2 私は店の立地場所に満足している。 
C4 私は店内の清潔さに満足している。 
C6 私は陳列の分かりやすさに満足している。 
C7 私は店員の接客態度に満足している。 
商品満足 
CS2 
C9 私はサービスの多様さに満足している。 
C10 私は品揃えの豊富さに満足している。 
C11 私は商品の独自性に満足している。 
C12 私は商品の品質に満足している。 
C13 私は商品の入れ替え頻度に満足している。 
出所：筆者作成。 
 
 以上のように，予備調査の結果に対して EFAおよびα係数という統計的手法を用いて質
問項目を純化した。次に本調査を行い，収束的・弁別的妥当性および法則定立的妥当性を
確認しながら，構成間の影響関係を解明する。 
 
第三節 収束的妥当性と弁別的妥当性 
 上記の探索的因子分析に従い，各構成において複数の因子が抽出され，各因子を構成す
る項目を明らかにした。つまり日中における日系コンビニ消費者の消費者タイプ、PKHI、
CPV、顧客満足を測定する尺度が形成された。次にこれらの測定尺度を用いて本調査を行
い，測定尺度の収束的妥当性と弁別的妥当性を検証する。そこで AMOS23.0 を用いてパス
係数と各適合度指標によって検証的因子分析を行う。 
本調査は 2017 年 7 月から 8 月中国で、9 月から 10 月日本で合計六都市 2400 人のアン
ケート調査を行い，調査方法は街頭調査と留置調査である。場所は日系コンビニが密集に
出店しているオフィス立地、商業地域、住宅区である。 
 
表６－１２：本調査概要 
国 都市 配布数 回収数 回収率 総回収数 総回収率 
日本 
東京 400 339 84.8% 
1008 84.0% 大阪 400 348 87.0% 
福岡 400 321 80.3% 
中国 
北京 400 337 84.3% 
987 82.3% 上海 400 326 81.5% 
青島 400 324 81.0% 
出所：筆者作成。 
以下には日本と中国に分けてそれぞれの収束的妥当性と弁別的妥当性を検証的因子分
析によって確認する。 
 
１ 日本の収束的妥当性 
（１）消費者タイプ 
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図６－１：日本の消費者タイプの各因子と指標の標準化因子負荷量 
 
出所：筆者作成。 
検証的因子分析の測定モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 122.124 —— 
DF —— 51 —— 
CMIN/DF <5 2.395 良い 
SRMR <0.08 0.024 良い 
RMSEA <0.08 0.037 良い 
GFI >0.8 0.980 良い 
AGFI >0.8 0.970 良い 
NFI >0.9 0.984 良い 
IFI >0.9 0.991 良い 
TLI >0.9 0.988 良い 
CFI >0.9 0.991 良い 
出所：筆者作成 
上表の示す通り，CMIN 値が 122.124で，DFが 51であるため，CMIN/DFが 2.395となり，
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5以下であり， GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMRが 0.024
で，0.08以下であり，RMSEAが 0.037で，0.08以下であり，各適合度はそれぞれの基準
に満たしているため，この測定モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
検証的因子分析の結果 
変数 
項
目 
非標準化因子負
荷量 
S.E. C.R. P 
標準化因子負
荷量 
CR AVE 
TYPE1 
T1 1 
   
0.762 
0.883 0.654 
T2 1.058 0.040 26.572 *** 0.815 
T3 1.120 0.038 29.143 *** 0.896 
T4 0.923 0.038 24.318 *** 0.753 
TYPE2 
T6 1 
   
0.897 
0.903 0.699 
T7 0.947 0.026 36.965 *** 0.860 
T8 0.843 0.026 32.262 *** 0.796 
T9 0.925 0.029 31.645 *** 0.787 
TYPE3 
T11 1 
   
0.761 
0.884 0.656 
T13 1.093 0.041 26.340 *** 0.820 
T14 1.101 0.041 26.849 *** 0.835 
Y15 1.104 0.042 26.365 *** 0.821 
出所：筆者作成 
上表の示す通り， TYPE1、TYPE2、TYPE3の各指標の標準化因子負荷量が 0.761-0.897
であり，いずれも 0.6 以上である。合成信頼性（CR）が 0.883、0.903、0.884であり，い
ずれも 0.7以上である。平均分散抽出（AVE）が 0.654、0.699、0.656であり，いずれも
0.5以上である。そこで，各因子が高い収束的妥当性を持つと考えられる。 
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（２）PKHI（知覚経営ノウハウイノベーション） 
 
図６－２：日本の PKHIの各因子と指標の標準化因子負荷量 
 
出所：筆者作成 
 
検証的因子分析の測定モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 107.284 —— 
DF —— 41 —— 
CMIN/DF <5 2.617 良い 
SRMR <0.08 0.023 良い 
RMSEA <0.08 0.040 良い 
GFI >0.8 0.982 良い 
AGFI >0.8 0.970 良い 
NFI >0.9 0.986 良い 
IFI >0.9 0.991 良い 
TLI >0.9 0.988 良い 
CFI >0.9 0.991 良い 
出所：筆者作成 
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上表の示す通り，CMIN 値が 107.284で，DFが 41であるため，CMIN/DFが 2.617となり，
5以下であり， GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMRが 0.023
で，0.08以下であり，RMSEAが 0.040で，0.08以下であり，各適合度はそれぞれの基準
に満たしているため，この測定モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
検証的因子分析の結果 
変数 
項
目 
非標準化因子負
荷量 
S.E. C.R. P 
標準化因子負
荷量 
CR AVE 
PKHI1 
K1 1 
   
0.845 
0.904 0.701 
K2 1.084 0.033 32.566 *** 0.849 
K3 1.045 0.035 30.266 *** 0.808 
K4 1.092 0.034 32.407 *** 0.846 
PKHI2 
K5 1 
   
0.863 
0.918 0.737 
K7 1.015 0.031 32.495 *** 0.818 
K8 0.964 0.027 35.294 *** 0.859 
K9 1.012 0.027 37.541 *** 0.892 
PKHI3 
K12 1 
   
0.839 
0.884 0.718 K13 1.016 0.034 29.950 *** 0.828 
K15 1.101 0.035 31.478 *** 0.874 
出所：筆者作成 
上表の示す通り，PKHI1、PKHI2、PKHI3の各指標の標準化因子負荷量が 0.808-0.892で
あり，いずれも 0.6以上である。合成信頼性（CR）が 0.904、0.918、0.884 であり，いず
れも 0.7以上である。平均分散抽出（AVE）が 0.701、0.737、0.718であり，いずれも 0.5
以上である。そこで，各因子が高い収束的妥当性を持つと考えられる。 
 
（３）CPV（顧客知覚価値） 
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図６－３：日本の顧客知覚価値の各因子と指標の標準化因子負荷量 
 
出所：筆者作成 
検証的因子分析の測定モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 104.676 —— 
DF —— 51 —— 
CMIN/DF <5 2.052 良い 
SRMR <0.08 0.021 良い 
RMSEA <0.08 0.032 良い 
GFI >0.8 0.983 良い 
AGFI >0.8 0.974 良い 
NFI >0.9 0.986 良い 
IFI >0.9 0.993 良い 
TLI >0.9 0.990 良い 
CFI >0.9 0.993 良い 
出所：筆者作成 
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上表の示す通り，CMIN 値が 104.676で，DFが 51であるため，CMIN/DFが 2.052となり，
5以下であり， GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMRが 0.021
で，0.08以下であり，RMSEAが 0.032で，0.08以下であり，各適合度はそれぞれの基準
に満たしているため，この測定モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
検証的因子分析の結果 
変数 
項
目 
非標準化因子負
荷量 
S.E. C.R. P 
標準化因子負
荷量 
CR AVE 
CPV1 
V1 1 
   
0.839 
0.901 0.695 
V2 1.008 0.030 33.534 *** 0.879 
V4 0.932 0.030 30.741 *** 0.824 
V5 0.891 0.031 29.013 *** 0.791 
CPV2 
V6 1 
   
0.842 
0.888 0.666 
V7 0.983 0.032 31.068 *** 0.845 
V8 0.935 0.032 29.072 *** 0.803 
V10 0.958 0.035 27.519 *** 0.771 
CPV3 
V11 1 
   
0.909 
0.893 0.678 
V12 0.881 0.029 30.917 *** 0.783 
V13 0.910 0.029 31.228 *** 0.788 
V14 0.888 0.027 32.408 *** 0.806 
出所：筆者作成 
上表の示す通り，PKHI1、PKHI2、PKHI3の各指標の標準化因子負荷量が 0.771-0.909で
あり，いずれも 0.6以上である。合成信頼性（CR）が 0.901、0.888、0.893 であり，いず
れも 0.7以上である。平均分散抽出（AVE）が 0.695、0.666、0.678であり，いずれも 0.5
以上である。そこで，各因子が高い収束的妥当性を持つと考えられる。 
 
（４）顧客満足 
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図６－４：日本の顧客知覚価値の各因子と指標の標準化因子負荷量 
 
出所：筆者作成。 
 
検証的因子分析の測定モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 106.345 —— 
DF —— 34 —— 
CMIN/DF <5 3.128 良い 
SRMR <0.08 0.019 良い 
RMSEA <0.08 0.046 良い 
GFI >0.8 0.979 良い 
AGFI >0.8 0.966 良い 
NFI >0.9 0.982 良い 
IFI >0.9 0.987 良い 
TLI >0.9 0.983 良い 
CFI >0.9 0.987 良い 
出所：筆者作成 
上表の示す通り，CMIN 値が 106.345で，DFが 34であるため，CMIN/DFが 3.128となり，
5以下であり， GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMRが 0.019
で，0.08以下であり，RMSEAが 0.046で，0.08以下であり，各適合度はそれぞれの基準
に満たしているため，この測定モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
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検証的因子分析の結果 
変数 
項
目 
非標準化因子負
荷量 
S.E. C.R. P 
標準化因子負
荷量 
CR AVE 
CS1 
C1 1 
   
0.860 
0.902 0.649 
C2 0.984 0.034 28.652 *** 0.768 
C4 0.981 0.034 28.453  0.765 
C6 0.887 0.029 30.087 *** 0.794 
C7 1.046 0.032 32.491 *** 0.835 
CS2 
C9 1 
   
0.832 
0.887 0.613 
C10 0.960 0.032 29.781 *** 0.825 
C11 0.895 0.033 27.350  0.774 
C12 0.882 0.036 24.677 *** 0.716 
C13 0.892 0.033 26.827 *** 0.763 
出所：筆者作成 
上表の示す通り，CS1、CS2の各指標の標準化因子負荷量が 0.716-0.860 であり，い
ずれも 0.6以上である。合成信頼性（CR）が 0.902、0.887であり，いずれも 0.7以上で
ある。平均分散抽出（AVE）が 0.649、0.613であり，いずれも 0.5以上である。そこで，
各因子が高い収束的妥当性を持つと考えられる。 
 
２ 中国の収束的妥当性 
（１）消費者タイプ 
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図６－５：中国の消費者タイプの各因子と指標の標準化因子負荷量 
 
出所：筆者作成。 
 
検証的因子分析の測定モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 108.782 —— 
DF —— 51 —— 
CMIN/DF <5 2.133 良い 
SRMR <0.08 0.023 良い 
RMSEA <0.08 0.034 良い 
GFI >0.8 0.982 良い 
AGFI >0.8 0.972 良い 
NFI >0.9 0.985 良い 
IFI >0.9 0.992 良い 
TLI >0.9 0.989 良い 
CFI >0.9 0.992 良い 
出所：筆者作成 
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上表の示す通り，CMIN 値が 108.782で，DFが 51であるため，CMIN/DFが 2.133となり，
5以下であり， GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMRが 0.023
で，0.08以下であり，RMSEAが 0.034で，0.08以下であり，各適合度はそれぞれの基準
に満たしているため，この測定モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
検証的因子分析の結果 
変数 
項
目 
非標準化因子負
荷量 
S.E. C.R. P 
標準化因子負
荷量 
CR AVE 
TYPE1 
T1 1 
   
0.741 
0.875 0.638 
T2 1.079 0.043 24.927 *** 0.808 
T3 1.137 0.042 27.132 *** 0.891 
T4 0.936 0.041 22.951 *** 0.746 
TYPE2 
T6 1 
   
0.883 
0.896 0.684 
T7 0.947 0.028 34.352 *** 0.850 
T8 0.85 0.028 30.848 *** 0.795 
T9 0.923 0.031 29.636 *** 0.776 
TYPE3 
T11 1 
   
0.768 
0.876 0.638 
T13 1.035 0.041 25.226 *** 0.796 
T14 1.073 0.041 26.174 *** 0.825 
Y15 1.060 0.042 25.513 *** 0.805 
出所：筆者作成 
上表の示す通り， TYP1、TYP2、TYP3の各指標の標準化因子負荷量が 0.741-0.891で
あり，いずれも 0.6以上である。合成信頼性（CR）が 0.875、0.896、0.876 であり，いず
れも 0.7以上である。平均分散抽出（AVE）が 0.638、0.684、0.638であり，いずれも 0.5
以上である。そこで，各因子が高い収束的妥当性を持つと考えられる。 
 
（２）PKHI（知覚経営ノウハウイノベーション） 
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図６－６：中国の PKHIの各因子と指標の標準化因子負荷量 
 
出所：筆者作成。 
 
検証的因子分析の測定モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 91.652 —— 
DF —— 41 —— 
CMIN/DF <5 2.235 良い 
SRMR <0.08 0.020 良い 
RMSEA <0.08 0.035 良い 
GFI >0.8 0.984 良い 
AGFI >0.8 0.974 良い 
NFI >0.9 0.987 良い 
IFI >0.9 0.993 良い 
TLI >0.9 0.990 良い 
CFI >0.9 0.993 良い 
出所：筆者作成 
上表の示す通り，CMIN値が 91.652で，DFが 41であるため，CMIN/DFが 2.235となり，
5以下であり， GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMRが 0.02
160 
 
で，0.08以下であり，RMSEAが 0.035で，0.08以下であり，各適合度はそれぞれの基準
に満たしているため，この測定モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
検証的因子分析の結果 
変数 
項
目 
非標準化因子負
荷量 
S.E. C.R. P 
標準化因子負
荷量 
CR AVE 
PKHI1 
K1 1 
   
0.829 
0.889 0.667 
K2 1.093 0.037 29.447 *** 0.826 
K3 1.035 0.038 27.254 *** 0.779 
K4 1.089 0.037 29.689 *** 0.831 
PKHI2 
K5 1 
   
0.851 
0.908 0.713 
K7 1.018 0.033 30.977 *** 0.816 
K8 0.966 0.030 32.190 *** 0.837 
K9 0.987 0.029 34.286 *** 0.872 
PKHI3 
K12 1 
   
0.848 
0.889 0.728 K13 0.983 0.032 32.820 *** 0.825 
K15 1.094 0.033 30.415 *** 0.886 
出所：筆者作成 
上表の示す通り，PKHI1、PKHI2、PKHI3の各指標の標準化因子負荷量が 0.779-0.886で
あり，いずれも 0.6以上である。合成信頼性（CR）が 0.889、0.908、0.889であり，いず
れも 0.7以上である。平均分散抽出（AVE）が 0.667、0.713、0.728であり，いずれも 0.5
以上である。そこで，各因子が高い収束的妥当性を持つと考えられる。 
 
（３）CPV（顧客知覚価値） 
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図６－７：中国の顧客知覚価値の各因子と指標の標準化因子負荷量 
 
出所：筆者作成。 
 
 検証的因子分析の測定モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 108.181 —— 
DF —— 51 —— 
CMIN/DF <5 2.121 良い 
SRMR <0.08 0.021 良い 
RMSEA <0.08 0.034 良い 
GFI >0.8 0.982 良い 
AGFI >0.8 0.973 良い 
NFI >0.9 0.985 良い 
IFI >0.9 0.992 良い 
TLI >0.9 0.989 良い 
CFI >0.9 0.992 良い 
出所：筆者作成 
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上表の示す通り，CMIN 値が 108.181で，DFが 51であるため，CMIN/DFが 2.121となり，
5以下であり， GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMRが 0.023
で，0.08以下であり，RMSEAが 0.034で，0.08以下であり，各適合度はそれぞれの基準
に満たしているため，この測定モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
検証的因子分析の結果 
変数 
項
目 
非標準化因子負
荷量 
S.E. C.R. P 
標準化因子負
荷量 
CR AVE 
CPV1 
V1 1 
   
0.825 
0.896 0.682 
V2 1.033 0.033 31.421 *** 0.868 
V4 0.975 0.033 29.592 *** 0.827 
V5 0.882 0.032 27.425 *** 0.781 
CPV2 
V6 1 
   
0.849 
0.886 0.661 
V7 0.976 0.032 30.409 *** 0.834 
V8 0.889 0.032 27.861 *** 0.781 
V10 0.966 0.034 28.046 *** 0.785 
CPV3 
V11 1 
   
0.902 
0.887 0.663 
V12 0.911 0.030 30.788 *** 0.797 
V13 0.876 0.030 28.727 *** 0.761 
V14 0.874 0.029 30.372 *** 0.790 
出所：筆者作成 
 
上表の示す通り，CPV1、CPV2、CPV3の各指標の標準化因子負荷量が 0.761-0.902であ
り，いずれも 0.6以上である。合成信頼性（CR）が 0.896、0.886、0.887であり，いずれ
も 0.7以上である。平均分散抽出（AVE）が 0.682、0.661、0.663であり，いずれも 0.5
以上である。そこで，各因子が高い収束的妥当性を持つと考えられる。 
 
（４）顧客満足 
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図６－８：中国の顧客満足の各因子と指標の標準化因子負荷量 
 
出所：筆者作成。 
 
 検証的因子分析の測定モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 76.068 —— 
DF —— 34 —— 
CMIN/DF <5 2.237 良い 
SRMR <0.08 0.016 良い 
RMSEA <0.08 0.035 良い 
GFI >0.8 0.985 良い 
AGFI >0.8 0.975 良い 
NFI >0.9 0.987 良い 
IFI >0.9 0.993 良い 
TLI >0.9 0.990 良い 
CFI >0.9 0.993 良い 
出所：筆者作成 
上表の示す通り，CMIN値が 76.068で，DFが 34であるため，CMIN/DFが 2.237となり，
5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMRが 0.016
で，0.08以下であり，RMSEAが 0.035で，0.08以下であり，各適合度はそれぞれの基準
に満たしているため，この測定モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
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検証的因子分析の結果 
変数 
項
目 
非標準化因子負
荷量 
S.E. C.R. P 
標準化因子負
荷量 
CR AVE 
B1 
Ba1 1 
   
0.829 
0.889 0.667 
Ba2 1.093 0.037 29.447 *** 0.826 
Ba3 1.035 0.038 27.254 *** 0.779 
Ba4 1.089 0.037 29.689 *** 0.831 
B2 
Bb1 1 
   
0.851 
0.908 0.713 
Bb2 1.018 0.033 30.977 *** 0.816 
Bb3 0.966 0.03 32.19 *** 0.837 
Bb4 0.987 0.029 34.286 *** 0.872 
B3 
Bc1 1 
   
0.886 
0.889 0.728 Bc2 0.914 0.028 32.82 *** 0.848 
Bc3 0.898 0.028 31.687 *** 0.825 
出所：筆者作成 
上表の示す通り， TYP1、TYP2、TYP3の各指標の標準化因子負荷量が 0.779-0.886であ
り，いずれも 0.6以上である。合成信頼性（CR）が 0.889、0.908、0.889であり，いずれ
も 0.7以上である。平均分散抽出（AVE）が 0.667、0.713、0.728であり，いずれも 0.5
以上である。そこで，各因子が高い収束的妥当性を持つと考えられる。 
 
３ 弁別的妥当性  
本研究には AVEの平方根と因子間の相関係数とを比較することによって弁別的妥当性
を検証し，各因子の AVEの平方根が各因子間の相関係数より大きいべきであり，それによ
って因子間には弁別的妥当性を持つことを示す（Fornell and Larcker, 1981）。下表の
示す通り，各因子の AVEの平方根がその対角線以下における各相関係数より大きいである
ため，本研究は弁別的妥当性を持つことが分かる。 
 
弁別的妥当性（相関マトリックスと弁別的評価表 Correlation Matrix and 
Discriminant Assessment） 
日本 
 
TYPE1 TYPE2 TYPE3 PKHI1 PKHI2 
TYPE1 0.809  
    
TYPE2 .540** 0.836  
   
TYPE3 .526** .550** 0.810  
  
PKHI1 .405** .425** .421** 0.837  
 
PKHI2 .449** .474** .353** .432** 0.858  
PKHI3 .314** .312** .456** .447** .352** 
CPV1 -.227** -.231** -.088** -.214** -.245** 
CPV2 .417** .408** .421** .319** .366** 
CPV3 .442** .433** .419** .459** .430** 
CS1 .234** .021 .070* .154** .120** 
CS2 .424** .215** .274** .354** .319** 
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PKHI3 CPV1 CPV2 CPV3 CS1 CS2 
      
      
      
      
      
0.847  
     
-.162** 0.834  
    
.347** -.317** 0.816  
   
.393** -.212** .279** 0.823  
  
.134** -.167** .040 .186** 0.806  
 
.346** -.208** .273** .323** .362** 0.783  
注：太字は AVEの平方根であり，対角線以下は相関係数である。 
出所：筆者作成 
 
 
中国： 
 
TYPE1 TYPE2 TYPE3 PKHI1 PKHI2 
TYPE1 0.799  
    
TYPE2 .511** 0.827  
   
TYPE3 .501** .506** 0.799  
  
PKHI1 .296** .414** .387** 0.817  
 
PKHI2 .428** .300** .408** .439** 0.844  
PKHI3 .388** .385** .290** .463** .448** 
CPV1 -.368** -.310** -.127** -.237** -.200** 
CPV2 .452** .441** .458** .394** .411** 
CPV3 .431** .464** .311** .409** .413** 
CS1 .364** .121** .165** .245** .303** 
CS2 .419** .219** .265** .346** .384** 
出所：筆者作成 
 
PKHI3 CPV1 CPV2 CPV3 CS1 CS2 
      
      
      
      
      
0.853  
     
-.141** 0.826  
    
.388** -.337** 0.813  
   
.410** -.246** .319** 0.814  
  
.331** -.156** .293** .151** 0.812  
 
.400** -.291** .214** .393** .367** 0.791  
注：太字は AVEの平方根であり，対角線以下は相関係数である。 
166 
 
出所：筆者作成 
 
 以上の検証に従い，本研究の測定尺度は収束的妥当性と弁別的妥当性を持つと考えてい
る。次章には構造方程式モデリングを構築し，仮説に従って構成間の影響関係を明らかに
しながら，測定尺度の法則定立的妥当性を確認する。 
 
第４節 仮説の細分化 
 本論文は主に４つの変数をめぐってその関係性を論じるものである。アンケート調査結
果に従い，この４つの変数に対して直ちに回帰分析を行い，変数間の影響関係を検証でき
るが，大雑把な分析になってしまうと考えられる。 
以上の EFAおよび CFA分析により，４つの変数にはそれぞれ複数の因子が含まれること
が分かった。回帰分析のみにすれば，両変数の影響関係に対してどの因子が促進作用を果
たしか，どの因子が抑制作用を果たしたか，どの因子が他の因子に干渉作用を果たしたか，
というような細かいところまで明らかにすることができない。 
本論文の第５章に説明した SEMは多変数間の分析に対して有用な手法である。そこで，
上記因子分析の結果を踏まえ，以下のように，第４章に提起した H2－H10 の仮説をより細
分化にする。 
 
H2：消費者タイプが PKHIに顕著な影響を及ぼす。 
H2－1 コスト重視型が知覚商品開発イノベーションに顕著な影響を及ぼす。 
H2－2 慎重型が知覚商品開発イノベーションに顕著な影響を及ぼす。 
H2－3 享受型が知覚商品開発イノベーションに顕著な影響を及ぼす。 
H2－4 コスト重視型が知覚単品管理イノベーションに顕著な影響を及ぼす。 
H2－5 慎重型が知覚単品管理イノベーションに顕著な影響を及ぼす。 
H2－6 享受型が知覚単品管理イノベーションに顕著な影響を及ぼす。 
H2－7 コスト重視型が知覚出店イノベーションに顕著な影響を及ぼす。 
H2－8 慎重型が知覚出店イノベーションに顕著な影響を及ぼす。 
H2－9 享受型が知覚出店イノベーションに顕著な影響を及ぼす。 
 
H3：PKHIが CPVに顕著な影響を及ぼす。 
H3－1 知覚商品開発イノベーションが知覚品質的価値に顕著な影響を及ぼす。 
H3－2 知覚単品管理イノベーションが知覚品質的価値に顕著な影響を及ぼす。 
H3－3 知覚出店イノベーションが知覚品質的価値に顕著な影響を及ぼす。 
H3－4 知覚商品開発イノベーションが知覚コストに顕著な影響を及ぼす。 
H3－5 知覚単品管理イノベーションが知覚コストに顕著な影響を及ぼす。 
H3－6 知覚出店イノベーションが知覚コストに顕著な影響を及ぼす。 
H3－7 知覚商品開発イノベーションが知覚利便的価値に顕著な影響を及ぼす。 
H3－8 知覚単品管理イノベーションが知覚利便的価値に顕著な影響を及ぼす。 
H3－9 知覚出店イノベーションが知覚利便的価値に顕著な影響を及ぼす。 
 
H4：消費者タイプが CPVに顕著な影響を及ぼす。 
H4－1 コスト重視型が知覚品質的価値に顕著な影響を及ぼす。 
H4－2 慎重型が知覚品質的価値に顕著な影響を及ぼす。 
H4－3 享受型が知覚品質的価値に顕著な影響を及ぼす。 
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H4－4 コスト重視型が知覚コストに顕著な影響を及ぼす。 
H4－5 慎重型が知覚コストに顕著な影響を及ぼす。 
H4－6 享受型が知覚コストに顕著な影響を及ぼす。 
H4－7 コスト重視型が知覚利便的価値に顕著な影響を及ぼす。 
H4－8 慎重型が知覚利便的価値に顕著な影響を及ぼす。 
H4－9 享受型が知覚利便的価値に顕著な影響を及ぼす。 
 
H5：消費者タイプが PKHIを介して CPVに顕著な影響を及ぼす。 
H5－1 コスト重視型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚品質的価値に顕著な影
響を及ぼす。 
H5－2 コスト重視型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚品質的価値に顕著な影
響を及ぼす。 
H5－3 コスト重視型が知覚出店イノベーションを介して知覚品質的価値に顕著な影響を
及ぼす。 
H5－4 慎重型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚品質的価値に顕著な影響を及
ぼす。 
H5－5 慎重型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚品質的価値に顕著な影響を及
ぼす。 
H5－6 慎重型が知覚出店イノベーションを介して知覚品質的価値に顕著な影響を及ぼ
す。 
H5－7 享受型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚品質的価値に顕著な影響を及
ぼす。 
H5－8 享受型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚品質的価値に顕著な影響を及
ぼす。 
H5－9 享受型が知覚出店イノベーションを介して知覚品質的価値に顕著な影響を及ぼ
す。 
H5－10 コスト重視型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚コストに顕著な影響を及
ぼす。 
H5－12 コスト重視型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚コストに顕著な影響を
及ぼす。 
H5－13 コスト重視型が知覚出店イノベーションを介して知覚コストに顕著な影響を及ぼ
す。 
H5－14 慎重型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚コスト値に顕著な影響を及ぼ
す。 
H5－15 慎重型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚コストに顕著な影響を及ぼす。 
H5－16 慎重型が知覚出店イノベーションを介して知覚コストに顕著な影響を及ぼす。 
H5－17 享受型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚コストに顕著な影響を及ぼす。 
H5－18 享受型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚コストに顕著な影響を及ぼす。 
H5－19 享受型が知覚出店イノベーションを介して知覚コストに顕著な影響を及ぼす。 
H5－20 コスト重視型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚利便的価値に顕著な影
響を及ぼす。 
H5－21 コスト重視型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚利便的価値に顕著な影
響を及ぼす。 
H5－22 コスト重視型が知覚出店イノベーションを介して知覚利便的価値に顕著な影響を
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及ぼす。 
H5－23 慎重型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚利便的価値に顕著な影響を及
ぼす。 
H5－24 慎重型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚利便的価値に顕著な影響を及
ぼす。 
H5－25 慎重型が知覚出店イノベーションを介して知覚利便的価値に顕著な影響を及ぼ
す。 
H5－26 享受型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚利便的価値に顕著な影響を及
ぼす。 
H5－27 享受型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚利便的価値に顕著な影響を及
ぼす。 
H5－28 享受型が知覚出店イノベーションを介して知覚利便的価値に顕著な影響を及ぼ
す。 
 
H6：CPVが顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
H6－1 知覚品質的価値がオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
H6－2 知覚品質的価値が商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
H6－3 知覚コストがオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
H6－4 知覚コストが商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
H6－5 知覚利便的価値がオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
H6－6 知覚利便的価値が商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
 
H7: PKHIが CPVを介して顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
H7－1 知覚商品開発イノベーションが知覚品質的価値を介してオペレーション満足に顕
著な影響を及ぼす。 
H7－2 知覚商品開発イノベーションが知覚コストを介してオペレーション満足に顕著な
影響を及ぼす。 
H7－3 知覚商品開発イノベーションが知覚利便的価値を介してオペレーション満足に顕
著な影響を及ぼす。 
H7－4 知覚単品管理イノベーションが知覚品質的価値を介してオペレーション満足に顕
著な影響を及ぼす。 
H7－5 知覚単品管理イノベーションが知覚コストイノベーションを介してオペレーション
満足に顕著な影響を及ぼす。 
H7－6 知覚単品管理イノベーションが知覚利便的価値を介してオペレーション満足に顕
著な影響を及ぼす。 
H7－7 知覚出店イノベーションが知覚品質的価値を介してオペレーション満足に顕著な
影響を及ぼす。 
H7－8 知覚出店イノベーションが知覚コストを介してオペレーション満足に顕著な影響
を及ぼす。 
H7－9 知覚出店イノベーションが知覚利便的価値を介してオペレーション満足に顕著な
影響を及ぼす。 
H7－10 知覚商品開発イノベーションが知覚品質的価値を介して商品満足に顕著な影響を
及ぼす。 
H7－11 知覚商品開発イノベーションが知覚コストを介して商品満足に顕著な影響を及ぼ
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す。 
H7－12 知覚商品開発イノベーションが知覚利便的価値を介して商品満足に顕著な影響を
及ぼす。 
H7－13 知覚単品管理イノベーションが知覚品質的価値を介して商品満足に顕著な影響を
及ぼす。 
H7－14 知覚単品管理イノベーションが知覚コストイノベーションを介して商品満足に顕著
な影響を及ぼす。 
H7－15 知覚単品管理イノベーションが知覚利便的価値を介して商品満足に顕著な影響を
及ぼす。 
H7－16 知覚出店イノベーションが知覚品質的価値を介して商品満足に顕著な影響を及ぼ
す。 
H7－17 知覚出店イノベーションが知覚コストを介して商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
H7－18 知覚出店イノベーションが知覚利便的価値を介して商品満足に顕著な影響を及ぼ
す。 
 
H8: 消費者タイプが CPVを介して顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
H8－1 コスト重視型が知覚品質的価値を介してオペレーション満足に顕著な影響を及
ぼす。 
H8－2 コスト重視型が知覚コストを介してオペレーション満足に顕著な影響を及ぼ
す。 
H8－3 コスト重視型が知覚利便的価値を介してオペレーション満足に顕著な影響を及
ぼす。 
H8－4 慎重型が知覚品質的価値を介してオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
H8－5 慎重型が知覚コストイノベーションを介してオペレーション満足に顕著な影響を
及ぼす。 
H8－6 慎重型が知覚利便的価値を介してオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
H8－7 享受型が知覚品質的価値を介してオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
H8－8 享受型が知覚コストを介してオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
H8－9 享受型が知覚利便的価値を介してオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
H8－10 コスト重視型が知覚品質的価値を介して商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
H8－11 コスト重視型が知覚コストを介して商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
H8－12 コスト重視型が知覚利便的価値を介して商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
H8－13 慎重型が知覚品質的価値を介して商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
H8－14 慎重型が知覚コストイノベーションを介して商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
H8－15 慎重型が知覚利便的価値を介して商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
H8－16 享受型が知覚品質的価値を介して商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
H8－17 享受型が知覚コストを介して商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
H8－18 享受型が知覚利便的価値を介して商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
 
H9：消費者タイプが顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
H9－1 コスト重視型がオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
H9－2 コスト重視型が商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
H9－3 慎重型がオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
H9－4 慎重型が商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
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H9－5 享受型がオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
H9－6 享受型が商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
 
H10：PKHIが顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
H10－1 知覚商品開発イノベーションがオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
H10－2 知覚商品開発イノベーションが商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
H10－3 知覚単品管理イノベーションがオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
H10－4 知覚単品管理イノベーションが商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
H10－5 知覚出店イノベーションがオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
H10－6 知覚出店イノベーションが商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
 
 以上の通り，H2－H10 の仮説を因子ごとに細分化して新しい仮説を作成した。次章に SEM
を構築することにより，各仮説を検証する。 
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第七章 仮説検証 
 本研究には H1 に対して分散分析を行い，サンプル間の差を検定する。そして H2 から
H8が変数間の影響関係を検証し，直接効果と間接効果を確認する。そこで以下で仮説の H
１の差異性を検証し，H2、H3、H4、H6、H9、H10の変数間の直接効果、および H5、H7、H8
の変数間の間接効果いわゆる媒介変数（Intervening Variables）の効果を確認する。本
章の構成は、第一節で記述統計の結果を示す。第二節で，カイ２乗検定を行い，サンプル
間の差異を検証する。第三節と第四節で構成方程式モデリングを構築して日本と中国の変
数間の直接効果を検証する。第五節で日中の各パスの間接効果を検証する。第六節で検証
結果をまとめて考察する。 
 
第一節 記述統計 
１ 個人属性 
表７－１：両国の個人属性 
  日本 中国 
  人数 構成比（％） 人数 構成比（％） 
性別 
男性 500 49.6 358 36.3 
女性 508 50.4 629 63.7 
年齢 
20代以下 329 32.6 220 22.3 
20代 132 13.1 421 42.7 
30代 186 18.5 246 24.9 
40代 149 14.8 57 5.8 
50代以上 212 21.0 43 4.4 
職業 
アルバイト（パ
ート含む） 
117 9.9 43 4.4 
サラリーマン 187 18.6 570 57.8 
退職 14 1.4 38 3.9 
個人経営 87 8.6 34 3.4 
学生 445 44.1 220 22.3 
主婦 158 15.7 32 3.2 
学歴 
中学校以下 179 17.8 214 21.7 
中学校 122 12.1 115 11.7 
高校 180 17.9 78 7.9 
大学 412 40.9 268 27.2 
大学院 115 11.4 312 31.6 
月収 
上：日本円 
下：中国元 
10万以下 
（2千以下） 
273 27.1 181 18.3 
10－20 万 
（2－4 千） 
118 11.7 20 2.0 
21－30 万 
（4－6 千） 
257 25.5 23 2.3 
31－40 万 
（6－8 千） 
289 28.7 203 20.6 
41－50 万 31 3.1 334 33.8 
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（8－1 万） 
51－60 万 
（1－1.5万） 
25 2.5 169 17.1 
60万以上 
（1.5万以上） 
15 1.5 57 5.8 
婚姻 
独身 563 55.9 607 61.5 
既婚 445 44.1 380 38.5 
コンビニ
の利用頻
度（毎日） 
１回以下 108 10.7 607 61.5 
１－３回 772 71.6 287 29.1 
３回以上 178 17.7 93 9.4 
出所：筆者作成。 
 
 性別において，日本には男女がほぼ半々である。中国には女性が６割以上を占めている。 
 年齢において，日本には 20 代以下が３割を占めており，他の年齢代がやや均一に分布
している。中国には 30代とそれ以下の年代が９割を占めており，40代以上が少なかった。 
 職業において，日本には学生が４割占めており，アルバイト（パート含む）、サラリー
マン、主婦がやや均一に分布している。中国にはサラリーマンが半分以上を占めており，
学生が２割を占めている一方，他の職業の比率が低かった。 
 学歴において，両国にも大学とそれ以上の高学歴者が半分以上を占めている。中国には
大学院レベルの消費者が３割を占めている。 
 月収において，日本には 21 万から 40 万の月収を持つ消費者が半分以上を占めており，
10 万以下の消費者が３割弱を占めている。中国には 6 千元から 1 万元の月収を持つ消費
者も半分以上を占めている。 
 婚姻において，日本には既婚者と比べて独身者がやや多い。中国には独身者が６割以上
を占めている。 
 コンビニの毎日利用頻度において，日本には毎日１回から３回の頻度でコンビニを利用
する消費者が７割以上を占めている。中国には１回以下の消費者が６割を占めている。 
日中サンプルの個人属性を全体的にみると，中国と比べ，日本のコンビニの消費者が各
属性においてやや均一に分布している傾向がみられる。その理由としては，コンビニが日
本で 40 年以上も展開し，いわば社会インフラ的な存在となり，各社会階層の消費者が利
用し慣れた買物店舗になったと考えられる。それに対して，中国の日系コンビニの消費者
は、学歴が高く，月収もやや高いサラリーマンに集中している傾向がみられる。 
 
２ 平均値と標準偏差 
 前章の EFAと CFAの結果に踏まえ，本研究は４つの構成から１１個の潜在因子を抽出し
た。以下では各潜在変数の平均値、標準偏差を示す。平均値はある程度で答えの傾向がみ
られるが，データが如何に分布しており，その分散程度が分からない。例えば二つの変数
得点の分散が全く異なる場合と全く同じ場合には平均値が同一になるかもしれないため，
平均値だけで両変数の傾向が同じであると説明し難い。そのために本研究は，標準偏差に
従い，日中サンプルの差をみよう。 
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表７－２ 消費者タイプの平均値と標準偏差一覧 
因子 項目 
日本 中国 
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 
TYPE１ 
コスト重視型 
T1 3.44 1.327 3.39 1.328 
T2 3.71 1.313 3.68 1.313 
T3 3.75 1.263 3.72 1.254 
T4 3.76 1.239 3.74 1.234 
TYPE２ 
慎重型 
T6 3.72 1.106 3.72 1.078 
T7 3.79 1.092 3.80 1.060 
T8 3.80 1.051 3.78 1.018 
T9 3.78 1.165 3.78 1.133 
TYPE３ 
享受型 
T11 3.76 1.217 3.74 1.219 
T13 3.83 1.233 3.82 1.216 
T14 3.76 1.220 3.73 1.217 
T15 3.84 1.245 3.82 1.232 
出所：筆者作成。 
 
消費者タイプにおいて，T1「私はとりあえず安い商品を買う」、T11「私はいつも自分を
喜ばせる商品を買う」について，中国の平均値が日本より低いが，標準偏差が日本より高
いため，中国のサンプル消費者がこの二つの項目に対し，考えのバラツキが日本より大き
いと考えられる。 
 
表７－３ PKHIの平均値と標準偏差一覧 
因子 項目 
日本 中国 
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 
PKHI１ 
知覚商品開発イノ
ベーション 
K1 3.77 1.118 3.77 1.092 
K2 3.76 1.206 3.73 1.198 
K3 3.49 1.222 3.45 1.203 
K4 3.62 1.220 3.59 1.186 
PKHI２ 
知覚単品管理イノ
ベーション 
K5 3.47 1.233 3.49 1.237 
K7 3.50 1.320 3.52 1.314 
K8 3.43 1.194 3.40 1.216 
K9 3.57 1.207 3.56 1.192 
PKHI３ 
知覚出店イノベー
ション 
K12 3.48 1.217 3.49 1.210 
K13 3.54 1.233 3.57 1.222 
K15 3.52 1.220 3.55 1.267 
出所：筆者作成。 
 
PKHI において，K5「私は賞味期限が新しい商品をいつも置いていることに気付いてい
る」、K8「私は時期によって様々なイベント商品が置いていることに気付いている」、K15
「私は場所によって各店の品揃えが違うことに気付いている」について，中国の平均値が
日本より低いが，標準偏差が日本より高いため，中国のサンプルの消費者がこの三つの項
目に対し，考えのバラツキが日本より大きいと考えられる。 
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表７－４ 顧客知覚価値の平均値と標準偏差一覧 
因子 項目 
日本 中国 
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 
CPV１ 
知覚品質的価値 
V1 3.58 1.262 3.66 1.253 
V2 3.61 1.215 3.65 1.232 
V4 3.66 1.199 3.70 1.219 
V5 3.69 1.193 3.76 1.168 
CPV２ 
知覚コスト 
V6 3.77 1.039 3.73 1.056 
V7 3.84 1.019 3.80 1.047 
V8 3.80 1.020 3.78 1.019 
V10 3.83 1.088 3.78 1.103 
CPV３ 
知覚利便的価値 
V11 3.65 1.162 3.58 1.192 
V12 3.62 1.189 3.58 1.230 
V13 3.76 1.220 3.72 1.237 
V14 3.66 1.163 3.61 1.191 
出所：筆者作成。 
 
顧客知覚価値において，V5「私は店内の清潔さを気にする」について，日本の標準偏差
が中国より最も大きい。つまり店内の清潔さに対して日本の消費者の考えのバラツキが中
国より大きいと考えられる。V12「私は商品を使うためにかけられる手間を気にする」に
ついて，中国の標準偏差が日本より最も大きい。つまり商品の使い勝手に対して中国の消
費者の考えのバラツキが日本より大きいと考えられる。 
 
表７－５ 顧客満足の平均値と標準偏差一覧 
因子 項目 
日本 中国 
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 
CS1 
オペレーション 
満足 
C1 3.81 1.077 3.71 1.101 
C2 3.76 1.185 3.64 1.246 
C4 3.48 1.187 3.39 1.202 
C6 3.72 1.035 3.59 1.114 
C7 3.68 1.160 3.54 1.180 
CS2 
商品満足 
C9 3.66 1.214 3.59 1.233 
C10 3.57 1.174 3.50 1.193 
C11 3.65 1.168 3.59 1.182 
C12 3.62 1.244 3.54 1.263 
C13 3.61 1.181 3.55 1.195 
出所：筆者作成。 
 
 顧客満足において，C2「私は店の立地場所に満足している」、C6「私は陳列の分かり
やすさに満足している」について，中国の平均値が日本より低いが，標準偏差が日本より
高いため，中国のサンプルの消費者がこの二つの項目に対し，考えのバラツキが日本より
大きいと考えられる。 
 以上、本研究の調査結果を記述統計の形で説明した。しかし、この結果は調査当時サン
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プルの状態に過ぎない。本研究は，定量的分析を行う最も重要な目的はサンプルの答えか
ら消費者全体の知覚価値の先行要因と結果要因を把握し，構成間の影響関係を解明するこ
とである。そこで，仮説を検証するために，以下には推論統計の結果を示す。 
 
第二節 推論統計 
 本研究の H1 は「個人属性によって消費者タイプは差異がある」である。本研究は，個
人属性が名義尺度として扱われるため，カイ２乗検定を行うことが妥当と考えられる。ま
た現状をより詳しく把握するために，消費者タイプに関する 12 個の質問項目と各個人属
性をクロス集計分析で行い，その中のカイ２乗検定の有意確率に従って差異があるか否か
を検証する。その結果は，日本には性別、職業、月収によって消費者タイプに顕著な差異
があり，中国には職業によって消費者タイプに顕著な差異があると検証した。以下には有
意確率がある項目の検証結果を示す。 
１ 日本 
（１）性別 
表７－６：性別によって消費者タイプの差異性（日本） 
項目 カイ 2 乗値 有意確率 性別 平均値 標準偏差 
T2私は品質対価格をよく考
えてから商品を買う 
11.198 0.024 
男性 3.68 1.314 
女性 3.74 1.312 
T7私は健康性に配慮しても
のを買う 
9.779 0.044 
男性 3.74 1.087 
女性 3.85 1.096 
出所：筆者作成。 
 
日本の消費者の性別によって「T2 私は品質対価格をよく考えてから商品を買う」は顕
著な差異を示す。女性は男性より，商品のコストパフォーマンスを重視し，またこの考え
方のバラツキが男性より小さい。 
日本の消費者の性別によって「T7 私は健康性に配慮してものを買う」は顕著な差異を
示す。女性は男性より，商品の健康性を重視する一方で，この考え方のバラツキが男性よ
り大きい。 
 
（２）職業 
表７－７：職業によって消費者タイプの差異性（日本） 
 
カイ 2 乗値 有意確率 職業 平均値 標準偏差 
T2私は品質対価格をよく考
えてから商品を買う。 
32.921 0.034 
アルバイ
ト（パー
ト含む） 
3.97 1.22 
サラリー
マン 
3.67 1.33 
退職 3.50 1.45 
個人経営 3.64 1.32 
学生 3.71 1.31 
主婦 3.61 1.35 
T7私は健康性に配慮しても 31.737 0.046 アルバイ 3.84 1.10 
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のを買う。 ト（パー
ト含む） 
サラリー
マン 
3.75 1.13 
退職 3.86 1.41 
個人経営 3.74 1.02 
学生 3.77 1.07 
主婦 3.89 1.13 
T9私は無名メーカーより有
名メーカーの商品を買う。 
31.906 0.044 
アルバイ
ト（パー
ト含む） 
3.85 1.19 
サラリー
マン 
3.73 1.22 
退職 3.57 1.74 
個人経営 3.85 1.12 
学生 3.79 1.12 
主婦 3.73 1.18 
出所：筆者作成。 
 
日本の消費者の職業によって「T2 私は品質対価格をよく考えてから商品を買う」は顕
著な差異を示す。その中にアルバイト（パート含む）は他の職業より，商品のコストパフ
ォーマンスを最も重視し，またこの考え方のバラツキが最も小さい。 
日本の消費者の職業によって「T7 私は健康性に配慮してものを買う」は顕著な差異を
示す。その中に主婦は他の職業より，商品の健康性を最も重視し，この考え方のバラツキ
がやや小さい。一方で，退職の消費者は商品の健康性を重視する一方で，この考え方のバ
ラツキが最も大きい。 
 日本の消費者の職業によって「T9 私は無名メーカーより有名メーカーの商品を買う」
は顕著な差異を示す。その中にアルバイト（パート含む）と個人経営の消費者は商品のメ
ーカーを最も気にする一方で，アルバイト（パート含む）はこの考え方のバラツキが比べ
て大きい。また退職の消費者は商品のメーカーを最も気にしない一方で，この考え方のバ
ラツキも最も大きい。 
 
（３）月収 
表７－８：月収によって消費者タイプの差異性（日本） 
 
カイ 2 乗値 有意確率 月収（円） 平均値 標準偏差 
T9私は無名メーカーより有
名メーカーの商品を買う。 
38.613 0.03 
10万以下 3.77 1.12 
10－20万 3.91 1.15 
21－30万 3.76 1.15 
31－40万 3.74 1.20 
41－50万 3.87 1.38 
51－60万 3.52 1.39 
60万以上 4.20 0.86 
T11私はいつも自分を喜ば 37.034 0.043 10万以下 3.76 1.22 
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せる商品を買う。 10－20万 3.86 1.20 
21－30万 3.66 1.20 
31－40万 3.86 1.20 
41－50万 3.55 1.23 
51－60万 3.40 1.47 
60万以上 4.00 1.31 
出所：筆者作成。 
 
日本の消費者の収入によって「T9 私は無名メーカーより有名メーカーの商品を買う」
は顕著な差異を示す。その中に 60 万円以上の高収入者は商品のメーカーを最も気にする
し，この考え方のバラツキも最も小さい。 
 日本の消費者の収入によって「T11私はいつも自分を喜ばせる商品を買う」は顕著な差
異を示す。その中に 60 万円以上の高収入者はお金を惜しまずに喜ばせる傾向がみられる
一方で，この考え方のバラツキがやや大きい。51－60 万円の高収入者は自分を喜ばせる
ために商品を買う傾向が最も低い一方で，この考え方のバラツキが最も大きい。 
 
２ 中国 
表７－９：職業によって消費者タイプの差異性（中国） 
  カイ 2 乗値 有意確率 職業 平均値 標準偏差 
T4私は商品を買うためにか
けられる時間を考慮する。 
31.796 0.046 
アルバイ
ト（パー
ト含む） 
4.04 1.12 
サラリー
マン 
3.7 1.26 
退職 3.97 1.10 
個人経営 3.91 1.08 
学生 3.66 1.20 
主婦 3.78 1.45 
出所：筆者作成。 
 中国の消費者の職業によって「T4 私は商品を買うためにかけられる時間を考慮する」
は顕著な差異を示す。その中にアルバイト（パート含む）は買い物の時間的コストを重視
するし，この考え方のバラツキも比較的に小さい。 
 
第三節 日本の直接効果の検証 
 前章の EFAと CFAの結果に踏まえ，各潜在変数の命名を表 7-10の通りにまとめた。 
表７－１０：各潜在変数の命名 
コード 命名 
TYPE1 コスト重視型 
TYPE2 慎重型 
TYPE3 享受型 
PKHI1 知覚商品開発イノベーション 
PKHI2 知覚単品管理イノベーション 
PKHI3 知覚出店イノベーション 
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CPV1 知覚品質的価値 
CPV2 知覚コスト 
CPV3 知覚利便的価値 
CS1 オペレーション満足 
CS2 商品満足 
出所：筆者作成。 
 
H2：消費者タイプが PKHIに顕著な影響を及ぼす 
 
図７－１：日本の消費者タイプと PKHIの構成方程式モデリング 
 
出所：筆者作成。 
 
表７－１１：日本の消費者タイプと PKHIの構成モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 783.657 —— 
DF —— 218 —— 
CMIN/DF <5 3.332 良い 
SRMR <0.08 0.056 良い 
RMSEA <0.08 0.048 良い 
GFI >0.8 0.941 良い 
AGFI >0.8 0.925 良い 
NFI >0.9 0.956 良い 
IFI >0.9 0.968 良い 
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TLI >0.9 0.963 良い 
CFI >0.9 0.968 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－１１の示す通り，CMIN値が 783.657で，DFが 218であるため，CMIN/DFが 3.332
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.056で，0.08以下であり，RMSEAが 0.048で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
   表７－１２：変数数間のパス係数 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
TYPE1 → PKHI1 0.186  0.044  4.319  ***  
TYPE1 → PKHI2 0.260  0.045  6.162  *** 
TYPE1 → PKHI3 0.060  0.047  1.365  0.172 
TYPE2 → PKHI1 0.210  0.046  4.814  *** 
TYPE2 → PKHI2 0.347  0.047  8.083  ***  
TYPE2 → PKHI3 0.039  0.049  0.870  0.385 
TYPE3 → PKHI1 0.249  0.049  5.617  *** 
TYPE3 → PKHI2 0.048  0.049  1.125  0.260 
TYPE3 → PKHI3 0.469  0.055  9.851  *** 
出所：筆者作成。 
 
表７－１２に従い，TYPE１と PKHI3、TYPE２と PKHI3、TYPE３と PKHI2は顕著ではない
ため，削除してモデルを修正する。 
 
図７－２：日本の消費者タイプと PKHI の構成方程式モデリング（修正後） 
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出所：筆者作成。 
 
 
表７－１３：消費者タイプとPKHIの構成モデル適合度（修正後）の適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 732.052 —— 
DF —— 221 —— 
CMIN/DF <5 3.312 良い 
SRMR <0.08 0.061 良い 
RMSEA <0.08 0.048 良い 
GFI >0.8 0.941 良い 
AGFI >0.8 0.926 良い 
NFI >0.9 0.955 良い 
IFI >0.9 0.968 良い 
TLI >0.9 0.964 良い 
CFI >0.9 0.968 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－１３の示す通り，CMIN値が 732.052で，DFが 221であるため，CMIN/DFが 3.312
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.061で，0.08以下であり，RMSEAが 0.048で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
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表７－１４：変数間のパス係数 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
TYPE1 → PKHI1 0.182  0.044  4.224  ***  
TYPE1 → PKHI2 0.275  0.042  6.991  *** 
TYPE2 → PKHI1 0.209  0.046  4.778  *** 
TYPE2 → PKHI2 0.368  0.043  9.427  ***  
TYPE3 → PKHI1 0.252  0.050  5.652  *** 
TYPE3 → PKHI3 0.534  0.041  15.051  *** 
出所：筆者作成。 
 
修正後のパス係数に従い，日本における日系コンビニの消費者タイプが知覚経営ノウハ
ウのイノベーションに対して正の影響を及ぼすことが分かった。 
  
 
H3：PKHIが CPVに顕著な影響を及ぼす。 
 
図７－３：日本の PKHIと CPVの構成方程式モデリング 
 
 
出所：筆者作成。 
表７－１５：日本のPKHIとCPVの構成モデル適合度 
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適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 497.191 —— 
DF —— 218 —— 
CMIN/DF <5 2.281 良い 
SRMR <0.08 0.043 良い 
RMSEA <0.08 0.036 良い 
GFI >0.8 0.959 良い 
AGFI >0.8 0.948 良い 
NFI >0.9 0.968 良い 
IFI >0.9 0.963 良い 
TLI >0.9 0.979 良い 
CFI >0.9 0.982 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－１５の示す通り，CMIN値が 497.191で，DFが 218であるため，CMIN/DFが 2.281
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.043で，0.08以下であり，RMSEAが 0.036で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
表７－１６：変数間のパス係数 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
PKHI1 → CPV1 -0.117  0.043  -2.717  0.007  
PKHI1 → CPV2 0.110  0.036  2.709  0.007 
PKHI1 → CPV3 0.274  0.038  7.175  *** 
PKHI2 → CPV1 -0.206  0.036  -5.150  *** 
PKHI2 → CPV2 0.264  0.030  6.944  ***  
PKHI2 → CPV3 0.259  0.031  7.384  *** 
PKHI3 → CPV1 -0.051  0.040  -1.239  0.215 
PKHI3 → CPV2 0.237  0.034  6.018 *** 
PKHI3 → CPV3 0.213  0.035  5.874  *** 
出所：筆者作成。 
 
表７－１６に従い，PKHI１と CPV1、PKHI２と CPV2、PKHI３と CPV1は顕著ではないため，
削除してモデルを修正する。 
 
図７－４：日本の PKHI と CPV の構成方程式モデリング（修正後） 
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出所：筆者作成。 
 
 
 
表７－１７：PKHIとCPVの構成モデル適合度（修正後） 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 518.085 —— 
DF —— 221 —— 
CMIN/DF <5 2.344 良い 
SRMR <0.08 0.053 良い 
RMSEA <0.08 0.037 良い 
GFI >0.8 0.957 良い 
AGFI >0.8 0.947 良い 
NFI >0.9 0.967 良い 
IFI >0.9 0.981 良い 
TLI >0.9 0.978 良い 
CFI >0.9 0.981 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－１７の示す通り，CMIN値が 518.085で，DFが 221であるため，CMIN/DFが 2.344
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
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が 0.053で，0.08以下であり，RMSEAが 0.037で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
表７－１８：変数間のパス係数（修正後） 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
PKHI1 → CPV3 0.270  0.038  7.045  *** 
PKHI2 → CPV1 -0.289  0.030  -8.426  *** 
PKHI2 → CPV2 0.305  0.028  8.486  ***  
PKHI2 → CPV3 0.261  0.031  7.427  *** 
PKHI3 → CPV2 0.278  0.031  7.652 *** 
PKHI3 → CPV3 0.213  0.035  5.872  *** 
出所：筆者作成。 
 
修正後のパス係数に従い，日本における日系コンビニの消費者タイプが知覚経営ノウハ
ウのイノベーションに対して正の影響を及ぼすことが分かった。 
 
H4：消費者タイプが CPVに顕著な影響を及ぼす 
図７－５：日本の消費者タイプと CPV の構成方程式モデリング 
 
 
出所：筆者作成。 
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表７－１９：日本の消費者タイプとCPVの構成モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 590.184 —— 
DF —— 240 —— 
CMIN/DF <5 2.459 良い 
SRMR <0.08 0.045 良い 
RMSEA <0.08 0.038 良い 
GFI >0.8 0.955 良い 
AGFI >0.8 0.944 良い 
NFI >0.9 0.963 良い 
IFI >0.9 0.978 良い 
TLI >0.9 0.974 良い 
CFI >0.9 0.978 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－１９の示す通り，CMIN値が 590.184で，DFが 240であるため，CMIN/DFが 2.459
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.045で，0.08以下であり，RMSEAが 0.038で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
表７－２０：変数間のパス係数 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
TYPE1 → CPV1 -0.226  0.045  -4.717  ***  
TYPE1 → CPV2 0.202  0.036  4.607  *** 
TYPE1 → CPV3 0.253  0.040  5.874  *** 
TYPE2 → CPV1 -0.246  0.046  -5.050  *** 
TYPE2 → CPV2 0.217  0.038  4.862  ***  
TYPE2 → CPV3 0.216  0.041  4.986  *** 
TYPE3 → CPV1 0.174  0.049  3.556  *** 
TYPE3 → CPV2 0.215  0.041  4.771 *** 
TYPE3 → CPV3 0.188  0.044  4.296  *** 
出所：筆者作成。 
 
パス係数に従い，日本における日系コンビニの消費者タイプが知覚経営ノウハウのイノ
ベーションに対して正の影響を及ぼすことが分かった。 
 
H6：CPVが顧客満足に顕著な影響を及ぼす 
図７－６：日本の CPV と顧客満足の構成方程式モデリング 
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出所：筆者作成。 
表７－２１：日本のCPVと顧客満足の構成モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 568.865 —— 
DF —— 200 —— 
CMIN/DF <5 2.844 良い 
SRMR <0.08 0.074 良い 
RMSEA <0.08 0.043 良い 
GFI >0.8 0.953 良い 
AGFI >0.8 0.941 良い 
NFI >0.9 0.958 良い 
IFI >0.9 0.973 良い 
TLI >0.9 0.968 良い 
CFI >0.9 0.972 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－２１の示す通り，CMIN値が 568.865で，DFが 200であるため，CMIN/DFが 2.844
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.074で，0.08以下であり，RMSEAが 0.043で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
表７－２２：変数間のパス係数 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
CPV1 → CS1 0.256  0.034  6.876  ***  
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CPV1 → CS2 -0.091  0.030  -2.558  0.011 
CPV2 → CS1 0.064  0.042  1.697  0.090 
CPV2 → CS2 0.185  0.038  4.966  ***  
CPV3 → CS1 0.263  0.033  7.219  *** 
CPV3 → CS2 0.280  0.031  7.831 *** 
出所：筆者作成。 
 
表７－２２に従い，CPV１と CS2、CPV２と CS1は顕著ではないため，削除してモデルを
修正する。 
 
図７－７：日本の CPV と顧客満足の構成方程式モデリング（修正後） 
 
 
出所：筆者作成。 
 
表７－２３：日本のCPVと顧客満足の構成モデル適合度（修正後） 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 578.549 —— 
DF —— 202 —— 
CMIN/DF <5 2.864 良い 
SRMR <0.08 0.074 良い 
RMSEA <0.08 0.043 良い 
GFI >0.8 0.953 良い 
AGFI >0.8 0.941 良い 
NFI >0.9 0.958 良い 
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IFI >0.9 0.972 良い 
TLI >0.9 0.968 良い 
CFI >0.9 0.972 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－２３の示す通り，CMIN値が 578.549で，DFが 202であるため，CMIN/DFが 2.864
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.074で，0.08以下であり，RMSEAが 0.043で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
 
 
変数間のパス係数（修正後） 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
CPV1 → CS1 0.241  0.032  6.830  ***  
CPV2 → CS2 0.213  0.037  5.987  ***  
CPV3 → CS1 0.281  0.032  7.968  *** 
CPV3 → CS2 0.296  0.031  8.281 *** 
出所：筆者作成。 
 
H9：消費者タイプが顧客満足に顕著な影響を及ぼす  
  
図７－８：日本の消費者タイプと顧客満足の構成方程式モデリング 
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出所：筆者作成。 
 
表７－２４：日本の消費者タイプと顧客満足の構成モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 551.471 —— 
DF —— 200 —— 
CMIN/DF <5 2.757 良い 
SRMR <0.08 0.059 良い 
RMSEA <0.08 0.042 良い 
GFI >0.8 0.952 良い 
AGFI >0.8 0.939 良い 
NFI >0.9 0.961 良い 
IFI >0.9 0.975 良い 
TLI >0.9 0.971 良い 
CFI >0.9 0.975 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－２４の示す通り，CMIN値が 551.471で，DFが 200であるため，CMIN/DFが 2.757
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.059で，0.08以下であり，RMSEAが 0.042で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
表７－２５：変数間のパス係数 
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パス パス係数 S.E. C.R. P 
TYPE1 → CS1 0.448  0.040  8.942  ***  
TYPE1 → CS2 0.503  0.043  10.140  *** 
TYPE2 → CS1 -0.281  0.040  -5.732  *** 
TYPE2 → CS2 -0.127  0.042  -2.739  0.006  
TYPE3 → CS1 -0.004  0.043  -0.076  0.939 
TYPE3 → CS2 0.088  0.045  1.891 0.059 
出所：筆者作成。 
 
表７－２５に従い，TYPE2と CS2、TYPE3と CS1、TYPE3と CS2は顕著ではないため，削
除してモデルを修正する。  
 
図７－９：日本の消費者タイプと顧客満足の構成方程式モデリング（修正後） 
 
 
出所：筆者作成。 
 
表７－２６：消費者タイプと顧客満足の構成モデル適合度（修正後） 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 417.329 —— 
DF —— 131 —— 
CMIN/DF <5 3.186 良い 
SRMR <0.08 0.073 良い 
RMSEA <0.08 0.047 良い 
GFI >0.8 0.955 良い 
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AGFI >0.8 0.941 良い 
NFI >0.9 0.963 良い 
IFI >0.9 0.974 良い 
TLI >0.9 0.970 良い 
CFI >0.9 0.974 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－２６の示す通り，CMIN値が 417.329で，DFが 131であるため，CMIN/DFが 3.186
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.073で，0.08以下であり，RMSEAが 0.047で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
表７－２７：変数間のパス係数（修正後） 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
TYPE1 → CS1 0.438  0.038  9.407  ***  
TYPE1 → CS2 0.473  0.033  12.704  *** 
TYPE2 → CS1 -0.272  0.036  -6.140  *** 
出所：筆者作成。 
 
H10：PKHIが顧客満足に顕著な影響を及ぼす 
図７－１０：日本の PKHI と顧客満足の構成方程式モデリング 
 
 
出所：筆者作成。 
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表７－２８：日本のPKHIと顧客満足の構成モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 534.265 —— 
DF —— 180 —— 
CMIN/DF <5 2.968 良い 
SRMR <0.08 0.070 良い 
RMSEA <0.08 0.044 良い 
GFI >0.8 0.953 良い 
AGFI >0.8 0.940 良い 
NFI >0.9 0.962 良い 
IFI >0.9 0.974 良い 
TLI >0.9 0.970 良い 
CFI >0.9 0.974 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－２７の示す通り，CMIN値が 534.265で，DFが 180であるため，CMIN/DFが 2.968
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.070で，0.08以下であり，RMSEAが 0.044で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
表７－２９：変数間のパス係数 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
PKHI1 → CS1 0.128  0.045  2.902  0.004  
PKHI1 → CS2 0.200  0.039  4.856  *** 
PKHI2 → CS1 0.035  0.037  0.869  0.385 
PKHI2 → CS2 0.162  0.032  4.294  ***  
PKHI3 → CS1 0.082  0.042  1.942  0.052 
PKHI3 → CS2 0.231  0.036  5.823  *** 
出所：筆者作成。 
 
表７－２８に従い，PKHI と CS1、PKHI2 と CS1、PKHI3 と CS1 は顕著ではないため，削
除してモデルを修正する。 
 
図７－１１：日本の PKHI と顧客満足の構成方程式モデリング（修正後） 
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出所：筆者作成。 
 
 
 
表７－３０：日本のPKHIと顧客満足の構成モデル適合度（修正後） 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 198.300 —— 
DF —— 98 —— 
CMIN/DF <5 2.023 良い 
SRMR <0.08 0.024 良い 
RMSEA <0.08 0.032 良い 
GFI >0.8 0.977 良い 
AGFI >0.8 0.967 良い 
NFI >0.9 0.981 良い 
IFI >0.9 0.990 良い 
TLI >0.9 0.988 良い 
CFI >0.9 0.990 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－３０の示す通り，CMIN値が 198.300で，DFが 98であるため，CMIN/DFが 2.023
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.024で，0.08以下であり，RMSEAが 0.032で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
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表７－３１：変数間のパス係数 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
PKHI1 → CS2 0.196  0.039  4.756  *** 
PKHI2 → CS2 0.164  0.032  4.329  ***  
PKHI3 → CS2 0.229  0.036  5.765  *** 
出所：筆者作成。 
 
第四節 中国の直接効果の検証 
 
H2：消費者タイプが PKHIに顕著な影響を及ぼす 
 
図７－１２：中国の消費者タイプと PKHI の構成方程モデリング 
 
出所：筆者作成。 
表７－３２：中国の消費者タイプとPKHIの構成モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 783.657 —— 
DF —— 218 —— 
CMIN/DF <5 3.595 良い 
SRMR <0.08 0.073 良い 
RMSEA <0.08 0.051 良い 
GFI >0.8 0.934 良い 
AGFI >0.8 0.917 良い 
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NFI >0.9 0.948 良い 
IFI >0.9 0.962 良い 
TLI >0.9 0.955 良い 
CFI >0.9 0.962 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－３２の示す通り，CMIN値が 783.657で，DFが 218であるため，CMIN/DFが 3.595
となり，3以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.073で，0.08以下であり，RMSEAが 0.051で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
 
 
表７－３３：変数間のパス係数 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
TYPE1 → PKHI1 0.036  0.043  0.829  0.407  
TYPE1 → PKHI2 0.305  0.046  6.981  *** 
TYPE1 → PKHI3 0.272  0.051  6.073  *** 
TYPE2 → PKHI1 0.306  0.046  6.927  *** 
TYPE2 → PKHI2 0.025  0.047  0.582  0.560  
TYPE2 → PKHI3 0.254  0.052  5.758  *** 
TYPE3 → PKHI1 0.257  0.047  5.763  *** 
TYPE3 → PKHI2 0.286  0.049  6.558  *** 
TYPE3 → PKHI3 0.055  0.052  1.246  0.213  
出所：筆者作成。 
 
表７－３３に従い，TYPE１と PKHI１、TYPE２と PKHI２、TYPE３と PKHI３は顕著ではな
いため，削除してモデルを修正する。 
 
図７－１３：中国の消費者タイプと PKHI の構成方程式モデリング（修正後） 
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出所：筆者作成。 
 
 
 
 
表７－３４：中国の消費者タイプと PKHIの構成モデル適合度（修正後） 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 786.408 —— 
DF —— 221 —— 
CMIN/DF <5 3.558 良い 
SRMR <0.08 0.076 良い 
RMSEA <0.08 0.051 良い 
GFI >0.8 0.934 良い 
AGFI >0.8 0.918 良い 
NFI >0.9 0.947 良い 
IFI >0.9 0.962 良い 
TLI >0.9 0.956 良い 
CFI >0.9 0.962 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－３４の示す通り，CMIN値が 786.408で，DFが 221であるため，CMIN/DFが 3.558
となり，3以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.076で，0.08以下であり，RMSEAが 0.051で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
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れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
表７－３５：変数間のパス係数（修正後） 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
TYPE1 → PKHI2 0.316  0.044  7.712  *** 
TYPE1 → PKHI3 0.291  0.048  6.893  *** 
TYPE2 → PKHI1 0.322  0.043  7.785  *** 
TYPE2 → PKHI3 0.276  0.049  6.657  *** 
TYPE3 → PKHI1 0.267  0.044  6.403  *** 
TYPE3 → PKHI2 0.293  0.046  7.167  *** 
出所：筆者作成。 
 
修正後のパス係数に従い，中国における日系コンビニの消費者タイプが知覚経営ノウハ
ウイノベーションに対して影響を及ぼすことが分かった。 
 
H3：PKHIが CPVに顕著な影響を及ぼす 
図７－１４：中国の PKHI と CPV の構成方程式モデリング 
 
 
出所：筆者作成。 
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表７－３６：中国のPKHIとCPVの構成モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 475.880 —— 
DF —— 218 —— 
CMIN/DF <5 2.183 良い 
SRMR <0.08 0.047 良い 
RMSEA <0.08 0.035 良い 
GFI >0.8 0.960 良い 
AGFI >0.8 0.950 良い 
NFI >0.9 0.968 良い 
IFI >0.9 0.982 良い 
TLI >0.9 0.979 良い 
CFI >0.9 0.982 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－３６の示す通り，CMIN値が 475.880で，DFが 218であるため，CMIN/DFが 2.183
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.047で，0.08以下であり，RMSEAが 0.035で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
  
表７－３７：変数間のパス係数 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
PKHI1 → CPV1 -0.222  0.045  -4.960  ***  
PKHI1 → CPV2 0.220  0.038  5.453 *** 
PKHI1 → CPV3 0.225  0.041  5.655  *** 
PKHI2 → CPV1 -0.131  0.037  -3.058  0.002 
PKHI2 → CPV2 0.260  0.032  6.619  ***  
PKHI2 → CPV3 0.243  0.034  6.307  *** 
PKHI3 → CPV1 0.013  0.040  0.300  0.764 
PKHI3 → CPV2 0.196  0.034  4.859 *** 
PKHI3 → CPV3 0.224  0.037  5.607  *** 
出所：筆者作成。 
 
表７－３７に従い，PKHI2 と CPV1、PKHI3 と CPV1 は顕著ではないため，削除してモデ
ルを修正する。  
 
図７－１５：中国の PKHI と CPV の構成方程式モデリング（修正後） 
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出所：筆者作成。 
 
表７－３８：中国のPKHIとCPVの構成モデル適合度（修正後） 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 485.867 —— 
DF —— 220 —— 
CMIN/DF <5 2.208 良い 
SRMR <0.08 0.054 良い 
RMSEA <0.08 0.035 良い 
GFI >0.8 0.960 良い 
AGFI >0.8 0.949 良い 
NFI >0.9 0.967 良い 
IFI >0.9 0.982 良い 
TLI >0.9 0.979 良い 
CFI >0.9 0.982 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－３８の示す通り，CMIN値が 485.867で，DFが 220であるため，CMIN/DFが 2.208
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.054で，0.08以下であり，RMSEAが 0.035で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
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表７－３９：変数間のパス係数（修正後） 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
PKHI1 → CPV1 -0.286  0.036  -8.048  ***  
PKHI1 → CPV2 0.224  0.039  5.545 *** 
PKHI1 → CPV3 0.227  0.041  5.709  *** 
PKHI2 → CPV2 0.254  0.032  6.452  ***  
PKHI2 → CPV3 0.239  0.034  6.191  *** 
PKHI3 → CPV2 0.197  0.034  4.885 *** 
PKHI3 → CPV3 0.225  0.037  5.624  *** 
出所：筆者作成。 
 
H4：消費者タイプが CPVに顕著な影響を及ぼす 
図７－１６：中国の消費者タイプと CPV の構成方程式モデリング 
 
出所：筆者作成。 
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表７－４０：中国の消費者タイプとCPVの構成モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 534.442 —— 
DF —— 240 —— 
CMIN/DF <5 2.227 良い 
SRMR <0.08 0.036 良い 
RMSEA <0.08 0.035 良い 
GFI >0.8 0.958 良い 
AGFI >0.8 0.948 良い 
NFI >0.9 0.964 良い 
IFI >0.9 0.980 良い 
TLI >0.9 0.977 良い 
CFI >0.9 0.980 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－４０の示す通り，CMIN値が 534.442で，DFが 240であるため，CMIN/DFが 2.227
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.036で，0.08以下であり，RMSEAが 0.035で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
表７－４１：変数間のパス係数 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
TYPE1 → CPV1 -0.412  0.044  -8.693  ***  
TYPE1 → CPV2 0.235  0.037  5.578  *** 
TYPE1 → CPV3 0.288  0.041  6.658  *** 
TYPE2 → CPV1 -0.252  0.043  -5.583  *** 
TYPE2 → CPV2 0.228  0.038  5.467  ***  
TYPE2 → CPV3 0.372  0.043  8.618  *** 
TYPE3 → CPV1 0.225  0.044  4.934  *** 
TYPE3 → CPV2 0.251  0.039  5.943 *** 
TYPE3 → CPV3 -0.020  0.042  -0.484  0.628 
出所：筆者作成。 
 
表７－４１従い，TYPE３と CPV３は顕著ではないため，削除してモデルを修正する。 
 
図７－１７：中国の消費者タイプと CPV の構成方程式モデリング（修正後） 
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出所：筆者作成。 
 
表７－４２：中国の消費者タイプとCPVの構成モデル適合度（修正後） 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 534.676 —— 
DF —— 241 —— 
CMIN/DF <5 2.219 良い 
SRMR <0.08 0.036 良い 
RMSEA <0.08 0.035 良い 
GFI >0.8 0.958 良い 
AGFI >0.8 0.948 良い 
NFI >0.9 0.964 良い 
IFI >0.9 0.980 良い 
TLI >0.9 0.977 良い 
CFI >0.9 0.980 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－４２の示す通り，CMIN値が 534.676で，DFが 241であるため，CMIN/DFが 2.219
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.036で，0.08以下であり，RMSEAが 0.035で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
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表７－４３：変数間のパス係数（修正後） 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
TYPE1 → CPV1 -0.412  0.044  -8.688  ***  
TYPE1 → CPV2 0.235  0.038  5.572  *** 
TYPE1 → CPV3 0.280  0.038  6.972  *** 
TYPE2 → CPV1 -0.251  0.043  -5.577  *** 
TYPE2 → CPV2 0.227  0.038  5.463  ***  
TYPE2 → CPV3 0.364  0.039  9.112  *** 
TYPE3 → CPV1 0.224  0.044  4.920  *** 
TYPE3 → CPV2 0.252  0.039  5.966 *** 
出所：筆者作成。 
 
H6：CPVが顧客満足に顕著な影響を及ぼす 
図７－１８：中国の CPV と顧客満足の構成方程式モデリング 
 
 
出所：筆者作成。 
 
表７－４４：中国のCPVと顧客満足の構成モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 490.324 —— 
DF —— 200 —— 
CMIN/DF <5 2.452 良い 
SRMR <0.08 0.064 良い 
RMSEA <0.08 0.038 良い 
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GFI >0.8 0.958 良い 
AGFI >0.8 0.947 良い 
NFI >0.9 0.963 良い 
IFI >0.9 0.978 良い 
TLI >0.9 0.974 良い 
CFI >0.9 0.978 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－４４の示す通り，CMIN値が 490.324で，DFが 200であるため，CMIN/DFが 2.452
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.064で，0.08以下であり，RMSEAが 0.038で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
表７－４５：変数間のパス係数 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
CPV1 → CS1 -0.058  0.035  -1.546  0.122  
CPV1 → CS2 -0.209  0.032  -5.768  *** 
CPV2 → CS1 0.284  0.043  7.152  *** 
CPV2 → CS2 0.042  0.038  1.133  0.257  
CPV3 → CS1 0.065  0.033  1.771  0.077 
CPV3 → CS2 0.353  0.032  9.586 *** 
出所：筆者作成。 
 
上表に従い，CPV１と CS1、CPV２と CS2、CPV3と CS１は顕著ではないため，削除してモ
デルを修正する。 
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図７－１９：中国の CPV と顧客満足の構成方程式モデリング（修正後） 
 
 
出所：筆者作成。 
 
表７－４６：中国 CPVと顧客満足の構成モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 498.508 —— 
DF —— 203 —— 
CMIN/DF <5 2.456 良い 
SRMR <0.08 0.074 良い 
RMSEA <0.08 0.038 良い 
GFI >0.8 0.958 良い 
AGFI >0.8 0.947 良い 
NFI >0.9 0.963 良い 
IFI >0.9 0.977 良い 
TLI >0.9 0.974 良い 
CFI >0.9 0.977 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－４６の示す通り，CMIN値が 498.508で，DFが 203であるため，CMIN/DFが 2.456
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.074で，0.08以下であり，RMSEAが 0.038で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
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表７－４７変数間のパス係数 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
CPV1 → CS2 -0.222  0.031  -6.436  *** 
CPV2 → CS1 0.333  0.038  9.444 *** 
CPV3 → CS2 0.363  0.030  10.263 *** 
出所：筆者作成。 
 
H9：消費者タイプが顧客満足に顕著な影響を及ぼす 
図７－２０：中国の消費者タイプと顧客満足の構成方程式モデリング 
 
 
出所：筆者作成。 
 
表７－４８：中国の消費者タイプと顧客満足の構成モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 458.525 —— 
DF —— 200 —— 
CMIN/DF <5 2.293 良い 
SRMR <0.08 0.050 良い 
RMSEA <0.08 0.036 良い 
GFI >0.8 0.958 良い 
AGFI >0.8 0.947 良い 
NFI >0.9 0.966 良い 
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IFI >0.9 0.981 良い 
TLI >0.9 0.977 良い 
CFI >0.9 0.980 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－４８の示す通り，CMIN値が 458.525で，DFが 200であるため，CMIN/DFが 2.293
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.050で，0.08以下であり，RMSEAが 0.036で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
表７－４９：変数間のパス係数 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
TYPE1 → CS1 0.506  0.045  10.292  ***  
TYPE1 → CS2 0.478  0.045  9.737  *** 
TYPE2 → CS1 -0.147  0.044  -3.217  0.001 
TYPE2 → CS2 -0.074  0.043  -1.650  0.099  
TYPE3 → CS1 -0.014  0.045  -0.306  0.760 
TYPE3 → CS2 0.068  0.044  1.520 0.129 
出所：筆者作成。 
 
表７－４９従い，TYPE2と CS2、TYPE3と CS1、TYPE3と CS2は顕著ではないため，削除
してモデルを修正する。 
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図７－２１：中国の消費者タイプと顧客満足の構成方程式モデリング（修正後） 
 
出所：筆者作成。 
 
表７－５０費タイプと顧客満足の構成モデル適合度（修正後） 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 335.429 —— 
DF —— 131 —— 
CMIN/DF <5 2.561 良い 
SRMR <0.08 0.059 良い 
RMSEA <0.08 0.040 良い 
GFI >0.8 0.963 良い 
AGFI >0.8 0.951 良い 
NFI >0.9 0.969 良い 
IFI >0.9 0.981 良い 
TLI >0.9 0.978 良い 
CFI >0.9 0.981 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－５０の示す通り，CMIN値が 335.429で，DFが 131であるため，CMIN/DFが 2.561
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.059で，0.08以下であり，RMSEAが 0.040で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
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表７－５１：変数間のパス係数（修正後） 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
TYPE1 → CS1 0.497  0.042  10.852  ***  
TYPE1 → CS2 0.471  0.035  12.415  *** 
TYPE2 → CS1 -0.146  0.040  -3.472  *** 
出所：筆者作成。 
 
H10：PKHIが顧客満足に顕著な影響を及ぼす 
図７－２２：中国の PKHIと顧客満足の構成方程式モデリング 
 
出所：筆者作成。 
 
表７－５２：PKHIと顧客満足の構成モデル適合度 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 428.223 —— 
DF —— 180 —— 
CMIN/DF <5 2.379 良い 
SRMR <0.08 0.048 良い 
RMSEA <0.08 0.037 良い 
GFI >0.8 0.962 良い 
AGFI >0.8 0.951 良い 
NFI >0.9 0.968 良い 
IFI >0.9 0.981 良い 
TLI >0.9 0.978 良い 
CFI >0.9 0.981 良い 
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出所：筆者作成。 
 
表７－５２の示す通り，CMIN値が 428.223で，DFが 180であるため，CMIN/DFが 2.379
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.048で，0.08以下であり，RMSEAが 0.037で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
表７－５３：変数間のパス係数 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
PKHI1 → CS1 0.053  0.045  1.260  0.208  
PKHI1 → CS2 0.135  0.041  3.262  0.001 
PKHI2 → CS1 0.181  0.037  4.394  *** 
PKHI2 → CS2 0.221  0.035  5.571  ***  
PKHI3 → CS1 0.258  0.040  5.978  *** 
PKHI3 → CS2 0.276  0.037  6.648  *** 
出所：筆者作成。 
 
表７－５３に従い，PKHI と CS1 は顕著ではないため，削除してモデルを修正する。ま
た PKHI1と CS1のパスを削除した後に，PKHI1と CS2のパスの p値が上がるため（0.002），
PKHI1と CS2のパスも削除する。 
 
図７－２３：中国の PKHI と顧客満足の構成方程式モデリング（修正後） 
 
出所：筆者作成。 
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表７－５４：中国のPKHIと顧客満足の構成モデル適合度（修正後） 
適合指標 基準値 統計値 適合度 
CMIN —— 313.772 —— 
DF —— 114 —— 
CMIN/DF <5 2.752 良い 
SRMR <0.08 0.057 良い 
RMSEA <0.08 0.042 良い 
GFI >0.8 0.965 良い 
AGFI >0.8 0.953 良い 
NFI >0.9 0.971 良い 
IFI >0.9 0.981 良い 
TLI >0.9 0.978 良い 
CFI >0.9 0.981 良い 
出所：筆者作成。 
 
表７－５４の示す通り，CMIN値が 313.772で，DFが 114であるため，CMIN/DFが 2.752
となり，5以下であり，GFI、AGFI、NFI、TLI、IFI、CFIがいずれも 0.9以上であり，SRMR
が 0.057で，0.08以下であり，RMSEAが 0.042で，0.08以下であり，各適合度はそれぞ
れの基準に満たしているため，この構成モデルが高い適合度を持つと考えられる。 
 
表７－５５：変数間のパス係数 
パス パス係数 S.E. C.R. P 
PKHI2 → CS1 0.198  0.036  5.060  *** 
PKHI2 → CS2 0.262  0.033  6.877  ***  
PKHI3 → CS1 0.279  0.037  7.005  *** 
PKHI3 → CS2 0.325  0.035  8.344  *** 
出所：筆者作成。 
 
第五節 媒介分析による間接効果の検証 
以上の変数間の直接効果を踏まえ，本研究は更に媒介分析を行い，変数間の間接効果を
検証する。 
媒介分析は社会科学分野に幅広く応用されている（Wood ら,2008）。特に心理学および
管理学に多く用いられる（MacKinnon ら,2007；Mathieu ら.2008；Rucker ら,2011）。 
次の３つの理由を挙げている。 
①本研究の第二章に説明した S-O-R 理論が心理学における主導的な地位に立つ； 
②媒介変数が社会科学に係る諸理論に不可欠なものである； 
③媒介効果の精確性が方法論の学者の研究意欲を高めるため，新方法や研究アプローチを
常に更新させる。 
 そこで，本研究は上記の変数間の直接効果を踏まえ，仮説 H５、H７、H８を検証してみ
る。各パスの媒介効果をより明確に表すために，本研究は Bootstrapping手法で間接効果
を検証する。信頼区間に０が入っていなければ，統計学的に有意であり1（Prelら,2009），
つまり間接効果を持つと考えている。本研究は，MPLUS7.4を用いて Bootstrappingで 2000
回の復元抽出を行い，95％の信頼区間で推定を行い，すなわち Lower2.5%と Upper97.5%
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に設定して限界値を算出する。 
  
H5：消費者タイプが PKHIを介して CPVに顕著な影響を及ぼす 
表７－５６：日本の消費者タイプが PKHIを介して CPVへの媒介効果 
パス Estimate Lower Upper 
TYPE1－PKHI1－CPV1 -0.017 -0.039 -0.003 
TYPE1－PKHI2－CPV1 -0.030 -0.052 -0.009 
TYPE1－PKHI3－CPV1 -0.006 -0.021 0.000 
TYPE2－PKHI1－CPV1 -0.020 -0.049 -0.001 
TYPE2－PKHI2－CPV1 -0.041 -0.071 -0.013 
TYPE2－PKHI3－CPV1 -0.004 -0.019 0.003 
TYPE3－PKHI1－CPV1 -0.023 -0.052 -0.001 
TYPE3－PKHI2－CPV1 -0.005 -0.020 0.003 
TYPE3－PKHI3－CPV1 -0.042 -0.085 -0.008 
TYPE1－PKHI1－CPV2 0.002 -0.009 0.013 
TYPE1－PKHI2－CPV2 0.027 0.014 0.044 
TYPE1－PKHI3－CPV2 0.008 -0.002 0.022 
TYPE2－PKHI1－CPV2 0.003 -0.009 0.016 
TYPE2－PKHI2－CPV2 0.037 0.018 0.058 
TYPE2－PKHI3－CPV2 0.006 -0.006 0.019 
TYPE3－PKHI1－CPV2 0.003 -0.012 0.017 
TYPE3－PKHI2－CPV2 0.005 -0.003 0.016 
TYPE3－PKHI3－CPV2 0.054 0.030 0.080 
TYPE1－PKHI1－CPV3 0.030 0.014 0.054 
TYPE1－PKHI2－CPV3 0.036 0.015 0.063 
TYPE1－PKHI3－CPV3 0.009 -0.002 0.026 
TYPE2－PKHI1－CPV3 0.035 0.018 0.060 
TYPE2－PKHI2－CPV3 0.048 0.019 0.080 
TYPE2－PKHI3－CPV3 0.007 -0.007 0.021 
TYPE3－PKHI1－CPV3 0.040 0.022 0.064 
TYPE3－PKHI2－CPV3 0.006 -0.004 0.021 
TYPE3－PKHI3－CPV3 0.067 0.039 0.103 
出所：筆者作成。 
 
表７－５７：中国の消費者タイプが PKHIを介して CPVへの媒介効果 
パス Estimate Lower Upper 
TYPE1－PKHI1－CPV1 -0.007 -0.023 0.007 
TYPE1－PKHI2－CPV1 -0.015 -0.038 0.008 
TYPE1－PKHI3－CPV1 0.035 0.017 0.061 
TYPE2－PKHI1－CPV1 -0.049 -0.083 -0.026 
TYPE2－PKHI2－CPV1 -0.001 -0.010 0.002 
TYPE2－PKHI3－CPV1 0.032 0.015 0.060 
TYPE3－PKHI1－CPV1 -0.040 -0.071 -0.020 
TYPE3－PKHI2－CPV1 -0.014 -0.037 0.006 
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TYPE3－PKHI3－CPV1 0.007 -0.003 0.022 
TYPE1－PKHI1－CPV2 0.004 -0.004 0.014 
TYPE1－PKHI2－CPV2 0.036 0.019 0.055 
TYPE1－PKHI3－CPV2 0.026 0.012 0.044 
TYPE2－PKHI1－CPV2 0.027 0.010 0.050 
TYPE2－PKHI2－CPV2 0.003 -0.007 0.015 
TYPE2－PKHI3－CPV2 0.024 0.010 0.045 
TYPE3－PKHI1－CPV2 0.023 0.009 0.042 
TYPE3－PKHI2－CPV2 0.033 0.016 0.055 
TYPE3－PKHI3－CPV2 0.005 -0.002 0.016 
TYPE1－PKHI1－CPV3 0.005 -0.006 0.021 
TYPE1－PKHI2－CPV3 0.052 0.025 0.084 
TYPE1－PKHI3－CPV3 0.032 0.015 0.056 
TYPE2－PKHI1－CPV3 0.040 0.020 0.065 
TYPE2－PKHI2－CPV3 0.005 -0.010 0.021 
TYPE2－PKHI3－CPV3 0.030 0.015 0.055 
TYPE3－PKHI1－CPV3 0.033 0.017 0.056 
TYPE3－PKHI2－CPV3 0.048 0.024 0.071 
TYPE3－PKHI3－CPV3 0.006 -0.003 0.020 
出所：筆者作成。 
 
H7: PKHIが CPVを介して顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
表７－５８：日本の PKHIが CPVを介して顧客満足への媒介効果 
パス Estimate Lower Upper 
PKHI1－CPV1－CS1 -0.028 -0.058 -0.007 
PKHI1－CPV2－CS1 0.000 -0.012 0.010 
PKHI1－CPV3－CS1 0.042 0.021 0.068 
PKHI2－CPV1－CS1 -0.047 -0.072 -0.028 
PKHI2－CPV2－CS1 0.001 -0.023 0.022 
PKHI2－CPV3－CS1 0.038 0.018 0.064 
PKHI3－CPV1－CS1 -0.011 -0.033 0.007 
PKHI3－CPV2－CS1 0.001 -0.021 0.022 
PKHI3－CPV3－CS1 0.033 0.016 0.055 
PKHI1－CPV1－CS2 0.010 0.001 0.024 
PKHI1－CPV2－CS2 0.008 -0.003 0.026 
PKHI1－CPV3－CS2 0.024 0.001 0.046 
PKHI2－CPV1－CS2 0.016 0.003 0.036 
PKHI2－CPV2－CS2 0.017 -0.009 0.043 
PKHI2－CPV3－CS2 0.022 0.002 0.044 
PKHI3－CPV1－CS2 0.004 -0.002 0.015 
PKHI3－CPV2－CS2 0.015 -0.008 0.039 
PKHI3－CPV3－CS2 0.019 0.002 0.038 
出所：筆者作成。 
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表７－５９：中国の PKHIが CPVを介して顧客満足への媒介効果 
パス Estimate Lower Upper 
PKHI1－CPV1－CS1 0.013 0.000 0.031 
PKHI1－CPV2－CS1 0.028 0.007 0.055 
PKHI1－CPV3－CS1 -0.018 -0.045 -0.002 
PKHI2－CPV1－CS1 0.007 0.000 0.021 
PKHI2－CPV2－CS1 0.031 0.006 0.061 
PKHI2－CPV3－CS1 -0.019 -0.043 -0.002 
PKHI3－CPV1－CS1 -0.001 -0.010 0.004 
PKHI3－CPV2－CS1 0.023 0.004 0.047 
PKHI3－CPV3－CS1 -0.017 -0.040 -0.001 
PKHI1－CPV1－CS2 0.044 0.025 0.070 
PKHI1－CPV2－CS2 -0.025 -0.060 -0.004 
PKHI1－CPV3－CS2 0.035 0.017 0.062 
PKHI2－CPV1－CS2 0.025 0.008 0.046 
PKHI2－CPV2－CS2 -0.027 -0.057 -0.003 
PKHI2－CPV3－CS2 0.036 0.017 0.061 
PKHI3－CPV1－CS2 -0.003 -0.023 0.015 
PKHI3－CPV2－CS2 -0.021 -0.049 -0.002 
PKHI3－CPV3－CS2 0.033 0.016 0.056 
出所：筆者作成。 
 
H8: 消費者タイプが CPVを介して顧客満足に顕著な影響を及ぼす 
表７－６０：日本の消費者タイプが CPVを介して顧客満足への媒介効果 
パス Estimate Lower Upper 
TYPE1－CPV1－CS1 -0.052 -0.091 -0.025 
TYPE1－CPV2－CS1 0.006 -0.010 0.023 
TYPE1－CPV3－CS1 0.047 0.028 0.075 
TYPE2－CPV1－CS1 -0.058 -0.093 -0.032 
TYPE2－CPV2－CS1 0.007 -0.010 0.026 
TYPE2－CPV3－CS1 0.041 0.023 0.069 
TYPE3－CPV1－CS1 0.042 0.019 0.075 
TYPE3－CPV2－CS1 0.007 -0.011 0.025 
TYPE3－CPV3－CS1 0.036 0.018 0.062 
TYPE1－CPV1－CS2 0.022 0.006 0.043 
TYPE1－CPV2－CS2 0.017 -0.002 0.040 
TYPE1－CPV3－CS2 0.036 0.016 0.061 
TYPE2－CPV1－CS2 0.024 0.006 0.052 
TYPE2－CPV2－CS2 0.018 -0.003 0.045 
TYPE2－CPV3－CS2 0.032 0.014 0.059 
TYPE3－CPV1－CS2 -0.018 -0.037 -0.005 
TYPE3－CPV2－CS2 0.019 -0.003 0.044 
TYPE3－CPV3－CS2 0.028 0.011 0.051 
出所：筆者作成。 
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表７－６１：中国の消費者タイプが CPVを介して顧客満足への媒介効果 
パス Estimate Lower Upper 
TYPE1－CPV1－CS1 -0.004 -0.032 0.025 
TYPE1－CPV2－CS1 0.046 0.022 0.073 
TYPE1－CPV3－CS1 0.001 -0.021 0.022 
TYPE2－CPV1－CS1 -0.002 -0.022 0.015 
TYPE2－CPV2－CS1 0.046 0.019 0.079 
TYPE2－CPV3－CS1 0.001 -0.028 0.028 
TYPE3－CPV1－CS1 0.002 -0.014 0.019 
TYPE3－CPV2－CS1 0.051 0.024 0.081 
TYPE3－CPV3－CS1 0.000 -0.004 0.003 
TYPE1－CPV1－CS2 0.067 0.040 0.102 
TYPE1－CPV2－CS2 -0.010 -0.036 0.011 
TYPE1－CPV3－CS2 0.076 0.051 0.107 
TYPE2－CPV1－CS2 0.042 0.019 0.077 
TYPE2－CPV2－CS2 -0.011 -0.041 0.009 
TYPE2－CPV3－CS2 0.099 0.068 0.143 
TYPE3－CPV1－CS2 -0.037 -0.063 -0.021 
TYPE3－CPV2－CS2 -0.012 -0.042 0.012 
TYPE3－CPV3－CS2 -0.003 -0.027 0.018 
出所：筆者作成。 
 
第六節 直接効果と間接効果 
１ 直接効果 
H2：消費者タイプが PKHIに顕著な影響を及ぼす 
表７－６２：日本の消費者タイプが PKHIに対する影響 
パス 日本 
享受型 → 知覚出店イノベーション 0.534 
慎重型 → 知覚単品管理イノベーション 0.368 
コスト重視型 → 知覚単品管理イノベーション 0.275 
享受型 → 知覚商品開発イノベーション 0.252 
慎重型 → 知覚商品開発イノベーション 0.209 
コスト重視型 → 知覚商品開発イノベーション 0.182 
出所：筆者作成。 
日本の分析結果に従って６つの影響関係がみられる。 
「コスト重視型」が「知覚商品開発イノベーション」と「知覚単品管理イノベーション」
に正の影響を及ぼす。つまり消費者は購買コストを重視すれば重視するほど，コンビニ企
業の商品開発と単品管理に対するイノベーションを感じられる傾向がみられる。 
「慎重型」が「知覚商品開発イノベーション」と「知覚単品管理イノベーション」に正
の影響を及ぼす。つまり消費者は商品の安全性や健康性を重視すれば重視するほど，コン
ビニ企業の商品開発および単品管理に対するイノベーションを感じられる傾向がみられ
る。 
「享受型」が「知覚商品開発イノベーション」と「知覚出店イノベーション」に正の影
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響を及ぼす。つまり消費者はニーズへの満足度合いや自分の体験を重視すれば重視するほ
ど，コンビニ企業の商品開発と出店に対するイノベーションを感じられる傾向がみられる。 
表７－６３：中国の消費者タイプが PKHIに対する影響 
パス 中国 
慎重型 → 知覚商品開発イノベーション 0.322 
コスト重視型 → 知覚単品管理イノベーション 0.316 
享受型 → 知覚単品管理イノベーション 0.293 
コスト重視型 → 知覚出店イノベーション 0.291 
慎重型 → 知覚出店イノベーション 0.276 
享受型 → 知覚商品開発イノベーション 0.267 
出所：筆者作成。 
中国の分析結果に従って６つの影響関係がみられる。 
「コスト重視型」が「知覚単品管理イノベーション」と「知覚出店イノベーション」に
正の影響を及ぼす。つまり消費者は購買コストを重視すれば重視するほど，コンビニ企業
の単品管理と出店に対するイノベーションを感じられる傾向がみられる。 
「慎重型」が「知覚商品開発イノベーション」と「知覚出店イノベーション」に正の影
響を及ぼす。つまり消費者は商品の安全性や健康性を重視すれば重視するほど，コンビニ
企業の商品開発と出店に対するイノベーションを感じられる傾向がみられる。 
「享受型」が「知覚商品開発イノベーション」と「知覚単品管理イノベーション」に正
の影響を及ぼす。つまり消費者はニーズへの満足度合いや自分の体験を重視すれば重視す
るほど，コンビニ企業の商品開発と出店に対するイノベーションを感じられる傾向がみら
れる。 
 
H3： PKHIが CPVに顕著な影響を及ぼす 
表７－６４：日本の PKHIが CPVに対する影響 
パス 日本 
知覚単品管理イノベーション → 知覚コスト 0.305 
知覚出店イノベーション → 知覚コスト 0.278 
知覚商品開発イノベーション → 知覚利便的価値 0.270 
知覚単品管理イノベーション → 知覚利便的価値 0.261 
知覚出店イノベーション → 知覚利便的価値 0.213 
知覚単品管理イノベーション → 知覚品質的価値 －0.289 
出所：筆者作成。 
日本の分析結果に従って六つの影響関係がみられる。 
「知覚商品開発イノベーション」が「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼす。つまり消
費者はコンビニ企業の商品開発へのイノベーションを感じれば感じるほど，コンビニの利
便性が高いと思う傾向がみられる。 
「知覚単品管理イノベーション」が「知覚品質的価値」に負の影響を及ぼす。また「知
覚コスト」と「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼす。つまり消費者はコンビニ企業の単
品管理へのイノベーションを感じれば感じるほど，コンビニの商品の新鮮さや接客レベル
などの品質的価値が低いと思う傾向がみられる一方で，かけられるコストおよびコンビニ
の利便性が高いと思う傾向がみられる。 
「知覚出店イノベーション」が「知覚コスト」と「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼ
す。つまり消費者はコンビニ企業の出店へのイノベーションを感じれば感じるほど，かけ
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られるコストおよびコンビニの利便性が高いと思う傾向がみられる。 
表７－６５：中国の PKHIが CPVに対する影響 
パス 中国 
知覚単品管理イノベーション → 知覚コスト 0.254 
知覚単品管理イノベーション → 知覚利便的価値 0.239 
知覚商品開発イノベーション → 知覚利便的価値 0.227 
知覚出店イノベーション → 知覚利便的価値 0.225 
知覚商品開発イノベーション → 知覚コスト 0.224 
知覚出店イノベーション → 知覚コスト 0.197 
知覚商品開発イノベーション→知覚品質的価値 －0.286 
出所：筆者作成。 
中国の分析結果に従って７つの影響関係がみられる。 
「知覚商品開発イノベーション」が「知覚品質的価値」に負の影響を及ぼす。また「知
覚コスト」と「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼす。つまり消費者はコンビニ企業の商
品開発へのイノベーションを感じれば感じるほど，コンビニの利便性が高いと思う傾向が
みられる。 
「知覚単品管理イノベーション」が「「知覚コスト」と「知覚利便的価値」に正の影響
を及ぼす。つまり消費者はコンビニ企業の単品管理へのイノベーションを感じれば感じる
ほど，かけられるコストおよびコンビニの利便性が高いと思う傾向がみられる。 
「知覚出店イノベーション」が「知覚コスト」と「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼ
す。つまり消費者はコンビニ企業の出店へのイノベーションを感じれば感じるほど，かけ
られるコストおよびコンビニの利便性が高いと思う傾向がみられる。 
 
H4：消費者タイプが CPVに顕著な影響を及ぼす 
表７－６６：日本の消費者タイプが CPVに対する影響 
パス 日本 
コスト重視型 → 知覚利便的価値 0.253 
コスト重視型 → 知覚コスト 0.202 
慎重型 → 知覚コスト 0.217 
慎重型 → 知覚利便的価値 0.216 
享受型 → 知覚コスト 0.215 
享受型 → 知覚利便的価値 0.188 
享受型 → 知覚品質的価値 0.174 
コスト重視型 → 知覚品質的価値 -0.226 
慎重型 → 知覚品質的価値 -0.246 
出所：筆者作成。 
日本の分析結果に従って９つの影響関係がみられる。 
「コスト重視型」が「知覚品質的価値」に負の影響を及ぼす。「知覚コスト」と「知覚
利便的価値」に正の影響を及ぼす。つまり消費者は購買コストを重視すれば重視するほど，
コンビニの商品の新鮮さや接客レベルなどの品質的価値が低いと思う傾向がみられる一
方で，かけられるコストおよびコンビニの利便性が高いと思う傾向がみられる。 
「慎重型」が「知覚品質的価値」に負の影響を及ぼす。また「知覚コスト」と「知覚利
便的価値」に正の影響を及ぼす。つまり消費者は商品の安全性や健康性を重視すれば重視
するほど，コンビニの商品の新鮮さや接客レベルなどの品質的価値が低いと思う傾向がみ
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られる一方で，かけられるコストおよびコンビニの利便性が高いと思う傾向がみられる。 
「享受型」が「知覚品質的価値」、「知覚コスト」、「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼ
す。つまり消費者はニーズへの満足度合いや自分の体験を重視すれば重視するほど，コン
ビニの商品の新鮮さや接客レベルなどの品質的価値、かけられるコストおよびコンビニの
利便性が高いと思う傾向がみられる。 
表７－６７：中国の消費者タイプが CPVに対する影響 
パス 中国 
慎重型 → 知覚利便的価値 0.364 
コスト重視型 → 知覚利便的価値 0.280 
享受型 → 知覚コスト 0.252 
コスト重視型 → 知覚コスト 0.235 
慎重型 → 知覚コスト 0.227 
享受型 → 知覚品質的価値 0.224 
慎重型 → 知覚品質的価値 -0.251 
コスト重視型 → 知覚品質的価値 -0.412 
出所：筆者作成。 
中国の分析結果に従って８つの影響関係がみられる。 
「コスト重視型」が「知覚品質的価値」に負の影響を及ぼす。「知覚コスト」と「知覚
利便的価値」に正の影響を及ぼす。つまり消費者は購買コストを重視すれば重視するほど，
コンビニの商品の新鮮さや接客レベルなどの品質的価値が低いと思う傾向がみられる一
方で，かけられるコストおよびコンビニの利便性が高いと思う傾向がみられる。 
「慎重型」が「知覚品質的価値」に負の影響を及ぼす。また「知覚コスト」と「知覚利
便的価値」に正の影響を及ぼす。つまり消費者は商品の安全性や健康性を重視すれば重視
するほど，コンビニの商品の新鮮さや接客レベルなどの品質的価値が低いと思う傾向がみ
られる一方で，かけられるコストおよびコンビニの利便性が高いと思う傾向がみられる。 
「享受型」が「知覚品質的価値」と「知覚コスト」に正の影響を及ぼす。つまり消費者
はニーズへの満足度合いや自分の体験を重視すれば重視するほど，コンビニの商品の新鮮
さや接客レベルなどの品質的価値、かけられるコストが高いと思う傾向がみられる。 
 
H6：CPVが顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
表７－６８：日本の CPVが顧客満足に対する影響 
パス 日本 
知覚利便的価値 → 商品満足 0.296 
知覚利便的価値 → オペレーション満足 0.281 
知覚品質的価値 → オペレーション満足 0.241 
知覚コスト → 商品満足 0.213 
出所：筆者作成。 
日本の分析結果に従って４つの影響関係がみられる。 
「知覚品質的価値」が「オペレーション満足」に正の影響を及ぼす。つまり消費者はコ
ンビニの商品の新鮮さや接客レベルなどの品質的価値が高いと感じれば感じるほど，店舗
の接客態度や売場作りなどのオペレーション満足度が高くなる傾向がみられる。 
「知覚コスト」が「商品満足」に正の影響を及ぼす。つまり消費者はコンビニでの買い
物にかけられるコストが高いと感じれば感じるほど，商品の独自性や品質などの商品満足
度が高くなる傾向がみられる。 
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「知覚利便的価値」が「オペレーション満足」と「商品満足」に正の影響を及ぼす。つ
まり消費者はコンビニの利便性が高いと感じれば感じるほど，店舗の接客態度や売場作り
などのオペレーション満足度および商品の独自性や品質などの商品満足度が高くなる傾
向がみられる。 
表７－６９：中国の消費者タイプが CPVに対する影響 
パス 中国 
知覚利便的価値 → 商品満足 0.363 
知覚コスト → オペレーション満足 0.333 
知覚品質的価値 → 商品満足 -0.222 
出所：筆者作成。 
中国の分析結果に従って３つの影響関係がみられる。 
「知覚品質的価値」が「商品満足」に負の影響を及ぼす。つまり消費者はコンビニの商
品の新鮮さや接客レベルなどの品質的価値が高いと感じれば感じるほど，商品の独自性や
品質などの商品満足度が低くなる傾向がみられる。 
「知覚コスト」が「オペレーション満足」に正の影響を及ぼす。つまり消費者はコンビ
ニでの買い物にかけられるコストが高いと感じれば感じるほど，店舗の接客態度や売場作
りなどのオペレーション満足度が高くなる傾向がみられる。 
「知覚利便的価値」が「商品満足」に正の影響を及ぼす。つまり消費者はコンビニの利
便性が高いと感じれば感じるほど，商品の独自性や品質などの商品満足度が高くなる傾向
がみられる。 
 
H9：消費者タイプが顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
表７－７０：日本の消費者タイプが顧客満足に対する影響 
パス 日本 
慎重型 → 商品満足 0.473 
コスト重視型 → オペレーション満足 0.438 
慎重型 → オペレーション満足 -0.272 
出所：筆者作成。 
日本の分析結果に従って３つの影響関係がみられる。 
「慎重型」が「商品満足」に正の影響を及ぼす。また「オペレーション満足」に負の影
響を及ぼす。つまり消費者は商品の安全性や健康性を重視すれば重視するほど，商品の独
自性や品質などの商品満足度が高くなる傾向がみられる一方で，店舗の接客態度や売場作
りなどのオペレーション満足度が低くなる傾向がみられる。 
「コスト重視型」が「オペレーション満足」に正の影響を及ぼす。つまり消費者は購買
コストを重視すれば重視するほど，店舗の接客態度や売場作りなどのオペレーション満足
度が高くなる傾向がみられる。 
表７－７１：中国の消費者タイプが顧客満足に対する影響 
パス 中国 
コスト重視型 → オペレーション満足 0.497 
慎重型 → 商品満足 0.471 
慎重型 → オペレーション満足 -0.146 
出所：筆者作成。 
中国の分析結果に従って３つの影響関係がみられる。 
 「コスト重視型」が「オペレーション満足」に正の影響を及ぼす。つまり消費者は購買
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コストを重視すれば重視するほど，店舗の接客態度や売場作りなどのオペレーション満足
度が高くなる傾向がみられる。 
 「慎重型」が「商品満足」に正の影響を及ぼす。また「オペレーション満足」に負の影
響を及ぼす。つまり消費者は商品の安全性や健康性を重視すれば重視するほど，商品の独
自性や品質などの商品満足度が高くなる傾向がみられる一方で，店舗の接客態度や売場作
りなどのオペレーション満足度が低くなる傾向がみられる。 
 
H10：PKHIが顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
表７－７２：日本の PKHIが顧客満足に対する影響 
パス 日本 
知覚出店イノベーション → 商品満足 0.229 
知覚商品開発イノベーション → 商品満足 0.196 
知覚単品管理イノベーション → 商品満足 0.164 
出所：筆者作成。 
日本の分析結果に従って３つの影響関係がみられる。 
 「知覚出店イノベーション」が「商品満足」に正の影響を及ぼす。つまり消費者はコン
ビニ企業の出店へのイノベーションを感じれば感じるほど，商品の独自性や品質などの商
品満足度が高くなる傾向がみられる。 
 「知覚商品開発イノベーション」が「商品満足」に正の影響を及ぼす。つまり消費者は
コンビニ企業の商品開発へのイノベーションを感じれば感じるほど，商品の独自性や品質
などの商品満足度が高くなる傾向がみられる。 
 「知覚単品管理イノベーション」が「商品満足」に正の影響を及ぼす。つまり消費者は
コンビニ企業の単品管理へのイノベーションを感じれば感じるほど，商品の独自性や品質
などの商品満足度が高くなる傾向がみられる。 
表７－７３：中国の PKHIが顧客満足に対する影響 
パス 中国 
知覚出店イノベーション → 商品満足 0.325 
知覚出店イノベーション → オペレーション満足 0.279 
知覚単品管理イノベーション → 商品満足 0.262 
知覚単品管理イノベーション → オペレーション満足 0.198 
出所：筆者作成。 
中国の分析結果に従って３つの影響関係がみられる。 
 「知覚出店イノベーション」が「商品満足」と「オペレーション満足」に正の影響を及
ぼす。つまり消費者はコンビニ企業の出店へのイノベーションを感じれば感じるほど，商
品の独自性や品質などの商品満足度および店舗の接客態度や売場作りなどのオペレーシ
ョン満足度が高くなる傾向がみられる。 
 「知覚単品管理イノベーション」が「商品満足」と「オペレーション満足」に正の影響
を及ぼす。つまり消費者はコンビニ企業の単品管理へのイノベーションを感じれば感じる
ほど，商品の独自性や品質などの商品満足度および店舗の接客態度や売場作りなどのオペ
レーション満足度が高くなる傾向がみられる。 
 
２ 間接効果 
H5：消費者タイプが PKHIを介して CPVに顕著な影響を及ぼす。 
表７－７４：日本の消費者タイプが PKHIを介して CPVに対する影響 
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パス 日本 
享受型→知覚出店イノベーション→知覚利便的価値 0.067 
享受型→知覚出店イノベーション→知覚コスト 0.054 
慎重型→知覚単品管理イノベーション→知覚利便的価値 0.048 
享受型→知覚商品開発イノベーション→知覚利便的価値 0.040 
慎重型→知覚単品管理イノベーション→知覚コスト 0.037 
コスト重視型→知覚単品管理イノベーション→知覚利便的価値 0.036 
慎重型→知覚商品開発イノベーション→知覚利便的価値 0.035 
コスト重視型→知覚商品開発イノベーション→知覚利便的価値 0.030 
コスト重視型→知覚単品管理イノベーション→知覚コスト 0.027 
コスト重視型→知覚商品開発イノベーション→知覚品質的価値 －0.017 
慎重型→知覚商品開発イノベーション→知覚品質的価値 －0.020 
享受型→知覚商品開発イノベーション→知覚品質的価値 －0.023 
コスト重視型→知覚単品管理イノベーション→知覚品質的価値 －0.030 
慎重型→知覚単品管理イノベーション→知覚品質的価値 －0.041 
享受型→知覚出店イノベーション→知覚品質的価値 －0.042 
出所：筆者作成。 
日本の分析結果に従って 15 個の間接的影響関係がみられる。 
「コスト重視型」は「知覚商品開発イノベーション」を介して「知覚品質的価値」に負
の影響を及ぼし，「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼす。「知覚単品管理イノベーショ
ン」を介して「知覚コスト」、「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼし，「知覚品質的価
値」に負の影響を及ぼす。 
「慎重型」は「知覚商品開発イノベーション」を介して「知覚品質的価値」に負の影響
を及ぼし，「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼす。「知覚単品管理イノベーション」を
介して「知覚品質的価値」に負の影響を及ぼし，「知覚コスト」、「知覚利便的価値」に
正の影響を及ぼす。 
「享受型」が「知覚商品開発イノベーション」を介して「知覚品質的価値」に負の影響
を及ぼし，「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼす。「知覚出店イノベーション」を介し
て「知覚品質的価値」に負の影響を及ぼし，「知覚コスト」、「知覚利便的価値」に正の
影響を及ぼす。 
表７－７５：中国の消費者タイプが PKHIを介して CPVに対する影響 
パス 中国 
コスト重視型→知覚単品管理イノベーション→知覚利便的価値 0.052 
享受型→知覚単品管理イノベーション→知覚利便的価値 0.048 
慎重型→知覚商品開発イノベーション→知覚利便的価値 0.040 
コスト重視型→知覚単品管理イノベーション→知覚コスト 0.036 
コスト重視型→知覚出店イノベーション→知覚品質的価値 0.035 
享受型→知覚単品管理イノベーション→知覚コスト 0.033 
享受型→知覚商品開発イノベーション→知覚利便的価値 0.033 
慎重型→知覚出店イノベーション→知覚品質的価値 0.032 
コスト重視型→知覚出店イノベーション→知覚利便的価値 0.032 
慎重型→知覚出店イノベーション→知覚利便的価値 0.030 
慎重型→知覚商品開発イノベーション→知覚コスト 0.027 
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コスト重視型→知覚出店イノベーション→知覚コスト 0.026 
慎重型→知覚出店イノベーション→知覚コスト 0.024 
享受型→知覚商品開発イノベーション→知覚コスト 0.023 
享受型→知覚商品開発イノベーション→知覚品質的価値 －0.040 
慎重型→知覚商品開発イノベーション→知覚品質的価値 －0.049 
出所：筆者作成。 
中国の分析結果に従って 16 個の間接的影響関係がみられる。 
「コスト重視型」は「知覚単品管理イノベーション」と「知覚出店イノベーション」を
介して「知覚品質的価値」、「知覚コスト」、「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼす。 
「慎重型」は「知覚商品開発イノベーション」を介して「知覚品質的価値」に負の影響
を及ぼし，「知覚コスト」と「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼす。「知覚商品開発イ
ノベーション」と「知覚出店イノベーション」を介して「知覚品質的価値」、「知覚コス
ト」、「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼす。 
「享受型」が「知覚商品開発イノベーション」を介して「知覚品質的価値」に負の影響
を及ぼすし，「知覚コスト」、「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼす。「知覚単品管理
イノベーション」を介して「知覚コスト」と「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼす。 
 
H7：PKHIが CPVを介して顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
表７－７６：日本の PKHIが CPVを介して顧客満足に対する影響 
パス 日本 
知覚商品開発イノベーション→知覚利便的価値→オペレーション満足 0.042 
知覚単品管理イノベーション→知覚利便的価値→オペレーション満足 0.038 
知覚出店イノベーション→知覚利便的価値→オペレーション満足 0.033 
知覚商品開発イノベーション→知覚利便的価値→商品満足 0.024 
知覚単品管理イノベーション→知覚利便的価値→商品満足 0.022 
知覚出店イノベーション→知覚利便的価値→商品満足 0.019 
知覚単品管理イノベーション→知覚品質的価値→商品満足 0.016 
知覚商品開発イノベーション→知覚品質的価値→商品満足 0.010 
知覚商品開発イノベーション→知覚品質的価値→オペレーション満足 －0.028 
知覚単品管理イノベーション→知覚品質的価値→オペレーション満足 －0.047 
出所：筆者作成。 
日本の分析結果に従って 10 つの間接的影響関係がみられる。 
「知覚商品開発イノベーション」は「知覚品質的価値」を介して「オペレーション満足」
に負の影響を及ぼし，「商品満足」に正の影響を及ぼす。「知覚利便的価値」を介して「オ
ペレーション満足」、「商品満足」に正の影響を及ぼす。 
「知覚単品管理イノベーション」は「知覚品質的価値」を介して「オペレーション満足」
に負の影響を及ぼし，商品満足」に正の影響を及ぼす。「知覚利便的価値」を介して「オ
ペレーション満足」、「商品満足」に正の影響を及ぼす。 
「知覚出店イノベーション」は「知覚利便的価値」を介して「オペレーション満足」、
「商品満足」に正の影響を及ぼす。 
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表７－７７：中国の PKHIが CPVを介して顧客満足に対する影響 
パス 中国 
知覚商品開発イノベーション→知覚品質的価値→商品満足 0.044 
知覚単品管理イノベーション→知覚利便的価値→商品満足 0.036 
知覚商品開発イノベーション→知覚利便的価値→商品満足 0.035 
知覚出店イノベーション→知覚利便的価値→商品満足 0.033 
知覚単品管理イノベーション→知覚コスト→オペレーション満足 0.031 
知覚商品開発イノベーション→知覚コスト→オペレーション満足 0.028 
知覚単品管理イノベーション→知覚品質的価値→商品満足 0.025 
知覚出店イノベーション→知覚コスト→オペレーション満足 0.023 
知覚出店イノベーション→知覚利便的価値→オペレーション満足 －0.017 
知覚商品開発イノベーション→知覚利便的価値→オペレーション満足 －0.018 
知覚単品管理イノベーション→知覚利便的価値→オペレーション満足 －0.019 
知覚出店イノベーション→知覚コスト→商品満足 －0.021 
知覚商品開発イノベーション→知覚コスト→商品満足 －0.025 
知覚単品管理イノベーション→知覚コスト→商品満足 －0.027 
出所：筆者作成。 
 中国の分析結果に従って 14 個の間接的影響関係がみられる。 
「知覚商品開発イノベーション」は「知覚品質的価値」を介して「商品満足」に正の影
響を及ぼす。「知覚コスト」を介して「オペレーション満足」に正の影響を及ぼし，「商品
満足」に正の影響を及ぼす。「知覚利便的価値」を介して「オペレーション満足」に負の
影響を及ぼし，「商品満足」に正の影響を及ぼす。 
「知覚単品管理イノベーション」は「知覚品質的価値」を介して「商品満足」に正の影
響を及ぼす。「知覚コスト」を介して「オペレーション満足」に正の影響を及ぼし，「商品
満足」に負の影響を及ぼす。「知覚利便的価値」を介して「オペレーション満足」に負の
影響を及ぼし，「商品満足」に正の影響を及ぼす。 
「知覚出店イノベーション」は「知覚コスト」を介して「オペレーション満足」に正の
影響を及ぼし，「商品満足」に負の影響を及ぼす。「知覚利便的価値」を介して「オペレー
ション満足」に負の影響を及ぼし，「商品満足」に正の影響を及ぼす。 
  
H8：消費者タイプが CPVを介して顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
表７－７８：日本の消費者タイプが CPVを介して顧客満足に対する影響 
パス 日本 
コスト重視型→知覚利便的価値→オペレーション満足 0.047 
享受型→知覚品質的価値→オペレーション満足 0.042 
慎重型→知覚利便的価値→オペレーション満足 0.041 
享受型→知覚利便的価値→オペレーション満足 0.036 
コスト重視型→知覚利便的価値→商品満足 0.036 
慎重型→知覚利便的価値→商品満足 0.032 
享受型→知覚利便的価値→商品満足 0.028 
慎重型→知覚品質的価値→商品満足 0.024 
コスト重視型→知覚品質的価値→商品満足 0.022 
享受型→知覚品質的価値→商品満足 －0.018 
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コスト重視型→知覚品質的価値→オペレーション満足 －0.052 
慎重型→知覚品質的価値→オペレーション満足 －0.058 
出所：筆者作成。 
日本の分析結果に従って 12 個の間接的影響関係がみられる。 
 「コスト重視型」は「知覚品質的価値」を介して「オペレーション満足」に負の影響を
及ぼし，「商品満足」に正の影響を及ぼす。「知覚利便的価値」を介して「オペレーショ
ン満足」、「商品満足」に正の影響を及す。 
 「慎重型」は「知覚品質的価値」を介して「オペレーション満足」に負の影響を及ぼし，
「商品満足」に正の影響を及ぼす。「知覚利便的価値」を介して「オペレーション満足」、
「商品満足」に正の影響を及す。 
「享受型」は「知覚品質的価値」を介して「オペレーション満足」に正の影響を及ぼし，
「商品満足」に負の影響を及ぼす。「知覚利便的価値」を介して「オペレーション満足」、
「商品満足」に正の影響を及す。 
表７－７９：中国の消費者タイプが CPVを介して顧客満足に対する影響 
パス 中国 
慎重型→知覚利便的価値→商品満足 0.099 
コスト重視型→知覚利便的価値→商品満足 0.076 
コスト重視型→知覚品質的価値→商品満足 0.067 
享受型→知覚コスト→オペレーション満足 0.051 
コスト重視型→知覚コスト→オペレーション満足 0.046 
慎重型→知覚コスト→オペレーション満足 0.046 
慎重型→知覚品質的価値→商品満足 0.042 
享受型→知覚品質的価値→商品満足 －0.037 
出所：筆者作成。 
 中国の分析結果に従って８つの間接的影響関係がみられる。 
「コスト重視型」は「知覚品質的価値」を介して「商品満足」に正の影響を及ぼす。「知
覚コスト」を介して「オペレーション満足」に正の影響を及す。「知覚利便的価値」を介
して「商品満足」に正の影響を及す。 
 「慎重型」は「知覚品質的価値」を介して「商品満足」に正の影響を及ぼす。「知覚コ
スト」を介して「オペレーション満足」に正の影響を及す。「知覚利便的価値」を介して
「商品満足」に正の影響を及す。 
「享受型」は「知覚品質的価値」を介して「商品満足」に負の影響を及ぼす。「知覚コ
スト」を介して「オペレーション満足」に正の影響を及す。 
 
３ 考察 
以上、各変数間の直接影響と間接影響の効果をまとめた。上記各表の示す通り，両変数
の間に媒介要因が入っている場合と入っていない場合はもたらされる効果が全く異なる
ものがみられる。以下は、各媒介要因の間接効果および総効果に占められる比率を算出し，
媒介要因の有無が両変数間の影響関係にどのぐらいの効果をもたらすことを検証してみ
よう。 
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（１）消費者タイプと顧客知覚価値との間における PKHIの媒介効果 
表７－８０：日本の消費者タイプと顧客知覚価値との間における PKHIの媒介効果 
日本 DE IV IE TIE TE RIE RTIE 
コスト重
視型 → 
知覚品質
的価値 
-0.226 
知覚商品開
発イノベー
ション 
-0.017 
-0.047 -0.273 
6.2% 
17.2% 
知覚単品管
理イノベー
ション 
-0.03 11.0% 
コスト重
視型 → 
知覚コス
ト 
0.202 
知覚単品管
理イノベー
ション 
0.027 0.027 0.229 11.8% 11.8% 
コスト重
視型 → 
知覚利便
的価値 
0.253 
知覚商品開
発イノベー
ション 
0.03 
0.066 0.319 
9.4% 
20.7% 
知覚単品管
理イノベー
ション 
0.036 11.3% 
慎重型 
→ 知覚
品質的価
値 
-0.246 
知覚商品開
発イノベー
ション 
-0.02 
-0.061 -0.307 
6.5% 
19.9% 
知覚単品管
理イノベー
ション 
-0.041 13.4% 
慎重型 
→ 知覚
コスト 
0.217 
知覚単品管
理イノベー
ション 
0.037 0.037 0.254 14.6% 14.6% 
慎重型 
→ 知覚
利便的価
値 
0.216 
知覚商品開
発イノベー
ション 
0.035 
0.083 0.299 
11.7% 
27.8% 
知覚単品管
理イノベー
ション 
0.048 16.1% 
享受型 
→ 知覚
品質的価
値 
0.174 
知覚商品開
発イノベー
ション 
-0.023 
-0.065 0.109 
-21.1% 
-59.6% 
知覚出店イ
ノベーショ
ン 
-0.042 -38.5% 
享受型 
→ 知覚
コスト 
0.215 
知覚出店イ
ノベーショ
ン 
0.054 0.054 0.269 20.1% 20.1% 
享受型 0.188 知覚商品開 0.04 0.107 0.295 13.6% 36.3% 
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→ 知覚
利便的価
値 
発イノベー
ション 
知覚出店イ
ノベーショ
ン 
0.067 22.7% 
（注）DE：Direct Effect 直接効果；IV：Intervening Variables 媒介変数； 
   IE：Indirect Effect 間接効果；TIE：Total Indirect Effect 総間接効果； 
   TE：Total Effect 総効果；RIE：Ration of Indirect Effect 間接効果の比率； 
   RTIE：Ration of Total Indirect Effect 総間接効果の比率；以下各表同じ 
出所：筆者作成。 
表７－８０の示す通り， 
①「コスト重視型」と「知覚利便的価値」の間における「知覚商品開発イノベーション」
と「知覚単品管理イノベーション」 
②「慎重型」と「知覚利便的価値」の間における「知覚商品開発イノベーション」と「知
覚単品管理イノベーション」 
③「享受型」と「知覚品質的価値」の間における「知覚商品開発イノベーション」と「知
覚出店イノベーション」 
④「享受型」と「知覚コスト」の間における「知覚出店イノベーション」 
⑤「享受型」と「知覚利便的価値」の間における「知覚商品開発イノベーション」と「知
覚出店イノベーション」 
以上の５つのパスにおいて，PKHI という媒介変数が消費者タイプと顧客知覚価値との
間に 20%以上の促進あるいは抑制の作用として働くため，本研究は大きな媒介効果をもた
らすと考えている。 
更に特筆すべきことは、「享受型」と「知覚品質的価値」の間に「知覚商品開発イノベ
ーション」、「知覚出店イノベーション」が大きな抑制作用，すなわち逆作用として働く。
つまり享受型の日本の消費者は品質的価値を知覚する際に，もともとニーズへの満足度合
いや自分の体験を重視すれば重視するほど，コンビニの商品の新鮮さや接客レベルなどの
品質的価値が高いと思うが，コンビニ企業の商品開発と出店へのイノベーションを感じれ
ば感じるほど，その品質的価値への評価を引き下げることになる。 
 
表７－８１：中国の消費者タイプと顧客知覚価値との間における PKHIの媒介効果 
中国 DE IV IE TIE TE RIE RTIE 
コスト重
視型 → 
知覚品質
的価値 
-0.412 
知覚出店イ
ノベーショ
ン 
0.035 0.035 -0.377 -9.3% -9.3% 
コスト重
視型 → 
知覚コス
ト 
0.235 
知覚単品管
理イノベー
ション 
0.036 
0.062 0.297 
12.1% 
20.9% 
知覚出店イ
ノベーショ
ン 
0.026 8.8% 
コスト重
視型 → 
0.28 
知覚単品管
理イノベー
0.052 0.084 0.364 14.3% 23.1% 
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知覚利便
的価値 
ション 
知覚出店イ
ノベーショ
ン 
0.032 8.8% 
慎重型 
→ 知覚
品質的価
値 
-0.251 
知覚商品開
発イノベー
ション 
-0.049 
-0.017 -0.268 
18.3% 
6.3% 
知覚出店イ
ノベーショ
ン 
0.032 -11.9% 
慎重型 
→ 知覚
コスト 
0.227 
知覚商品開
発イノベー
ション 
0.027 
0.051 0.278 
9.7% 
18.3% 
知覚出店イ
ノベーショ
ン 
0.024 8.6% 
慎重型 
→ 知覚
利便的価
値 
0.364 
知覚商品開
発イノベー
ション 
0.04 
0.07 0.434 
9.2% 
16.1% 
知覚出店イ
ノベーショ
ン 
0.03 6.9% 
享受型 
→ 知覚
品質的価
値 
0.224 
知覚商品開
発イノベー
ション 
-0.04 -0.04 0.184 -21.7% -21.7% 
享受型 
→ 知覚
コスト 
0.252 
知覚単品管
理イノベー
ション 
0.033 
0.056 0.308 
10.7% 
18.2% 
知覚商品開
発イノベー
ション 
0.023 7.5% 
享受型 
→ 知覚
利便的価
値 
不顕著 
知覚単品管
理イノベー
ション 
0.048 
0.081       
知覚商品開
発イノベー
ション 
0.033 
出所：筆者作成。 
表７－８１の示す通り， 
①「コスト重視型」と「知覚コスト」の間における「知覚単品管理イノベーション」と「知
覚出店イノベーション」 
②「コスト重視型」と「知覚利便的価値」の間における「知覚単品管理イノベーション」
と「知覚出店イノベーション」 
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③「享受型」と「知覚品質的価値」の間における「知覚商品開発イノベーション」 
以上の３つのパスにおいて，PKHI という媒介変数が消費者タイプと顧客知覚価値との
間に 20%以上の促進あるいは抑制の作用として働くため，本研究は大きな媒介効果をもた
らすと考えている。 
更に特筆すべきことは、「コスト重視型」と「知覚品質的価値」の間に「知覚出店イノ
ベーション」が 9.3%の促進作用，すなわち逆作用として働く。つまりコスト重視型の中
国の消費者は品質的価値を知覚する際に，もともと購買コストを重視すれば重視するほど，
コンビニの商品の新鮮さや接客レベルなどの品質的価値が低いと思うが，コンビニ企業の
出店へのイノベーションを感じれば感じるほど，その品質的価値への評価を引き上げるこ
とになる。 
「享受型」と「知覚品質的価値」の間に「知覚商品開発イノベーション」が大きな抑制
作用，すなわち逆作用として働く。つまり享受型の中国の消費者は品質的価値を知覚する
際に，もともとニーズへの満足度合いや自分の体験を重視すれば重視するほど，コンビニ
の商品の新鮮さや接客レベルなどの品質的価値が高いと思うが，コンビニ企業の商品開発
へのイノベーションを感じれば感じるほど，その品質的価値への評価を引き下げることに
なる。 
「享受型」と「知覚利便的価値」の間に「知覚単品管理イノベーション」と「知覚商品
開発イノベーション」が促進作用として働く。従来は「享受型」と「知覚利便的価値」の
間に顕著な影響関係を持っていなかったが，「知覚単品管理イノベーション」と「知覚商
品開発イノベーション」の両変数を加えると，ある程度の正の影響がみられるようになっ
た。つまりニーズへの満足度合いや自分の体験を重視する中国の消費者は，コンビニ企業
の単品管理と商品開発へのイノベーションを感じれば，利便的価値への評価がさらに高く
なる。 
 
（２）消費者タイプと顧客満足との間における顧客知覚価値の媒介効果 
 
表７－８２：日本の消費者タイプと顧客満足との間における顧客知覚価値の媒介効果 
日本 DE IV IE TIE TE RIE RTIE 
コスト重
視型 → 
オペレー
ション満
足 
0.438 
知覚品質的
価値 
-0.052 
-0.005 0.433 
-12.0% 
-1.2% 
知覚利便的
価値 
0.047 10.9% 
コスト重
視型 → 
商品満足 
不顕著 
知覚品質的
価値 
0.022 
0.058       
知覚利便的
価値 
0.036 
慎重型 
→ オペ
レーショ
ン満足 
-0.272 
知覚品質的
価値 
-0.058 
-0.017 -0.289 
20.1% 
5.9% 
知覚利便的
価値 
0.041 -14.2% 
慎重型 
→ 商品
満足 
0.473 
知覚品質的
価値 
0.024 
0.056 0.529 
4.5% 
10.6% 
知覚利便的 0.032 6.0% 
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価値 
享受型 
→ オペ
レーショ
ン満足 
不顕著 
知覚品質的
価値 
0.042 
0.078       
知覚利便的
価値 
0.036 
享受型 
→ 商品
満足 
不顕著 
知覚品質的
価値 
-0.018 
0.01       
知覚利便的
価値 
0.028 
出所：筆者作成。  
表７－８２の示す通り， 
「慎重型」と「商品満足」の間に「知覚品質的価値」と「知覚利便的価値」が 10.6%の
促進作用として働くため，本研究はやや大きな媒介効果をもたらすと考えている。 
 特筆すべきことは、「コスト重視型」と「オペレーション満足」の間に「知覚品質的価
値」が 12.0%の抑制作用，すなわち逆作用として働く。つまりコスト重視型の日本の消費
者がコンビニのオペレーションに対する満足感を評価する際に，コンビニの商品の新鮮さ
や接客レベルなどの品質的価値を感じれば感じるほど，その満足感への評価を引き下げる
ことになる。 
 「慎重型」と「オペレーション満足」の間に「知覚利便的価値」が 14.2％の抑制作用，
すなわち逆作用として働く。つまり慎重型の日本の消費者がコンビニの商品に対する満足
感を評価する際に，コンビニの利便性を感じれば感じるほど，その満足感への評価を引き
下げることになる。 
 「コスト重視型」と「商品満足」の間に「知覚品質的価値」と「知覚利便的価値」が促
進作用として働く。従来は「コスト重視型」と「商品満足」の間に顕著な影響関係を持っ
ていなかったが，「知覚品質的価値」と「知覚利便的価値」の両変数を加えると，ある程
度の正の影響がみられるようになった。つまり購買コストを重視する日本の消費者は，品
質的価値と利便的価値を感じれば，商品に対する満足感がさらに高くなる。 
 「享受型」と「オペレーション満足」の間に「知覚品質的価値」と「知覚利便的価値」
が促進作用として働く。従来には「享受型」と「オペレーション満足」の間に顕著な影響
関係を持っていなかったが，「知覚品質的価値」と「知覚利便的価値」の両変数を加える
と，ある程度の正の影響がみられるようになった。つまりニーズへの満足度合いや自分の
体験を重視する日本の消費者は，コンビニの商品の新鮮さや接客レベルなどの品質的価値
および利便性を感じれば，コンビニのオペレーションに対する満足感がさらに高くなる。 
 「享受型」と「商品満足」の間に「知覚品質的価値」が抑制作用として働き，「知覚利
便的価値」が促進作用として働く。従来は「享受型」と「商品満足」の間に顕著な影響関
係を持っていなかったが，「知覚品質的価値」と「知覚利便的価値」の両変数を加えると，
ある程度の負および正の影響がみられるようになった。つまりニーズへの満足度合いや自
分の体験を重視する日本の消費者は，コンビニの商品の新鮮さや接客レベルなどの品質的
価値を感じれば，コンビニの商品に対する満足感が低くなる一方で，利便性を感じれば，
コンビニの商品に対する満足感がさらに高くなる。 
表７－８３：中国の消費者タイプと顧客満足との間における顧客知覚価値の媒介効果 
中国 DE IV IE TIE TE RIE RTIE 
コスト重
視型 → 
0.497 知覚コスト 0.046 0.046 0.543 8.5% 8.5% 
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オペレー
ション満
足 
コスト重
視型 → 
商品満足 
不顕著 
知覚品質的
価値 
0.067 
        
知覚利便的
価値 
0.076 
慎重型 
→ オペ
レーショ
ン満足 
-0.146 知覚コスト 0.046 0.046 -0.1 -46.0% -46.0% 
慎重型 
→ 商品
満足 
0.471 
知覚品質的
価値 
0.042 
0.141 0.612 
6.9% 
23.0% 
知覚利便的
価値 
0.099 16.2% 
享受型 
→ オペ
レーショ
ン満足 
不顕著 知覚コスト 0.051         
享受型 
→ 商品
満足 
不顕著 
知覚品質的
価値 
-0.037         
出所：筆者作成。 
表７－８３の示す通り， 
「慎重型」と「商品満足」の間に「知覚品質的価値」と「知覚利便的価値」が 23.0%の
促進作用として働くため，本研究は大きな媒介効果をもたらすと考えている。 
 特筆すべきことは、「慎重型」と「オペレーション満足」の間に「知覚コスト」が 46.0%
の促進作用（すなわち逆作用）として働く。つまり慎重型の中国の消費者がコンビニのオ
ペレーションに対する満足感を評価する際に，コンビニに購買コストを感じれば感じるほ
ど，その満足感への評価を引き上げることになる。 
 「コスト重視型」と「商品満足」の間に「知覚品質的価値」と「知覚利便的価値」が促
進作用として働く。従来は「コスト重視型」と「商品満足」の間に顕著な影響関係を持っ
ていなかったが，「知覚品質的価値」と「知覚利便的価値」の両変数を加えると，ある程
度の正の影響がみられるようになった。つまり購買コストを重視する中国の消費者は，品
質的価値と利便的価値を感じれば，商品に対する満足感がさらに高くなる。 
 「享受型」と「オペレーション満足」の間に「知覚コスト」が促進作用として働く。従
来は「享受型」と「オペレーション満足」の間に顕著な影響関係を持っていなかったが，
「知覚コスト」という変数を加えると，ある程度の正の影響がみられるようになった。つ
まりニーズへの満足度合いや自分の体験を重視する中国の消費者は，コンビニに購買コス
トを感じれば，コンビニのオペレーションに対する満足感がさらに高くなる。 
 「享受型」と「商品満足」の間に「知覚品質的価値」が抑制作用として働く。従来は「享
受型」と「商品満足」の間に顕著な影響関係を持っていなかったが，「知覚品質的価値」
という変数を加えると，ある程度の負の影響がみられるようになった。つまりニーズへの
満足度合いや自分の体験を重視する中国の消費者は，コンビニに購買コストを感じれば，
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コンビニの商品に対する満足感が低くなる。 
 
（３）PKHIと顧客満足との間における顧客知覚価値の媒介効果 
表７－８４：日本の PKHIと顧客満足との間における顧客知覚価値の媒介効果 
日本 DE IV IE TIE TE RIE RTIE 
知覚商品
開発イノ
ベーショ
ン → 
オペレー
ション満
足 
不顕著 
知覚品質的
価値 
-0.028 
0.014       
知覚利便的
価値 
0.042 
知覚商品
開発イノ
ベーショ
ン → 
商品満足 
0.196 
知覚品質的
価値 
0.01 
0.034 0.23 
4.3% 
14.8% 
知覚利便的
価値 
0.024 10.4% 
知覚単品
管理イノ
ベーショ
ン → 
オペレー
ション満
足 
不顕著 
知覚品質的
価値 
-0.047 
        
知覚利便的
価値 
0.038 
知覚単品
管理イノ
ベーショ
ン → 
商品満足 
0.164 
知覚品質的
価値 
0.016 
0.038 0.202 
7.9% 
18.8% 
知覚利便的
価値 
0.022 10.9% 
知覚出店
イノベー
ション 
→ オペ
レーショ
ン満足 
不顕著 
知覚利便的
価値 
0.033 0.033       
知覚出店
イノベー
ション 
→ 商品
満足 
0.229 
知覚利便的
価値 
0.019 0.019 0.248 7.7% 7.7% 
出所：筆者作成。  
表７－８４の示す通り， 
 「知覚単品管理イノベーション」と「商品満足」の間に「知覚品質的価値」と「知覚利
便的価値」が 18.8%の促進作用として働くため，本研究はやや大きな媒介効果をもたらす
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と考えている。 
 特筆すべきことは、「知覚商品開発イノベーション」と「オペレーション満足」の間に
「知覚品質的価値」が抑制作用を働き，「知覚利便的価値」が促進作用として働く。従来
は「知覚商品開発イノベーション」と「オペレーション満足」の間に顕著な影響関係を持
っていなかったが，「知覚品質的価値」と「知覚利便的価値」の両変数を加えると，ある
程度の負および正の影響がみられるようになった。つまりコンビニ企業の商品開発へのイ
ノベーションを感じる日本の消費者は，コンビニの商品の新鮮さや接客レベルなどの品質
的価値を感じれば，コンビニのオペレーションに対する満足感が低くなる一方で，利便性
を感じれば，コンビニのオペレーションに対する満足感がさらに高くなる。 
 「知覚単品管理イノベーション」と「オペレーション満足」の間に「知覚品質的価値」
が抑制作用として働き，「知覚利便的価値」が促進作用として働く。従来は「知覚単品管
理イノベーション」と「オペレーション満足」の間に顕著な影響関係を持っていなかった
が，「知覚品質的価値」と「知覚利便的価値」の両変数を加えると，ある程度の負および
正の影響がみられるようになった。つまりコンビニ企業の単品管理へのイノベーションを
感じる日本の消費者は，コンビニの商品の新鮮さや接客レベルなどの品質的価値を感じれ
ば，コンビニのオペレーションに対する満足感が低くなる一方で，利便性を感じれば，コ
ンビニのオペレーションに対する満足感がさらに高くなる。 
 「知覚出店イノベーション」と「オペレーション満足」の間に「知覚利便的価値」が促
進作用として働く。従来は「知覚単品管理イノベーション」と「オペレーション満足」の
間に顕著な影響関係を持っていなかったが，「知覚利便的価値」という変数を加えると，
ある程度の正の影響がみられるようになった。つまりコンビニ企業の出店へのイノベーシ
ョンを感じる日本の消費者は，コンビニの利便性を感じれば，コンビニのオペレーション
に対する満足感がさらに高くなる。 
 
表７－８５：中国の PKHIと顧客満足との間における顧客知覚価値の媒介効果 
中国 DE IV IE TIE TE RIE RTIE 
知覚商品開
発イノベー
ション → 
オペレーシ
ョン満足 
不顕著 
知覚コスト 0.028 
        知覚利便的
価値 
-0.018 
知覚商品開
発イノベー
ション → 
商品満足 
不顕著 
知覚品質的
価値 
0.044 
        知覚コスト -0.025 
知覚利便的
価値 
0.035 
知覚単品管
理イノベー
ション → 
オペレーシ
ョン満足 
0.198 
知覚コスト 0.031 
0.012 0.21 
14.8% 
5.7% 知覚利便的
価値 
-0.019 -9.0% 
知覚単品管
理イノベー
ション → 
0.262 
知覚品質的
価値 
0.025 
0.034 0.296 
8.4% 
11.5% 
知覚コスト -0.027 -9.1% 
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商品満足 知覚利便的
価値 
0.036 12.2% 
知覚出店イ
ノベーショ
ン → オ
ペレーショ
ン満足 
0.279 
知覚コスト 0.023 
0.006 0.285 
8.1% 
2.1% 知覚利便的
価値 
-0.017 -6.0% 
知覚出店イ
ノベーショ
ン → 商
品満足 
0.325 
知覚コスト -0.021 
0.012 0.337 
-6.2% 
3.6% 知覚利便的
価値 
0.033 9.8% 
出所：筆者作成。 
表７－８５の示す通り， 
 「知覚単品管理イノベーション」と「商品満足」の間に「知覚品質的価値」、「知覚コ
スト」、「知覚利便的価値」が合計 11.5%の促進作用として働くため，本研究はやや大き
な媒介効果をもたらすと考えている。 
 特筆すべきは「知覚単品管理イノベーション」と「オペレーション満足」の間に「知覚
利便的価値」が 9.0%の抑制作用，すなわち逆作用として働く。つまりコンビニ企業の単
品管理へのイノベーションを感じる中国の消費者は，コンビニの利便性を感じれば，オペ
レーションに対する満足感が低くなる。 
 「知覚単品管理イノベーション」と「商品満足」の間に「知覚コスト」が 9.1%の抑制
作用，すなわち逆作用として働く。つまりコンビニ企業の単品管理へのイノベーションを
感じる中国の消費者は，コンビニに購買コストを感じれば，商品に対する満足感が低くな
る。 
 「知覚出店イノベーション」と「オペレーション満足」の間に「知覚利便的価値」が
6.0%の抑制作用，すなわち逆作用として働く。つまりコンビニ企業の出店へのイノベーシ
ョンを感じる中国の消費者は，更にコンビニの利便性を感じれば，オペレーションに対す
る満足感が低くなる。 
 「知覚出店イノベーション」と「商品満足」の間に「知覚コスト」が 6.2%の抑制作用，
すなわち逆作用として働く。つまりコンビニ企業の出店へのイノベーションを感じる中国
の消費者は，コンビニに購買コストを感じれば，商品に対する満足感が低くなる。 
「知覚商品開発イノベーション」と「オペレーション満足」の間に「知覚コスト」が促
進作用として働き，「知覚利便的価値」が抑制作用として働く。従来は「知覚商品開発イ
ノベーション」と「オペレーション満足」の間に顕著な影響関係を持っていなかったが，
「知覚コスト」と「知覚利便的価値」の両変数を加えると，ある程度の正および負の影響
がみられるようになった。つまりコンビニ企業の商品開発へのイノベーションを感じる中
国の消費者は，コンビニにの購買コストを感じれば，コンビニのオペレーションに対する
満足感がさらに高くなる一方で，利便性を感じれば，コンビニのオペレーションに対する
満足感が低くなる。 
「知覚商品開発イノベーション」と「商品満足」の間に「知覚品質的価値」と「知覚利
便的価値」が促進作用として働き，「知覚コスト」が抑制作用として働く。従来は「知覚
商品開発イノベーション」と「商品満足」の間に顕著な影響関係を持っていなかったが，
「知覚品質的価値」、「知覚利便的価値」、「知覚コスト」の三つの変数を加えると，ある
程度の正および負の影響がみられるようになった。つまりコンビニ企業の商品開発へのイ
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ノベーションを感じる中国の消費者は，コンビニの商品の新鮮さや接客レベルなどの品質
的価値および利便性を感じれば，コンビニの商品に対する満足感がさらに高くなる一方で，
コンビニに購買コストを感じれば，コンビニの商品に対する満足感が低くなる。 
 
第七節 仮説検証の結果 
１ 構造方程式モデル全体図 
（１）日本 
図７－２４：日本の構造方程式モデル全体図 
 
出所：筆者作成。 
（２）中国 
図７－２５：中国の構造方程式モデル全体図 
 
 
出所：筆者作成。 
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２ 日中の検証結果 
本研究は，探索的・検証的因子分析を行い，４つの変数をより細分化してから，変数の
関係を分析したため，図７－２４と図７－２５に示す通り，各変数における因子間には正
の影響関係、負の影響関係、または顕著ではない影響関係がみられた。そこで H2から H10
の合計 109個の仮説において，日本は 31個の直接影響関係が検証され，37個の間接影響
関係が検証された。中国は 31個の直接影響関係が検証され，38個の間接影響関係が検証
された。 
 本研究には p値及び信頼区間を基準として因子間に影響性の有無を判断する。 
因子間の直接影響関係に対して p値が 0.001未満を統計的に有意とみなし，つまり〇を
つける。一方で，p値が 0.001を超えると，×を付ける。 
因子間の間接影響関係に対して信頼区間を 95％に設定し，信頼区間に０が入っていな
ければ，統計学的に有意とみなすが，得られた係数が低くて 0.1 以下となっているため，
本研究は△をつけた。一方で，０が入っていると，×を付ける。 
さらに H１について，多数の個人属性と消費者タイプと共にてカイ 2乗検定及びクロス
集計を行った結果は，前述のｐ値に従って有意と有意でないもの，つまり顕著な差異があ
るもの及び顕著な差異がないものが混在する為，H１が部分的に成立するとみなし，△を
付けた。 
 
表７－８６：日中の検証結果 
H1：個人属性によって消費者タイプは差異がある。 
 日本 中国 
H1：個人属性によって消費者タイプは差異がある。 △ △ 
 
H2：消費者タイプが PKHIに顕著な影響を及ぼす。 
  日本 中国 
H2－1 コスト重視型が知覚商品開発イノベーションに顕著な影響を
及ぼす。 
〇 × 
H2－2 慎重型が知覚商品開発イノベーションに顕著な影響を及ぼす。 〇 〇 
H2－3 享受型が知覚商品開発イノベーションに顕著な影響を及ぼす。 〇 〇 
H2－4 コスト重視型が知覚単品管理イノベーションに顕著な影響を
及ぼす。 
〇 〇 
H2－5 慎重型が知覚単品管理イノベーションに顕著な影響を及ぼす。 〇 × 
H2－6 享受型が知覚単品管理イノベーションに顕著な影響を及ぼす。 × 〇 
H2－7 コスト重視型が知覚出店イノベーションに顕著な影響を及ぼ
す。 
× 〇 
H2－8 慎重型が知覚出店イノベーションに顕著な影響を及ぼす。 × 〇 
H2－9 享受型が知覚出店イノベーションに顕著な影響を及ぼす。 〇 × 
 
H3：PKHIが CPVに顕著な影響を及ぼす。   
  日本 中国 
H3－1 知覚商品開発イノベーションが知覚品質的価値に顕著な影響
を及ぼす。 
× 〇 
H3－2 知覚単品管理イノベーションが知覚品質的価値に顕著な影響
を及ぼす。 
〇 〇 
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H3－3 知覚出店イノベーションが知覚品質的価値に顕著な影響を及
ぼす。 
× 〇 
H3－4 知覚商品開発イノベーションが知覚コストに顕著な影響を及ぼ
す。 
〇 × 
H3－5 知覚単品管理イノベーションが知覚コストに顕著な影響を及ぼ
す。 
× 〇 
H3－6 知覚出店イノベーションが知覚コストに顕著な影響を及ぼす。 〇 〇 
H3－7 知覚商品開発イノベーションが知覚利便的価値に顕著な影響
を及ぼす。 
〇 × 
H3－8 知覚単品管理イノベーションが知覚利便的価値に顕著な影響
を及ぼす。 
〇 〇 
H3－9 知覚出店イノベーションが知覚利便的価値に顕著な影響を及
ぼす。 
〇 〇 
 
H4：消費者タイプが CPVに顕著な影響を及ぼす。 
  日本 中国 
H4－1 コスト重視型が知覚品質的価値に顕著な影響を及ぼす。 〇 〇 
H4－2 慎重型が知覚品質的価値に顕著な影響を及ぼす。 〇 〇 
H4－3 享受型が知覚品質的価値に顕著な影響を及ぼす。 〇 〇 
H4－4 コスト重視型が知覚コストに顕著な影響を及ぼす。 〇 〇 
H4－5 慎重型が知覚コストに顕著な影響を及ぼす。 〇 〇 
H4－6 享受型が知覚コストに顕著な影響を及ぼす。 〇 〇 
H4－7 コスト重視型が知覚利便的価値に顕著な影響を及ぼす。 〇 〇 
H4－8 慎重型が知覚利便的価値に顕著な影響を及ぼす。 〇 〇 
H4－9 享受型が知覚利便的価値に顕著な影響を及ぼす。 〇 × 
 
H5：消費者タイプが PKHIを介して CPVに顕著な影響を及ぼす。 
  日本 中国 
H5－1 コスト重視型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚品
質的価値に顕著な影響を及ぼす。 
△ × 
H5－2 コスト重視型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚品
質的価値に顕著な影響を及ぼす。 
△ × 
H5－3 コスト重視型が知覚出店イノベーションを介して知覚品質的
価値に顕著な影響を及ぼす。 
× △ 
H5－4 慎重型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚品質的価
値に顕著な影響を及ぼす。 
△ △ 
H5－5 慎重型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚品質的価
値に顕著な影響を及ぼす。 
△ × 
H5－6 慎重型が知覚出店イノベーションを介して知覚品質的価値に
顕著な影響を及ぼす。 
× △ 
H5－7 享受型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚品質的価
値に顕著な影響を及ぼす。 
△ △ 
H5－8 享受型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚品質的価 × × 
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値に顕著な影響を及ぼす。 
H5－9 享受型が知覚出店イノベーションを介して知覚品質的価値に
顕著な影響を及ぼす。 
△ × 
H5－10 コスト重視型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚コ
ストに顕著な影響を及ぼす。 
× × 
H5－12 コスト重視型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚コ
ストに顕著な影響を及ぼす。 
△ △ 
H5－13 コスト重視型が知覚出店イノベーションを介して知覚コスト
に顕著な影響を及ぼす。 
× △ 
H5－14 慎重型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚コスト値に
顕著な影響を及ぼす。 
× △ 
H5－15 慎重型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚コストに
顕著な影響を及ぼす。 
△ × 
H5－16 慎重型が知覚出店イノベーションを介して知覚コストに顕著
な影響を及ぼす。 
× △ 
H5－17 享受型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚コストに顕
著な影響を及ぼす。 
× △ 
H5－18 享受型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚コストに
顕著な影響を及ぼす。 
× △ 
H5－19 享受型が知覚出店イノベーションを介して知覚コストに顕著
な影響を及ぼす。 
△ × 
H5－20 コスト重視型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚利
便的価値に顕著な影響を及ぼす。 
△ × 
H5－21 コスト重視型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚利
便的価値に顕著な影響を及ぼす。 
△ △ 
H5－22 コスト重視型が知覚出店イノベーションを介して知覚利便的
価値に顕著な影響を及ぼす。 
× △ 
H5－23 慎重型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚利便的価
値に顕著な影響を及ぼす。 
△ △ 
H5－24 慎重型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚利便的価
値に顕著な影響を及ぼす。 
△ × 
H5－25 慎重型が知覚出店イノベーションを介して知覚利便的価値に
顕著な影響を及ぼす。 
× △ 
H5－26 享受型が知覚商品開発イノベーションを介して知覚利便的価
値に顕著な影響を及ぼす。 
△ △ 
H5－27 享受型が知覚単品管理イノベーションを介して知覚利便的価
値に顕著な影響を及ぼす。 
× △ 
H5－28 享受型が知覚出店イノベーションを介して知覚利便的価値に
顕著な影響を及ぼす。 
△ × 
 
H6：CPVが顧客満足に顕著な影響を及ぼす。 
  日本 中国 
H6－1 知覚品質的価値がオペレーション満足に顕著な影響を及ぼ 〇 × 
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す。 
H6－2 知覚品質的価値が商品満足に顕著な影響を及ぼす。 × 〇 
H6－3 知覚コストがオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 × 〇 
H6－4 知覚コストが商品満足に顕著な影響を及ぼす。 〇 × 
H6－5 知覚利便的価値がオペレーション満足に顕著な影響を及ぼ
す。 
〇 × 
H6－6 知覚利便的価値が商品満足に顕著な影響を及ぼす。 〇 〇 
 
H7: PKHIが CPVを介して顧客満足に顕著な影響を及ぼす。   
  日本 中国 
H7－1 知覚商品開発イノベーションが知覚品質的価値を介してオペ
レーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
△ × 
H7－2 知覚商品開発イノベーションが知覚コストを介してオペレー
ション満足に顕著な影響を及ぼす。 
× △ 
H7－3 知覚商品開発イノベーションが知覚利便的価値を介してオペ
レーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
△ △ 
H7－4 知覚単品管理イノベーションが知覚品質的価値を介してオペ
レーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
△ × 
H7－5 知覚単品管理イノベーションが知覚コストイノベーションを介
してオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
× △ 
H7－6 知覚単品管理イノベーションが知覚利便的価値を介してオペ
レーション満足に顕著な影響を及ぼす。 
△ △ 
H7－7 知覚出店イノベーションが知覚品質的価値を介してオペレー
ション満足に顕著な影響を及ぼす。 
× × 
H7－8 知覚出店イノベーションが知覚コストを介してオペレーショ
ン満足に顕著な影響を及ぼす。 
× △ 
H7－9 知覚出店イノベーションが知覚利便的価値を介してオペレー
ション満足に顕著な影響を及ぼす。 
△ △ 
H7－10 知覚商品開発イノベーションが知覚品質的価値を介して商品
満足に顕著な影響を及ぼす。 
△ △ 
H7－11 知覚商品開発イノベーションが知覚コストを介して商品満足
に顕著な影響を及ぼす。 
× △ 
H7－12 知覚商品開発イノベーションが知覚利便的価値を介して商品
満足に顕著な影響を及ぼす。 
△ △ 
H7－13 知覚単品管理イノベーションが知覚品質的価値を介して商品
満足に顕著な影響を及ぼす。 
△ △ 
H7－14 知覚単品管理イノベーションが知覚コストイノベーションを介
して商品満足に顕著な影響を及ぼす。 
× △ 
H7－15 知覚単品管理イノベーションが知覚利便的価値を介して商品
満足に顕著な影響を及ぼす。 
△ △ 
H7－16 知覚出店イノベーションが知覚品質的価値を介して商品満足
に顕著な影響を及ぼす。 
× × 
H7－17 知覚出店イノベーションが知覚コストを介して商品満足に顕 × △ 
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著な影響を及ぼす。 
H7－18 知覚出店イノベーションが知覚利便的価値を介して商品満足
に顕著な影響を及ぼす。 
△ △ 
 
H8: 消費者タイプが CPVを介して顧客満足に顕著な影響を及ぼす。   
  日本 中国 
H8－1 コスト重視型が知覚品質的価値を介してオペレーション満
足に顕著な影響を及ぼす。 
△ × 
H8－2 コスト重視型が知覚コストを介してオペレーション満足に
顕著な影響を及ぼす。 
× △ 
H8－3 コスト重視型が知覚利便的価値を介してオペレーション満
足に顕著な影響を及ぼす。 
△ × 
H8－4 慎重型が知覚品質的価値を介してオペレーション満足に
顕著な影響を及ぼす。 
△ × 
H8－5 慎重型が知覚コストイノベーションを介してオペレーション
満足に顕著な影響を及ぼす。 
× △ 
H8－6 慎重型が知覚利便的価値を介してオペレーション満足に
顕著な影響を及ぼす。 
△ × 
H8－7 享受型が知覚品質的価値を介してオペレーション満足に
顕著な影響を及ぼす。 
△ × 
H8－8 享受型が知覚コストを介してオペレーション満足に顕著
な影響を及ぼす。 
× △ 
H8－9 享受型が知覚利便的価値を介してオペレーション満足に
顕著な影響を及ぼす。 
△ × 
H8－10 コスト重視型が知覚品質的価値を介して商品満足に顕著な
影響を及ぼす。 
△ △ 
H8－11 コスト重視型が知覚コストを介して商品満足に顕著な影響
を及ぼす。 
× × 
H8－12 コスト重視型が知覚利便的価値を介して商品満足に顕著な
影響を及ぼす。 
△ △ 
H8－13 慎重型が知覚品質的価値を介して商品満足に顕著な影響
を及ぼす。 
△ △ 
H8－14 慎重型が知覚コストイノベーションを介して商品満足に顕著
な影響を及ぼす。 
× × 
H8－15 慎重型が知覚利便的価値を介して商品満足に顕著な影響
を及ぼす。 
△ △ 
H8－16 享受型が知覚品質的価値を介して商品満足に顕著な影響
を及ぼす。 
△ △ 
H8－17 享受型が知覚コストを介して商品満足に顕著な影響を及
ぼす。 
× × 
H8－18 享受型が知覚利便的価値を介して商品満足に顕著な影響
を及ぼす。 
△ × 
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H9：消費者タイプが顧客満足に顕著な影響を及ぼす。   
  日本 中国 
H9－1 コスト重視型がオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 〇 〇 
H9－2 コスト重視型が商品満足に顕著な影響を及ぼす。 〇 〇 
H9－3 慎重型がオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 〇 〇 
H9－4 慎重型が商品満足に顕著な影響を及ぼす。 × × 
H9－5 享受型がオペレーション満足に顕著な影響を及ぼす。 × × 
H9－6 享受型が商品満足に顕著な影響を及ぼす。 × × 
 
H10：PKHIが顧客満足に顕著な影響を及ぼす。   
  日本 中国 
H10－1 知覚商品開発イノベーションがオペレーション満足に顕著な
影響を及ぼす。 
× × 
H10－2 知覚商品開発イノベーションが商品満足に顕著な影響を及ぼ
す。 
〇 × 
H10－3 知覚単品管理イノベーションがオペレーション満足に顕著な
影響を及ぼす。 
× 〇 
H10－4 知覚単品管理イノベーションが商品満足に顕著な影響を及ぼ
す。 
〇 〇 
H10－5 知覚出店イノベーションがオペレーション満足に顕著な影響
を及ぼす。 
× 〇 
H10－6 知覚出店イノベーションが商品満足に顕著な影響を及ぼす。 〇 〇 
出所：筆者作成。 
 
３ 先行研究との共通点・相違点 
表７－８７：先行研究との同異点及び原因 
H1：個
人属性
によっ
て消費
者タイ
プは差
異があ
る 
比
較 
野村総合研究所（2014、2015）は日本人と中国人の消費者を分類したが，
個人属性によってこれらの分類はどれぐらいの差異があるかという定量
的研究が提示されなかった。田村（2006）は日本人の消費者を生活の質を
追求する型、生活合理化を追求する型、あきらめ型、価値追求型に分類し
たうえで，年齢と性別によって大きな差異があると提示した。郷ら（2015）
は経済水準によって消費価値観が決定されると提示した。それに対して本
研究において日本人の消費者は性別と月収によって消費者タイプが差異
を持つと検証した。本研究はベネフィットセグメンテーションの視点で日
中の消費者をより細分化し，「コスト重視型」、「慎重型」、「享受型」
に分類した。そして日本人の消費者は性別と月収によって消費者タイプが
差異を持つと実証した一方で，職業によって消費者タイプも顕著な差異を
持つと実証した。また中国人の消費者においても職業によって消費者タイ
プも顕著な差異を持つと検証した。 
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原
因 
現在日中両国において，企業がコストの削減を図るために，アルバイト
を大量に雇用している。このようなアルバイトは時給または日給以外に，
入院保険、失業保険や住宅積立金などを一切受けていない。そこで，生活
や収入への不安によって消費行動に莫大な影響を与える。日本のアルバイ
トは「商品の品質対価格」を重視し，なるべくコストを抑えて商品を購入
することを示した。中国には契約を結ばずに長時間働かせることもある。
そこで中国のアルバイトは「買物にかけられる時間」を重視している。買
物の時間をなるべく節約したいということを示した。 
H2：消
費者タ
イプが
PKHIに
顕著な
影響を
及ぼす 
比
較 
本研究には享受型の消費者，すなわちニーズへの満足度合いなどを重視
する消費者がコンビニ企業のイノベーションを知覚していることを実証
した。井上（2012）が提示した知覚は消費者の個人的要因に影響されるこ
とを実証した。また井上は主に消費者の記憶、経験、価値観などが知覚に
影響を及ぼす要因を指摘したが，本研究は消費者の求めるベネフィットも
個人的要因として知覚に影響を及ぼすことを実証した。また本研究は日中
消費者のベネフィットセグメンテーションによってそれぞれのコンビニ
企業の経営ノウハウのイノベーションに対する知覚への影響を細かく検
証した。その中に日本において「享受型」が「知覚出店イノベーション」
に最も高い正の影響を及ぼす。中国において「慎重型」が「知覚商品開発
イノベーション」に最も高い正の影響を及ぼす。 
原
因 
先行研究に対し，本研究は知覚という心理活動をより明確に細分化にし
た。つまり何に対する知覚ということを日系コンビニの経営ノウハウのイ
ノベーションに対する知覚，すなわち PKHIに明確した。この PKHI概念を
踏まえ，消費者の各ベネフィットセグメンテーションが各知覚イノベーシ
ョンに対する影響は何かということは従来の研究には触れなかった空白
である。Kotlerと Keller（2008）は知覚の選択プロセスにおける選択的
注意について「人は現在のニーズに関係のある刺激に反応する傾向があ
る」2と提示した。ベネフィットは消費者が購入するときに何を重視してい
るものである。コンビニのイノベーション活動は企業内部に行われるもの
であるが，そのできた結果は消費者のニーズに直接関連する。そこで，商
品の安心・安全を重視する中国の消費者は店頭商品の変化に敏感し，自分
のニーズを速やかに満足できるか否かを重視する日本の消費者は店舗数
や品揃えを重視することを示した。 
H3： 
PKHIが
CPVに
顕著な
影響を
及ぼす 
比
較 
Eriksson et al（2013）、Shukla and Babin(2013)が提示した消費者の
小売店舗のイノベーション活動や経営特徴への知覚は知覚価値に影響を
及ぼすことを実証した。そして Lin et al（2013）が提示した消費者のコ
ンビニ企業のイノベーション（製品、サービス、環境）に対する知覚は知
覚価値に影響を及ぼすことを PKHIの視点で実証した。Lin et al（2013）
の PCRI 概念がコンビニ企業のイノベーションの一部しか捉えなかった。
本研究は経営ノウハウの視点で日系コンビニ企業のイノベーション活動
をより全面的に把握し，つまり商品開発、単品管理、出店戦略のイノベー
ションに対する消費者の知覚がそれぞれ知覚品質的価値、知覚コスト、知
覚利便的価値に影響を及ぼすことを実証した。その中に日本において「知
覚単品管理イノベーション」が「知覚コスト」に最も高い正の影響を及ぼ
す。中国において「知覚単品管理イノベーション」が「「知覚コスト」に
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最も高い正の影響を及ぼす。 
原
因 
従来の研究には小売店舗のイノベーションに対する消費者の知覚に対
し，そのイノベーションをよく小売業務のレベルから捉える。そしてコン
ビニを研究対象とした PCRI理論と比べ，本研究の PKHI概念はより根本的
且つ全面的に日系コンビニのイノベーションを捉えた。Lin et al（2013）
の結果に比べ，本研究は小売業務レベルのみでなく，矢作（1994）が提示
したコンビニエンスストアシステムのイノベーションの３要素から知覚
価値との影響関係を検証した。また Lin et al（2013）の調査対象は台湾
の消費者であることに対し，本研究は日中消費者を対象として調査を行
い，研究の空白を埋めるようになった。 
H4：消
費者タ
イプが
CPVに
顕著な
影響を
及ぼす 
独
創
性 
 第三章に説明したように，日系コンビニ消費者をベネフィットでセグメ
ントしてそれぞれの知覚価値への影響に関する先行研究がなかったが，消
費者の内的特性が知覚価値への影響を論じる研究が二つ挙げられる。潘
（2009）は消費者を儒教的価値観とライフスタイルで分類し，それぞれ知
覚価値への影響を検証した。Wang and Liu（2011）は消費者の内的特性（経
済的要因、ライフスタイル、文化要因）がそれぞれ知覚価値に影響を及ぼ
すことを指摘した。両研究に対し，本研究も消費者の内的特性に着目した
が，ベネフィットセグメンテーションという新たな視点で知覚価値に影響
を及ぼすことを実証した。その中に日本において「コスト重視型」が「知
覚利便的価値」に最も高い正の影響を及ぼす。中国において「慎重型」が
「知覚利便的価値」に最も高い正の影響を及ぼす。 
H5：消
費者タ
イプが
PKHIを
介して
CPVに
顕著な
影響を
及ぼ
す。 
独
創
性 
 先行研究において消費者の内的特性が知覚価値への直接的な影響を論
じる研究成果が潘（2009）、Wang and Liu（2011）の研究が挙げられるが，
間接的な影響を検証する研究がなかった。本研究はこの部分に関する研究
の空白に対して消費者の内的特性，すなわちベネフィットセグメンテーシ
ョンがコンビニ企業経営ノウハウのイノベーションへの知覚を介して顧
客知覚価値に影響を及ぼすことを実証した。その中に日本において「享受
型」が「知覚出店イノベーション」を介して「知覚利便的価値」に最も高
い正の影響を及ぼす。中国において「コスト重視型」は「知覚単品管理イ
ノベーション」を介して「知覚利便的価値」に最も高い正の影響を及ぼす。 
H6：CPV
が顧客
満足に
顕著な
影響を
及ぼ
す。 
比
較 
Eggert と Ulaga（2002）、Lam et al（2004）は顧客満足が知覚価値の
結果要因と指摘した。本研究はこの観点を実証した。具体的にKhanとKadir
（2011）が提示した知覚品質価値は顧客満足に影響を及ぼすことを実証し
た。白（2011）が提示した知覚価値におけるレジ精算と出店場所は顧客満
足に影響を及ぼすことを検証した。Zairisと Evangelos（2014）が提示し
たサービスへの知覚価値は顧客満足に影響を及ぼすことを検証した。先行
研究に対し，本研究は顧客知覚価値を知覚品質的価値、知覚コスト、知覚
利便的価値に，顧客満足をオペレーション満足、商品満足に細分化した。
それぞれの影響関係を細かく実証した。その中に日本において「知覚利便
的価値」が「商品満足」に最も高い正の影響を及ぼす。中国において「知
覚利便的価値」が「商品満足」に最も高い正の影響を及ぼす。 
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原
因 
先行研究には顧客満足を店に対する全体満足として大雑把に把握し，本
研究はまず因子分析を用いて知覚価値と顧客満足をより細分化してから，
その影響関係を逐一に検証した。そこで，同じように中国のコンビニの消
費者を調査対象とした白（2011）の研究と比べ，より全面的に中国の消費
者の実態を捉え，利便性、コスト、品質を重視する消費者が店のオペレー
ションと商品への満足を検証した。 
H7：
PKHIが
CPVを
介して
顧客満
足に顕
著な影
響を及
ぼす。 
比
較 
Lin et al（2013）が提唱したコンビニ企業のイノベーションへの知覚
が知覚価値を介して顧客満足に対する影響を本研究は実証した。Lin et al
（2013）の研究には店舗作りのイノベーションへの知覚のみが顧客満足に
間接的影響を及ぼした。本研究は消費者のコンビニ企業のイノベーション
への知覚、顧客満足をより細分化してそれぞれの間接的影響を実証した。
その中に日本において「知覚商品開発イノベーション」は「知覚利便的価
値」を介して「オペレーション満足」に最も高い正の影響を及ぼす。中国
において「知覚商品開発イノベーション」は「知覚品質的価値」を介して
「商品満足」に最も高い正の影響を及ぼす。 
原
因 
前述のように，本研究はコンビニエンスストアのイノベーション全体の
レベルから顧客のイノベーションに対する知覚を把握し，そして顧客満足
を細分化してから分析を行う研究である。Linら（2013）が提示した知覚
店舗作りイノベーションは本研究の知覚出店イノベーションにおける一
つの指標のみである。知覚出店イノベーションにはまた品揃えやドミナン
ト戦略などの概念が含まれる。そこで，本研究はシステムのイノベーショ
ンに対する知覚のレベルから，CPVが PKHIと顧客満足の間における媒介効
果を検証した。 
H8：消
費者タ
イプが
CPVを
介して
顧客満
足に顕
著な影
響を及
ぼす。 
独
創
性 
 先行研究には消費者の内的特性が顧客知覚価値を介して顧客満足への
影響を論じる研究がなかったが，Dickson（1982）は消費者の求めるベネ
フィットが製品の機能への知覚に影響を及ぼし，そして顧客満足に影響を
及ぼすことを指摘した。本研究にはこの観点をより明確にした。つまり消
費者の求めるベネフィットをコスト、安全性などに分け，三つの顧客知覚
価値を介してそれぞれオペレーション満足と商品満足に影響を及ぼすこ
とを検証した。その中に日本において「コスト重視型」は「知覚利便的価
値」を介して「オペレーション満足」に最も高い正の影響を及す。中国に
おいて「慎重型」は「知覚利便的価値」を介して「商品満足」に最も高い
正の影響を及す。 
H9：消
費者タ
イプが
顧客満
足に顕
著な影
響を及
ぼす。 
独
創
性 
 Dickson（1982）の研究には消費者の内的特性が製品の機能への知覚に
影響を及ぼし，そしてこの知覚が満足に影響を及ぼすと指摘したが，消費
者の内的特性が満足への直接的な影響を言及しなかった。本研究は消費者
の各ベネフィットセグメンテーションが顧客満足に直接に影響を及ぼす
ことを検証した。その中に日本において「慎重型」が「商品満足」に最も
高い正の影響を及ぼす。中国において「コスト重視型」が「オペレーショ
ン満足」に最も高い正の影響を及ぼす。 
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H10：
PKHIが
顧客満
足に顕
著な影
響を及
ぼす。 
独
創
性 
 Dotzel et al（2013）、Lin et al（2013）は消費者のイノベーション
への知覚が知覚価値を介して顧客満足に影響を及ぼすという間接効果を
検証したが，その知覚が満足への直接的な影響を言及しなかった。本研究
はコンビニ企業のイノベーションへの消費者知覚が顧客満足に直接に影
響を及ぼすことを実証した。その中に日本において「知覚出店イノベーシ
ョン」が「商品満足」に最も高い正の影響を及ぼす。中国において「知覚
出店イノベーション」が「商品満足」に最も高い正の影響を及ぼす。 
出所：筆者作成。 
 
 
 
                                                             
1 du Prel J-B, Hommel G, Röhrig B, Blettner M. Confidence interval or p-value?: part 4 of a series 
on evaluation of scientific publications. Dtsch Arztebl Int. 2009;106(19),pp.335-339. 
2 P.Kotler and Keller.K.L.（2008）,恩藏直人監修・月谷真紀訳（2014）『コトラー＆ケラーの
マーケティングマネジメント』ピアソン・エデュケーション，p.232. 
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結論 
第一節 副問と主問に対する解答 
１ 副問１に対する解答 
副問１：日中の消費者タイプは顧客知覚価値にどのような影響を及ぼすか？ 
本研究は仮説１、仮説４、仮説５の検証結果によって解答を試みる。 
まずカイ２乗検定を行い，日中の消費者タイプが個人属性によって差異があることを検
証した。そして探索的・検証的因子分析を行い，日中の消費者をベネフィットセグメンテ
ーションの視点で三つに分類し，顧客知覚価値を三つに分類した。また共分散構造分析を
行い，消費者のタイプと顧客知覚価値との直接的な影響関係，およびコンビニエンススト
アの経営ノウハウのイノベーションに対する知覚を介した間接的な影響関係を検証した。
具体的には以下の通りである。 
日本の消費者は性別、職業、月収によって消費者タイプが顕著な差異を持つ。 
中国の消費者は職業によって消費者タイプが顕著な差異を持つ。 
日中の消費者タイプを「コスト重視型」、「慎重型」、「享受型」に分類した。 
顧客知覚価値を「知覚品質的価値」、「知覚コスト」、「知覚利便的価値」に分類した。 
更に以上の分類に踏まえ，日中の消費者タイプが顧客知覚価値に対する影響は直接的影
響と間接的影響に分けて解答する。以下の表８－１から表８－６には影響力の強さによっ
て整理する。 
直接的な影響関係について，日本においては９つの顕著な影響関係が見られる。中国に
おいては６つの顕著な影響関係が見られる。 
表８－１：日中の消費者タイプが顧客知覚価値に対する影響 
 日本 中国 
1 コスト重視型 → 知覚利便的価値 慎重型 → 知覚利便的価値 
2 コスト重視型 → 知覚コスト コスト重視型 → 知覚利便的価値 
3 慎重型 → 知覚コスト 享受型 → 知覚コスト 
4 慎重型 → 知覚利便的価値 コスト重視型 → 知覚コスト 
5 享受型 → 知覚コスト 慎重型 → 知覚コスト 
6 享受型 → 知覚利便的価値 享受型 → 知覚品質的価値 
7 享受型 → 知覚品質的価値  
8 コスト重視型 → 知覚品質的価値  
9 慎重型 → 知覚品質的価値  
出所：筆者作成。 
間接的な影響関係について，日本においては１５個の顕著な影響関係が見られる。中国
においては１６個の顕著な影響関係が見られる。 
表８－２：日中の消費者タイプが PKHI を介して顧客知覚価値に対する影響 
 日本 中国 
1 享受型→知覚出店イノベーション→知覚
利便的価値 
コスト重視型→知覚単品管理イノベーシ
ョン→知覚利便的価値 
2 享受型→知覚出店イノベーション→知覚
コスト 
享受型→知覚単品管理イノベーション→
知覚利便的価値 
3 慎重型→知覚単品管理イノベーション→
知覚利便的価値 
慎重型→知覚商品開発イノベーション→
知覚利便的価値 
4 享受型→知覚商品開発イノベーション→
知覚利便的価値 
コスト重視型→知覚単品管理イノベーシ
ョン→知覚コスト 
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5 慎重型→知覚単品管理イノベーション→
知覚コスト 
コスト重視型→知覚出店イノベーション
→知覚品質的価値 
6 コスト重視型→知覚単品管理イノベーシ
ョン→知覚利便的価値 
享受型→知覚単品管理イノベーション→
知覚コスト 
7 慎重型→知覚商品開発イノベーション→
知覚利便的価値 
享受型→知覚商品開発イノベーション→
知覚利便的価値 
8 コスト重視型→知覚商品開発イノベーシ
ョン→知覚利便的価値 
慎重型→知覚出店イノベーション→知覚
品質的価値 
9 コスト重視型→知覚単品管理イノベーシ
ョン→知覚コスト 
コスト重視型→知覚出店イノベーション
→知覚利便的価値 
10 コスト重視型→知覚商品開発イノベーシ
ョン→知覚品質的価値 
慎重型→知覚出店イノベーション→知覚
利便的価値 
11 慎重型→知覚商品開発イノベーション→
知覚品質的価値 
慎重型→知覚商品開発イノベーション→
知覚コスト 
12 享受型→知覚商品開発イノベーション→
知覚品質的価値 
コスト重視型→知覚出店イノベーション
→知覚コスト 
13 コスト重視型→知覚単品管理イノベーシ
ョン→知覚品質的価値 
慎重型→知覚出店イノベーション→知覚
コスト 
14 慎重型→知覚単品管理イノベーション→
知覚品質的価値 
享受型→知覚商品開発イノベーション→
知覚コスト 
15 享受型→知覚出店イノベーション→知覚
品質的価値 
享受型→知覚商品開発イノベーション→
知覚品質的価値 
16 
 
慎重型→知覚商品開発イノベーション→
知覚品質的価値 
出所：筆者作成。 
 
２ 副問２に対する解答 
副問２：日中の消費者のコンビニエンスストアにおける経営ノウハウのイノベーションに
対する知覚は顧客知覚価値にどのような影響を及ぼすか？ 
本研究は仮説３の検証結果によって解答を試みる。 
まず探索的・検証的因子分析を行い，日中の消費者のコンビニエンスストアにおける経
営ノウハウのイノベーションに対する知覚を三つに分類した。また共分散構造分析を行い，
日中の消費者のコンビニエンスストアにおける経営ノウハウのイノベーションに対する
知覚と顧客知覚価値との影響関係を検証した。 
具体的には日中の消費者のコンビニエンスストアにおける経営ノウハウのイノベーシ
ョンに対する知覚を「知覚商品開発イノベーション」、「知覚単品管理イノベーション」、
「知覚出店イノベーション」に分類した。また上記の顧客知覚価値の分類に踏まえ，日中
に分けて以下の通り解答する。 
日本においては６つの顕著な影響関係が見られる。中国においては７つの顕著な影響関
係が見られる。 
表８－３：日中の PKHI が顧客知覚価値に対する影響 
 日本 中国 
1 
知覚単品管理イノベーション → 知覚
コスト 
知覚単品管理イノベーション → 知覚
コスト 
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2 
知覚出店イノベーション → 知覚コス
ト 
知覚単品管理イノベーション → 知覚
利便的価値 
3 
知覚商品開発イノベーション → 知覚
利便的価値 
知覚商品開発イノベーション → 知覚
利便的価値 
4 
知覚単品管理イノベーション → 知覚
利便的価値 
知覚出店イノベーション → 知覚利便
的価値 
5 
知覚出店イノベーション → 知覚利便
的価値 
知覚商品開発イノベーション → 知覚
コスト 
6 
知覚単品管理イノベーション → 知覚
品質的価値 
知覚出店イノベーション → 知覚コス
ト 
7 
 知覚商品開発イノベーション→知覚品質
的価値 
出所：筆者作成。 
 
３ 副問３に対する解答 
副問３：日系コンビニエンスストアの顧客知覚価値は日中の消費者の顧客満足にどのよう
な影響を与えるか？ 
 本研究は仮説６の検証結果によって解答を試みる。 
 まず探索的・検証的因子分析を行い，顧客満足を二つに分類した。また共分散構造分析
を行い，顧客知覚価値と顧客満足との影響関係を検証した。 
具体的には顧客満足を「オペレーション満足」、「商品満足」に分類した。この分類に踏
まえ，日中に分けて以下の通り解答する。 
日本においては４つの顕著な影響関係が見られる。中国においては３つの顕著な影響関
係が見られる。 
表８－４：日中の顧客知覚価値が顧客満足に対する影響 
 日本 中国 
1 知覚利便的価値 → 商品満足 知覚利便的価値 → 商品満足 
2 知覚利便的価値 → オペレーション満足 知覚コスト → オペレーション満足 
3 知覚品質的価値 → オペレーション満足 知覚品質的価値 → 商品満足 
4 知覚コスト → 商品満足  
出所：筆者作成。 
 
４ 副問４に対する解答 
副問４：日系コンビニエンスストアの顧客知覚価値は顧客満足に対してどのような媒介効
果を果たすか？ 
本研究は仮説７、仮説８、仮説９、仮説１０の検証結果によって解答を試みる。 
ここにおいて顧客知覚価値は消費者タイプと顧客満足との間、PKHI と顧客満足との間
に媒介効果を果たすことを検証した。パスおよび日中に分けて以下の通り解答する。 
①消費者タイプと顧客満足との間における顧客知覚価値の媒介効果 
日本においては１２個のパスに顕著な媒介効果を果たした。中国においては８つのパス
に顕著な媒介効果を果たした。 
表８－５：日中の消費者タイプが顧客知覚価値を介して顧客満足に対する影響 
 日本 中国 
1 コスト重視型→知覚利便的価値→オペレー 慎重型→知覚利便的価値→商品満足 
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ション満足 
2 
享受型→知覚品質的価値→オペレーション
満足 
コスト重視型→知覚利便的価値→商品
満足 
3 
慎重型→知覚利便的価値→オペレーション
満足 
コスト重視型→知覚品質的価値→商品
満足 
4 
享受型→知覚利便的価値→オペレーション
満足 
享受型→知覚コスト→オペレーション
満足 
5 コスト重視型→知覚利便的価値→商品満足 
コスト重視型→知覚コスト→オペレー
ション満足 
6 慎重型→知覚利便的価値→商品満足 
慎重型→知覚コスト→オペレーション
満足 
7 享受型→知覚利便的価値→商品満足 慎重型→知覚品質的価値→商品満足 
8 慎重型→知覚品質的価値→商品満足 享受型→知覚品質的価値→商品満足 
9 コスト重視型→知覚品質的価値→商品満足  
10 享受型→知覚品質的価値→商品満足  
11 
コスト重視型→知覚品質的価値→オペレー
ション満足 
 
12 
慎重型→知覚品質的価値→オペレーション
満足 
 
出所：筆者作成。 
②PKHI と顧客満足との間における顧客知覚価値の媒介効果 
日本においては１０個のパスに顕著な媒介効果を果たした。中国においては１４個のパ
スに顕著な媒介効果を果たした。 
表８－６：日中の PKHI が顧客知覚価値を介して顧客満足に対する影響 
 日本 中国 
1 
知覚商品開発イノベーション→知覚利便
的価値→オペレーション満足 
知覚商品開発イノベーション→知覚品質
的価値→商品満足 
2 
知覚単品管理イノベーション→知覚利便
的価値→オペレーション満足 
知覚単品管理イノベーション→知覚利便
的価値→商品満足 
3 
知覚出店イノベーション→知覚利便的価
値→オペレーション満足 
知覚商品開発イノベーション→知覚利便
的価値→商品満足 
4 
知覚商品開発イノベーション→知覚利便
的価値→商品満足 
知覚出店イノベーション→知覚利便的価
値→商品満足 
5 
知覚単品管理イノベーション→知覚利便
的価値→商品満足 
知覚単品管理イノベーション→知覚コス
ト→オペレーション満足 
6 
知覚出店イノベーション→知覚利便的価
値→商品満足 
知覚商品開発イノベーション→知覚コス
ト→オペレーション満足 
7 
知覚単品管理イノベーション→知覚品質
的価値→商品満足 
知覚単品管理イノベーション→知覚品質
的価値→商品満足 
8 
知覚商品開発イノベーション→知覚品質
的価値→商品満足 
知覚出店イノベーション→知覚コスト→
オペレーション満足 
9 
知覚商品開発イノベーション→知覚品質
的価値→オペレーション満足 
知覚出店イノベーション→知覚利便的価
値→オペレーション満足 
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10 
知覚単品管理イノベーション→知覚品質
的価値→オペレーション満足 
知覚商品開発イノベーション→知覚利便
的価値→オペレーション満足 
11  
知覚単品管理イノベーション→知覚利便
的価値→オペレーション満足 
12  
知覚出店イノベーション→知覚コスト→
商品満足 
13  
知覚商品開発イノベーション→知覚コス
ト→商品満足 
14  
知覚単品管理イノベーション→知覚コス
ト→商品満足 
出所：筆者作成。 
 
５ 主問に対する解答 
以上の結果に従い，本研究の主問「日系コンビニエンスストアに対する日中の顧客知覚
価値にはどのような共通点と相違点があるか？」に対し，第三章に提示した法則定立的ネ
ットワークにおいて顧客知覚価値の因、果、媒介という三つの視点から解答する。 
①顧客知覚価値が消費者タイプの結果要因として 
表８－７：日中の消費者タイプが顧客知覚価値に対する影響の比較 
 コスト重視型 慎重型 享受型 
日本 中国 日本 中国 日本 中国 
知覚品質的価値 - - - - + + 
知覚コスト + + + + + + 
知覚利便的価値 + + + + +  
注：＋は正の影響で、－は負の影響で、斜線は不顕著である。以下は同じ。 
出所：筆者作成。 
上表の示す通り，日中の共通点については両国とも「コスト重視型」が「知覚品質的価
値」に負の影響を及ぼし，また「知覚コスト」と「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼす。
「慎重型」が「知覚品質的価値」に負の影響を及ぼし，また「知覚コスト」と「知覚利便
的価値」に正の影響を及ぼす。また「知覚品質的価値」に対し，両国とも「享受型」が最
も強い正の影響を及ぼす。 
相違点については同じパスの影響力の強さが異なる。「知覚利便的価値」に対し，日本に
おいては「コスト重視型」が最も強い正の影響を及ぼす。中国においては「慎重型」が最も強
い正の影響を及ぼす。「知覚コスト」に対し，日本においては「コスト重視型」が最も強
い正の影響を及ぼす。中国においては「享受型」が最も強い正の影響を及ぼす。 
また「知覚利便的価値」に対し，日本においては「享受型」が正の影響を及ぼすが，中
国においては有意性によってその影響が不顕著となる。 
 
②顧客知覚価値が PKHI の結果要因として 
表８－８：日中の PKHI が顧客知覚価値に対する影響の比較 
 知覚商品開発イノ
ベーション 
知覚単品管理イノ
ベーション 
知覚出店イノベー
ション 
日本 中国 日本 中国 日本 中国 
知覚品質的価値  - -    
250 
 
知覚コスト  + + + + + 
知覚利便的価値 + + + + + + 
出所：筆者作成。 
上表の示す通り，日中の共通点については両国とも「知覚商品開発イノベーション」が
「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼす。「知覚単品管理イノベーション」が「知覚コス
ト」と「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼす。「知覚出店イノベーション」が「知覚コ
スト」と「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼす。「知覚出店イノベーション」が「知覚
品質的価値」に対する影響が不顕著となる。また「知覚コスト」に対し，両国とも「知覚
単品管理イノベーション」が最も強い正の影響を及ぼす。 
相違点については他のパスの影響力の強さが異なる。「知覚利便的価値」に対し，日本
においては「知覚商品開発イノベーション」が最も強い影響を及ぼす。中国においては「知
覚単品管理イノベーション」が最も強い正の影響を及ぼす。「知覚品質的価値」に対し，
日本においては「知覚単品管理イノベーション」が最も強い負の影響を及ぼす。中国にお
いては「知覚商品開発イノベーション」が最も強い負の影響を及ぼす。 
「知覚品質的価値」に対し，中国においては「知覚商品開発イノベーション」が負の影
響を及ぼすが，日本においてはその影響が不顕著となる。日本においては「知覚単品管理
イノベーション」が負の影響を及ぼすが，中国においてはその影響が不顕著となる。 
「知覚コスト」に対し，中国においては「知覚商品開発イノベーション」が正の影響を
及ぼすが，日本においてその影響が不顕著となる。 
 
③顧客知覚価値が顧客満足の先行要因として 
表８－９：日中の顧客知覚価値が顧客満足に対する影響の比較 
 オペレーション満足 商品満足 
日本 中国 日本 中国 
知覚品質的価値 +   - 
知覚コスト  + +  
知覚利便的価値 +  + + 
出所：筆者作成。 
上表の示す通り，日中の共通点については両国とも「知覚利便的価値」が「商品満足」
に最も強い正の影響を及ぼす。 
相違点については，「オペレーション満足」に対し，日本においては「知覚品質的価値」、
「知覚利便的価値」が正の影響を及ぼすが，中国においてはその影響が不顕著となる。一
方で中国においては「知覚コスト」が正の影響を及ぼすが，日本においてはその影響が不
顕著となる。 
「商品満足」に対し，日本においては「知覚コスト」が正の影響を及ぼすが，中国にお
いてはその影響が不顕著となる。一方で中国においては「知覚品質的価値」が負の影響を
及ぼすが，日本においてはその影響が不顕著となる。 
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④顧客知覚価値が消費者タイプと顧客満足との間の媒介要因として 
表８－１０：日中の顧客知覚価値の消費者タイプと顧客満足との間における媒介効果 
 
オペレーション満足 商品満足 
 
日本 中国 日本 中国 
品 コ 利 品 コ 利 品 コ 利 品 コ 利 
コスト重視型 - 
 
+ 
 
+ 
 
+ 
 
+ + 
 
+ 
慎重型 - 
 
+ 
 
+ 
 
+ 
 
+ + 
 
+ 
享受型 + 
 
+ 
 
+ 
 
- 
 
+ - 
  
（注：品は知覚品質的価値、コは知覚コスト、利は知覚利便的価値，以下同じ）  
出所：筆者作成。 
上表の示す通り，日中の共通点については両国とも「知覚品質的価値」が「コスト重視
型」と「商品満足」との間、「慎重型」と「商品満足」との間に，促進の媒介効果を果た
し，「享受型」と「商品満足」との間に，抑制の媒介効果を果たした。「知覚コスト」が前
述三つのパスにおける媒介効果がいずれも不顕著となる。「知覚利便的価値」が「コスト
重視型」と「商品満足」との間、「慎重型」と「商品満足」との間に，促進の媒介効果を
果たした。 
相違点については，「知覚品質的価値」が日本においては「コスト重視型」と「オペレ
ーション満足」との間、「慎重型」と「オペレーション満足」との間に抑制の媒介効果を
果たし，「享受型」と「オペレーション満足」との間に，促進の媒介効果を果たした。一
方で中国において上記の媒介効果が不顕著となる。 
「知覚コスト」が中国においては「コスト重視型」と「オペレーション満足」との間、
「慎重型」と「オペレーション満足」、「享受型」と「オペレーション満足」との間に，促
進の媒介効果を果たした。一方で日本においては上記の媒介効果が不顕著となる。 
「知覚利便的価値」が日本においては「コスト重視型」と「オペレーション満足」との
間、「慎重型」と「オペレーション満足」、「享受型」と「オペレーション満足」との間に，
促進の媒介効果を果たした。一方で中国においては上記の媒介効果が不顕著となる。また
「知覚利便的価値」が日本においては「享受型」と「商品満足」との間に，促進の媒介効
果を果たした。一方で中国においてはこの媒介効果が不顕著となる。 
 
⑤顧客知覚価値が PKHIと顧客満足との間の媒介要因として 
表８－１１：日中の顧客知覚価値の PKHIと顧客満足との間における媒介効果 
 
オペレーション満足 商品満足 
 
日本 中国 日本 中国 
品 コ 利 品 コ 利 品 コ 利 品 コ 利 
商品開発 -  +  + - +  + + - + 
単品管理 -  +  + - +  + + - + 
出店   +  + -   +  - + 
（注：商品開発は知覚商品開発イノベーション、単品管理は知覚単品管理イノベーション、
出店は知覚出店イノベーション） 
出所：筆者作成。 
上表の示す通り，日中の共通点については両国とも「知覚品質的価値」が「知覚出店イ
ノベーション」と「オペレーション満足」の間における媒介効果が不顕著となる。「知覚
品質的価値」が「知覚商品開発イノベーション」と「商品満足」との間、「知覚単品管理
イノベーション」と「商品満足」との間に，促進の媒介効果を果たした。「知覚利便的価
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値」が「知覚商品開発イノベーション」と「商品満足」との間、「知覚単品管理イノベー
ション」と「商品満足」との間、「知覚出店イノベーション」と「商品満足」との間に，
促進の媒介効果を果たした。 
相違点については，「知覚品質的価値」が日本においては「知覚商品開発イノベーショ
ン」と「オペレーション満足」との間、「知覚単品管理イノベーション」と「オペレーシ
ョン満足」との間に，抑制の媒介効果を果たした。一方で中国においては上記の媒介効果
が不顕著となる。 
「知覚コスト」が中国においては「知覚商品開発イノベーション」と「オペレーション
満足」との間、「知覚単品管理イノベーション」と「オペレーション満足」との間、「知覚
出店イノベーション」と「オペレーション満足」との間に，促進の媒介効果を果たした。
一方で日本においては上記の媒介効果が不顕著となる。 
「知覚利便的価値」が日本においては「知覚商品開発イノベーション」と「オペレーシ
ョン満足」との間、「知覚単品管理イノベーション」と「オペレーション満足」との間、
「知覚出店イノベーション」と「オペレーション満足」との間に，促進の媒介効果を果た
した。一方で中国においては抑制の媒介効果を果たした。 
「知覚コスト」が中国においては「知覚商品開発イノベーション」と「商品満足」との
間、「知覚単品管理イノベーション」と「商品満足」との間、「知覚出店イノベーション」
と「商品満足」との間に，抑制の媒介効果を果たした。一方で日本においては上記の媒介
効果が不顕著となる。 
 
第二節 日中相違点に関する原因分析 
１ 個人属性の相違について 
従来の研究では，年齢と性別によって消費価値観や消費者の種類が異なると提示される
が，本研究は職業が消費者タイプの差異性をもたらす要因の一つであることも検証した。
本研究は日系コンビニに注目したものである。コンビニは小売業として様々な消費者と出
会う場であり，幅広い品揃えを提供するところである。性別や収入によって消費者の求め
られるベネフィットが異なるが，職業によってもその求められるベネフィットも違う。日
本にはアルバイトが大きな存在であり，彼らの収入が低く，若者と年配者が多いという特
徴がある。2018 年度総務省統計局が発表した日本の労働力調査によると，非正規雇用者
は全雇用者（役員除く）の 37.8%を占めている1。第二節に提示した結果の通り，アルバ
イト（パート含む）は他の職業より，商品のコストパフォーマンスを最も重視し，またこ
の考え方を持つ人のバラツキが最も小さいである。そしてブランド意識も持つため，商品
のメーカーを最も気にする。また主婦は自分だけでなく，家族のために買物するため，商
品の健康性を最も重視すると考えられる。中国には，非正規雇用（中国語では「臨時工」）
について公表の統計データがなかったが，アルバイトの就労環境が日本と比べてより厳し
いであるため，中国のアルバイトは買い物の時間的コストを最も重視するし，この考え方
を持つ人のバラツキも比較的に小さいである。 
 
２ 消費者タイプの PKHIに対する影響の相違について 
日本において「享受型」が「知覚出店イノベーション」に最も高い正の影響を及ぼす。
日本にはニーズへの満足度合いや自分の体験を重視する日本の消費者はドミナント出店
やチェーンオペレーションを行うコンビニに対する認知度が高い。日本の消費者はコンビ
ニが自分のニーズを満たせることを認めるため，コンビニをよく利用し，コンビニのこと
もよく知っているようになったと考えられる。 
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中国において「慎重型」が「知覚商品開発イノベーション」に最も高い正の影響を及ぼ
す。現在中国において食の安全問題が頻発しているため，食の安全を重視する消費者が多
くなり，コンビニの商品の中に食べ物が多く占められるため，消費者は商品の安全性や健
康性を重視すれば重視するほど，コンビニの新商品や従来商品の改良を気にするようにな
ったと考えられる。 
 
３ PKHIの CPVに対する直接及び間接影響の相違について 
 日本において「知覚単品管理イノベーション」が「知覚コスト」に最も高い正の影響を
及ぼす。コンビニは日本において４０年以上にわたって発展した小売業態であり，そのた
めにコンビニのことを熟知している人が多く，よく利用しているため，店舗の日々に発生
しているイノベーション，特にイベント商品や欠品補充などの変化を自然に感じるように
なり，そのためにコンビニの販促や価格に対して知覚しているコストもついでに変動して
いると考えられる。中国において「知覚単品管理イノベーション」が「「知覚コスト」に
最も高い正の影響を及ぼす。一方で中国には「知覚単品管理イノベーション」が「知覚コ
スト」に最も高い正の影響を及ぼすことを検証したが，中国の消費者は日系コンビニに対
する認知がまだ低く，そのコストの高さに対する評価基準も大きく異なるため，日本の 
PKHIが CPVに対する影響は中国より大きい。 
 また中国には「知覚商品開発イノベーション」が「知覚品質的価値」に最も高い負の影
響を及ぼす。現在中国における各日系コンビニは日本の商品開発ノウハウを導入しながら，
中国の消費者に適する商品の開発を目指しているが，環境整備の違い（例えば，中央厨房
に対する国家基準の不完全、各地区の法律の違い，物流体制の未整備）、本社マーチャン
ダイザ （ー商品開発員）の教育，協力工場のレベルなどによってまだ中国の消費者のニー
ズを満たせる商品が少なく，この不足によって知覚品質的価値の低下をもたらすと考えら
れる。 
 コンビニが他の小売業態と比べ，常に強調しているのは便利さである。この点について
各コンビニ企業のスローガンからも覗える。セブンイレブンジャパンは「近くて便利」、
ファミリーマートの「あなたと，コンビニに」等が挙げられる。 
日本において「コスト重視型」が「知覚利便的価値」に最も高い正の影響を及ぼす。日
本の消費者にとっては金銭的コストを考慮するほか，非金銭的コストの時間コストを常に
計っている。日本にはコンビニがドミナント出店戦略のもとで，すでにインフラ化され，
街中にどこにも見つけられ，すぐ利用できるようになった。そこで，時間コストを重視す
る消費者にとってコンビニの利便的価値を高く知覚していると考えられる。 
中国において「慎重型」が「コスト重視型」を上回って「知覚利便的価値」に最も高い
正の影響を及ぼすが，「知覚品質的価値」に負の影響を及ぼす。現在商品の安全性や健康
性を重視する消費者が増えており，このような消費者は日系コンビニの利便性を認める一
方で，コンビニの商品やサービスの品質を低く知覚している。前述のように，現在中国に
おける日系コンビニの商品開発がまだ全体的に弱いため，品質を最も重視している消費者
に評価されない。 
仮説５には日本において「享受型」が「知覚出店イノベーション」を介して「知覚利便
的価値」に最も高い正の影響を及ぼすことを検証した。仮説４において「享受型」が「知
覚利便的価値」に対する影響が比較的に低いが，「知覚出店イノベーション」を介すると，
その影響が他のパスの間接効果より強くなった。仮説４の結果によると，どのタイプの消
費者もコンビニの利便性を知覚しているが，「享受型」のようなお金を惜しまずに好きな
商品をすぐ買う日本の消費者は同じチェーンのコンビニが密集して多くあることが分か
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って，その好きな商品はある店舗に欠品しても，他店舗にすぐ行くことができ，商品を速
やかに入手できることを知覚しているため，コンビニの利便性を高く知覚する。 
仮説４の結果によると，中国において「享受型」と「知覚利便的価値」の間には関係性
が見られなかった。しかし「知覚単品管理イノベーション」を介すると，「享受型」が「知
覚利便的価値」に対して正の影響を及ぼすことを検証した。中国には日系コンビニが日本
と同じ，決められた地域にドミナント戦略で多く出店しているが，未進出のところに一店
舗もないといえる。その代わりに，高水準のスーパー、ファストフード店、ドラッグスト
アなど多く設けられる。「享受型」の消費者にとってはコンビニがなくても不便ではない。
しかし消費者がいったん「単品管理イノベーション」を知覚し，その豊富な品揃えがあっ
てワンストップショッピングができることが分かると，コンビニの利便性を評価するよう
になった。 
 
４ CPVの顧客満足に対する影響の相違について 
日本と中国において「知覚利便的価値」が「商品満足」に最も高い正の影響を及ぼす。
つまり，両国にはコンビニの利便性を高く知覚する消費者がコンビニの商品を満足してい
るといえる。しかし日本には「知覚品質的価値」と「商品満足」との間に顕著な影響関係
が見られなかったが，中国には「知覚品質的価値」が「商品満足」に負の影響を及ぼす。
商品満足の中に商品の品質だけでなく，多様性、独自性、入れ替え頻度なども含まれる。
本社の商品開発力の不足によって，中国の消費者はコンビニの商品の品質を高く評価して
も商品に対する満足度がまだ低い。 
 
５ PKHIの顧客満足に対する直接及び間接影響の相違について 
仮説７には日本において「知覚商品開発イノベーション」は「知覚利便的価値」を介し
て「オペレーション満足」に最も高い正の影響を及ぼすことを検証した。仮説１０の結果
によると，日本において「知覚商品開発イノベーション」と「オペレーション満足」の間
に顕著な影響関係が見られなかったが，「知覚利便的価値」を介すると，促進作用が働き，
間接効果が生じるようになった。日本の消費者は日々コンビニをよく利用し，店のオペレ
ーションを慣れて，新商品や品揃えに対する知覚がレジの速さ、立地の利便性などに対す
る満足に影響を及ぼさないかもしれないが，利便的価値という媒介変数を加えて考えると，
新商品や必要な商品を買いたい場合，店探しのやすさ、陳列の分かりやすさなどによって
両者を関連させるようになり，新商品や品揃えの変化を注意する消費者はその感じられる
利便性が高ければ高いほど，店のオペレーションに対する満足が高くなると考えられる。 
中国において「知覚商品開発イノベーション」は「知覚品質的価値」を介して「商品満
足」に最も高い正の影響を及ぼす。仮説１０の結果によると，「知覚商品開発イノベーシ
ョン」と「商品満足」の間に顕著な影響関係が見られなかったが，「知覚品質的価値」を
介すると，促進作用が働き，正の間接効果が生じるようになった。中国人の消費者は表７
－１に示す通り，利用頻度が日本人の消費者と比べて低く，よく利用する人がいるし，あ
まり行かない人もいる。そこで商品に対する認知の度合いよって満足感を評価する際の基
準も大きく異なり，自分のニーズを速やかに満たせるため，あるいは新商品がよく出るた
め，満足感が高くなるわけではない。しかし商品の新鮮さや品揃えの豊富さという品質的
価値を感じれば，商品の変化への知覚とその満足感の評価をつなげ，商品の変化にもたら
された品質的価値の上昇によってその満足感を引き上げるようになると考えられる。 
 
６ 消費者タイプの顧客満足に対する直接及び間接影響の相違について 
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日本において「コスト重視型」、「享受型」及び「慎重型」はいずれも「知覚利便的価
値」を介して「オペレーション満足」に正の影響を及す。仮説９の結果によると，「コス
ト重視型」が「オペレーション満足」に正の影響を及すを検証した。「知覚利便的価値」
を加えると，更に促進作用が働いた。時間の節約、多様なサービスなどによって時間コス
トを重視する日本の消費者はこれらの利便性を知覚すると，レジの速さ、出店場所などへ
の満足度を引き上げられると考えられる。 
中国において「慎重型」、「コスト重視型」は「知覚利便的価値」を介して「商品満足」
に最も高い正の影響を及す。仮説９の結果によると，「コスト重視型」と「商品満足」と
の間に顕著な影響関係が見られなかったが，「知覚利便的価値」を介すると，促進作用が
働き，正の間接効果が生じるようになった。本来にはコスト重視型の中国の消費者は，商
品の独自性や品質などより，安ければ買うというイメージがあったが，コンビニの便利さ
を感じると，値段だけでなく，商品の品揃えや独自性も自らの商品に対する評価基準に加
え，ここしか買えない商品を速やかに入手でき、何種類の商品を同時に購入できるという
評価が生じ，商品に対する満足度を引き上げられると考えられる。 
 日本において「慎重型」が「商品満足」に最も高い正の影響を及ぼす。日本は先進国と
して，多くの消費者は昔から原材料重視、健康管理などの意識を持っている。日系コンビ
ニ企業も４０年以上の発展を経て，成熟化した商品開発体制、物流・在庫管理体制、協力
工場の管理体制が備わっている。そこで，高品質な商品を高頻度で出すことができる。し
かも大きな商品開発部隊によって多様な商品の開発が可能となる。そのために，消費者の
安心安全に対する要求を満足することができる。 
中国において「慎重型」も「商品満足」に正の影響を及ぼすが，「オペレーション満足」
に負の影響を及ぼす。つまり，商品の品質を重視する消費者はコンビニの接客、レジなど
に不満を抱かせる。現在中国のコンビニにも日本と同じように，多くのアルバイトを雇っ
ている。しかし日本のコンビニは長年の発展によって，完備な OJT（On the Job Trainning）
体制ができている。そして日本社会の全体環境により，アルバイトでも高いレベルの接客
ができる。それに対し，中国のアルバイトは主に地方や農村部からの若い者及び昔国営企
業から退職した女性で構成される。日本と比べ，これらのアルバイトはサービスに対する
認識がまだ浅く，トレーニングによってその認識を変えるのは時間かかる。今回のアンケ
ート調査を行う際に，被調査者から「笑顔で接客してほしい」、「挨拶の言葉をちゃんと
言うように」、「お釣りをやさしく渡してほしい」のような話を聞いた。そこで，従業員
に対するトレーニングを一層強化するのはオペレーション満足の向上に有益であると考
えられる。 
 
第三節 本研究の理論的貢献と実践的貢献 
１ 理論的貢献 
従来には日系コンビニについて主に企業の経営、国際展開など企業側のことをめぐって
研究されていた。日中における日系コンビニの消費者行動に注目する研究が多く見られな
かった。この現状に対し，本研究は日本と中国における日系コンビニの消費者に着目した
ものである。消費者ベネフィットセグメンテーション、顧客知覚価値、顧客満足という三
つの概念は従来の定量的研究に多く挙げられる。しかしそれらは個々の分野または地区の
元に行われるものであり，日中という地区および日系コンビニという分野に適用ではない
部分が多かった。そこで本研究はこの三つの概念を日中の日系コンビニ分野に持ち込み，
更に日系コンビニの経営ノウハウのイノベーションに対する消費者の知覚，即ち PKHI と
いう新しい概念を打ち出し，この四つの構成を用いて構成方程式モデルを構築して共分散
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構造分析を行うことにより、四つの構成間に影響関係を持つことを検証した。そこで日中
の日系コンビニの消費者に関する定量的研究の空白を埋めることができた。 
 本研究は顧客知覚価値をモデルの中心的位置に置き，顧客知覚価値をめぐってその先行
要因、結果要因および媒介効果を定量的に検証した。つまり，消費者タイプと PKHI が顧
客知覚に影響を及ぼし，顧客知覚価値が顧客満足に影響を及ぼし，顧客知覚価値が消費者
タイプと顧客満足との間、PKHI と顧客満足との間に媒介作用を働くことを検証した。そ
こで顧客知覚価値の研究に新しい視点を提供した。特にコンビニないし小売業の顧客知覚
価値の研究に対し，本研究の先行要因とした PKHI 概念が学界に理論的ヒントを与えるこ
とを望む。 
 本研究は日本と中国の消費者を対象とした研究である。日中コンビニ消費者の実態を解
明したのみならず，その結果に対し，上記の四つの構成について日中の共通点と相違点も
統計的手法で検証した。本研究に挙げられた両国の同異点は今後両国のコンビニないし小
売業に関する消費者行動の研究に参考になると考えられる。 
 
２ 実践的貢献 
 本研究は日系コンビニに対する消費者向けの消費者ベネフィットセグメンテーション、
PKHI、顧客知覚価値、顧客満足という４つの構成を定量的に測るための測定尺度を提示し
た。 
第六章に既に適切な測定尺度の重要性を説明した。本研究は定性的および定量的手法で，
エキスパートリビューとチームディスカッションによる内容的妥当性と表面的妥当性、探
索的・検証的因子分析による収束的妥当性と弁別的妥当性、構造方程式モデルによる法則
定立的妥当性を確保した。そこで本研究の四つの測定尺度は十分に妥当性を持つと考えら
れる。今後のコンビニの消費者に関する定量的研究に参考になると考えられる。 
 従来の研究には各構成を細分化する際に，既存研究の因子をそのまま借用し，あるいは
検証的因子分析のみによって検証するものが多く見られる。しかし，こうすると，その研
究分野に特有な潜在因子を見逃す可能性がある。それに対し，本研究はデータを収集した
後にまず探索的因子分析を行い，そのデータの背後にある全ての潜在因子を抽出した。つ
まり消費者タイプを「コスト重視型」、「慎重型」、「享受型」，PKHIを「知覚商品開発イノ
ベーション」、「知覚単品管理イノベーション」、「知覚出店イノベーション」，顧客知覚価
値を「知覚品質的価値」、「知覚コスト」、「知覚利便的価値」，顧客満足を「オペレーショ
ン満足」、「商品満足」に分けた。本研究の測定尺度は十分な妥当性を持つため，これらの
抽出した潜在因子は代表性があると考えられる。今後のコンビニの消費者へのアンケート
調査において活用できると考えられる。 
 
第四節 企業への提言 
 本研究は統計分析によって各構成間の影響関係を検証した。以下にはこの検証結果に基
づいて日系コンビニ企業に対し，日本と中国における事業展開への提言を試みる。 
１ 日本における事業展開 
 日本においてコスト重視型、慎重型および享受型は知覚コストに強い影響を及ぼすとい
う結果が示される。つまり単純に言うと，商品の値段を重視する消費者も安全健康を重視
する消費者もニーズの満足度合いを重視する消費者もコンビニの商品が高いと思ってい
る。コンビニは２４時間年中無休という特殊な経営形態で，また高効率の物流情報システ
ムを構築したため，高コストで運営するのが想定できる。もちろんこのコストは直接商品
の価格に反映する。高コストの運営体制という前提で全商品の値段を下げるのが現実的で
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はない。ここで各社とも取り組んでいる PB（プライベートブランド）商品をより強化す
る必要ではないかと考えられる。現在大手コンビニ企業は差別化を求めるあるいは低価格
競争から脱却するために高品質且つ高価（または NB商品並に）な PB商品開発に努力して
いる。消費者のニーズを満たすために商品開発を行うのが間違いではないが，本研究に挙
げられた消費者タイプのように，消費者が求めるベネフィットはニーズを速やかに満たし
たり，商品の安心安全感だけでなく，コストの節約も無視できない部分である。そこで，
本研究は良質の低価格 PB商品の開発も強化する必要があると考えられる。 
本研究の結果から見ると，もう一つ注意すべきのはコスト重視型と慎重型は知覚品質的
価値に負の影響を及ぼすことである。つまり，値段を気にする消費者や商品の安全健康性
を重視する消費者はコンビニの品質が高くないと思っている。ここでの品質は商品の質だ
けでなく，店の接客や清潔さなどのオペレーションも含まれる。現在日本においてコンビ
ニだけでなく，ほぼ全ての接客業にとっては「人手不足」が深刻な問題である。そのため
にとりあえず働いてくれたいという目的で無経験または資質がやや低いアルバイトを多
く雇用し，更に都会部に「単発アルバイト」という超短期アルバイトの雇用現象も増えて
いる。このような状況により，徹底的なトレーニング、コンビニ運営知識の勉強が不可能
となってしまうため，接客、店の掃除、商品棚の整理整頓などに対して行き届かないとこ
ろが頻発している。そのために現在欧米や中国にだんだん広がっており，日本にもテスト
し始める無人店舗からヒントが得られる。現在一部のコンビニ企業は無人店舗のテストを
始めたが2，今の現状から見ると，拍車をかけなければならないと考えられる。 
 顧客知覚価値と顧客満足との関係から見ると，本研究の分析に従って顧客知覚価値を上
げることによって顧客の満足度を上げることができるという結果を示した。特に知覚利便
的価値の上昇が商品への満足感とオペレーションへの満足感に最も強い影響を及ぼすこ
とが分かった。つまり，従来にコンビニの最大の集客武器といわれる「利便性」は今でも
最も重要な特徴である。知覚利便的価値は消費者にとって主に時間の節約と指し，ニーズ
が生じるからニーズを満たすまでの全過程にかけられる時間が含まれる。現在各社はドミ
ナント戦略を徹底的に実施し，アクセス上の利便性を持っている一方，店内の買い物時間
の節約がより重要な課題として取り組む必要があると考えられる。店内面積の制限により，
レジが二、三台のみ配置されるのが一般的である。朝と昼の混雑ピーク時間帯に，長い列
に並ぶ光景はよく見られる。消費者ごとの買い物の量が少ないと言っても，スキャン、精
算、袋詰めなど一連の接客の動きが他の小売業態と変わりがない。この現状のもとで，知
覚利便的価値を向上させる策の一つとして，より自動化レジカウンターを開発・導入する
ことである。RFID タグの導入、キャッシュレスの精算、全自動の袋詰めシステムなどは
消費者に待たせ時間をより短縮できるのみならず，前述の「人手不足」の解決にも役立つ
と考えられる。少数の従業員で店を支え，その仕事も陳列の整理補充や掃除など売場環境
の改善および消費者の買い物ニーズをよりうまく応えるための受発注や在庫管理などに
集中できると考えられる。 
 
２ 中国における事業展開 
第一章に説明したように，現在日系コンビニの大手三社は中国において事業展開をして
いる。 
本研究の調査したサンプルの状況から見ると，現在中国の日系コンビニ利用者は収入や
学歴がやや高いグループに集中するという傾向が見られる。中国において「享受型」が「知
覚品質的価値」に正の影響を及ぼすが，「慎重型」が「知覚品質的価値」に負の影響を及
ぼすという結果に従い，自分を喜ばせる商品や面白い商品に対するニーズを持つ消費者は
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コンビニの品質を認める一方で，買い物の安心安全感を重視する消費者は店の接客や商品
の品質を認めない傾向が見られる。現在中国における各日系コンビニは集客や差別化を求
めるために，新型商品や輸入商品の開発に取り組んでいるが，基本的な品揃え，例えばフ
ァストフード、加工食品などの品質を確保し続ける必要があると考えられる。 
現在中国人の収入上昇により，利便性や時間性を重視する消費者が増えている。しかし
「享受型」と「知覚利便的価値」との間に顕著な影響が見られなかった。つまりニーズの
満足度を重視し，自分を喜ばせることを優先に考える消費者はコンビニの利便性が感じら
れなかった。一つ考えられる理由は，現在日系コンビニが中国に事業展開する際に，日本
と同じようにドミナントという考え方のもとで出店しているが，中国の高騰する不動産市
場に集中かつ大量に出店するのが容易ではない。そこで，出店戦略を見直す必要があるで
はないかと考えられる。コンビニがコンパクトな小売店舗といいながら，少なくとも 100
平米以上の店内面積が必要となる。それに対し，標準面積より狭く，周辺立地調査によっ
て品揃えを絞り込んだセレクトショップのような新店舗を開設したり，物流配送体制、受
発注体制の見直しに踏まえ，店内倉庫の面積を小さくしたり，または都市再開発で整えら
れた新興住宅地や工業団地はまだブルーオーシャンである地区に出店するのが対策とし
て考えられる。また近年日系コンビニは中国消費者の嗜好に応じて独自の商品（店内調理、
地元の食べ物）を多く開発し，顧客を増やしたという成果を果たした。しかしながら，フ
ァストフードを中心に展開する飲食店が増えている一方，ネット出前の急増長によって大
きな影響を及ぼす。そこで，品質だけでなく，如何により便利に商品を顧客に提供するこ
とも考慮しなければならない。昔から実物の商品以外に，多様なサービスを持つのがコン
ビニ１つの特徴だと認識される。しかし，現在中国にネット環境の整備やスマートフォン
の急増によってサービス商品の市場シェアも狙っている。ネットと融合して O2O（Online 
To Offline）を活かして市場を確保することに対する取り組みを加速する必要があると考
えられる。 
統計結果により，「コスト重視型」が「知覚品質的価値」に負の影響を及ぼす。つまり
低購入コストを求める消費者はコンビニの品質が低いと思うことを示した。現在中国には
消費者が低コストの前提で高品質の商品に対するニーズも存在する。 一つの例は日系コ
ンビニが粗利益の向上や顧客を引き付けるために中国に低価格の PB 商品を多数に出して
いたが，顧客に受け入れられなく，評判も悪い。顧客から「長く使えない」、「値段が低い
だが品質も悪い」という声もある。マーチャンダイジングや規模の問題で母国のように高
品質の商品ができず，売れ行きもなかなか期待通りにならない。そのために，現在中国に
単に値下げだけで不十分で，品質も無視せずに向上させることは中国人の消費者に対して
知覚品質の向上に役立つと考えられる。また「慎重型」が「知覚品質的価値」に負の影響
を及ぼす。つまり安全性、健康性や関連情報に関心を持つ消費者もコンビニの品質が低い
と思うことを示した。近年食安全問題が頻発している中国に消費者が商品の安心安全感を
重視してきて，特にソーシャルメディアの急増長によって消費者に与える影響が以前より
比べないほど深刻になる。この背景のもとでお金を惜しまなくてとりあえず安全健康なも
の手に入れたい消費者も多く現れる。そこで，商品の賞味期限、成分表などを厳しく管理
することはもちろん，一方では店内衛生の維持、ゴンドラの整理整頓、接客レベルの向上
も重視しなくてはいけない。コンビニに買い物する消費者に安心安全の感覚を与えるのは
消費者がコンビニに対する信頼感をより向上させると考えられる。 
「慎重型」が「知覚利便的価値」に正の影響を及ぼす。品質や安心安全などを重視する
消費者はいい商品やサービスを手に入れるためにお金を惜しまない一方で，消費の便利性
を気に入る傾向が表れる。近年中国の消費者は所得上昇や生活パターンの変化により，金
259 
 
銭的コストより時間的コストをもっと重視する人が多くなる。日系コンビニも日本にうま
くやっているファーストフード商品やサービス商品を導入した。しかし，「コンビニで色
んなサービスができることが聞いたことがあるけど，光熱代の支払い、チケット予約、振
込などがスマホですぐできる」、「（コンビニの）食べ物が悪くないけど，スマホで好きな
レストランにオンライン出前で注文するのがもっと速い，出来立てて熱々ですし，毎日キ
ャンペーンがあり，２４時間営業する店もある」のような声が今回の調査で多く聞こえた。
そこで O2O 市場が急増長している中国にネットとうまく融合しながらリアル店舗しかで
きないサービスや商品を出すことは顧客の知覚便利性の向上に役立つと考えられる。 
 
 
第五節 本研究の限界と今後の課題 
１ 研究限界 
本研究は先行研究の整理を踏まえ，アンケート調査を通してより全面的に日中における
日系コンビニ消費者の実態を把握するために，定性的と定量的手法を用いて行われる研究
である。しかし，まだ完璧なものと言えず，二つの不足点があると考えられる。 
・本研究は日中両国に合計 2400 人に調査を行ったが，やはり全体のコンビニ市場から見
ると，サンプル数がまだ少ないと思う。特に記述統計結果からみると，中国にはサンプル
がまだ若者に集中している。しかし現在中国も日本と同じような少子高齢化という問題が
深刻化しているため，年配者への調査が必要であると考えられる。 
・本研究は中国に北京、上海、青島の三つの沿海部都市に調査を行ったが，現在日系コン
ビニは他の数多くの沿海部都市に出店しているし，成都、重慶、武漢などの内陸部にも出
店した。中国における日系コンビニに関する研究はより幅広い地域で調査を行い，データ
を収集する必要があると考えられる。 
 
２ 今後の課題 
本研究は主に顧客知覚価値をめぐりながら，消費者タイプ、日系コンビニ経営ノウハウ
のイノベーションに対する知覚、顧客知覚価値、顧客満足を含めて四つの構成間の影響関
係を確認した。しかし顧客知覚価値の先行要因として消費者タイプ、日系コンビニ経営ノ
ウハウのイノベーションに対する知覚の両構成に限ることではない。消費者の内的特性と
した価値観やライフスタイルに対して批判の声が挙げられるが，それらを先行要因として
研究する価値があると考えられる。また結果要因として顧客満足にも限ることではない。
ロイヤルティや口コミも消費者の購買後行動の典型的な表現であるため，日系コンビニ分
野において顧客知覚価値の高さがロイヤルティや口コミへの影響を検証する研究価値が
あると考えられる。また本研究は因子分析を用いて各構成から幾つかの潜在因子を抽出し
たが，今後調査地域や調査人数の拡大につれ，より多くの潜在因子を抽出できる可能性も
ある。それに従い，構成間の影響関係をより細かく研究できると考えられる。 
                                                             
1「平成 30年労働力調査結果」（総務省統計局）
https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/nen/ft/pdf/index.pdf）（2019年 2月日
閲覧） 
2 https://www.asahi.com/articles/ASKD45WP0KD4ULFA01R.html 
https://orange-operation.jp/posrejihikaku/pos/13635.html（2018 年 5月 30 日閲覧） 
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私は 3 年前に鹿児島国際大学経済学研究科の博士課程（後期）に入学して以来，指導教
官の原口俊道先生のもとで経済学、統計学、消費者行動論などの分野から基本的かつ専門
的な知識を学びました。原口先生にはお忙しい中で学問的・生活面においてご心配とご苦
労をおかけました。先生のご指導・ご鞭撻がなければ，この学位論文の作成が不可能だっ
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国際大学経済学研究科博士課程（後期）への紹介や入学後にも学術研究に関して多くのご
意見を頂きました。特にこの学位論文に対して細かく読んで頂き、日本語の文法や誤字か
ら論文全体の構成までご意見を頂きまして衷心よりお礼申し上げます。 
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私は店が接客レベル向上への工夫に気付いている。
私は自分の欲しがる商品がいつも置いていることに気付いている。
私は時期によって様々なイベント商品が置いていることに気付いている。
本調査はコンビニ消費者の顧客満足を把握する為に行うものです。調査票は無記名となります。この調査
結果は、今回の学術研究の参考資料としてのみ活用させていただき、他の用途として使用することは決し
てありません。結果は全て統計表の形や数値としてまとめます。ご多忙中とは存じますが，ご協力の程お願
い申し上げます。
　
　　　　　　　鹿児島国際大学経済学研究科　指導教授：原口俊道
　　　　　　　担当者：龔涛（電話：080-3228-0016　Eメール：cxsky116@yahoo.co.jp）
私は店の品揃えが豊富だと思う。
私は商品の品質が高いと思う。
私は新旧商品が頻繁に入れ替えられることに気付いている。
私は品揃えが充実することに気付いている。
私は場所によって各店の品揃えが違うことに気付いている。
私は店内に他所で見たことがない施設がよく導入されることに気付いている。
私は店内に様々なサービスが利用できることに気付いている。
私は同じチェーンが一つの地域に複数の店を出すことに気付いている。
私は店内清潔さの維持に気付いている。
私は商品を買うためにかけられる時間を考慮する。
私は商品を買う前にキャンペーン情報を収集する。
私は品質対価格をよく考えてから商品を買う。
私は値段がやや高くても心地がいい環境に商品を買う。
私は気に入り商品があったらすぐ買う。
私は商品自体よりパッケージデザインがいい商品を買う。
私は使用上の安全性に配慮してものを買う。
私は同じ商品に対して割引されたほうを買う。
私はいつも自分を喜ばせる商品を買う。
私は有名人のお勧めする商品を買う。
私は無名メーカーより有名メーカーの商品を買う。
私は商品に関する評判を調べてから買う。
私は健康性に配慮してものを買う。
個人情報同意記入欄　　　　　□同意　　　　　　　□同意しません
付録１　コンビニエンスストア消費者に関するアンケート調査
コンビニの利用回数：a．毎日一回以下　　b．毎日一～三回　　c．毎日三回以上
私は賞味期限が新しい商品がいつも置いていることに気付いている。
私は同じチェーン店には統一感を持つことに気付いている。
私は既存商品の品質がずっと改善されていることに気付いている。
婚姻：a．独身　　b．既婚
性別：a．男性　　 　　　b．女性
年齢：a．20代以下　　b．20代　　c．30代　　d．40代　　e．50代　　f．50代以上
職業：a．アルバイト（パート含む）　　b．サラリーマン　　c．退職　　　d．個人経営
        e．学生　f．主婦
学歴：a．中学校以下　　b．中学校　　c．高校　　　d．大学　　e．大学院
月収入：a．１0万以下　b．10～20万　c．21～30万　　d．31～40万　e．41万～50万
           f．51～60万　　ｇ.60万以上
私はとりあえず安い商品を買う。
私は試してみたい新型商品が扱われることに気付いている　。
私は自分のニーズを効率的に満たせる商品が扱われることに気付いている。
私は自分のニーズを速やかに満たせる商品を買う。
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私は商品の販売価格が高いと思う。
私は店が清潔感があると思う。
私は接客レベルが高いと思う。
私は店内が明るいと思う。
私は店頭商品の整理整頓に満足している。
私は商品の入れ替え頻度に満足している。
私は商品の品質に満足している。
私は商品の独自性に満足している。
私は品揃えの豊富さに満足している。
私はサービスの多様さに満足している。
私は店内のレイアウトに満足している。
私は店員の接客態度に満足している。
私は陳列の分かりやすさに満足している。
私は店外回りの清潔さに満足している。
私は店内の清潔さに満足している。
私はレジの正しさに満足している。
私は商品のボリューム感があると思う。
私は店の販促活動が多いと思う。
私は商品の品質対価格のバランスがいいと思う。
私は店内施設（ATM、イートイン等）が便利だと思う。
私はサービス項目（諸料金の支払い、チケット予約等）が便利だと思う。
私は商品を使うためにかけられる手間がかからないと思う。
私は商品を買うためにかけられる時間が短いと思う。
私は店のポイントサービスに対してお得感があると思う。
私は店の立地場所に満足している。
私はレジの速さに満足している。
私は多様な支払い手段があることが便利だと思う。
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我认为便利店开展很多促销活动。
我认为便利店的商品分量很足。
我认为便利店的商品性价比较高。
我注意到便利店内会一直保持店内环境的干净清洁。
我注意到同一品牌便利店会在同一地区开出多家分店。
我注意到便利店提供了各种各样的服务类商品。
我注意到便利店会经常引进一些在其他地方没见过的新颖服务设施。
我注意到根据开店地区不同，同一品牌便利店的分店会提供不同的商品。
我认为便利店的商品品质较好。
我认为便利店的商品种类很丰富。
我认为便利店的店内环境很明亮。
我认为便利店的待客服务水准较高。
我认为便利店的店内很干净
我认为便利店的商品售价较高。
我注意到便利店一直在加强对员工的服务培训。
即便价格贵一些我也要在购物环境好的地方购买商品。
我会优先选择购买能快速满足自己需求的商品。
我注意到便利店提供了能快速满足自己需求的商品。
我注意到便利店提供能勾起我购买欲的新型商品。
我注意到现有商品的品质一直得到改善。
我注意到同一品牌便利店的各家分店具有统一感。
我注意到便利店总是能提供保质期很新鲜的商品。
我注意到便利店的商品种类很充足。
我注意到便利店总有新商品上架。
我注意到根据时节不同，便利店会提供多种多样的季节性商品。
我注意到自己想买的商品在便利店里总是有货。
我看到喜爱的商品时会立刻购买。
我会仔细考虑商品的性价比后进行购买。
我在购物前会先收集促销信息。
我会考虑为了购物所付出的时间成本。
同样的商品我会购买贴上打折标签的商品。
我购物时会仔细考虑该商品的安全性。
购物时会仔细考虑该商品是否健康。
我会事先调查该商品的口碑后进行购买。
相较于无名厂商的商品我会优先选择名牌厂商的商品。
我会购买明星代言的商品。
我购物时会优先考虑购买该商品能否让自己开心。
相较于商品本身，我更看重外观包装是否好看。
我优先选择购买便宜的商品。
婚姻：a．单身　　b．已婚
月收入：a．2千以下　　b．2千-4千　　c．4千-6千　　　d．6千-8千　　e．8千-1万
f．1万-1.5万     g．1.5万以上
学历：a．初中以下　　b．初中　　c．高中　　　d．大学     e．本科以上
光顾便利店次数：a．毎天一次以下　　b．毎天一～三次　　c．毎天三次以上
付録２　便利店顾客调查
本调查的目的是为了掌握便利店消费者的顾客价值以及顾客满意度，采用不记名方式填写，其
结果仅作学术研究使用。感谢您的大力支持。
性別：a．男性　　 　　　b．女性
年龄：a．20岁以下　　b．20-30岁　　c．30-40岁　　d．40-50岁　　e．50岁以上
职业：a．临时工　　b．上班族　　c．退休　　　d．个体经营　　e．学生　f．主妇
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我对商品的新颖程度感到满意。
我对商品的品质感到满意。
我对商品的更新速度感到满意。
我对货架上商品的整齐程度感到满意。
我对店周围的整洁程度感到满意。
我对商品陈列的一目了然的程度感到满意。
我对店员的待客服务态度感到满意。
我对店内的布局感到满意。
我对服务种类的多样性感到满意。
我对商品种类的充足程度感到满意
我对店内环境的整洁程度感到满意。
我认为便利店开展的积分活动很实惠。
我认为在便利店购物所要花费的时间很短。
我认为便利店的商品使用起来很方便。
我认为便利店提供的各种服务项目（如代缴水电费，买票等）很方便。
我认为便利店提供的各种服务设施（如ATM，店内座椅等）很方便。
我认为在便利店可以使用各种支付工具很方便。
我对便利店的收款速度感到满意。
我对便利店的开店位置感到满意。
我对便利店的收款正确性感到满意。
 272
